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はじめに（第11回迅速化検証結果の公表に当たって）

裁判の迅速化に関する法律（平成15年法律第107号。以下「迅速化法」という。）］が施行されて20年余

りが経過した。この間、最高裁判所は、同法8条’項に基づき、裁判の迅速化に係る検証（以下「迅速化検

証」という。）に関する報告書を、平成17年7月から令和5年7月まで、2年ごとに10回にわたり公表し

た。これら各回の報告は、一連一体となって裁判の迅速化に係る総合的、客観的かつ多角的な検証の結果

（迅速化法8条1項）を示すものであり、本報告書はそれに続く第1l回の検証結果を公表するものである。

第11回の迅速化検証においては、デジタル化が進む中で裁判所の各手続におけるデジタル化の現状を確

認することとし、検証検討会において最高裁判所からデジタル化の現在地及びこれからの状況について報告

がされた。

その上で、後記のとおり、第6回以降の検証方針に従い、統計データ2の分析を中心としつつ、これまで

の検証結果をフォローアップする形で実施することとし、これまでの検証と同様に、地方裁判所における第

一審訴訟事件及び家庭裁判所における家事事件等について、最新の統計データを用いて審理期間等の状況の

検証を行い、高等裁半ll所における控訴審訴訟事件及び最高裁半|｣所における上告審訴訟事件についても、併せ

て最新の統計データに基づく検証を行っている。

また、民事第一審訴訟事件、刑事通常第一審事件、家事事件等について、それぞれ2か所で、裁判所、

検察庁（刑事通常第一審事件のみ）及び弁護士会に対して、実情調査を実施した。なお、前回の実情調査は、

新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響を受けて、一部ウェブ会議システムを利用しながら実施したが、

今回の実情調査はいずれも現地において対面で実施した。

実情調査では、主として、民事第一審訴訟事件については、デジタル化が進展する中における争点整理

の現状と課題や、合議体による審理の現状と課題などを、刑事通常第一審事件については、裁判員裁半|｣対象

事件における公判前整理手続の長期化要因や充実した公半ll前整理手続を迅速に行うための取組等を、家事事

件等については、家事調停における調停運営改善の取組の効果の検証と更なる課題や、人事訴訟における合

理的かつ効果的な争点整理等の実現のための方策と課題などを取り上げた。

第11回の迅速化検証結果の公表に向けて、検証検討会を計4回開催した。第10回の検証検討会において

は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響を受けて、一部ウェブ会議システムを利用しながら開催し

たが、今回の検証検討会はいずれも対面で開催した（検証検討会の開催状況、各回における議論のテーマ等

は【表】のとおりである｡)。

なお、第1回から第5回までの検証では、それぞれその時期の最新の統計データを用いて審理期間等の

状況を検証するとともに、統計データや実情調査等に基づき長期化要因を分析・検討し（第3回報告書)、

それを解消するための施策を提示したほか（第4回報告耆)、紛争や事件の動向に影響を与える社会的要因

の分析・検証（第5回報告書）を行うなどした。こうして迅速化法の施行後10年の節目を迎え、迅速化法

附則3項に基づき、政府（法務省）において「裁判の迅速化法に関する検討会」（以下「政府検討会」とい

う。）が開催されたが、そこでは、迅速化法の基本的枠組みの必要性・重要性は変わらず、最高裁判所によ

’迅速化法の目的については、「この法律は、司法を通じて権利利益が適切に実現されることその他の求められる役割を司法が＋
全に果たすため|こ公正かつ適正で充実した手続の下で裁判が迅速に行われることが不可欠であること、内外の社会経済'|青勢等
の変化に伴い、裁判がより迅速に行われることについての国民の要請にこたえることが緊要となっていること等にかんがみ、裁判の
迅速化に関し､その趣旨、国の責務その他の基本となる事項を定めることにより､第一審の訴訟手続をはじめとする裁判所におけ
る手続全体の一層の迅速化を図り、もって国民の期待にこたえる司法制度の実現に資することを目的とする。」と規定されている
（同第1条)。

2本報告書において分析に利用した統計データは、出典を示したもののほかは、令和7年4月15日現在のもので(なお、第10回報
告書で報告した以降に統計データが修正された場合には､修正後の統計データを褐記する。）、特に明記しない限り、令和6年(1
月から12月)の既済事件を対象としている｡統計データは､これまでの報告書と同様、司法統計に基づいている。
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るこれまでの検証結果の公表の在り方は今後も維持されるべきであり、最高裁判所において検証が引き続き

行われることが期待されるなどとされた。

最高裁判所は、この検討結果も踏まえた上で、引き続き迅速化検証を続けていくこととし、第6回以降

の検証は、第5回までの10年の検証結果を前提に、統計データの分析を中心としつつ、これまでの検証結

果をフォローアップする形で実施することとしている‘

【表】 検証検討会における議論の状況

意見交換の内容開催年月日

第70回|令和5年'0月3日 第''回検証の進め方について・民事・刑事・家事の実情調査の実施方針について

令和6年7月30日 ・民事・刑事・家事の前半実情調査の結果について第71回

・民事・刑事・家事の後半実情調査の結果について

・第11回検証報告書案について
第72回｜ 令和7年1月22日

令和7年5月19日 ・第11回検証報告書案について第73回

2
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第11回迅速化検証について

● 迅速化検証について

裁判の迅速化に関する法律8条1項に基づき､裁判の迅速化に係る総合的､客観的かつ多角的な検証を実施

【従前の迅速化検証】

統計データを用いた審理期間等の検証と裁判手続の実情調査を行い､検証検討会を開催した上で､検証結果を公表

今
検証検討会

く ら
恥
；
瑚
庵

ｉ
・
Ｉ
‐
ｌ
‐
刷
一

催
‐
‐
‐
Ｉ
ｈ
ｌ
Ｉ
Ｉ
ｍ
■

最新の統計データを用いた

,審理期間等の検証

民事､刑事､家事について

裁判手続の現状や課題等の実情を調査(各2か所）
用いた

【第11回の迅速化検証】

従前の枠組みで検証を行い､検証検討会を開催した上で､検証結果を公表
これに加えて､裁判手続のデジタル化が進む中で各手続のデジタル化の流れを概観した
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《参考》検証検討会委員について

座 長 山 本 和 彦 （中央大学法務研究科教授）

委 員 出 井 直 樹 （弁護士［第二東京弁護士会］）

上 塚 亘 由 （産経新間東京本社総務本部人事部長）

奥 山 信 一 （東京科学大学環境･社会理工学院教授）

川 出 敏 裕 （東京大学大学院法学政治学研究科教授）

佐 古 和 惠 （早稲田大学墓幹理工学部I|胄報理工学科教授）

島 戸 純 （東京地方裁判所判事）

高 取 真理子（横浜地方裁判所判事）

畑 中 良 彦 （最高検察庁公判部長）

原 琢 己 （弁護士［第一東京弁護士会］）

山 田 文 （京都大学大学院法学研究科教授）

※ 令和7年7月現在（敬称略）
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L 民事訴訟手続のデジタル化
のための法律が成立

民事非訟手続

（民事執行手続、

倒産手続、

民事調停手続など）

ウェブ会議による

民事調停の運用開始

可

民事執行手続､ 倒産手続､

家事事件手続等のデジタル
ー化のための法律が成立 一

申立書等の

オンライン提出

事件記録のオン

イン閲覧が可能家事事件手続等

家事事件手続等における

ウェブ会議の運用開始(家事調停、

家事審判、

人事訴訟など）
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民事訴訟手続のデジタル化

雲金

胆30.3「裁判手続等のIT化検討会｣取りまとめ

蕊品 f
1殿i

n“-鐸 γ碑

． イ

寵 ，

騨写蝋,‘‐盧壁‘

i蕊■斑 を熱,惑蕊｡ "〃･":~=: 「弓っのe｣

出頭が必要
30.3「裁判手続等のIT化検討会｣取りまとめ

鐙■
’

｢
P

引き

■■
- 』

。 蕊§尋…

フェーズ1 旧法下でも可能なｳｪﾌ会議等のデジタルツールを

フェーズ2 法改正によって直ちに実現可能な運用（ｳｪﾌ釜

フエーズ3 法改正十システムの開発･導入等により実現石

活用した争点整理の運用

(ｳｪﾌ会議による口頭弁論期日等）法改正によって直ちに実現可能な運用（ウェブ会議による［

法改正十システムの開発･導入等により実現可能な運用 罵鐸鮮麓蜜！
E ,望, ~_ﾛ ｰb ~, . . 、Z

〕（ R4｡5.25民事訴訟法等の一部を改正する法律公布（段階的に施行）

肩111 （（ emints⑪ｳｪﾌ会議
r

e提出 ③改正法の全面施行に向けた準備

R2.2～ ｳｪﾌ会議を活用した

争点整理の運用開始

R5.3～ｳｪﾌ会議による双方不出頭の

弁論準備手続

R6.3～ ｳｪﾌ会議による口頭弁論手続

ｳｪﾌ会議のアブ｣ケーションを利用

ニウェブ会議以外にも便利な機能あり！

R4｡4～e提出の－部先行実施として

「mints｣導入開始

二当事者：印刷や送付の手間が不要に！

＝裁判所：データの利活用力溶易に1

罰一一一一一一一一－－－－＝－－弓～~嗜置－
・データ共有 、、
．スレッドヘのメッセージ投稿 ／

。（遅くとも) R8.5

一律に電子提出が可能に。

訴訟記録が電子化､インターネットで閲實可能に。

一民事訴訟規則の改正

現在､システム開発設計作業中

'

一一~~
~

・データ共有

・スレッドヘのメッセージ投稿 ，

－ －－－－一一一詞一一鐸一

L｣－

K

、
」
，
Ｊ
零
１
§
１
１
Ｊ

､QO "蝿罵灘識雛蝿『騨鱸灘蕃溌"'ｩ,職!…麺継幽鎚逃

ｒ
轆
難
難
腫

Ｌ

いこと 徒凡FA

⑯手続の在り方を抜本的に見直す契機に！的にﾚ化＝民事 見 す
一 ～報

タルイ丁ン 訴訟民回

啓宅菖

9
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家事事件手続等のデジタル化 6畳＠

＆
凶

聴鷺‘嗜.'R6.1|、琴ゞ
魅諏轟ゞ説露醗。

i x| 、鶴。ゞ
1，膳露 嘩 弗

“｡識,ﾎ蝶聯 漣 ￥罰噛
1F

淵 、 、
品 、

‘_竺一認.証 励

12R5．12

「
ロ

、、家事審判手続人事急家裁本庁で

騨応ﾌ調露争駕蕊に…

家事審判手続・子の返還申立手続。 可

家事抗告手続におけるウェブ会議運用開始

、》(全高裁本庁・支部、家裁本庁・支部．
/出張所）、人事訴訟の争点整理手続における

ウェブ会議運用開始（全家裁本庁・支部）劉

家
家
訓
袖
ゥ

調停・審判・

人訴における

ウェブ会議の

広がり

・
ブ
つ

ｊ

始
け
、
〕

全ての支部・

において、順

ウェブ調停運

全一r‘斥訟

ナる

／
F

も

F

も

し〉
6

ウェブ調査の

広がり
ウェブ調査

運用開始
（全ての家裁

査 可

裁支部

ウェブ調査運用開始
（全ての高裁本庁・支部、

家裁本庁、－部の支部）
ウェブ調査試行

戸 へ

ha －

戸 べ
唾 、ざ 勺

ｒ
Ｌ

ウェブ調停についての受け止
扉

<調停委員の声〉<当事者の声〉

ご幽灘職し参慨澆………豐事…潮…“
･裁判所に赴く負担が少なく、時間を有効に活用できた。

･裁判所の待合室に行くよりも待ち時間に打合せをしやすかった。

①当事者の
出頭負担の軽減

・当事者の動線の配慮等の事務負担を軽減でき、事情聴取などの

より中核的な事務に注力することができた。

②DV事案等の高葛蘭
･代理人事務所や自宅からも参加でき、安心感があった。 副睡麺竹Ⅱ毎DJ石リ

…

逼鯉雷会議と""ヨ
・心情に寄り添った働きかけが可能。当事者の態度も柔和になっ

た。
･表情や仕草などの非言語的情報の交換ができ、安心感があった。
･発言のタイミングを計りやすい。

ﾖ"…雌鹸ヨ
・対面による方が当事者との信頼関係を構築しやすいことがある。

・情緒的なやり取りや調停という場の雰囲気の形成が難しいこと

がある。

･得られる情報に限りがあるため、難しい事案は対面で行いたい”

．慣れた弁護士事務所からリラックスして参加できた。
④対面との比較

10
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１
１
１
、

検証検討会での議論（委員等の意見）

■

■
ｒ

Ｉ

デジタル化の現状について I
■

P

民事訴訟手続について､まもなくフェーズ3を迎えるが､現状､mintsは広く利用されているとはいえない

今 改正法の施行後は､弁護士は電子提出が義務付けられるので､電子提出のシステム利用の実情は大きく変わると思われる｡フェーズ3に向けた

準備として､弁護士はmintsを用いて電子提出の方法に習熟しておくことが望ましい

可F
i

L

デジタル化の将来に向けて
ユ

これまでの紙での事務を単に電子化するというだけではなく､デジタルの機能を利用してどうやって裁判が効率的に運営できるかというところから検討す

るのが望ましい

実'|冑調査の結果を踏まえ､今後もデジタルツールを活用した審理の工夫が加速することを期待したい

〕

／
ｌ
Ｌ

今後に向けた検討
詞F-－

デジタル化の将来に向けて
P

今 今後さらに改正法施行後の裁判手続について､裁判所と弁護士とで認識を共有し､それぞれ習熟をはかることが重要である

11
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地方裁判所における民事第一審訴訟事件の概況及び実情
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k
民事第一審訴訟事件全体の概況

件数及び既済件数の推新受 移及

●既済件数は令和2年まで減少傾向にあったが､令和3年に増加し、

その後はほぼ横ばいの状況
●新受件数は減少傾向にあったが､令和5年からは増加

(※ただし､令和2年以降のデータには､新型コロナウイルス感染症の感染拡大及び緊急事態宣言発出の影響もあると思われる。）

新受件数の推移 既済件数の推移
250.000 250.000 I一__一

R6 :14万1562件

(R4から約1万5000件増加）
R 6:13万9370件

(R4から約7500件増加）

200.000200.000

143！817 148，307 146，681 135，674 141,526
'38.444 134'935 133.430 130,862 ,26.664

140,973 148,023 145､983
1 38.684 ,3, 55R 139.020 , 3,.803 137,609 139,370131，558

122,763

'50－000150.000

既
済
件
数
（
件

新
受
件
数
（
件
）

100.000100.000

’

50－00050.000

｜｜ ｜■ ‐ ロ0

平成 平成 平成 平成 令和 令和 令和 令和 令和 令和平成 平成 平成 平成 令和 令和 令和 令和 令和 令和
27年 28年 29年 30年 一 元年 2年 3年 4年 5年 6年 27年 28年 29年 30年 元年 2年 3年 4年 5年 6年

合議事件の状況件 状
●審理期間2年超の既済事件における合議事件数は近年横ばいで

●未済事件における合議事件数は近年はやや減少傾向 あったが､令和6年は減少｡また､合議率は､令和2年以降減少し､令
和6年は令和4年と同水準となっている

（※ただし､令和2年以降のデータには､新型コロナウイルス感染症の感染拡大及び緊急事態宣言発出の影響もあると思われる。）

審理期間2年超の既済事件における合議事件数及び合議率の推移未済事件における合議事件数及び合議率の推移
20.0

’
20．000

’’
合議事件数 単独事件数 一一審理期間2年超の全既済事件における合議率

合議事件数 ÷合議率 180

40.0'5000合
議
率
（
％
）

０
０

０

６
４

２

合
議
事
件
数
（
件

335 34.4 34．6 34.0

3hi__\一昔一~←→－－＝～~§:と響一
15.000 、

合
議
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（
％
）

０
０

０

５
０

５
３

３
２

既
済
事
件
数
（
件
）

320

一合－－－－－皇26
12.500’

10．000

10．010.000

9,090 9222
8,311

7.500 20．0

'6,265 15'770 15,343 ,4,598 ,3,80,14,758 15,448 15,296
12.557 13,270

8．0

6.455
6，174 6.319

5,987
7.472

15．06.0 5,963
5,9345,000

5.000

10040

2.500

3,948 3‘784 3,9203234 3,418 32542.701 2.779 3,014 3,145
5.02.0

0,00.0

０

0

平成

27年

平成

28年

平成

29年

成
年

平
和 令和

元年

和
年

今
石
か
二

令和

3年

令和

4年

和
年

今
市
５

令和

6年

令和

6年

令和

4年

令和

5年

令和

元年

令和

3年

令和

2年

平成

28年

平成

29年

平成

30年

平成

27年 '3



、
宮

〃

ｒ
Ｌ

民事第一審訴訟事件全体の概況

【平均審理期間の推移I

平均審理期間の推移

●令和5年･令和6年は短縮

・平均審理期間は､平成22年以降､おおむね長期

化傾向｡令和5年･令和6年は短縮し､令和元年

頃の水準に回帰

期
11〔）

R6 :9.2月(R4から1.3月減少）

０
，

ｏ
ｒ‐￥

Ｉ 二
一日】Ｊ

丁’

十
均
蒋
岬
馴
Ⅲ
（
月

一"彦〆

-″

_全一了.－－→一一一－
●

〃一
、 一

一◇一

、、
/"一

、蓬‐ 〆

空一 ニーマ窪
一〉
濡

一

(※ただし､令和2年以降のデータには､新型コロナウイルス感染症の感染拡大及び

緊急事態宣言の発出の影響もあると思われる。）

平威 ､1'飯 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 令オロ

7垂 1s圧 19注 2(ご'年 21年 22正 ご乳年 24圧 ご白痒 2僑垂 2？年 2S年 2‘弓‘津 弐O年 丁L正

扣
王

今
五
つ

和
年

今
石
ら

江
年

，
令
ら

和
年

《
祠
４

和
年

《ロー‐｜ｊ’

手続段階別平均期間及び係属期間2年超の未済事件の割合等の推移

●平均審理期間の手続段階別の内訳が変化 ●係属期間2年超の未済事件は近年減少傾向
・手続段階別に平均期間を見ると､訴え提起から第1回口頭 ・ 係属期間2年超の未済事件の数及び全未済事件に占める
弁論までの平均期間が長期化傾向 R6 : 9.3月(R4から3.9月増加） 割合は､令和3年をピークに減少傾向

・他方､第1回口頭弁論から人証調べ開始までの平均期間は R6: 1万0330件(R4から1 545件減少）
R6 : 10.2% (R4からl.5%増加）

短縮傾向 R6: 10.2月(R4から3,8月減少）

（※上記内訳の変化には､争いのあることが判明した事件につき､第1回口頭弁論期日を経ることなく､最初からｳｴﾌ会議なども活用した争点整理を行うなどの取組力進められていることなどが影響しているものと思われる｡）

年超 未 推のZ

人証調べを実施して対席判決で終局した事件における手続段階別平均期間の推移 係属期間2年超の未済事件の割合及び係属期間別事件数の推移

2年超3年以内

－5年超10年以内

3年超4年以内

1o年超

－4年超5年以内訴報,?,fEかj･‐》浄..1回口輻拝.,南 票.回口弔苛‘,閥ﾅ!；-》ﾍ馬唯‘図 開始 ■ﾍ証ﾐ.固 「報始か1-,A証調 \@．'~「

■.ﾉ､bl畦.E｜ 糸《'了ナ'､↓』､1-1弓自.拝読i;々絶 口詑弁諦]＃勺･絶ﾅ'､｣_コギ111↓言,原.’ 一一全未済事件に占める
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民事実情調査の結果
凸 L

デジタル化が進展する中における争点整理の実情と課題（争点整理の現状等）
■

＝ 寺 一

協議結果の共有の方法とその効果

15

.，:壁鬮織繍蝿蕊議.繍鍵霧鶏聯 序盤の争点整理の充実イヒ，灘鰯謹職繍鶏撫鵠 錨
● 早期に実質的な争点整理を行う運用の浸透 ・ 序盤の口頭協議では､予想される争点や立証の予定を整理するほ
・第1回口頭弁論期日指定後に被告代理人が選任された場 か､和解も念頭に紛争の背景事情を聴取｡聿案の複雑さ等も踏まえ
合､同期日を取り消すなどした上､実質的反論を記載した書面の て､口頭協議の濃度も変えながら実施
提出に必要な期間を踏まえて新たな期日を指定する運用が広まる ● 効果
・弁護士においても､交渉段階において当事者間でどこに認識の ・ 序盤の口頭協議によって､審理の見通しが立てやすくなり､ポイントを
食い違いがあったかを準備書面に記載するなど､早期に実質的雷 絞った主張立証も可能になる
理を行うための工夫がみられた → 審理期間の短縮にもつながる可能性

灘鱗霧繍鍵灘耀鍵識 活発な口頭議論を行う方策の浸透
● デジタルツールを活用した認識共有の促進 ● mintsの活用
ｳｪﾌ会議のアブJケーションを活用し､①期日で指示した準備事 ・ mintsで提出された書面のデータを用いて､相手方の認否に応じて
項等を裁判所から投稿機能で共有､②提出された書面を踏まえ、 当事者の主張を色分けし､否認部分と争いのない部分に整理する
期日に口頭で確認したい点等を投稿機能を利用して予告､③協 など､データを活用して視覚的に事案を把握する工夫が紹介された
議事項を画面共有して協議を行うなどの工夫が浸透 ． ＝面の提出期限の遵守は協議を行う前提になるところ､mintsの
→ 当事者による効果的な事前準備や議論の活性化につながる 自動督促機能には書面提出を促す効果があるという指摘があった

● 結果共有の方法 ● 効果
・最終的に確定した争点や審理中盤で争いのないことを明確に ・ 協議結果が投稿されると､内容が明確化し､形に残るため､認識共

すべき場面は調書に記載する一方で､ノンｺﾐｯﾄﾒﾝﾄルールを 有に貢する｡ただし､投稿を確認しない弁護士もいるとの指摘あり

前提にした暫定的な協議結果は投稿等で事実上確認する ・ 裁判所からは､投稿機能を利用して当事者と結果を共有する場合、

．特に､非定型的な類型の訴訟において有益であるとして､期日 裁判官の異動があった際にも､前任の裁判官が当事者と共有した内

で争点となる主要事実や主張の骨子を確認して､その結果を投 容を､後任の裁判官が確認することができ､裁判官の引継ぎという観

槁機能を活用して認識共有を図る工夫も紹介された 点からも有益と考えられるという意見があった

鱸灘;鶴灘鍵灘騨繍灘鎮
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、
ノ民事実情調査の結果

■

デジタル化が進展する中における争点整理の実情と課題（争点整理を充実させるための組織的取組）
r罰

裁判所
1 町空 ＝ 乱玲Z 1 ，■ ＝ =1．垂 1 』ま 且F 割 F日

｜

’
多くの裁判官が無理なくできる審理運営改善の手法を共有･促進
→ 他の裁判官の期日を実際に見てもらう期日見学､投稿サンプル集の作成などの取組

■
峰

「
戸

に
唾

弁護士会
均 耀上皿

争点整理やデジタルツールの活用について議論するほか､口頭協議ノンｺﾐｯﾄﾒﾝﾄルール等を若手弁護士の講習で紹介

裁判所＆弁護士会壽【

・裁判所と弁護士の関係委員会との意見交換のほか､若手の裁判官と弁護士の間での新たなプラクティスの検討など､意欲的な取組も紹介された
・実情調査を行ったうちの1庁では､mintsの利用率が非常に高かったところ､裁判所が説明会の実施､説明動画等の周知の他､個別の事件でも

必ず利用の意向確認をするなど､裁判所が積極的な働きかけをしたことや､実際に使ってみると使い勝手が良かったことなどからmintsの普及につな
がっているという意見もあった

Ｐ
ｒ

Ｉ

巳

雪＝弓晶写二房二二三瓦〒言 …弓 雲雪一言一一 ＝－言 ＝豆＝＝
－L4零 壼奎

合議体による審理の現状と課題＝＝冒空屋号＝ヨニ

… ＝＝

● 合議体による審理の実情
・合議に付している事件類型としては､①医療､建築､行政､知的

財産､労働関係事件の他､世間の耳目を集める事件や聿案が複

雑困難なもの等（実情調査庁のうち小規模庁の実情）、②安全

配慮義務違反が問題となるものや､証券取引関係､国家賠償､事

実関係が複雑で判断に迷うもの､社会の耳目を集めるもの等（実

情調査庁のうち大規模庁の実情）が挙けられた

・いずれの庁からも､新件の訴状の回覧や､定期的な棚卸し（単

独事件として係属している事件の中に付合議相当なものがないか、

部内で議論し洗い出す作業）に加え､各裁判官から適宜のﾀｲﾐﾝ

ｸで部内で相談するなどして合議に付している実情が紹介された

・裁判所からは､付合議によって多角的な視点で適切に結論を導くこ

と力同能になっているという意見があり､弁護士からも､合議に付されて

から､進行がスムーズになることもあるという意見があったが､合議相当

事件が単独事件として審理されている事例もあるとの指摘あった

･ mints上に主張書面･証拠等がｱｯﾌされている場合､尋問等の弁

論期日において､合議体全員がこれらの書面を見ながら合議事件の

審理に参加することができ､より充実した審理を行うことができていると

いう実情が紹介された

● 部全体の事件の処理態勢
・定期的な棚卸や部内で適宜行う相談等の場で､他の裁判官から

意見を聴けるようにし､難しい事件は合議に付している

16
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少

Ｊ
日
１
ｋ

検証検討会での議論（委員等の意見）
L凸

デジタル化が進展する中における争点整理の実情と課題

h

可』

合議体による審理の現状と課題簔脅混尋Ff季 ：謹 雲，誕堅 雲霧毒臺監
…幸 ＝ 号… 室Z 雪ヨ 露，

I
実情調査において､弁護士からは､代理人側から付合議の上申を出すことは檮膳されるという実情が紹介されたが､このような上申は適切な付合

議の契機になることから､裁判所において､弁護士が積極的に付合議上申できるような方策を検討するべきである

a

mintsの活用について

mintSで提出されたデータを活用して､事案を効率的に把握する工夫は､審理の迅速化のみならず､裁判の質の向上にも責するものである

･ mintsを利用して書面がデータで提出されれば、

合議の活性化の観点でも効果力期待できる

複数の裁判官が同時に記録を読みながら合議を行うことができるなど､審理そのものだけでなく、

有効な手法については､裁判所内において共有するだけでなく､弁護士にもその理解を浸透させ､裁判所と弁護士が協力しながら､デジタルツー
ルを活用した効率的な審理を裁判実務に普及させる取組が重要である

17

蕊’:鋼｡鰯:灘輔 藤:灘 争点整理の現状等｡》;蕊灘灘灘辨鱸灘蔦鰯灘患 ；
・争点整理の序盤の口頭協議については､有効な審理手法と考えられるが､－部の弁護士には､序盤に口頭協議を行うことの意義や､ノンコ

ﾐｯﾄﾒﾝﾄルール･デジタルツールの扱い等の口頭協議に関するルールの理解が十分に浸透していないことがうかがわれるので､その理解を促進す

ることが重要である

・投稿等での期日間のやりとりについては､手続を進行させるための新たな選択肢として望ましいものであるが､裁判官にとって過度な負担になら
ないよう､費用対効果を考えて実施することが重要｡＝記官との役割分担についても検討を要する

・裁判所からの期日間の投稿等を確認しない弁護士がいるという点については､期日間でもデジタルツールを活用して審理が進んでいくというプ
ﾗｸﾃｨｽが弁護士の間で認識されるようになれば､投槁等を確認しないといった対応はなくなっていくのではないか

鰯驫灘鰯議議 争点整理を充実化させるための灘
．多くの裁判官が無理なく争点整理改善の手法を実践できることが重要である

→ 投稿サンプル集のような､特別の知識や技能を持った裁判官でなくても新たな手法を実践できるような工夫を今後も進めるべき
・審理の迅速化のためには､個別の睾件において､事件を引き継いだ裁判官に適切に弓|継ぎが行われる工夫の検討が必要

》 穰壕
．
Ｋ

驍卑
ｆ
店鵬
臘や“
■
爵
引

口
ｈ
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鋤
綱

1織的月
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今後に向けた検討

デジタル化が進展する中における争点整理の実情と課題

‘－ ,常『‘:, :､"*#' '1 ､』 争点整理を充実化させる審理の手法……1皐"､ ‐ ‐ ‘ K"&蕊聯_…
● デジタルツールを活用した取組は､－部の特別な知識や技能をもった裁判官が行っても､裁判所の事件全体の迅速化に結び付くことは期待で
きないことから､多くの裁判官が過度な負担なく実践することができるものであることが重要

● 争点整理序盤に口頭協議を行い､議論の拡散を防ぎつつ､争点整理を進める手法の有効性は､裁判所･弁護士の間で共通認識となりつつ
あるが､協議を効果的に行うためには､その意義･目的や､ノンコミットメントルール等の基本的なルールについて認識を共有することが重要

● 期日間において投稿等を用いて争点整理を行う等の新たなプラクテイスを定着させ､弁護士に適切に対応してもらうためには､その必要性につ
いての弁護士側の理解とその理解の促進に向けた裁判所側の働きかけが菫要

● 特に複雑な事件では､提出された書面等のﾃｰﾀを活用した一覧表等の作成が効果的な場合もあるが､データの活用を自己目的化せず、
活用の目的等について裁判所と弁護士が認識を共有し､適切な役割分担の下に効果的な活用を図るべき

争点整理を充実化させるための組織的取組

より多くの裁判官が無理なく争点整理改善の手法を実践できるようにという観点からの取組が重要
効果的な取組について弁護士全員に広く共有できるよう､引き続き弁護士会と裁判所が連携して取組を行うことが必要

●

一
L 』

a

る審理の現状と課題合議体による審理の現荘
＝

箒 f雪 ＝畠

■新件の訴状回覧､定期的な棚卸しといった､適時適切に付合議するための裁判所内部の取組は弓|き続き継続すべき
代理人側から付合議の上申も適時適切な付合議の契機になることから､このような上申ができるような方策を検討することも考えられる

《
》
《
】

I

ア
ｒ

ｈ

フェーズ3の開始に向けて

今回の実情調査では､フェーズ､3の一部先行実施と位置付けられるmintsを活用した取組が紹介されたが､電子提出された書面のデータの活用
の在り方については､裁判所全体としては検討途上

→フェーズ､3の開始が目前に迫り､デジタル化を契機にした審理運営改善の営みの真価が問われる時期に差し掛かっている｡新システムの機能を
前提とした新たな視点から､これまでの争点整理改善の取組がさらに深化していくことが期待される

18
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地方裁判所における刑事第一審訴訟事件の概況及び実情

19
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Ｌ ）刑事通常第一審事件全体の概況

。 … …~一
■

第一審事通常 件全体
邑壽

へ

吊砥 畠f,＝ ，な3 -一 色 一 垂 二鼬” ご l2R ' 函ﾛ,R

●新受人員6万9652人(R4から約1 0,000人増加） ●平均審理期間3.8月(R4)→3.9月

新受人員の推移 平均審理期間の推移
（月）
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刑事通常第一審事件全体の概況
且

判員裁判対象事対象 件裁

●公判前整理手続期間 11.5月(R4)→11.8月●新受人員 889人(R4から50人増加）

公判前整理手続期間の平均の推移新受人員の推移

(月） －←撒数 一昼-自白 ÷否認

(人）

2500 1 6.0
14.4

1 4.0

140

2.000

1201，7971 785

1 0.01.4571,465
1.500 1.393

1.333

1 196 8.0
'’1221.0901,1331.077

・
９

８８

２７９

９３８

３９７

４００

1.000
60

4.0

500

２

20

0.0I ﾛ0

平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 令和 令和 令和 令和 令和 令和

21年 22年 23年 24年 25年 26年 27年 28年 29年 30年 元年 2年 3年 4年 5年 6年
平成平成平成平成平成平成平成平成平成平成令和令和令和令和令和令和

21年22年23年24年25年26年27年28年29年30年元年2年3年4年5年6年
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１
１
ｋ 刑事実情調査の結果

且■

判前整理手続期間の長期化要因等公
催

+ ＝ 二F』

■a

事件の公判準備の実情等非対象 識

●裁判員裁判の公判の予定がｲ臺先的に立てられ､非対象事件の公判期日を指定する日程が限られる

●公判前整理手続等が重たい手続であるとしてあまり活用されず､当事者の協力で証拠開示や争点整理をするのに事実上の打合せで対応

●連日開廷は難しく､立証も五月雨になりがち
ZZ

●長期化による弊害に対する問題意識は共有あり

●迅速化が強調されて争点や証拠の整理が不十分になったり､被告人の防御権の行使に支障が生じることへの懸念を示す意見あり

繍灘灘灘繍鰯鍵瞬鰯鶴鵜

鞠繍議議蕊霧議繍鍵議蕊議熱 事件内容の変化瀧議議霧議議霧識灘瀧灘譲議蕊議瀧蕊議騨灘
●客観的証拠の増加（防犯カメラ、S NSのメッセージ等）

●科学的･専門的知見が問題となる事件の増加

●捜査段階で黙秘する事件の増加

●追起訴が続く組織的広域事件（強盗致傷事件等）の増加

燕騨蕊鍵灘鱸鍵議議患鶴鍵蕊鍵繍“当事者の臨訟活動･裁判所の訴訟指揮“電鍵灘灘鰯灘鍵”;;灘
●証拠開示

・広範な証拠開示の請求に伴う開示対象の検討やマスキング･謄写等に時間を要する

●主張整理等

・弁護人の主張明示義務の範囲･時期について共通認識がない

・統合捜査報告書の作成･刺激証拠の調整に時間を要する 、

●審理計画

・未済事件の増加や実審理期間の長期化により､公判期日を指定する日程が限られる
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検証検討会での議論
■

。

公判前整理手続期間の長期化要因等
二

可

_｛

h』

事者の訴訟活動及び裁判所の訴訟指揮当
＝t

●当聿者の訴訟活動をめぐる意識の違いは解決が難しく､裁判所による手続のリードをより一層期待したい

●弁護人の主張明示義務の範囲については､更に議論を深めていく必要がある

●当事者間のｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ不足等によって証拠開示や統合捜査報告書の作成等が円滑に進められていない現状を改善する必要がある

h

F

FI 今後に向けた検討

何をどの程度詳細に整理すべきか､裁判所と当事者の役割分担はどうあるべきかといった公判前整理手続の運用の蟇礎となるべき点について､法

曹三者で共通認識を形成すべく努力を継続していく必要があり､そのような議論を踏まえた新たなプラクテイスを見出すことが不可欠

当事者追行主義の下､検察官･弁護人は手続を円滑に進められるよう､より密接なｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝをとって互いの認識の齪齪を解消していくこと

が望まれる

ｈ
Ｊ

ｄ
可

合

● 裁判所においても､手続を適切にコントロールしていく姿勢が求められる

ZJ

鰯‘‘一難篭鍵繍鍵瀧‘繍
曹~閉判W 栖

息
難 職

●裁判員制度施行当初は法曹三者で協力していこうという雰囲気があったが､現在は立場の違いが先鋭化しており､意識の違いを超えて迅速化

のための方策を見出すこと力離しい

●法曹三者で議論して､公判中心主義といった理想に立ち返って迅速化の意義を共有する必要がある

蕊繍灘蝋騨藻
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家庭裁判所における家事事件の概況及び実情並びに人事訴訟の概況等
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■
１
１ 家事事件及び人事訴訟事件の概況

可
4

事事事件の概況慨家 の
二

●新受件数 ●事件類型ごとの平均審理期間
・別表第一審判事件（成年後見関係等）：102万0157件 ・ 別表第二審判事件：6.1月(R4)→6.0月
・別表第二事件（遺産分割､子の監護等）：10万3263件 ・ 別表第二調停事件：7．7月(R4)→7.6月
・一般調停事件（離婚等） ： 4万7281件 ・ 一般調停事件 ：6．5月( R4)→6.5月

●夫婦関係調整調停の平均審理期間と平均期日間隔の推移

・平均審理期間：5.3月(H28)→5.8月(H30)→6.9月(R2)→6.7月(R4)→6.8月
・平均期日間隔：1.6月(H28)→1.7月(H30)→2.1月(R2)→1.9月(R4)→1.9月

平均審理期間新受件数

1,200,000 8.0
7.7 7，747，281

46，965
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家事事件及び人事訴訟事件の概況
■

人事訴訟の概況

●類型ごとの平均審理期間

・財産分与の申立てあり ：17.8月( R4)→19.2月
・財産分与の申立てなし ：12.7月(R4)→12.9月
・親権者の指定をすべき子あり：14.8月( R4)→15.8月
・親権者の指定をすべき子なし：14.5月(R4)→15.2月
一財産分与の審理の長期化･申立割合の増加が全体長期化の主因

●新受件数：8,984件(R4)→9,073件

●平均審理期間：14.3月(R4)→14.8月
・6か月以内に終局した事件の割合: 22.4% (R4)→22.8%
・1年超で終局した事件の割合 : 49.2% (R4)→51.1%

離婚の訴えにおける財産分与の申立てがある事件の割合

（既済事件）及び人事訴訟の平均審理期間の推移
新受件数及び平均審理期間の推移（人事訴訟）
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1
（大規模家庭裁判所本庁及び中規模家庭裁判所本庁各1庁とこれらに対応する単位弁護士会

に属する関係者への聴取で現れた当地の実E)家事実情調査の結果

家事調停における調停運宮改善の取組の効果の検証と更なる課題
L 可

且

審判等の見通しの意識･共有･伝達

27

【大規模裁判所】（R4.10～ｳｪﾌ会議利用可）

●代理人選任事案、DV聿案等での積極的な活用

●非公開性を確保の上､本人事案でも活用拡大を推進

●説得を試みる場面では出頭を求めるなど対面との使い分け

【中規模裁判所】（R6.2～ｳｪﾌ会議利用可）

●専ら代理人選任事案で活用｡今後は本人事案での活用も検討

【弁護士】

●電話会議と比較すると表|胄等も分かり意思疎通が容易

繍鵜繍灘鍵 ゴ:L即ﾆﾄ､ 月日運営の工夫

【裁判所】

●評議について､書面･対面を使い分けつつ､適時･有効に活

用し､争点を意識した進行方針等を共有

●ホワイトボードを活用した争点整理･当事者との認識共有
【弁護士】

●ホワイトボードの活用等による争点･準備事項の認識共有の
取組を評価｡更なる活用等の要望も

●事案や争点に応じた効果的な事情聴取や､そのための調停

委員に対する研修の充実等を要望

灘騨灘#鰯 ﾛ日間隔短縮の取組

【大規模裁判所】

●1期日90分とし､午前1枠､午後2枠の期日枠を設定

●次回期日指定の調整場面における工夫（→中規模裁判所も同様

の取組）

●係間の調停室の融通、2期日指定の積極的活用
●婚費･養育費事件については3回程度の期日で早期解決を目指す

雷理（→中規模裁判所も同様の取組）

【中規模裁判所】

●一定期間内に期日調整ができない場合､ｳｴﾌ会議、2期日指定

等の代替手段を提示
●調停委員の担当件数が偏らないよう管理

【弁護士】

●次回期日がZか月以上先になるなど間隔が長すぎることがある

●長期化の要因として担当曜日が固定化していることがあると思われ、

事件の担当係制や調停の時間枠を柔軟にする方策が考えられる

●（中規模裁判所に対応する弁護士会の弁護士から）調停期日の

所要時間が長く､時間の目安を設け､午後2枠とすることが考えられる

霧蕊譲議雛繍
【裁判所】

●事案により確度に幅があることを前提に､調停委員会の評議

で随時､審判移行後の見通し等を共有

●当事者に対する見通しの説明は､聿案に応じて適時に必要

な範囲で､暫定的な心証であると留保を付した上で実施

【弁護士】

●調停委員会による見通しの説明について､不十分とうかがわ

れる例や､審判結果と異なった例があるとの指摘

鍵灘 匡空
レーョ 露 側榎間の連携､調宣宮関与の実情懲蝋磯

【大規模裁判所】

●評議が重複した場合の代打制（他の係の裁判官が対応）

●書記官の事件情報の八ﾌ機能の活性化､評議の前捌き

●関係職種間でそれぞれの役割分担や家裁調査官の報告書

の記載につき意見交換

【中規模裁判所】

●家裁調査官の当番制を採用
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（大規模家庭裁判所本庁及び中規模家庭裁判所本庁各1庁とこれらに対応する単位弁護士会
に属する関係者への聴取で現れた当地の実情）

Ｉ
！ 家事実情調査の結果

事訴訟における合理的かつ効果的な争点整理等の実現のための方策と課題人

合理的かつ効果的な争点整理等の実現に向けた工夫例等 , 1’
厚

I
ｰﾛ

茜巨 一

●財産分与の審理における工夫

・ 事前に探索的な調査嘱託は採用しない方針を伝え不必要な申立てを抑止する

（弁護士側も､根拠のない調査嘱託申立て等への毅然とした訴訟指揮を評価）

・ 裁判所と弁護士会との意見交換会を行い､財産分与の申立時には､基準時を明ら

かにすること､申立人側の財産資料を提出することを依頼

。 （弁護士側から）調査嘱託の申立ての採用方針に関して裁判官によって大きな差

があることは望ましくない

●離婚原因の審理における工夫

・ 長期にわたる経過等が主張された場合､原告側に破綻原因として特に菫視する点

につき特定を求め､被告側にはその点を中心に認否反論をするよう促す

・周辺事|冑に関する主張立証については､不必要な反論のためだけに期日を菫ねるこ

とを回避し､拡散防止を図る

。（弁護士側から）本人の意向に基づき周辺事情を主張せざるを得ない場合でも、

裁判官から争点との関係での重要性等について示唆があれば深掘りしない､周辺事

情は主張書面に記載せず陳述書に記載してもらう､といった工夫

●その他の審理の工夫等

・ 事案に応じて､争点ごとの審理方針の協議､判決までの大まかな進行の確認

・ 財産分与の審理の在り方や審理モデルに関して､弁護士会との勉強会を企画

・初期段階で､当事者双方に対して､調停の経緯反訴･附帯処分の予定､争点、

和解希望等を確認

・デジタルツールを活用し､財産一覧表を共有するほか､期日間の協議､準備事項等

の投稿､提出期限のリマインド通知を行う

・ 陳述＝提出を求めるﾀｲﾐﾝｸで尋問期日を仮決めする

28

審理の現状 繍瀧繍;卿；
綿

●財産分与の審理の長期化要因

。根拠のない財産開示要求､多数の調査

嘱託の申立て､細かい求釈明等がされた

場合､その整理に時間を要することがある

・調停段階で十分に整理がなされておらず、

訴訟段階になって対象財産を探す段階

からスタートすることがある

・離婚を争う被告が予備的財産分与の申

立てをするかに検討を要することがある

●離婚原因の審理の長期化要因

・ポイントを絞らず長期にわたる経過等が主

張された事案において､その整理のために

長期化することがある

●人証調べ前の和解協議での長期化要因

・感|胄的対立の大きさ

・住宅ローン債権者との調整を要する事案

・和解案提示後に新たな証拠提出等がな

されることがある

・当事者が､審理の上で重視されない資料

の提出を求めたり､条件を小出しにしたり

することがある

●本人訴訟について長期化する傾向



検証検討会での議論

家事調停における調停運営改善の取組の効果の検証と更なる課題

『《 ，…'r｡ |ウガ会議の活用 ゞ，＝
‐ 。 ‘＝一 零 一両
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[6事案等に応じてｳｪﾌ会議の利用が進みつつあることを評価1
期日間隔短縮の取組

R

■

●裁判所側が現在行っている取組（争点等を意識したきめ細かな期

日調整、1か月以内も含めた柔軟な候補日提示､他の係の調停室

の融通、2期日指定等）を評価 その他の課題等

●調停における訴訟､審判等の見通しの伝達は､聿案や当事者

のニーズを見極めて行う必要がある●他方で､以下の課題等も指摘

・ 期日間隔について裁判所側と当事者側の認識の隔たりが大きい

－裁判所側がそれを踏まえ､現状の期日間隔の長期化要因を

的確に把握した上で改善に向けた対応を強化することが重要

・ 期日終了時に当事者双方との間で次回期日までの準備事項等

の整理をすることで､更に期日間隔の短縮が進むのではないか

。 様々な工夫･取組を継続した上でそれらが期日間隔の短縮等の

ために実効的なのかを検証していく必要がある

●調停時間が長いとの一部弁護士側からの指摘について

・ 調停委員会の評議を待つ時間の影響があれば短縮が必要

・ 調停委員が争点やその日の進行予定等を当事者と共有し

つつ､これらを意識し整理しながら聴取を行うことが必要

・ 争点を意識した聴取等の在り方について､調停委員に対す

る研修も重要

ｒ
ｌ
Ｌ

L

訴訟における合理的かつ効果的な争点整理等の実現のための方策と課題人事
ヨ

墓 b

争点整理の現状と評価 指摘された課題等

●実|冑調査で紹介された計画的な審理（事前に調査嘱託の採用方針を伝え

ることによる不必要な申立ての抑止､事案に応じ争点ごとの審理方針の協議

判決までの大まかな進行の確認等）を評価

●財産分与の墓礎資料が早期に共有される審理琿営

上の工夫､制度上の対応が必要

●審理期間長期化の要因は様々なものが考えられる

－多角的に対応策を検討していく必要●審理モデルの策定･弁護士会との共有等が有効

一家庭裁判所と弁護士会との間で定期的に協議や意見交換の塲を持つこと

も､審理の改善につながるのではないか ●調停段階における人事訴訟を見据えた審理の在り方

については､調停と訴訟との性質の相違等を踏まえ､睾

案や当事者のニーズに応じて検討する必要がある●デジタル化により財産一覧表等の活用が工夫され､審理の円滑化につながる

29
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ｋ 今後に向けた検討

1
『

家事調停における調停運営改善の取組の効果の検証と更なる課題
可

I

’

可

かつ効果的な争点整理等の実現のための方策と課人事訴訟における合理的 題

』 b
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鵜繍繍 期日間隔短縮の取組 識議蕊議灘繍
●期日間隔短縮に向け､現在､以下のような実効的な取組が行われている

・次回期日を一定期間内とするための運用ルールや候補日のツールの見直し

・午後2枠制の導入やこれを実現するための1回当たりの時間枠の設定

・調停室の係間の融通等も含めた次回期日の柔軟な設定

・2期日指定

●もっとも､調停期日の間隔は､コロナ禍で長期化した後､コロナ禍前の水準に回復して

おらず､実情調査における弁護士側からの指摘や検証検討会での指摘も踏まえ､更な
る対応強化を図ることが重要

＝各家庭裁判所が各種取組の情報を共有し､それぞれの長期化要因やその実情に

応じて取り入れるほか､効果検証やこれを踏まえた改善を重ねるなどして､継続的に

効果的な取組を進めていく必要性が高い

澱鴎織砺認識;｡§斑熱嫡h瀞!認&溌秘 “料匹 ：班↑i罰型副F1腺 ,蝿 Irf剃戦1酬排t蛎副縄踊照

●ウェブ会議の利点（電話会議と比較した．

ミュニケーションの取りやすさや､当事者の出頭

の負担軽減､期日調整のしやすさ等）を踏ま
えれば､当事者本人も含め更なる利用の拡

大が望まれる

●調停運営改善のその他の取組（ﾒﾘ八ﾘのあ
る事情聴取､準備事項等の確認･明確化等

の工夫､審判等の見通しの適切な共有と伝

達､調停委員会の評議の充実や関係職種

間の適切な連携等）についても､効果検証・

改善をしつつ継続していくことが必要

l 蔚
撤

長期化要因とこれに対する訴訟指揮･審理の工夫等

●長期化要因

・財産分与：当事者が財産責料の任意開示に応じない､多数の調査嘱託

や求釈明等がなされその整理に時間を要する等

・離婚原因：周辺事情に関する主張立証の応酬が繰り返される

●訴訟指揮･審理の工夫等

・財産分与：調査嘱託の採用方針を明示して濫用的な申立てを抑止

・離婚原因：周辺聿情に関する主張方証の応酬について裁判官が適切に

訴訟指揮をすることで長期化を回避

審理ﾓﾃﾙの策定と弁護士会との共有等ザ’

●左記のような訴訟指揮･審理の工夫等について審理

モデルとして策定して裁判所内で共有･承継した上で、

弁護士会とも共有することが有益であり､当事者の訴

訟活動の効率化や審理期間短縮にもつながる

●各家庭裁判所の実情に応じて､審理の在り方につい

ての弁護士会との意見交換等を進めていくことも重要
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裁判手続のデジタル化の

今とこれから



令和4年5月25日に公布された民事訴訟法等の一部を改正する法律（令和4年法律第48号）は、民事訴訟

手続を全面的にデジタル化（オンライン申立て、訴訟記録の電子化、訴状の電子送達、手数料等の電子納付

等）するものであり、改正法の公布日から起算して4年以内の施行が予定されている。改正法の施行に先立

ち、現行民事訴訟法132条の10等に基づき、準備書面や吾証の写し等の裁半l1書類の電子提出を可能にするた

めのシステム（民事裁判書類電子提出システム、通称「mints ｣ (ミンツ))が導入されている。

その後、民事訴訟手続以外の民事裁判手続に関する法律もデジタル化に向けて改正された。これらの改正

の影響が裁判手続の審理運営に変化をもたらすことは必至であり、裁判の迅速化の観点からも一定の影響が

あることが想定される。

今般、デジタル化に伴う裁判手続の具体的な変化について、検証検討会において最高裁判所から説明がさ

れ、委員の間でも意見交換がされたところである。そこで、本章においては裁判手続のデジタル化の現在地

を概観するとともに、検証検討会での議論を紹介する。

まず、民事訴訟手続、民事執行手続・倒産手続といった民事非訟手続、家事事件手続等の各裁判手続につ

いて、デジタル化がどのように展開しているかを概観したものが、【図1】である。

すなわち、民事及び家事の各手続については、令和2年に民事訴訟手続においてウェブ会議を用いた争点

整理手続の運用を開始したのを皮切りに、家事調停手続、家事審判手続、人事訴訟の争点整理手続等、多く

の手続において、ウェブ会議が活用されるに至っている。特に令和6年3月からは、法廷で行われる民事訴

訟手続の口頭弁論手続においてもウェブ会議を行うことが可能となった。

ウェブ会議を用いた審理運営については、民事及び家事の各分野につき後記2，3で改めて報告をする，

法改正についても補足すると、民事訴訟手続については令和4年に、民事非訟手続．家事事件手続等につ

いては令和5年に、それぞれデジタル化のための法律が成立している。

これらの改正法においては、上記口頭弁論手続におけるウェブ会議の利用に関する規定が盛り込まれてい

るほか、訴状等の書類のオンライン提出や訴訟記録の電子データ化なども定められており、紙の書類．記録

を前提としていたこれまでの世界から大きく変わることになる。

民事訴訟手続のデジタル化に関する改正法は令和8年5月まで、民事非訟手続・家事事件手続等のデジタ

ル化に関する改正法は令和10年6月までに施行される了,定であり、裁判所においては、これらの時期に間に

合うようシステム開発等、必要な準備が進められている。

なお、改正法によって書類のオンライン提出等が可能になるところであるが、上記のとおり、令和4年に

改正前の民事訴訟法に基づいて、準備書面や耆証の写し等の書類をオンラインで提出できるシステムとして

mintsが導入されており、既に民事訴訟の一部の書類については、オンライン提出が実現し、全ての高等裁

判所・地方裁判所で利用されている。ただし、現在は、このシステムによっても裁判所において紙の記録を

作成しており、この点が改正法の前後で異なる点である。

刑亨手続については、令和7年5月に、書類の電子データ化や発受のオンライン化（いわゆるオンライン

提出）等を内容とする捜査や公判手続のデジタル化について定めた刑事訴訟法等の改正法が成立した。
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【図1】裁判手続のデジタル化のスケジュール
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4

1 フェーズ1～3について

従前の民事訴訟の手続においては、原告が訴状を紙媒体で持参又は郵送等の方法により裁判所に提出して

手続が開始され、その後も、当事者が主張・反論や立証を行うためには、準備書面や証拠書類のコピーを紙

媒体で裁半ll所と相手方当事者に提出、送付する必要があり、裁半|｣所としても、提出された紙媒体の書面を記

録として保存管理する必要があった。また、裁判所における手続については、原則として、当事者は、裁判

所に出頭する必要があった。

そうした中、社会全体のデジタル化の進展を受け、利用者目線で裁半|｣手続等のデジタル化を推進する方策

について検討が行われ、平成30年3月30日に、内閣官房に設置された「裁判手続等のIT化検討会」による

検討結果が取りまとめられた。その中で【図2】のとおり、①主張・証拠の提出をオンライン提出に一本化

したり、訴訟記録を電子記録に一本化したりするなどの「e提出」、②主張・証拠への随時のオンラインア

クセスや、期日の進捗状況等のオンラインでの確認を可能とするなどの「e事件管理」、③ウェブ会議やテ

レビ会議を導入・拡大し、争点整理手続段階においてデジタルツールを活用するなどの「e法廷」という

「3つのe」の実現を目指すこととされた。

この「3つのe」の実現については、3つのフェーズに分けて、順次新たな運用を開始していくべきとさ

れた。まず、フェーズlは、｜日法下でも可能なウェブ会議等のデジタルツールを活用した争点整理の運用を、

フェーズ2は、当事者双方がウェブ会議により参加する弁論準備手続期日やウェブ会議による口頭弁論期日

等の、法改正によって直ちに実現可能な運用を、フェーズ3は、法改正のほかシステムの開発・導入等を経

て初めて実現可能なオンライン申立て等の運用を、それぞれ意味する。

この法改正については、民事訴訟手続の全面的なデジタル化に関する規律を定めた民事訴訟法等の一部を

改祇する法律が成立し、令和4年5月25日に公布された。改正法の内容は段階的に施行することとされてい

る（いわゆるフェーズ2のうち、後述する①双方不出頭の弁論準備手続期日等については令和5年3月1日、

②ウェブ会議による口頭弁論については令和6年3月1日に施ｲ丁され、フェーズ3に当たる③訴訟記録の電

子化等については、公布の日から起算して4年以内に施行される予定となっている｡)。

341

2 民事訴訟手続のデジタル化



【図2】
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開ｳIﾌ会請のﾃｼﾀﾙﾂｰﾙを胡し牌点塑0)運用ﾌｪｰｽ1旧法下で舸＃

況畑によ〕て直ち|讓1舸能腿用(ｳIﾌ会謙よる口弼輪期日等）ﾌｪｰｽ2

ﾌｪｰｽ3撒正+ｼｽﾃAの職･導鳰|[より報可能艫用(ｵﾝﾗｲﾝ甲虹等） “｜‘

R4.5｡25民事訴訟法等の－部を改正する法律公布（段階的IE施行）

以~上のとおり、「3つのe」の実現に向けてデジタル化の歩みが進められているところであるが、以ドそ

れを支える3つの柱について最高裁判所から説明された（令和6年7月実施）。
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2 ウェブ会議について

1つ目の住は、e法廷の一環としてのウェブ会議の活用である。まず、ウエブ会議については、【図3】

のとおり、裁判所では、令和2年2月に、ウェブ会議等のデジタルツールを活用した争点整理の運用を一部

の庁で開始した後、運用庁を|||頁次拡大して、現在は、支部も含めた全国の高等裁判所・地方裁判所及び簡易

裁判所で運用が実施されている。令和5年3月からは、当事者双方がウエブ会議により参加する弁論準備手

続期日も実施可能となり、令和6年3月からは、ウェブ会議による口頭弁論の運用も開始した。

【図3】

ここで裁判所におけるウェブ会議の活用例について

一部紹介する。

裁半|｣所において利用しているウェブ会議のアプリケ

ーション！では、単にウェブ会議を行うだけではなく、

種々の便利な機能を利用することができる。例えば当

事者と裁判所との間でグループを作成して、その中で、

ウェブ会議やデータの共有などをすることができる。

具体的には、事件ごとに裁判官、原告代理人、被告代

理人でひとつのグループを作成すれば、簡単にそのグ

ループ内で会議を開催することができる。

また、グループごとにスレッドが作成されるので、

ウェブ会議を開催しなくても、スレッドにメッセージ

ボ佶銀辻有券するこし＊､できろ~このスレッド上での

~」｜⑪ｳｪﾌ会議
R2.2～ｳｪﾌ会議を活用し足

争点整理の運月閨始

R5.3～ｳｪﾌ会議による双方六出頭の
弁論進備手続

R6.3～ｳｪﾌ会議による匡頭弁論手続

ｳｪﾌ会議'鰯アフノ'ケーシヨンを利用

＝ｳｪﾌ会議以外にも便矛llな蕊能あり！

を投稿することにより、スレッド上で裁半|｣所と当事者が情報共有をすることもできる。このスレッド上での

メッセージが「投稿」と呼ばれるものであり、今回実情調査においても紹介があったものである( 108頁参

照）。 デジタル化前においては、裁判所と当事者が口頭で議論を行った後、その結果を調書に記載しても、

それは裁判所にある記録に編綴されるものであり、調書の内容を確認するには、当事者が積極的に記録の閲

覧の手続をとらなければならなかった。これに対して、この「投稿」機能は、自席にいながら即時にメッセ

ージを送信することができる気軽さはもちろん、投稿されたメッセージはこのスレッド上に保存されるので

当該グループ内、すなわち、裁判官と当事者の問で適時に認識を共有するために非常に便利な機能であると

して活用されている。

さらに、グループ内で、ワープ･ロソフトや表計算ソフト等のファイルを共有することもできる。例えば、

原告の主張と被告の主張を対比する表を作成する場合、デジタル化前は、原告が一覧表の原告主張欄を記載

した場合には、紙で裁判所に提出し、これについて被告が被告主張欄に記載を加えたものがまた裁判所に提

出され、さらに原告が加筆をしたものが提出されるといったことが行われていた。これについても、グルー

プ内でファイルを共有すれば、途中経過の一覧表をその都度印刷することなく、データで確認することがで

きる。また、ファイルを共有していれば、そのファイルにコメント等も付すことができるので、疑問点等に

ついても気軽に確認できるようになる。このように印刷や提出の手間が省けることなどによって、一覧表を

使った効果的な審理がより手軽にできるようになったといえる。

双方当事者がウェブ会議で争点整理手続に参加することが可能になったことによって、遠隔地にいる場合

にも期日に参加することができ、期日を調整することが容易になったが、それだけでなく、デジタルツール

を活用することによって争点整理の運営そのものも効率化されてきたといえよう。

’ 現在、裁判所において、民事訴訟についてはウェブ会議のアプリケーションとして、Microsoft

CorporationのMicrosoft Teamsというアプリケーションを用いている。
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3 mintsについて

【図4】

2つ目の柱は、e提出の一環としてのmintsの導入

‘ である。フェーズ3におけるe提出の一部先行実施と

｜‐②mints Ie提延1!忠臘竺職城器漁あ軍鶏
判書類の電子提出を可能にするためのシステムである

= R4.4～e提出の－部先行実施とし,て i mintsの運用が、甲府地方裁判所及び大津地方裁判所
「mints｣導入謂姶

で開始された｡その後、運用開始庁を徐々に拡大して、
，二当睾琶：印刷や送付の手間が不要に1
’二裁判所：ﾃｰﾀの利活用が容易に！ ， 現任は、支部も含めた全国の高等裁半'｣所・地方裁判所

で運用が実施されている。mintsの運用は、将来のフ

ェーズ3に向けた準備としての意味合いを有しており、

‘ 改正法の全面施行後は電子提出が義務付けられる訴訟

代理人（弁護士）にとっては、mintsによる電子提出の方法に習熟することが望ましいと考えられていると

ころである。

電子提出が可能になると、当睾者にとっては、印刷や送付の手間を省くことができ、事務の効率化が図ら

れることになるほか、外出先から相手方の提出書類の内容を即時に把握することが可能となる、期口出頭の

際も、分厚い訴訟記録の持ち運びが不要になるなどのメリットがある。また、裁判所にとっても、当事者の

主張がデータで提出されることにより、データの利活用が可能となる、自席から複数人が同時に記録にアク

セスが可能となるなどのメリットが考えられる。

⑧ mints ’le提出

R4.4～e提出の－部先行実施とし,て
「mints｣導入謂姶

二当睾琶：印刷や送付の手間が不要に！
＝裁半ﾘ所：ﾃｰﾀの利活用が容易に！

4 改正法の全面施行に向けた準備について

最後の柱は、3つのeの全てに関わるものとして

である。

【図5】

改正法の全Im施行に向けたシステム開発や規則の整備

フェーズ3に関しては、【図5】のとおり、遅くと

も令和8年5月までに、改正法が全面施行され、当事

者による耆面の電子提出が一律に可能となるとともに、

訴訟記録が電子化され、インターネット上で閲覧する

ことが可能となる。現在、フェーズ3に対応するため

の民事訴訟規則の改正が行われ、このようなe提出.

e事件管理を実現するための国民・裁判所職員向けの

システムについて、改正法・改正規貝l1の内容を踏まえ

て、鋭意開発設計作業が進められている。c法廷に関

しては、ウェブ会議の方法は争点整理等の手続におい

て広く利用され、実務に定着している。令和6年3月

3の開始に向けてl1頂調に運用されている。

⑨改正法の全面施行に向けた準備
e提出鯛'-u Wr

一

三

(遅くとも)R8.5

一律に電子提出が可能に：
訴訟記録が電子化､インターネットで閲覧可能に。

＝民事訴訟規則の改正
現在､ システム開発設計作業中

にはウェブロ頭弁論の運用が開始され、フェース

5 デジタル化と審理運営改善について

このように民事訴訟の完全デジタル化に向けた準備が進められているところであるが、裁判所においては、

民事訴訟手続のデジタル化は、現在のプラクティスに単にデジタルツールを取り入れるというのではなく、

民事訴訟手続の任り方を抜本的に見直す契機とすべきものと考えられている。
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平成22年以降、地方裁判所の民事訴訟事件の新受件数は緩やかな減少傾向にあるが、既済事件の平均審理

期間は長期化傾向が続いており、特に争点整理手続の期間が長期化している。また、社会情勢の変化、情報

通信技術の進展等を背景として、裁判所の判断が国民の社会経済活動等に大きな影響を与える訴訟が増え、

裁半|｣所の審理判断に対する国民の関心と期待は高まっている。

このような中で、裁判所においては、紛争解決機関として期待された役割を十分に果たしていくことがで

きるよう、当事者及び社会に対して説得力のある判断を、合理的な期間内で提供していく必要がある。また

限られた司法資源を最大限に有効活用し、こうした役割を持続的に果たしていくためには、デジタル化を契

機として裁判手続を合理化・効率化することが必要であり、民事訴訟の審理運営の改善に取り組んでいくこ

とが重要と考えられる。

上記で説明されたウェブ会議の活用による機動的な期日指定や、ウェブ会議のアプリケーションの機能の

一つであるデータ共有機能を活用した裁判所と当事者の認識共有等はこうした取組の一環であるが、裁半||所

においては、民事訴訟手続のデジタル化を踏まえ、民事訴訟の合理化・効率化に向けてさらに取り組んでい

くことを考えている。

、D J

⑥ |ﾃｼﾀﾙ化=民事訴訟手続の在り方を抜本的’

可
４

方 抜本民事 手続の在 ⑯こ見直す契機に！
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1 家事デジタル化の進捗状況について

』
一
■
Ｐ1 （ z画一査の“画調停･審判･人訴におけるワエフ会璽の広がり

ｳｪﾌ調停運用開始（4庁） R3.12 a ■ 諒 一

R5.4 aｳｪﾌ審判試行開始(2庁）

|ｳｴﾌ調査鐵行闘嫡’ｳｪﾌ調査試行開始R56三

I

人事訴訟ウェブ争点整理開始
（全家裁本庁･支部） R5.12 = ゴ ー

家事審判手続･子の返還申立手続･家事抗
告手続におけるウエブ会璽運用開始（全高

裁本庁･支部､家裁本庁･支部･出張所）

ｳｪﾌ調査運用開始

（全ての高裁本庁･支部､家裁本

庁､一部の支部
R6，1三

’
ｳｪﾌ調査運用開始

（全ての家裁支部）

噸次ｳｪﾌ調停開始

（7月まてに全ての支部･出張所て開始）
R6.5 E ウェフ調査運用開始

（全ての家裁支部）
R6．5E

丁
（1）家事調停手続におけるウェブ会議の広がりについて

家事調停手続におけるウェブ会議については、令和3年12月以降、家庭裁判所本庁4庁でウェブ会議によ

る試行を開始した後、｜|偵次運用を拡大し、令和6年2月以降、全家庭裁判所本庁へと拡大されるに至ってい

る。また、同年5月以降、支部・出張所でも運用が順次開始され、同年7月には、全国の支部、出張所にお

いて運用が開始された。

（2）家事審判手続におけるウエブ会議の広がりについて

家事審判手続におけるウェブ会議については、令和5年4月から家庭裁判所本庁2庁で試行を開始し、同

年6月から、別の家庭裁判所本庁2庁で後見開始の審判申立事件の受理面接等の参与員の説明聴取における

試行を開始したこで、同年12月下旬から、全ての高等裁判所本庁・支部、家庭裁半ll所本庁・支部・出張所に

おいて、家事審半|｣手続・子の返還申立手続・家事抗告手続での運用を開始している。

（3）人事訴訟におけるウエブ会議の広がりについて

人事訴訟の争点整理手続におけるウェブ会議については、令和5年6月から同年12月19日まで家庭裁判所

本庁2庁での試行を実施した上で、同年12月下旬から、全ての家庭裁判所本庁・支部において運用を開始し

ている。

（4）家庭裁判所調査官の調査におけるウェブ会議の広がりについて

家庭裁判所調査官の調査におけるウェブ会議の利用（以下「ウェブ調査｜という。）については、令和5

年6月1日から令和6年1月5日まで、家庭裁半|｣所本庁4庁において試行を実施した。試行期間を通じて、

様々な調査場面でウェブ会議が活用され、調杳の目的が達成できなかった事例や非公開性の確保という点で

問題が生じた事例はなく、ウェブ調査が汎用性の高い調査方払であることが確認された。令和6年1月に全
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ての高等裁半|｣所本庁・支部、家庭裁半|｣所本庁及び一部の支部においてウェブ調査の運用を開始し、同年5月

には、全ての家庭裁判所支部においてウェブ調査の運用を開始している。令和6年1月から令和7年3月ま

でにウェブ調査を実施した事件の累計は、7, 700件を超えている。

2 家事調停手続におけるウエブ会議の活用について

家事調停手続において令和3年12月から令和7年3月までにウェブ会議を実施した事件の累計は、5万

3000件を超えている。

【図6】
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情緒的なやり取りや調停という場の

'雰囲気の形成が難しいことかある

･得られる情報に限りかあるため
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●
ｊ
マ▲

ウェブ調停についての当事者や調停委員の受けltめとしては、【図6】のとおり、①当事者の出頭負担が

軽減できた、②DV事案等の高葛藤事案における危害防止が容易になった、③表情や仕草等の非言語的情報

の交換ができる、発言のタイミングを計りやすいなどの点で、電話会議に比べてメリットがあった、といっ

た好意的なものが多く、一方で、④得られる情報に限りがある、情緒的なやり取りや調停という場の雰囲気

の形成が難しいことがあるなどの点で、対面での調停がふさわしい事案や場面があるとの意見もあった。

3 家事審判手続におけるウェブ会議の活用について

家事審判手続において令和5年12月から令和7年3月までにウェブ会議を実施した事件の累計は、5，700

件を超えている。

試行段階からウェブ会議の利用の多かった別表第二審判事件において、ウェブ会議のアプリケーション2

現在、裁判所において、家事事件についてはウェブ会議のアプリケーションとして、Cisco Systems,|nc の

CIsco Webexを用いている。
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を利用した事案では、民事訴訟と|司様に、投稿欄やファイル共有機能を活用して表や調停案の共有をできた

ことが利点として挙げられている。すなわち、投稿欄で期日間の準備事項、期日での確認事項、次回までの

準備事項等を記載するなどして当事者双方との認識共有を図ることができたこと、遺産分割事件の遺産目録

や財産分与事件の財産一覧表等をファイル共有機能を用いて共有することで円滑な審理を行うことが可能と

なったことなどがウェブ会議を活用することの利点として紹介されている6また、ウェブ会議の活用により、

高葛藤の事案において、当事者双方が直接接触することを避けつつ、当事者と裁判官との間では顔を見なが

ら円滑なコミュニケーションを図ることができた、I)V被害の主張のある事案において安全・安心を確保し

た上で審問を実施できた等の利点も挙げられている。

4 人事訴訟の争点整理手続におけるウェブ会議の活用について

人事訴訟の争点整理手続において令和5年12月から令和7年3月までにウェブ会議を実施した事件の累計

は、4万1000件を超えている〆

ウェブ会議の便利機能の活用による審理運営上の工夫としては、民事訴訟と同様に、一覧表や投稿欄の活

用が挙げられている。例えば、双方当事者に入力済みの財産一覧表を使用しているアプリケーションにアッ

プロードしてもらい、当事者双方及び裁判所においてデータを共有した例が多く、他にも財産分与が争点と

なる離婚訴訟において、財産一覧表の作成要領等の説明書面をあらかじめ使用しているアプリケーションに

アップロードしておき、画面共有機能を用いて説明しながら当事者に一覧表の人力を働きかけた例や、アッ

ブロードされた財産一覧表を期日で画面共有機能を用いて当事者双方に示し、口頭での議論を踏まえてその

場で修正し、修正後の財産一覧表をアップロードして当事者と共有した例もあった。また、投稿欄について

は、【図7】のように書記官、裁判官、当事者がそれぞれの立場で活用しており、充実した期日間準備につ

ながる工夫もされている。

【図7】
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証検討会での議論 一一 〃

検討会においては、上記説明を受けて、デジタルならではの利点というものに着目し、単に紙を電子にす

るだけではなく、デジタルの機能を使ってどうやって裁判が効率的に運営できる‘のかというところから検討

を求める意見があった。

この点、民事訴訟手続については、実情調査の結果を踏まえて、mintsを利用して提出されたデータを活

用して、審理の迅速化のみならず、裁判の質の向上に資する取扱いができるのではないかといった指摘や当

事者から提出されたデータを合議体で共有しながら議論ができるといった指摘もあり( 113頁一Ⅲ3「検証

検討会での議論｣)、今後もデジタルツールを活用した審理の工夫が加速することを期待したい。

また、現状では、全国的に見るとまだmintsが広く利用されているとはいえないが、フェーズ3に向けて

訴訟代理人（弁護士）はmintsを用いて電子提出の方法に習熟することが望まれているところであり、(37頁

参照）、改正法の施行後には電子提出のシステム利用の実情は大きく変わるのではないかといった意見もあ

った。

このような検証検討会での議論等も踏まえて、今後さらに改正法施行後の裁半|｣手続について、裁判所と弁

護士とで認識を共有し、それぞれ習熟をはかることが重要であるといえる。

1'2

4 検証検討会での議論



地方裁判所における

民事第一審訴訟事件の概況及び実情



’’ ’ 1 民事第一審訴訟事件等の概況

民事第一審訴訟事件全体の概況

〆民事第一審訴訟事件の新受件数は､過払金等事件（｢金銭のその他｣等)の新受件数の増減を受、
け、平成21年をピークにして減少傾向が続いていたが、近年は増加に転じている。

平均審理期間を見ると、平成22年頃から令和3年までおおむね長期化傾向が続いた後、令和5年以

降は短縮している。審理期間が2年を超える事件の割合も、前回の9．9％から7 6％に減少した。平均

争点整理期日回数は若干減少し、平均期日間隔も若干短縮し、全体として、争点整理期間が短縮して

いる。また、係属期間が2年を超える未済事件の事件数及び全未済事件に占める割合は、近年減少傾

向が続いている。

終局区分別の事件割合については、前回（判決で終局した事件の割合が45．8％、和解で終局した事

件の割合が32．8％、取下げで終局した事件の割合が18．1％）と比べ、判決で終局した事件の割合が

50 5％と増加した一方で、和解で終局した事件の割合が31．6％、取下げで終局した事件の割合が

14．0％とそれぞれ減少した。なお、対席判決で終局したのは既済件数全体の約24％（判決で終局した

5割強の事件のうち、対席判決によるものが5割弱）となっている。

人証調べの実施率は減少傾向にあり、令和6年は前回より減少し、人証調べ実施事件における平均

人証数は前回とほぼ同様である。

上訴率については、平成28年以降は減少する傾向にあり、令和6年は16 7％であり、令和4年

（20.8％）より減少している。

合議率については、平成30年まで、既済事件及び未済事件ともにおおむね増加する傾向にあった

が、近年若干減少している。審理期間2年超の既済事件の合議事件数及び合議率は、いずれも増加す

る傾向にあったが、令和6年は、合議事件数は減少する一方、合議率は29 6％であり、 前回

（29.1％）より若干増加している。
L ノ《
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○ 事件数及び平均審理期間

民事第一審訴訟事件'の新受件数及び平均審理期間の推移は【図1】のとおりである。

'1図1】新受件数及び平均審理期間の推移
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●

令和6年は14万1 526件と

新受件数2は、平成18年以降に過払金等事件の新受件数の増加に伴って急増L

にピークとな った後は長らく減少傾向が続いていたが、令和5年に増加に転じ

なっている（【図1】【図2】）。

’ここでの｢民事第一審訴訟事件｣とは､地方裁判所の通常訴訟事件及び人事訴訟事件を指す｡なお、平成16年4月1日以降提
起された人事訴訟(人事を目的とする訴え)は、地方裁判所の管轄から家庭裁判所の管轄に移管されており､地方裁判所は、基

本的には同日以前から係属していた事件及び経過措置により同日以降に提起されたそれに関する反訴事件等のみを審理してい

た。ただし、例えば、同日以降に、地方裁判所の人事訴訟事件の確定判決に対して第三者が独立当事者参加の申出とともに再

審請求をした場合等には、当該独立当事者参加が地方裁半|｣所の人事訴訟事件として新たに立件され､新受事件や既済事件とし
て計上されることがある。

2第3回から第8回まで､過払金等事件が含まれる事件類型である｢金銭のその他｣等の事件を統計から除外する処理(以下｢本件

除外処理｣という。）を採用していたが､第9回報告書において､本件除外処理を改め、第一審訴訟事件全体の統計データのみを
分析の対象とした(本件除外処理の詳細は、第3回報告書概況資料編24頁以下、本件除外処理を改めた理由の詳細は、第9
回報告書56頁注2以下参照)。本報告言でも、第一審訴訟事件全体の統計データのみを分析の対象としている。
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【図2】新受件数の推移
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最近10年間における既済件数の推移については【図3】のとおりであり、令和2年まではおおむね減少

傾向にあったが3，令和3年に増加し、それ以降はほぼ横ばいとなっており、令和6年は13万9370件とな

っている。

【図3】既済件数の推移
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ヨただし、令和2年における減少の背景には、同年の新型コロナウイルス感染症の感染拡大及び緊急事態宣言の発出の影響もある
ものと思われる。
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民事第一審訴訟事件の平均審理期間（事件の受

理日から終局日までの期間の平均値）は、過払金

等事件の増加の影響を受けて平成18年(7. 8月）

以降平成20年(6. 5月）まで顕著に短縮した後、

平成22年（6.8月）以降はおおむね長期化傾向に

あったものの、令和5年以降は短縮されて令和6

年は9．2月となり、前回(10．5月）より短縮した

（【表4】【図5】）。 ！

【表4】既済件数及び平均審理期間

【図5】平均審理期間の推移
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17年18年19年20年 21年22年23年24年25年26年 27年28年29年30年 元年 2年 3年 4年 5年 6年

4ただし､令和2年以降の長期化の背景には、同年の新型コロナウイルス感染症の感染拡大及び緊急事態宣言の発出並びにこれら

に伴う裁判所業務の縮小の影響もあるものと思われ、また、令和4年以降の平均審理期間の短縮の背景'こは､新型コロナウイル

ス感染拡大の影響で処理が滞り長期化していた事件が減少してきたことによるものとも思われる。
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事件類型別の既済件数及び平均審理期間については【表6】のとおりである。

既済件数については、「建物」（4万0474件）、「金銭のその他」3（2万9156件）、「その他の損害賠

償」（2万3489件）、「交通損害賠償」（1万3746件）の||頂に多く、「建物」6（4万0474件）が前回

（2カー9284件）よりlノブ1190件増加したが、その他の事件類型については前回までの調査結果と大きな変

化はない。

平均審理期間については、件数の少ない「公害差止め」（5件）を除くと、長い|||頁に、「責任追及等」7

(30. 0月）「建築暇疵損害賠償」(26. 9月）、「医療損害賠償」(24. 9月）、となっており、「労働」

(16.7月）は長期化傾向が継続しているものの、ほぼ全ての事件類型において短縮した（第10回報告書85

頁【表6】参照）

【表6】事件類型別の既済件数及び平均審理期間

事件の種類 {既済件数I平均審理期閏(月）事件の種類

建 物

土 地

土地境界

既済件数 平均審理期間（月）
乳

総 数

売買代金

寸替令

建築請負代金

建築暇疵損害賠償

交通損害賠償
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》
６

５
７

１
８

４
０

２

０
６

４ 躯一躯一Ｗ

沁
一
叫
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恥
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岬噸Ｍ－５２

哩
一
蛎
一
布
犯

労 働
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請求異議

第三者異議

公害差'卜め

責任追及等

共通義務確認

その他

郡一如一妬５－佃一師
３ ２９

６８

面一価祀
一
郵
一
四
一
郡
一
邨
岬

６
４

６
６

７
９

－岬師６坪
８

３

３
４

１

恥
一
卵
一
叩
一
皿
一
一
皿

由
｝

》

且

字一幸

医療損害賠償

公害損害賠償

その他の損害賠償

金
銭

手形金

手形異議

金銭債権存否

労働金銭

知的財産今銭

手形金

手形異議

金銭債権存否

労働金銭

知的財産今銭

金銭のその他

3．0

158

10．3

15．8

15．4

２
一
個

６
９

７

１
５

４

Ｊ
６

２
１

２

29，156 8.7

｢金銭のその他｣は、金銭の支払を目的とする事件で､事件票上個別に分類されて統計が取られているものを除く事件であり､その

中には､いわゆる過払金等事件以外に、手付金､地代、家賃、敷金､保証債務の履行等を請求する事件等が含まれる(第5回報
告書概況編17頁脚注3参照)。

｢建物｣には､建物の明渡し、引渡し､収去､建物に関する登記手続を請求する事件等が含まれる(第5回報告書概況編18頁脚
注5参照)。

｢責任追及等｣とはいわゆる株主代表訴訟等であり、具体的には、会社法847条3項若しくは5項、847条の2第6項若しくは第8

項、847条の3第7項若しくは第9項(これらの規定を準用する場合を含む。）に基づく訴え、又は会社法の施行に伴う関係法律の

整備等に関する法律64条による改正前の商法267条3項若しくは4項(これらの規定を準用する場合を含む。）に基づく訴えを
指す。
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民事第一審訴訟事件の審理期間別の既済件数及び事件割合は【表7】のとおりであり、

間別事件数の推移は【図8】のとおりである。審理期間が2年を超える事件の割合

（9.9％）よりも減少している（第10回報告書86頁【表7】参照）。

既済事件の審理期

(7.6％）8は、前回

【表7】審理期間別の既済件数及び事件割合

呵雁姿,囎醗[:鐘

I

｜

ロ

事件の種類 民事第一審訴訟

既済件数

6月以内

139，370

80，923

58．1％

24，870

17．8％

22，960

16．5％

7,089

5.1％

3,048

2.2％

480

0.3％

6月超1年以内

1年超2年以内 ’

2年超3年以内

3年超5年以内

5年を超える

【図8】既済事件の審理期間別事件数の推移
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62年
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8．419

※ 年度の下の数値は審理期間が2年を超える事件の数である。

8端数処理の関係上、表7の数値を足し合わせた数値とは一致しない場合がある。正確な数値については、【図9】のうち｢総数｣の
行を参照されたい。
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【図9】事件類型別の審理期間2年超の既済件数

(件）
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事件類型別の審理期間2年超の既済件数は【図9】のとおりであり、2年超の既済件数全体に占める害'1合

が高い事件類型が「その他の損害賠償」（35.9％）、「金銭のその他」（17.8％）である点、各事件類型に

おける2年超事件の割合が高い主要な類型が「建築暇疵損害賠償」（46.3％）及び「医療損害賠償」

（42.9％）である点は、前回と同様である（第10回報告書87頁【図9】参照）。
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各年12 月末時点における未済事件の係属期間別事件数の推移は【図10】のとおりであり、係属期間2年

超の未済事件の害'|合及び係属期間別事件数の推移は【図l1】のとおりである。係属期間2年超の未済事件の

数は、平成19年まで減少傾向が続いた後、平成20年以降はなだらかな増加傾向が続いていたが9、令和3年

(1万2664件）を上｡－クに減少に転じ、令和6年は1万0330件であった。また、全未済事件に占める係属

期間2年超の未済事件の割合も、同じく令和3年(11.9%)をピークとし、令和6年は10. 2%となっている‘

【図10】未済事件の係属期間別事件数の推移
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ツ上記の傾向に関しては、過払金等事件の被告会社が倒産手続中であるために訴訟が長期にわたって中断している事案の影響も
考えられる(破産法44条1項､民事再生法40条1項､会社更生法52条1項等参照)。

'0ただし､令和2年以降の係属期間2年超の未済事件の事件数及び全未済事件に占める係属期間2年超の事件の割合の各増加
の背景には、同年の新型コロナウイルス感染症の感染拡大及び緊急事態宣言の発出並びにこれらに伴う裁判所業務の縮小の影
響もあるものと思われ、また、令和4年以降の各事件数の減少の背景には､新型コロナウイルス感染拡大の影響で処理が滞り長
期化していた事件が減少してきたことによるものとも思われる。
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【図11】係属期間2年超の未済事件の割合及び係属期間別事件数の推移
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○ 終局区分と審理期間の関係

終局区分別の事件割合については、判決で終局した

事件の割合（50.5％）が前回（45.8船）より増加し

た。そのうち、対席判決の事件の割合（47.7%）は前

回（55.5%）より減少した。

また、和解で終局した事件の割合(31. 6%)、取下

げで終局した事件の割合（14.0％）は前回（それぞれ

32.8％、18. 1%)より減少した（第10回報告書90頁

【表12】終局区分別の既済件数及び事件割合

~Ⅱ

琴で

事件の種類 民事第一審訴訟
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３
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〕
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％
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８
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５
７
β
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５
３

４
４

３

７
３

４

判決
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(％は判決に対する割合）

1表1211参照）

和解

19，553

14，0％

5．314

38％

取下げ

それ以外

終局区分別の平均審理期間は【図

とおりであり、全体的に見て前同よ

している（第10回報告書90頁【凶

13】の

り短縮

13】参

{図13】終局区分別の平均審理期間

日召）
判決 82

(うち対席） 13．4
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○ 審理の状況

平均期日回数及び平均期日間隔uは【表14】

のとおりである。平均n頭弁論期日回数(1. 2

向）及び平均争点薬理期日回数（2.5回）は、

いずれも前回（平均口頭弁論期日回数1．5回、

平均争点整理期日回数2．6回）より若干減少し

'2、平均期日間隔(2. 5月）も、前回(2. 6月）

から若干短縮した。全体として、争点整理期間

は前回より短縮している（第10回報告書91頁

【表14】参照）。

【表14】平均期日回数及び平均期日間隔

｜

引

民事第一審訴訟事件の種類

平均期日回数 3，6

うち平均口頭弁論

期日回数

うち平均争点整理

期日回数

1.2

25

平均期日間隔(月） 2．5

【表15】争点整理手続の実施件数及び実施率なお、争点整理手続の実施件数及び実施率'3(準

備的口頭弁論、弁論準備手続及び書面による準備

手続のいずれかが実施された事件の割合）は、

【表15】のとおりである。争点整理手続の実施率

(41. 2%)は、前回(47. 5%)より減少している

（第10回報告書91頁【表15】参照)｡

'’平均期日回数とは、平均口頭弁論期日回数(準備的口頭弁論期日及び半l1決言渡期日を除く口頭弁論期日の平均回数)と平均

争点整理期日回数(準備的口頭弁論期日及び弁論準備手続期日の合計の平均回数)の合計値を指す｡また､平均期日間隔と

は、平均審理期間を平均期日回数で除した数値を指す｡なお､平均期日回数･平均期日間隔の算出に当たっては、判決言渡期

日のみならず､事件票上の記載項目とされていない和解期日及び進行協議期日が考慮されていないため､実際の期日回数より

も少なめの数値及び実際の期日間隔よりも長めの数値が出ていると思われることに注意を要する(第1回報告書20頁参照)。

'2新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い、ウェブ会議又は電話会議を利用した､書面による準備手続における協議(期日回

数に含まれない。）が活用されるようになったことの影響もあると思われる。

'3ただし､それほど複雑ではなく1回1回の期日に時間をかける必要がないような類型等の場合､いわゆる争点整理手続を用いず、

口頭弁論の中で争点整理を進める訴訟指揮を行う例も一定数存在するので､争点整理手続の実施率はあくまでも目安にすぎな
’ 、

し’ハ
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人証調べを実施して対席半|j決で終局した事件1』における手続段階別平均期間の推移は【図16】のとおりで

ある。手続全体としては長期化傾向にあり15、令和3年以降はほぼ横ばいとなっているが、内訳には変化が

ある。訴え提起から第1回口頭弁論までの期間は、令和6年（9.3月）は前回（5.4月）より長期化した一

方、第1回口頭弁論から人証調べ開始までの期間は、令和6年(10. 2月）は前回(14. 0月）より短縮した‘

16

【図16】人証調べを実施して対席判決で終局した事件における手続段階別平均期間の推移

訴え提起から第1回口頭弁論 第1回口頭弁論から人証調べ開始 ■人証調べ開始から人証調べ終了

■人証調べ終了から口頭弁論終結 口頭弁論終結から判決言渡し
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’
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7．3 12．3 0．411，6 1 2．2

10．21． 0，3 1．41 2，29,3

I
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平均審理期間(月）

15．0 20．0 25．0

'4人証調べを実施して対席判決で終局した事件のみを取り上げるのは、審理の各段階ごとの期間を取ることが､統計データシステ

ム上、上記の事件でしか行えないためである(この点は、本報告書における他の事件類型についても同様である。）。

15ただし、令和2年以降の長期化の背景には、同年の新型コロナウイルス感染症の感染拡大及び緊急事態宣言の発出並びにこれ

らに伴う裁半'｣所業務の縮小の影響もあるものと思われる。

l6このような内訳の変化は、民事訴訟のデジタル化を背景とした審理運営の工夫が進み、争いのあることが判明した事件については、

第，回口頭弁論期日を経ることなく、最初からウェブ会議なども活用した争点整理を行うなどの取組が進められていることなどが影

響しているものと思われる。
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人証調べ実施率及び平均人証数'7は【表17】のと

おりである。

第5回報告書概況編37貞でも指摘されていると

おり、民事第一審訴訟事件における平均人証数

（今回0．3人）はおおむね減少傾向にある。人証調

べを実施した事件における平均人証数も、ここ10

年間おおむね横ばい状態であり、令和6年におい

ては、2．6人となっていて、前回とほぼ同様である

（第6回報告書30頁【表16】、第7回報告書24

頁【表15】、第8回報告書28頁【表17】、第9回

報告書67頁【表17】、第10回報告書93頁【表

17】参照）。

人証調べ実施率は、人証調べが実施されること

が少ない事件類型の動向に影響されやすく、過去

には過払金訴訟が多くあった平成20年前後に人証

調べ実施率が減少した（第5回報告書概況編38頁

【図211 )。令和6年は11. 4%と前回(14. 2%)より

照）、建物訴訟の増加も影響しているものと思われる

【表17】人証調べ実施率及び平均人証数

事件の種類 事第一審訴訟民

人証調べ実施率 11,4％

平均人証数

うち平均証人数

うち平均本人数

0．3

0．1

0．2

人
鉦
鵤
ぺ

実
施
」
事
件

平均人証数 26

08

うち平均本人数 18

二ろ（第10回報告耆93頁【表17】参

10回報告言85頁【表6】参照）。

より減少していると

れる（【表6】、第

【表18】 人証調べを実施した事件における平均審理

期間及び平均人証調べ期間
人証調べを実施した事件における平均審理期間

（23.6月）は、前回（23.9月）よりも若干短くな

っている（【表18】【表19】、第10回報告書93

頁【表181参照）。

【表19】 人証調べを実施した事件における平均期日

回数

平均期日回数 Q Q
u･噂

平均口頭弁論期日回数

(人証調べ期日を含む）
2.6

’ うち平均人証調べ期日回数 1.1

平均争点整理期日回数 73

※ 端数処理の関係で､平均口頭弁論期日回数と平均争点整

理期日回数の合計は、全体の平均期日回数とは必ずしも

一致しない。

'7平均人証数は、平均本人数と平均証人数の合計である。ただし、端数処理の関係上、平均本人数と平均証人数の合計値が平

均人証数と合致しない場合がある。
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さらに、人証調べ期日回数別の既済件数及び事件割

合について見ると、前回と同様に、およそ9割の事件

は1回の期日で人証調べが終えられている一方、3回

以上の人証調べ期日を里ねた事件は約1%であるか

ら、ほとんどの事件で集中証拠調べが実践されている

ことは明らかである（【表20】）（第10回報告書94

頁【表20】参照）。

【表20】 人証調べ期日回数別の既済件数及び事
件割合

. ．‘rE.ｰ

既済料
一 も

人証調べ期日回数
一_"室、，‐ I ’

1回

2回

3回。

4回

5回
君_ -----． 少酔

6回

7回

8回

9回

10回

11～15回

16回以上

合 計

件数 事件割合

岬一伽一噸一帽一叫一－３崔旧一一４－１

小一研一恥一咄一恥三一咄己蛾一一叫一恥一岬恥４
２３８５１

鑑定及び検証の実施件数及び実施率については【表

21】のとおりであり、いずれの実施率も前回と同様で

【表21】鑑定及び検証の実施件数及び実施率

ある（第10回報告書94頁【表21】参照）
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上訴率及び上訴事件割合'8の推移については【図22】のとおりであり、平成27年をピークにいずれも減少

する傾向にあり、令和6年は上訴率(16. 7%)及び上訴事件割合(8. 4%)ともに前回（それぞれ20. 8%、

9.5％）より減少している。

【図22】上訴率及び上訴事件割合の推移

く上訴率〉
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'8上訴率は､判決で終局した事件の中で上訴がされた事件の占める割合を指し､上訴事件割合は､全既済事件の中で上訴がされ

た事件の占める割合を指す｡例えば､和解で終局する事件の割合が大幅に増加した場合､その分判決で終局する事件として対

立が先鋭なものが残る可能性があるから、上訴率は増加する可能性があるが､判決で終局する事件そのものが和解で終局する

事件の割合の増加に伴い減少することで､上訴事件割合は減少する可能性がある｡その意味で､上訴率や上訴事件割合を見る

に当たっては、終局区分別の事件割合との関係を念頭に置く必要がある｡ただし､今回に関しては､終局区分別の事件割合に大

きな変化が見られないため､この考慮が分析の中で顕在化することばない｡．
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○ 訴訟代理人の選任状況

訴訟代理人の選任状況は【表23】のとおりであり、

双方に訴訟代理人が選任された事件の割合は、近年増

加傾向にあったが、 令和6年（40．5％） は前回

（47.9％）よりも減少し、代わりに、原告側のみ訴訟

代理人が選任された事件の害||合（令和6年48．2%）が

前回(41. 7%)よりも増加した（第10回報告書96頁

【表23】参照）’9□

1表23】訴訟代理人の選任状況

1

1

1

沙ww雪71，吊噌雲霧平員

民事第一審訴訟’事件の種類

双方に

訴訟代理人

原告側のみ

斫舩代理人

被告側のみ

訴訟代理人

砂州坪郷一睡恥
５

％
８

５

３
Ｑ

６
４

５
６

本人による

○ 合議の状況

既済事件における合議事件数及び合議率の推移は【図24】のとおりである。合議率は、令和元年（6.0％）

まではおおむね増加傾向にあったが、近年は若干減少傾向となっており、令和6年は5. 0%となっている。

【図24】既済事件における合議事件数及び合議率の推移
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建物訴訟の増加の影響もあると思われる(【表6】、第10回報告書85頁【表6】参照）
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1図25】未済事件における合議事件数及び合議率の推移
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未済事件における合議事件数及び合議率の推移は【図25】のとおりである。合議率については、平成30

年(153%)をピークとして、近年はやや減少傾向にあり、令和6年は13. 6%となっている。合議事件数に

ついては、令和2年を除いて、おおむね合議率に沿うように推移しており、令和6年(1万3801件）は前回

(1万5343件）より減少した
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合議・単独別での審理期間2年超の既済事件数及び合議率の推移は【|割26】のとおりである。合議事件数

は近年増加傾向にあったが、令和6年(3, 145件）は前回(3, 784件）より減少した。また、合議率は、令

和元年（34.6%）までは増加傾向にあったが、その後減少し20、令和6年（29.6%）は前向(29. 1%)と同水

準となっている。

【図26】合議･単独別での審理期間2年超の既済事件及び合議率の推移
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”令和2年から令和4年にか|ﾅての合議率の減少は、令和2年の新型コロナウイルス感染症の感染拡大及び緊急事態宣言の発出
｜こ伴う裁判所の業務縮小を経て、その後単独事件の既済件数が増加したことによると考えられる。
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個別の事件類型の概況1． 2

1．2．1 医事関係訴訟

〆医事関係訴訟の新受件数は､ﾋｰｸ時である平成'6年(1 089件)から平成21年(707件)ま罰
おおむね減少傾向をたどった後、平成21年以降は年間700件台から800件台前半で推移していたが、

令和4年（645件）以降、600件台に減少して、令和6年は658件であった。

平均審理期間は、近年23月から26月の範囲内で推移しており、平成27年以降徐々に長期化して

いたが、令和6年（249月）は、令和4年（26.5月）から減少した。審理期間が2年を超える事件

の害l1合については、令和6年(42. 9%)は令和4年(476%)より減少した。

人証調べ実施率及び鑑定実施率については前回より減少しており、長期的に見ても減少傾向が続い

ている。

終局区分別の既済件数及び事件割合については、前回から大きな変化は見られず、民事第一審訴訟

事件（全体）と比べて、和解で終局した事件の割合が高い水準にあることも、前回と同様である。

’
ノ、

ノ
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○ 事件数及び平均審理期間

医事関係訴訟'の新受件数及び平均審理期間の推移は【図1】のとおりである‘

【図1】新受件数及び平均審理期間の推移(医事関係訴訟）
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新受件数は、平成4年（370件）から平成16年

(1, 089件）までおおむね増加傾向にあったところ、

それ以降減少傾向に転じた後、平成21年以降は年間

700件台から800件台前半で推移していたが、令和4

年（645件）以降600件台に減少して、令和6年は658

件であった。

【図2】平均審理期間

（医事関係訴訟及び民事第一審訴訟事件）

（月）

30，0

24．9
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平均審理期間については、民事第一審訴訟事件（余

体）と比べると高い水準にあり、近年23月から26月

の範囲内で推移していたが、平成27年（23.7月）以

降徐々に長期化しており、令和6年（24.9月）は、令

和4年とほぼ同様であった（【|列1】【図2】）2。

15．0

92

句

10．0

5.0

0 0

医事関係訴訟 民事第一審訴訟

，本報告書において､医事関係訴訟とは、事件票において｢医療損害賠償｣に区分される訴訟を指す(第1回報告書69頁参照)。
2ただし､第9回(令和2年)以降の長期化は、同年の新型コロナウイルス感染症の感染拡大及び緊急事態宣言の発出に伴い、裁
判所業務を縮小したことの影響もあるものと思われる。
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○ 審理期間別の既済件数等

審理期間別の既済件数及び事件割合については

【表3】のとおりである。審理期間が2年を超え

る事件の割合は、民事第一審訴訟事件（全体）と

比べると高い水準にあるところ、平成26年

（39.6％）以降増加傾向にあったが、令和6年

は、前回（47,6％）より減少して42．9％となった

（第6回報告書34頁【表3】、第7回報告書29頁

【表3】、第8回報告書34頁【表3】、第9回報告

書75頁【表3】、第10回報告言101頁【表3】参

照）3β

【表3】審理期間別の既済件数及び事件割合

（医事関係訴訟及び民事第一審訴訟事件）

事件 医事関係の種類 訴訟 民事第一審訴舩

既済件数

平均審理期間(月）

676 139.370
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○ 終局区分別の既済件数等

終局区分別の既済件数及び事件割合については

【表41のとおりであり、和解で終局した聿件の

='l合は、前回(53. 0%)より減少して51. 5%とな

っているが、民事第一審訴訟事件（全体）と比べ

ると高い水準にある。また、欠席判決で終局した

事件が極めて少ない傾向も、前回と同様である。

（第10回報告書101頁【表4】参照）

【表4】終局区分別の既済件数及び事件割合

（医事関係訴訟及び民事第一審訴訟事件）
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3

ただし､第9回(令和2年)以降に審理期間が2年を超える事件が増加した背景には、同年の新型コロナウイルス感染症の感染拡

大及び緊急事態宣言の発出に伴い、裁判所業務を縮小したことの影響もあるものと思われる。
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○ 訴訟代理人の選任状況

訴訟代理人の選任状況については【表5】のと

おりであり、双方に訴訟代理人が選任されている

事件の割合（75.0％）は、前回（78.7％）より減

少したものの、依然として高い水準にある（第10

【表5】訴訟代理人の選任状況

（医事関係訴訟及び民事第一審訴訟事件）

騨騨:錘匿 ”‐ﾏwr 。』”‐
隼 ÷
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○ 審理の状況

平均期日回数及び平均期日間隔については【表

6】のとおりであり、平均期日回数（9.3回。う

ち平均口頭弁論期日回数は1.4回、平均争点整理

期日回数は7．8回｡）は、前回(10. 3回。うち平

均口頭弁論期日回数は1.7回、平均争点整理期日

回数は8．6回。）よりも減少し、平均期日間隔

（2‘7月）は前回とほぼ同様であった（第10回報

告耆103頁【表6】参照)。

【表6】平均期日回数及び平均期日間隔

（医事関係訴訟及び民事第一審訴訟事件）

事件の種類 医事関係訴訟 民事第一審訴訟

4

訴訟

平均期日回数 9.3 3．6

うち平均口頭弁論

期日回数

うち平均争点整理

期日回数

1．4 1.2

78 25

平均期日間隔(月） 2.7 25

{表7） 争点整理手続の実施件数及び実施率

(医事関係訴訟及び民事第一審訴訟事件）
争点整理手続の実施件数及び実施率については

【表7】のとおりであり、医事関係訴訟の争点整理

実施率（78.8％）は、前回(83 1%)より減少した

ものの、民事第一審訴訟事件（全体）と比べると顕

著に高い水準にある（第10回報告書103頁【表7】

一 一 ‐一 Fq, 一

種類 医事関係訴訟 民事第一審訴訟

塗 劃 〈 』

事件の

争
点
整
理

手
続

実施件数 533 57,354

参照）
実施率 78．8％ 412％
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人証調べを実施して判決で終局した事件（令和6年において、医事関係訴訟全体の24．0％を占める｡）に

おける手続段階別平均期間の推移は【図8】のとおりである。長期的に見ると、訴え提起から人証調べ開始

までの平均期間は長期化傾向にあり、人証調べ開始以降の平均期間はおおむね短縮傾向にあるものの、審理

期間全体は長期化傾向にある4．令和6年は、訴え提起から第1回口頭弁論までの平均期間（12.3月）が前

回（5.4月）より長期化した一方5、第1回口頭弁論期日から人証調べ開始までの平均期間(16. 5月）は前

回（22.7月）より短縮し、審理期間全体（34.8月）は、前回(35. 1月）よりも若干短縮した。

【図8】人証調べを実施して判決で終局した事件の手続段階別平均期間の推移(医事関係訴訟）

第1回口頭弁論から人証調べ開始 ■人証調べ開始から人証調べ終了

口頭弁論終結から判決言渡し

訴え提起から第1回口頭弁論

■人証調べ終了から口頭弁論終結

平成27年 282．7 20.2 0 9
I

2．9平成28年 21.9 28
|

｜

’

08 5．0 128

0．6 4．4 2．9

0．9 3．8 2．9

0 91 42 132

’ '’ 4 3 13 ’

平成29年 3，0 21.1

平成30年 21．22.9

令和元年 22.33.2

令和2年 4.1 23.7

令和3年 62 22.3

令和4年 22.75.4
､

I

’

令和5年 20．6 05 3－8 1 2．96．4

0．32．8 2．9令和6年 12．3 16．5

150 250 300 35．0 400 （月）2000.0 50 10．0

4ただし、第9回(令和2年)以降の長期化は、同年の新型コロナウイルス感染症の感染拡大及び緊急事態宣言の発出に伴い、裁

判所業務を縮小したことの影響もあるものと思われる。

5指定済みの第，回口頭弁論期日を取り消し､最初からウェブ会議なども活用した実質的な争点整理手続を行う運用が拡大してい
ることが影響しているものとも思われる。
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人証調べ実施率及び平均人証数については【表

9】の とおりである。人証調べ実施率（33.4％）

は、民事第一審訴訟事件（全体）と比べれば依然顕

著に高い水準にあるが、前回（33.5％）から減少し

ており、平成27年以降で見ても減少傾向にある

（【図101) (第10回報告書105頁【表9】参照)。

【表9】人証調べ実施率及び平均人証数

（医事関係訴訟及び民事第一審訴訟事件）

事 の種類 医事I件 関係訴訟 民事第一審訴訟

人証調べ実施率

｜

平均人証数

33.4％ 114％

0．8 03

平均人証数

(人証調べ実施事件）
2．4 26

【図10】人証調べ実施率の推移(医事関係訴訟）
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人証調べを実施した事件における平均審理期間

（36.8月）は、前回（38.9月）より短縮したが、民事

第一審訴訟事件（全体）のうち人証調べを実施した事

件における平均審理期間（23.6月（前掲Ⅲ.1. 1

【表181) )と比べて長い傾向が続いている。なお、平

均人証調べ期間（0.3月）は、前回（0.7月）から減少

している。（【表11l) (第10回報告苔105頁【表11】参

昭1

【表11】人証調べを実施した事件における平均

審理期間及び平均人証調べ期間

（医事関係訴訟）

68

平均審理期間(月）
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平均人証調べ期間（月），

36．8
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鑑定実施件数及び鑑定実施率については【表

12】のとおりである。鑑定実施率(4. 4%)は、

民事第一審訴訟事件（全体）と比べて一貫して

顕著に高い水準にあるものの、前同（5.8％）よ

り減少しており、長期的に見ても、平成20年か

らおおむね緩やかな減少傾向にある（第5回報

告書概況編72頁【図13】、第6回報告書38頁

【表12】、第7回報告書33頁【表12】、第8回報

告書38頁【表12】、第9回報告書79頁【表12】、

第10回報告耆106頁【表12】参照)。

【表12】鑑定実施件数及び鑑定実施率

（医事関係訴訟及び民事第一審訴訟事件）

実施件数

実施率

鑑
定

鑑定を実施した事件における平均審理期間については【図13】のとおりであり、平均審理期間(51. 8月）

は、前回（59.9月）よりも短縮した。平均審理期間が民事第一審訴訟事件（全体）のうちの鑑定実施事件

よりも顕著に長い傾向は、前回と同様である。（第10回報告書106頁【図13】参照）

【図13】鑑定を実施した事件における平均審理期間

（医事関係訴訟及び民事第一審訴訟事件）
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平均鑑定期間（鑑定採用から鑑定書提出までの平均期間）は【表14】のとおりであり、前回(4. 0月）よ

りも0.2月短縮して3.8月となった（第10回報告書106頁【表l-l】参照)。

【表14】平均鑑定期間(医事関係訴訟）
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なお、【図15】によれば、審理期間が長い事件ほど鑑定書提出までに時間を要するという傾向は、従前ほ

ど明確ではないものの、同様に認められる（第2回報告書48頁【図59】、第3回報告書概況・資料編69頁

【図18】、第4回報告書概況編68貞【図18】、第5回報告書概況編73頁【図16】、第6回報告書39貞【図

15】、第7回報告書34頁【図15】、第8回報告書39頁【図15】、第9回報告書80頁【図15】、第10回報告

= 107頁【図15】参照）

【図15】審理期間別の鑑定人指定から鑑定書提出までの平均期間

（医事関係訴訟）
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○ 上訴に関する状況

上訴率及び上訴事件割合については【図16】

高い水準にある。

のとおりであり、民事第一審訴訟事件（全体）より顕著に

【図16】上訴率及び上訴事件割合の推移(医事関係訴訟及び民事第一審訴訟事件）
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1．2．2 建築関係訴訟

〆建築関係訴訟の新受件数は､近年おおむね1,950件から2, 050件程度で推移していたが､令和6愚
（1,800件）は前回とほぼ同様である。審理期間については、比較的審理が長期化しやすい暇疵主張

のある建築関係訴訟（27.2月）は前回とほぼ同じであったが、暇疵主張のない建築関係訴訟（14.0

月）が前回（15.3月）より1 3月短縮し、建築関係訴訟全体の平均審理期間（19.9月）は、前回

（21 3月）より1．4月短縮した。

平均期日回数は、暇疵主張のある建築関係訴訟が10．4回（前回11．1回)、暇疵主張のない建築関

係訴訟が5．7回（前回6．2回）と、いずれも前回より減少した。他方で、平均期日間隔は、暇疵主張

のある建築関係訴訟及び暇疵主張のない建築関係訴訟のいずれも前回とほぼ同様であった。

暇疵主張のある建築関係訴訟における審理期間が2年を超える事件の割合（47 0％）は前回と同

じだが、民事第一審訴訟事件（全体）と比べて、審理期間が2年を超える事件の割合が高い水準に

ある。

暇疵主張のある建築関係訴訟における平均人証調べ期間（0.1月）は前回（0.5月）から減少し、

民事第一審訴訟事件（全体）とほぼ同様の水準となっている。

暇疵主張のある建築関係訴訟における鑑定実施率は、平成18年以降で見ると低い水準が続いてい

る。

暇疵主張のある建築関係訴訟のうち、調停に付された事件の割合（41 4％）は、前回（53.0％）

よりも減少し、その平均審理期間（33.8月）は、前回（29 8月）より長期化した。平均調停期日回

数（10.4回）も前回(8. 0回）より増加した。

その余の主な統計データ（終局区分別の既済件数及び事件割合）について、前回から大きな変化

は見られない。

ノ
Ｉ
Ｌ

、
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○ 事件数及び平均審理期間

建築関係訴訟iの新受件数及び平均審理期間の推移は【図1】のとおりである

【図1】新受件数及び平均審理期間の推移(建築関係訴訟）
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新受件数は、近年おおむね1, 950件から2, 050件程度で推移していたが、前回から1, 800件から1, 850件

程度に減少し、令和6年(1800件）は前回とほぼ|司様であった。

建築関係訴訟全体の平均審理期間については、近年18月台で推移し、令和2年以降長期化していたが、

令和6年は前回(21. 3月）よりも短縮して19. 9月となった（【図l】【図2】)。比較的審理が長期化しやす

い暇疵主張のある建築関係訴訟の平均審理期間は、前回とほぼ同じ27．2月であったが、暇岻主張のない建

築関係訴訟(14. 0月）が前回(15. 3月）より短縮した（第10回報告書111頁【図21参照)2｡

’建築関係訴訟には､建築暇疵損害賠償事件(建物建築の施工等に暇疵があったとして損害賠償を求める事件)と建築請負代金
事件(建物建築に関する請負代金等を請求する事件)がある(第5回報告書概況編78頁脚注1参照)。前者において建物の暇
疵が主張されているのは当然であるが､後者においては、被告が建物の暇疵を主張して反論する事件とそうでない事件とがある。
そして、建築暇疵損害賠償事件であっても、建築請負代金事件のうちの暇疵主張がある類型であっても(以上をまとめて｢暇疵主
張のある建築関係訴訟｣という。）、暇疵が主張されることで専門的知見が必要になるなどの点は共通するといえるから、以下の分
析においては、主として、より長期化しやすい、暇疵主張のある建築関係訴訟を取り上げ、必要に応じて暇疵主張のない建築関係
訴訟との比較等を交えながら記述していくこととしたい(この点は、第’0回報告書と同様である。同･’’0頁脚注’参照)。

2ただし、令和2年以降の平均審理期間の長期化の背景には、同年の新型コロナウイルス感染症の感染拡大及び緊急事態宣言の
発出並びにこれらに伴う裁判所業務の縮小の影響もあるものと思われる。
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【図2】平均審理期間(建築関係訴訟及び民事第一審訴訟事件）
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○ 審理期間別の既済件数等

審理期間別の既済件数及び事件割合については【表3】のとおりである。暇疵主張のある建築関係訴訟に

おける審理期間が2年を超える事件の割合(47. 0%)は、前回と同様であるが、令和2年(48. 0%)以降平

成30年(40. 2%)と比べて増加傾向にあり、民事第一審訴訟事件（全休）と比べると高い水準にある。暇

疵主張のない建築関係訴訟における審理期間が2年を超える事件の割合(18. 2%)は、前回(20. 1%)より

減少した3。（第8回報告書43頁【表3】、第9回報告書84頁【表3】、第10回報告書111頁【表3】参照）

【表3】審理期間別の既済件数及び事件割合(建築関係訴訟及び民事第一審訴訟事件）
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ヨただし、令和2年以降に審理期間が2年を超える事件が増加した背景には、同年の新型コロナウイルス感染症の感染拡大及び緊
急事態宣言の発出並びにこれらに伴う裁判所業務の縮小の影響もあるものと思われる。
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○ 終局区分別の既済件数等

終局区分別の既済件数及び事件割合については【表4】のとおりである。暇疵主張のある建築関係

訴訟についてみると、判決で終局した事件（30.5％）のほとんどが対席判決によるもの(91. 6%)で

ある点は前回から大きな変化が見られず、取下げ Iで終局した割合（27.4％）は前回（39.5％）から減

少したものの、民事第一審訴訟事件（全体）（14.0％)と比べてなお高い傾向にある。（第10回報告書

112頁【表4】参照）

【表4】終局区分別の既済件数及び事件割合(建築関係訴訟及び民事第一審訴訟事件）
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○ 訴訟代理人の選任状況

訴訟代理人の選任状況については【表5】のとおりであり、特に暇疵主張のある建築関係訴訟で双方に訴

訟代理人が選任された事件の割合（86.2％）は、民事第一審訴訟事件（全体）（40.5％）と比べて顕著に高

く、大半で訴訟代理人が選任されている傾向に前回から変化は見られない（第10回報告書112貝【表5】

参照)。

【表5】訴訟代理人の選任状況(建築関係訴訟及び民事第一審訴訟事件）
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)取下げ事案の相当部分は､調停成立に伴う取下げ擬制であると考えられる(第5回報告書概況編81頁参照)。
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○ 審理の状況

平均期日回数及び平均期日間隔‘については【表6】のとおりであり、暇疵主張のある建築関係訴訟にお

ける平均期日回数(10. 4回）は前回(11．1回）よりも減少しており、暇疵主張のない建築関係訴訟におけ

る平均期日回数（5.7回）も、前回（6.2回）から減少している。（第10回報告書113頁【表6】参照）

他方で、平均期日間隔は、暇疵主張の有無にかかわらず、いずれの類型でも前回とほぼ同様であった

（第10回報告耆113頁【表6】参照)。

【表6】平均期日回数及び平均期日間隔

（建築関係訴訟(調停に付された事件を除く)及び民事第一審訴訟事件）
残･《

建築暇
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疵
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損害賠償

甲
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うち平均口頭弁論
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うち平均争点整理

期日回数

1-4 1．4 14 1.21.3

9．0 44 2582 5 5

平均期日間隔(月） 22 22 2.2 22 o 原
4．』

争点整理手続の実施件数及び実施率については【表7】のとおりであり、暇疵主張のある建築関係訴訟

の9害'|強で争点整理手続が実施されており、民事第一審訴訟事件（全体）よりも争点整理実施率が顕著に高

い傾向にあることは前回と同様である（第10回報告書113頁【表7】参照)。

【表7】争点整理手続の実施件数及び実施率(建築関係訴訟及び民事第一審訴訟事件）

〃~､－． － 岩19

篭潔：'建築請負代金; 週疵主張あり I
： 1

鐸害寧｜,“…-鍼I…，.…_・
可 f1口 里諄

→
職

肌
４

築暇疵

害賠償
瑠疵孝張あげ,｜

ﾛ'1

席.､坐， 。．...:甑

事件の種類 建築請負代金 理疵主張なし 民事第一審訴舩
P

、－ﾛ凸 宰里 画印二 一 匡 一

実施件数I

争
点
整
理

手
続

396 948 7厘7
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実施率 ！ 91．2％ 684Q6 922％ 58.8％ 41.2％

調停に付された事件に関しては､調停で争点整理が行われることが多い分､争点整理期日回数が減り､期日間隔が長くなること

があると考えられる。そこで､建築関係訴訟に関する統計データのうち、平均期日回数及び平均期日間隔については、調停に付
された事件を除いて算出した。
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人証調べ実施率及び平均人証数は【表8】のとおりであり、平均人証調べ期間（暇疵主張のある建築関

係訴訟）は【表9】のとおりである。民串第一審訴訟事件（全体）よりも人証調べ実施率が高く、平均人証

数も多い傾向にある点については、前回から変化は見られない。人証調べを実施した暇疵主張のある建築関

係訴訟における平均人証調べ期間(0. 1月）は、前回(0, 5月）から減少し、民事第一審訴訟事件（全体）

（0.3月）とほぼ同様の水準となっている。暇疵主張のない建築関係訴訟における人証調べ実施率(18. 1%)

は、前回(21. 2%)より減少した。（前掲Ⅲ 1.1【表17】【表181) (第10回報告書114貞【表81【表

9】参照）

【表8】人証調べ実施率及び平均人証数(建築関係訴訟及び民事第一審訴訟事件）
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人証調べを実施した暇疵主張のある建築関係訴訟に

おける平均審理期間については【表9】のとおりであ

り、前回（35.6月）よりも若干増加して36．2月とな

った。民事第一審訴訟事件（全体）のうち人証調べを

実施した事件における平均審理期間（23.6月）（前掲

m.1. 1【表181)と比べて長い傾向についても、

前回と同様である。（第10回報告書114頁【表9】参

照）

人証調べを実施した事件における平均

審理期間及び平均人証調べ期間(暇疵

主張のある建築関係訴訟）

1表9）
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鑑定実施率については【図10】

のとおりである。暇疵主張のある

建築関係訴訟における鑑定実施率

（0.6％）は前回（0.8％）より若

干減少しており、平成18年以降で

最も低い水準となっている（この

一つの要因としては、鑑定以外の

形での、建築関係訴訟への専門家

の関与が進んでいることが考えら

れる6｡）（第10回報告害115頁

【図10】鑑定実施率(建築関係訴訟及び民事第一審訴訟事件）
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｡ 暇疵主張のある建築関係訴訟のうち､調停委員又は専門委員が関与した事件の割合は、平成19年に374％であったものが、

令和6年には50 8％に達している。
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鑑定を実施した事件における平均審理期間については【図11】のとおりであり、暇疵主張のある建築関

係訴訟の平均審理期間（73.2月）は前回(49. 1月）よりも増加した（第10回報告苔116頁【図l1】参照）

『1

【図11】鑑定を実施した事件における平均審理期間
（建築関係訴訟及び民事第一審訴訟事件）
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平均鑑定期間は【表12】のとおり3.1月であり、前回(7. 5月）よりも短縮した（第lO lr'l報告言116頁

【表12】参照）剛。なお、令和6年は、鑑定採用日と鑑定人指定日は全て同日であった。

【表12】平均鑑定期間(建築関係訴訟）

｜

’ I平均鑑定期間(月） 3,1

鑑定採用から鑑定人指定までの平均期間（月）
も

うち鑑定採用日と鑑定人指定日が同日の事件を除く(月）

鑑定人指定から鑑定書提出までの平均期間(月） 3 1

嬢暑自室謹鳶季 認

ただし､鑑定を実施した事件は計5件(建築暇疵損害賠償2件、建築請負代金3件)しかないことに留意する必要がある。

ただし､既に述べたとおり､鑑定を実施した事件は計5件しかないため、平均鑑定期間は､個別事件の影響を受けやすいことに

留意する必要がある。
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また、鑑定人指定から鑑定書

提出までの平均期間を審理期間

別に見たものについては【図

13】のとおりであり、2年を超

え3年以内の事件(1. 9月）は

前回（0.6月）より長期化した

ものの、5年を超える事件（3.4

月）は前回(15. 0月）よりも短

縮している（第10回報告書117

頁【図13】参照)9｡

【図13】審理期間別の鑑定人指定から鑑定書提出までの平均期間
（建築関係訴訟）
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【表14】付調停事件数及び付調停率(建築関係訴訟）
付調停に関す~る状況について、調

停に付された件数の大部分を占めて

いる暇疵主張のある建築関係訴訟を

見ると、【表14】のとおり、調停に

付された事件の害'|合(41. 4%)は前

回（53.0％）よりも減少した（第10

回報告書117頁【表14】参照)。

|‐

：

’

’
1

1 建築関係訴訟

全体
事件の種類 疵主 あ暇疵主張 疵孝張なしり 暇

’

既済件数 821 QQQ
ツ ツ リ 1.820

付調停事件数

付調停率

340 70 410

414％ 7,0％ 22．5％

もっとも､鑑定を実施した事件が計5件しかないことに留意する必要があることについては、既に述べたとおりである
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調停に付された暇疵主張のある建築

関係訴訟の平均審理期間は、【図15】

のとおり、前回（29.8月）より増加し

て33．8月となった。調停終r区分別で

見ると、【図16】のとおり、調停成立

事件（29.9月）は前回（25.4月）より

長期化し、調停不成立事件（40.7月）

は前回（40.5月）より若干長期化し

た。また、暇疵主張のある建築関係訴

訟の平均調停期ロ回数(10. 4回）は、

Ril lnl ( 8. 0回）から増"pした（【表

171)｡ (第10回報告書118頁【図15】

【図16】【表17】参照)。

調停に付された事件の方がそうでな

い事件よりも平均審理期間が長くなり

（【図151)、調停に付された事件の中

では、不成立となった事件の方が成立

した事件よりも審理が長期化する傾向

（【図161)については、前回と同様で

ある（調停に付された事件の方がそう

でない事件よりも平均審理期間が長く

なる要因としては、調停に付された事

件には、建築士等の専門家を調停委員

として加えて進行する必要のある、よ

り専門性の高い事案が多いことが考え

られる｡）（第10回報告書118頁【図

15】【図16】参照)。

【図15】付調停の有無別の平均審理期間(建築関係訴訟）

’暇疵主張あり 暇疵主張なし（月）

40．0

350

30 0

250

20．0

150

10，0

5 0

0．0

33．8 322

272

225

一 一

14．0
12．6

付調停あり 付調停なし 建築関係

訴訟全体

【図16】調停終了区分別の平均審理期間(建築関係訴訟）
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瑁疵主張あり
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2“

45
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116

18

取消し

17

6

本案取下げ

7

1

(件）

【表17】平均調停期間及び平均調停期日回数(建築関係訴訟）

証

暇疵辛張あり
建築関係訴訟

全体
事件の種類 暇疵羊張なし

平均調停期間（月）

平均調停

期日回数

126 16．517．3

付
調
停

74 9．9'0．41
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○ 上訴に関する状況

上訴率及び上訴事件害l1合については【図18】のとおりであり、暇疵主張のある建築関係訴訟では民聿第

一審訴訟事件（全体）よりも上訴率等が高くなっている一方、暇疵主張のない建築関係訴訟の上訴率等は民

事第一審訴訟事件（全体）と比較的近い水準である。

【図18】上訴率及び上訴事件割合の推移(建築関係訴訟及び民事第一審訴訟事件）
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1．2．3 知的財産権訴訟

〆知的財産権訴訟の新受件数(464件)は､前回(486件)より減少した｡平均審理期間は､平成5曇

審理期間が6月以内の事件の割合(2M%)は前回“7%)より減少し､‘月超2年以内の事件｜
（31.9月）以降短縮が進み、令和6年は、前回（16.7月）より短縮して、15 4月となった。

の割合（62.5％）は前回（526％）より増加し、2年超の事件の割合（16 5％）は前回（23 7％）よ

り減少した。

また、知的財産権訴訟は、民事第一審訴訟事件と比べて、判決で終局した事件に占める対席判決の

割合（926％）及び当事者双方に訴訟代理人が選任された事件の割合(80. 9%)が極めて高く、平均

争点整理期日回数（58回）も多くなっている。

L知的財産権訴訟の上訴率は48 7％であり、民事第一審訴訟事件の上訴率の約29倍である。 ノ

．

「

○ 事件数及び平均審理期間

知的財産権訴訟!の新受件数及び平均審理期間の推移は【図1】のとおりであり、新受件数は約,110件から

約700件の幅の中で推移しているところ、令和6年(464件）は、令和4年(486件）より減少した。

平均審理期間については、平成5年には31. 9月、平成10年には25. 7月であったが、その後、制度面の改善

（特許法104条の3による無効の抗弁の導入等2）及び運用面での工夫3が図られたことにより、短縮が進んだ。

令和6年は、前回(16. 7月）より短縮して、15. 4月となったが（【図1】【図2】）、知的財産権訴訟は、

全体の事件数が上記のとおり多くはないため、長期間係属していた事件が数多く終局したなどといった事情

によって、その年の平均審理期間が左右されることもあり得るので、そのような点にも留意し、少し長い目

で見ていくのが相当であろう』。（第10回報告耆121頁【図2】参照）

’本報告書において､知的財産権訴訟と'よ事件票において｢知的財産金銭｣又は｢知的財産｣に区分される訴訟を指す(第1回報
告書97頁参照)。

2制度面の改善による審理への影響等について､第6回報告書50頁参照
3運用面の工夫による審理への影響等について、第6回報告書50頁参照

4令和4年の平均審理期間の長期化の背景には、令和2年の新型コロナウイルス感染症の感染拡大及び緊急事態宣言の発出並
びにこれらに伴う裁判所業務の縮小の影響もあるものと思われる。
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1図1}｜新受件数及び平均審理期間の推移(知的財産権訴訟）
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【図2】平均審理期間(知的財産権訴訟及び民事第一審訴訟事件）
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【表3】審理期間別の既済件数及び事件割合

（知的財産権訴訟及び民事第一審訴訟事件）○ 審理期間別の既済件数等

審理期間別の既済件数及び事件割合については【表

3】のとおりである。審理期間が2年を超える事件の

割合は前回（23,7％）より減少して16.5%となった一

方で、6月超2年以内の事件の割合は前回（52.6％）

より増加して62.5％となり、6月以内の事件の割合は

前回（23.7％）より減少して21. 1%となっている5．前

回と同様、民事第一審訴訟事件と比べると、審理期間

が6月以内の事件の割合が低く、1年を超える事件の

筈||合が高い(50. 8%)。（第10回報告書122頁【表3】

参照）
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【表4】終局区分別の既済件数及び事件割合

（知的財産権訴訟及び民事第一審訴訟事件）○ 終局区分別の既済件数等

終局区分別の既済件数及び事件割合については

【表4】のとおりである。46．7％の事件が判決で終局

し、民事第一審訴訟事件と異なりその大半が対席fll

決である（92.6％）。また、和解により終局した事件

が31. 6%、取下げにより終局した事件が18 5%と、前

回（それぞれ33.3％、21, 0%)から減少している（第

10回報告書122頁【表4】参照）。
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【表5】訴訟代理人の選任状況

（知的財産権訴訟及び民事第一審訴訟事件）○ 訴訟代理人の選任状況

訴訟代理人の選任状況については【表5】のとおり

である。80．9％の事件で双方に訴訟代理人が選任さ

れていて、この割合が民事第一審訴訟事件と比べて

顕著に高い水准であることに、前回から大きな変化

は見られない（第10回報告苔122貞【表5】参照）。
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5ただし、令和4年の2年超の事件割合の増加の背景には、令和2年の新型コロナウイルス感染症の感染拡大及び緊急事態宣言

の発出並びにこれらに伴う裁判所業務の縮小の影響があるものと思われる。
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【表6】平均期日回数及び平均期日間隔

（知的財産権訴訟及び民事第一審訴訟事件）○ 審理の状況

平均期日回数及び平均期日間隔については【表

6】のとおりである。平均争点整理期日回数は前回

（4.9回）より増加して5.8回、平均口頭弁論期日回

数は前回(1. 2回）より若干減少して0.9回、平均期

日間隔は前回（2.7月）より若干短縮して2.3月とな

った（第10回報告書123頁【表6】参照）。

民事第一審訴訟

即

巳 4瓦・堀

事件の種類 産権訴訟知 的財

一 一 一一二一

平均期日回数

うち平均口頭弁論

期日回数

うち平均争点整理

期日回数

6．8 3 6

0．9 12

5．8 2．5

平均期日間隔(月） 2．523

【表7】争点整理手続の実施件数及び実施率

（知的財産権訴訟及び民事第一審訴訟事件）争点整理手続の実施件数及び実施率については

【表7】のとおりであり、争点整理実施率は前回

(83. 0%)より増加して8'1. 8%であり、民事第一

審訴訟事件と比べて顕著に高い水準である（第10

回報告書123頁【表7】参照）。
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418 57,354

実施率 848％ 412％

【表8】人証調べ実施率及び平均人証数

（知的財産権訴訟及び民事第一審訴訟事件）人証調べ実施率及び平均人証数については【表

8】のとおりであり、人証調べ実施率が前回(13. 7

％）より減少して10. 5%となった6(第10回報告耆

123頁【表8】参照）。

"，‐ﾎﾛﾋﾋ ‘ ．〒耳~9~"=
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！‘知的財産権訴訟 ‘民事第一審訴訟

筵

T

r

知的財産権訴訟 ．

．‘恐一 産倉医

Ⅱ
１
Ⅲ
ｊ
町
日

事件の種類

1 － － 』 ｡ ，主寺一

民
r

人証調べ実施率

平均人証数

10 5％ 11，406

0‘3 03

平均人証数

(人証調べ実施事件）
28 26

【表9】人証調べを実施した事件における平均審理期

間及び平均人証調べ期間(知的財産権訴訟）人証調べを実施した事件における平均審理期間

及び平均人証調べ期間については【表9】のとおり

であり、平均審理期間は前回（27.0月）より若干長

期化して27．2月となり、平均人証調べ期間は前回

（0.2月）から若干長期化して0.8月となった（第10

回報告書123頁【表9】参照）。

6他の専門訴訟(医事関係訴訟や建築関係訴訟等)と比べて、知的財産権訴訟における人証調べ実施率がかなり低い水準である

（前掲Ⅲ、1．2．1【図10】及びⅢ、1．2．2【表8】参照)のは、知的財産権訴訟で人証調べが実施されるのが、冒認出願(発明

者でない者が出願すること)が問題になる場合等例外的な場面にとどまり､主に問題となる技術的事項についての立証は害証に

よって行われる場合が多いことによるものと解される(第1回報告書102頁、第2回報告書74頁及び塚原朋一｢知財高裁におけ

る特許訴訟の審理充実化について｣知財ぶりずむ2010年7月号2頁参照)。
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○ 上訴に関する状況 ‘

上訴率及び上訴事件割合については【図10】のとおりであり、民事第一審訴訟事件よりいずれも顕著に高

い水準である

【図10】上訴率及び上訴事件割合の推移(知的財産権訴訟及び民事第一審訴訟事件）
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1．2．4 労働関係訴訟

〆－労働関係訴訟については､平成21年以降新受件数が高い水準で推移しており､令和6年の新受件数は、
4,214件であった。事件数増加の影響もあって、平均審理期間が長期化傾向にある。

審理期間が6月以内の事件の割合（18.0％）は前回（15. 1％）より増加しているものの、前回と同様、

民事第一審訴訟事件と比べると顕著に低い。これに対し、1年超2年以内の事件の割合（37 6％）は前

回（41 7％）より減少しているものの、前回と同様、民事第一審訴訟事件と比べると顕著に高い。

また、終局区分別の事件割合について、判決で終局した事件の割合（26.4％）は前回（27.2％）より

若干減少したのに対し、和解で終局した事件の割合（622％）は前回（528％）より増加した。民事第

一審訴訟事件と比べると、和解で終局した事件の害l1合が高い点は、前回と同様である。

なお、労働審判事件に係る終局事由別の事件割合について、調停成立で終局した事件の割合（65.6％）

は前回（69.4％）から減少し、労働審半llで終局した事件の割合(18. 9%)は、前回(16. 6%)より増加

Iした｡労働審判事件の平均審理期間“7日)は､前回(" 3日'より長くなった。 」 ノ、ー

○ 事件数及び平均審理期間等

労働関係訴訟'の新受件数及び平均審理期間の推移は【図l】のとおりである。

新受件数は、平成4年から平成16年にかけて増加傾向が続き、一旦横ばいとなった後、平成21年に急増し、

その後も高い水準で推移しており、令和6年は4, 214件であった。事件数増加の背景としては、平成20年に起

きたリーマンショック以降の景気動向のほか、労働紛争に対する国民一般の関心や、時間外の割増賃金等に

関する労働者の権利意識が高まっていること等が考えられる。

令和6年の平均審理期間は、【図2】のとおりであり、前回（17.2月）より短縮して、16. 1月となった。

これまでの推移を見ると、【図1】のとおり、平成4年(18. 5月）からおおむね短縮してきたが、平成22年

以降は長期化傾向が見られる々これには、上記で述べた事件動向のほか、双方に訴訟代理人が選任された事

件の平均審理期間はそれ以外の事件と比べて顕著に長い傾向があるところ（【図7】）、前者の事件の割合

の増加傾向からの高止まり状態等が反映されているものと考えられる（【図61）。令和6年は平均審理期

間が短縮したものの、令和6年も新受件数の増加が続いていることから、今後の推移について注視していく

必要がある。

’本報告書において､労働関係訴訟とは、事件票において｢労働金銭｣又は｢労働｣に区分される訴訟を指す(第1回報告書113頁
参照)。
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新受件数及び平均審理期間の推移(労働関係訴訟）【図1】
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○ 審理期間別の既済件数等

審理期間別の既済件数及び事件割合につい

ては【表3】のとおりである。審理期間が6月

以内の事件の割合は、前回(15. 1%)より増加

して18.0％となっているが、民事第一審訴訟

事件と比べると顕著に低い。これに対し、1年

超2年以内の事件の害'l合は、前回(41. 7%)よ

り減少して37.6％となっているが、前回まで

と同様、民事第一審訴訟事件と比べると顕著

に高い。なお､審理期間が2年を超える事件の

g'1合は、前回(20. 4%)より減少して17. 0%と

なっている。（第10回報告書127頁【表31参

照）

【表3】審理期間別の既済件数及び事件割合

（労働関係訴訟及び民事第一審訴訟事件）

事件の種類 労働関係訴

品 U4q - ■ ■

民事第一 審訴訟訟

,1全一
室 ＝

既済件数 3，591 1 39,370

平均審理期間(月）
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○ 終局区分別の既済件数等

終局区分別の既済件数及び事件割合について

は【表41のとおりである。判決で終局した事件

（うち9割以上が対席半ll決である。）の割合が前

回（27.2％）より若干減少して26.4％となったの

に対し、和解で終局した事件の割合は前回（52．8

％）より増加して62.2％となった。和解で終局し

た事件の割合が、民事第一審訴訟事件と比べると

高い水準であることは前回と同様である。なお、

取下げで終局した事件の害||合は、前回(16. 6%)

から減少して7.6％となっている。（第10回報告書

127頁【表4】参照）

【表4】終局区分別の既済件数及び事件割合

（労働関係訴訟及び民事第一審訴訟事件）
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○ 訴訟代理人の選任状況

訴訟代理人の選任状況については【表5】のと 【表5】訴訟代理人の選任状況
（労働関係訴訟及び民事第一審訴訟事件）

おりである。双方に訴訟代理人が選任された事件 |r"調…§職撰癖鶴野…．･目識,1．，，．，1

事件の種類

謡:！~，露乞 ‘;，

労働関係訴訟

ｆｊ
ｉ ｡‘:県 、峠1‘\ 淫錨唾唾，

民事第一審訴訟の割合(84. 1%)は、前回(87. 0%)からは減少

した。これまで増加傾向にあったところ近年は8

割台で推移し、高止まり状態にある（【図6】）。

双方に訴訟代理人が選任された事件の平均審理

期間がそれ以外の事件と比べて顕著に長い傾向

があること（【凶7】）を踏まえると、平成22年

以降における労働関係訴訟全体の平均審理期間

の長期化傾向は、双方に訴訟代理人が選任された

事件の割合の増加傾向からの高止まり状態が反
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映されているものと考えられる。令和6年は平均審理期間が短縮したものの、令和6年も新受件数の増加が続

いていることから、今後の推移について注視していく必要がある
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【図6】訴訟代理人の選任状況の推移(労働関係訴訟）
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1図7】訴訟代理人の選任状況別平均審理期間の推移(労働関係訴訟）
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○ 審理の状況

平均期日回数及び平均期日間隔については

【表8】のとおりである。平均期日回数(6.4回）

は、前回（7.0回）より減少しているところ、そ

のうち、、|z均口頭弁論期日回数(1. 1回）は、前

回(1. 6回）より減少し、平均争点整理期日回数

（5.3回）も、前回（5.4回）より若干減少して

いる。平均期日間隔（2.5月）は、前回から変化

はない。（第10回報告書129頁【表8】参照）

労働関係訴訟の平均審理期間の長期化傾向に

は争点整理期間の長期化の影響も考えられるた

め（第6回報告耆59頁参照）、その推移につい

ては注視していく必要があろう。

【表8】平均期日回数及び平均期日間隔

（労働関係訴訟及び民事第一審訴訟事件）
瓜

鐸蕊瀞鍵雷鰐\錘:蕊： 誤￥

1麟鳶

民事第一審訴訟労働関係訴訟事件の種類
4二＝＝＝

L

震ずI憩悪写 霧

6 41平均期日回数 3．6

I
うち平均口頭弁論

期日回数

うち平均争点整理

期日回数

1.21．1

鳴

2．55 3

平均期日間隔(月） 2.52．5

’
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争点整理手続の実施件数及び実施率について

は【表9】のとおりである。争点整理手続の実施

件数は、前向（3,272件）より減少して3,045件と

なった｡また、争点整理手続の実施率は、前回

（85.3％）より若干減少して84.8％となったが、

民事第一審訴訟事件と比べて顕著に高い水準で

あることは前回と同様である。（第10回報告耆130

頁【表9】参照）

【表9】争点整理手続の実施件数及び実施率

（労働関係訴訟及び民事第一審訴訟事件）

民事第事件の種類 労働関係訴訟 一審翫訟

争
点
整
理

手
続

実施件数
一

実施率

3.045 57,354

84.8％ 41‘2％

人証調べ実施率及び平均人証数については【表【畠
10】のとおりである。人証調べ実施率は、前回

（32.7％）より減少して27.5％となったが、民事

第一審訴訟事件と比べて高い水準であることは

前回と|司様である。また、人証調べを実施した事

件における平均人証数(3. 0人）は、前回からほと

んど変化は見られず、民事第一審訴訟事件よりも

多い。（第10回報告書130頁【表10】参照）

労働関係訴訟では、解雇権の濫用が争点になる

場合等、規範的要件をめぐって多くの事実が問題

となる一方で、客観的証拠が不十分なこともあるため

第3回報告書分析編78頁から84頁参照）

人証調べ実施率及び平均人証数

(労働関係訴訟及び民事第一審訴訟事件）

{表10】

民事第一審訴訟事件の種類 労働関係訴

Z

訟

寺
型

人証調べ実施率 27.5％ 11406

平均人証数 0．8 0．3

平均人証数

(人証調べ実施事件）
3．0 2，6

このような傾向になるものと解される。（詳細は、

人証調べを実施した事件における平均審理期間 【表11】人証調べを実施した事件における平均審理
及び平均人証調べ期間については【表l1】のとおり 期間及び平均人証調べ期間(労働関係訴訟）

であり、前者（24.6月）は、前回（23.9月）より若

干長くなっているが、後者（0.2月）は，前向から

変化はない。（第10回報告書130頁【表11】参照）

さらに､審理に比較的長い期間が必要となる、人

証調べを実施して対席判決で終局した事件（労働矛証調べを実施して対席判決で終局した事件（労働審判手続から移行した訴訟事件2を除く。）3について、手続

段階別の平均期間の推移を見ると、第1回｢｣頭弁論から人証調べ開始までの平均期間（この期間は、基本的

に争点整理期間と考えて良いと思われる。）は、【図12】のとおり、前回(15. 0月）より短縮して11. 3月と

なっているが、訴え提起から第1回口頭弁論までの平均期間は前回（5.2月）より長期化して9.9月となって

おり'、全体として長期化傾向が見られるところである。今後も、争点整理期間の推移については注視してい

く必要があろう。

2労働審判手続から移行した訴訟事件とは、労働審判に対する異議の申立てがあり訴訟に移行した事件(労働審判法21条1項、
3項、22条1項)、労働審判を取り消す旨の決定があり訴訟に移行した事件(同法23条)及び労働審判をしない場合の労働審判
事件終了により訴訟に移行した事件(同法24条)を指す。

3労働審判手続から移行した訴訟事件の中には、第1回口頭弁論期日を指定する前に事件を争点整理手続に付する例が相当数
あるところ、当該事件においては、訴え提起から第1回口頭弁論までの期間が顕著に長くなり、他方で､第1回口頭弁論から人証

調べ開始までの期間が顕著に短くなるので､手続段階別の平均期間をより的確に把握するため、分析対象から除いた。

4指定済みの第1回口頭弁論期日を取り消し､最初からウェブ会議などを活用した実質的な争点整理手続を行う運用が拡大してい
ることが影響しているものとも思われる。

941

平均審理期間（月）

平均人証調べ期間(月）

246
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【図12】人証調べを実施して対席判決で終局した事件における手続段階別平均期間の推移

（労働関係訴訟(労働審判手続から移行した訴訟事件を除く)）
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○ 上訴に関する状況

上訴率及び上訴事件割合については【図13】のとおりであり、民事第一審訴訟事件よりいずれも顕著に高

い水準である

【図13】上訴率及び上訴事件割合の推移(労働関係訴訟及び民事第一審訴訟事件）
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<上訴事件割合〉
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（参考）労働審判事件の概況等

○ 労働審判事件の概況

労働審判手続は、平成18年4月に導入された制度であるところ、労働審判エ

14】のとおりであり、労働関係訴訟と軌を一にして平成21年に大幅に増加し、

ている。

労働審判事件の新受件数については【図

に増加し、令和6年まで高水準で椎移し

【図14】新受件数の推移(労働審半ll事件）
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※ 平成18年の数値は、同年4月から同年12月までの数値である
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労働審半l1事件に係る終局事由別の既済件数及び事件割合については【表15】のとおりであり、調停成立

で終局した事件の割合は、前回（69.4％）から減少し、65‘6％となっている。労働審半llで終局した事件の割

合（18.9％）は、前呵(16. 6%)から増加し、そのうち、異議申立てがあった事件の割合は、前何の50. 4

船（274件）から増加し、53. 8% (351件）となっている。（第10回報告書133頁【表15】参照）

【表15】終局事由別の既済件数及び事件割合(労働審半ll事件）

垂辛一両両域帝＝風や雪吾一 牙一号一電F浄幽薯露露準” =．、

藤 労働審判事件 ‘
Ll

- a-・＆釦一一 ,－－ ．－

事件件の種類

．』1

２
％

５
９

６
８１労働審判

３
％

６
６

２
５

２
６調停成立

８
％

２
６

２
６24条終了

加
聯
補
記
州

取下げ

却下･移送等

また、労働審半llで終局した事件のうち異議申立てがなく確定した事件が労働審判事件全体に占める割合は

8.7% (301件）であり、これと調停成立で終局した事件との合計が労働審半|｣事件全体に占める割合(74. 3%)

は、前回（77.7％）から減少した（第10回報告耆133頁【表15】参照）。もつとも、取下げで終局した事件（270

件）の中にも、当事者間の手続外での合意等により満足的に解決したものがあると考えられるため、全体の

約8割の事件は労働審判手続を契機として最終的な解決に至っているものと考えられる。

【表16】審理期間別の既済件数､事件

割合及び平均審理期間(労働

審判事件）

労働審判事件の平均審理期間については【表16】のとおり、前

回（90.3日）より長くなり96．7日となっている。また、審理期間

別の既済件数及び事件割合については【表16】のとおり、3月以

内に終局した事件の割合は49.9％となっており、前回（56.9％）

から減少した。（第10回報告書133頁【表16】参照）
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申克人代理人の選任状況については【表17】のとおりであり.、約9

割の事件で申立人代理人が選任されており、前回（90.2％）と同様

に高い水準にある（第10回報告書134頁【表17】参照）。

【表17】申立人代理人の有無別

の既済件数(労働審判事

件）

○ 労働審判事件についての分析

前述のとおり、労働審判事件の新受件数は、制度導入以降平成21年まで増加を続け、その後も高水準で推

移している。

労働審判手続は、3回以内の期日において審理を終結することを原則とする制度である（労働審判法15条

2項）ところ、このように労働審判事件の事件数が高水準で推移している状況等をも踏まえると、適正かつ

迅速な審理のためには、労働審判委員会による迅速処理に向けた取組はもとより、労働審判手続に適した事

件について手続が利用されることが一層必要であろう。特に、申立人代理人においては、事前に相手方と交

渉をし、労働審判手続での解決に適した事件であるかを見定める必要があり、その際には、その他の手続（労

働関係訴訟、民事調停等）も視野に入れて適切に手続を選択していくことが重要といえよう5（第4回報告書

施策編58頁でも、適切な手続選択の促進が掲げられている。第5回報告耆概況編112頁脚注4も参照）。そし

て、労働審判事件を申し立てる場合には、予想される争点や関連事実・証拠のみならず、当事者間の事前交

渉に係る事実経過を具体的に記載すべきとした労働審判規則9条1項各号の趣旨に鑑み、これらを十分に記

載できるだけの事前準備を尽くし、準備不足のために申立後に「補充書面」（労働審判規則17条から19条等

参照）の提出が何度も繰り返されるような事態をできる限り防ぐこと等が代理人に期待されているといえよ

ノ編

5適切な手続の選択に関する議論について、第6回報告書64頁参照
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1．2．5 行政事件訴訟

／行政事件訴訟の新受件数(1746件)は､削回(1834件)より減少した。 、

平均審理期間（14.8月）は、前回（16.4月）より短縮したが、既済事件のうち審理期間が6月以内

の事件及び1年を超える事件の割合は、いずれも前回（それぞれ29.7％、48．5％）から減少し、それ

ぞれ29 3％、45．6％となった。

当事者双方に訴訟代理人が選任された事件及び人証調べを実施した事件はいずれも平均審理期間

が長い傾向にあるところ、双方に訴訟代理人が選任された事件の割合は、前回（47.0％）より増加し

て49 7％となったが、その平均審理期間は、前回（25.5月）より短縮して21.7月となった。また、人

証調べ実施率は前回（23.0％）より減少して19.5％となり、人証調べを実施した事件における平均審

理期間は、前回（32.1月）より短縮して27.0月となっており、双方に訴訟代理人が選任された事件に

おける人証調べ実施率は、前回（44.1％）から減少して35.2％となった。

争点整理手続の実施率は、前回（36 0％）より大きく増加して40.0％となり、民事第一審訴訟とほ

ぼ同様である。

その余の主な統計データ（終局区分別の既済件数及び事件割合）については、全体としては前回か

ら大きな変化は見られなかった。民事第一審訴訟事件と比べると、審理期間が6月以内の事件の割合

が低く、1年を超える事件の割合が高いこと、大半の事件が判決で終局することは、前回と同様であ

』

』

I

ピ ノ
○

○ 事件数及び平均審理期間

行政事件訴訟!の新受件数及び平均審理期間の推移は【図1】のとおりである。新受件数は、平成4年以降、

長期的にはおおむね増加傾向にあり、平成18年以降、2, 000件を超える高い水準で推移していたが、平成28年

以降は減少傾向にあり、令和6年は1,746件であった。

’行政事件訴訟とは、抗告訴訟(取消訴訟不作為の違法確認訴訟、無効等確認訴訟、義務付|ナ訴訟、差止訴訟)、当事者訴
訟､民衆訴訟及び機関訴訟を指し、国又は地方公共団体を被告とする国家賠償請求訴訟を含まない(行政事件訴訟法2条から
6条)(第1回報告書128頁参照)。
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【図1】新受件数及び平均審理期間の推移(行政事件訴訟）
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【図2】平均審理期間(行政事件訴訟及び民事第一審訴訟事件）
平均審理期間は、平成4年以降大幅に

短縮し、平成18年以降はおおむね14月か

ら15月の範囲で推移しており、令和元年

以降は16月前後に長期化したが、令和6

年の平均審理期間は、前回(16. 4月）より

短縮して14. 8月となった（【図1】【図

2】）。
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○ 審理期間別の既済件数等

審理期間別の既済件数及び事件割合につい

ては【表3】のとおりである。民事第一審訴訟

事件と比べて審理期間が6月以内の事件の割

合が低く、1年を超える事件の割合が高い傾

向にあることは､前回と同様である。審理期間

が6月以内の事件及び1年を超える事件の割

合は、いずれも前回（それぞれ29.7％､48．5％）

から減少し、それぞれ29.3％、45．6％2となっ

た。（第10回報告書137頁【表3】参照）

【表3】審理期間別の既済件数及び事件割合

（行政事件訴訟及び民事第一審訴訟事件）
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○ 終局区分別の既済件数等

終局区分別の既済件数及び事件割合につい

ては【表4】のとおりであり、半l1決で終局した

事件の割合（79.2％）が前回（77.2％）から増

加した。行政事件訴訟の性質上、大半の事件は

判決で終局しており､和解による終局はほと

んどない（第10回報告書137頁【表4】参照）。

【表4】終局区分別の既済件数及び事件割合

（行政事件訴訟及び民事第一審訴訟事件）
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それ以外

2端数処理の関係上、表3の数値を足し合わせた数値とは一致しない
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○ 訴訟代理人の選任状況

訴訟代理人3の選任状況については【表5】のと

おりである。双方に訴訟代理人が選任された事件

の割合は前回（47,0％）より増加して49,7％とな

り、被告側のみに訴訟代理人が選任された事件の

割合は前回（29.4％）より若干減少して28.9％と

なった。また、双方とも本人による事件の割合4が

前回（19.6％）より減少して15. 4%となった（第

10回報告書138頁【表5】参照）。【図6】のとお

り、双方に訴訟代理人が選任された事件の平均審

理期間が、それ以外の事件よりも一貫して顕著に

長い傾向にあることは、前回と同様である。

【表5】訴訟代理人の選任状況

（行政事件訴訟及び民事第一審訴訟事件）
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【図6】訴訟代理人選任状況別の平均審理期間の推移(行政事件訴訟）
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‘訴訟代理人には、弁護士代理人のみならず、国の利害に関係のある訴訟についての法務大臣の権限等に関する法律5条1項、6

条2項､7条3項等に基づく指定代理人も含まれる｡この点は、控訴審にお|ナる行政事件訴訟(後掲Ⅵ、1．2)においても同様であ
る。

4被告側に指定代理人も付かない事案の多くは､被告が応訴する前に終局したものであると思われる(第1回報告書140頁参照)。
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○ 審理の状況

平均期日回数及び平均期日間隔5については

【表7】のとおりである。平均期日間隔が前回

（3.3月）より若干短縮して3.2月となり、平均

期日回数は前回（4.9回）から若干減少して4.6

回となった（第10回報告耆139頁【表7】参照）。

【表7】平均期日回数及び平均期日間隔
（行政事件訴訟及び民事第一審訴訟事件）
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【表8】争点整理手続の実施件数及び実施率

（行政事件訴訟及び民事第一審訴訟事件）争点整理手続の実施件数及び実施率は【表8】

のとおりである。争点整理手続の実施率は、令和

2年が23.9％であったが、前回(36. 0%)から引

き続き増加して40.0％となり、民事第一審訴訟

事件とおおむね同程度の実施率となっている6

（第10回報告書139頁【表8】参照）。
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【表9】人証調べ実施率及び平均人証数

（行政事件訴訟及び民事第一審訴訟事件）
人証調べ実施率及び平均人証数については

【表9】のとおりである。人証調べ実施率は、前

回（23.0％）から19. 5%へと減少したが、民事第

一審訴訟事件と比べて高い傾向があることは前

回と同様である。人証調べを実施した事件にお

ける平均人証数は前回（2.6人）から2.1人へと若

干減少した（第10回報告耆139頁【表9】参照）。
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％）から減少しているが、それ以外の事件と比べて一貫して顕著に高い傾向にあることは、前回と同様であ

る（第10回報告書140【図10】参照)｡

5平均期日間隔は32月であり、民事第一審訴訟事件よりも顕著に長い。これは､訴訟要件具備の有無や行政実体法規の解釈適
用について専門的な知識が必要となり、当事者の期日間準備に時間を要する場合が多いこと等に起因するものと考えられる(第’

回報告書130頁参照)。

6行政事件訴訟では、通常の口頭弁論期日において争点整理をするケースが多いものと考えられる(第5回報告書概況編53頁
参照)。前回以降争点整理手続の実施率が大きく増加している要因としては、ウェブ会議を利用した争点整理手続が実施され
るようになったことが寄与している可能性がある。
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【図10】訴訟代理人選任状況別の人証調べ実施率の推移(行政事件訴訟）

－←双方に訴訟代理人 ÷ 原告側のみ訴訟代理人 寺被告側のみ訴訟代理人 一一本人による
(％）

50．0

45，0

40．0

35．0

30．0

25．o

z0．0

15．0

10．0

5．0

0．0

44，1

4

33 8

巻----嬰一藍_一一各---釜---盤
､:－－墓前－－鼎でず壹砺~すぎ‘‘

7．7
『■ 『

基

76

00

一心 １７’
６

７

62

寺
3803

和
年

く
わ
４

令和

5年

令和

6年

令和

元年

和
年

今
や
２

令和

3年

平成

29年

平成

30年

平成

27年

平成

28年

【表11】人証調べを実施した事件における平均審理期間

及び平均人証調べ期間(行政事件訴訟）
人証調べを実施した事件における平均審理

期間及び平均人証調べ期間については【表

lllのとおりであるところ、平均審理期間

は前回(32. 1月）よりも短縮して27. 0月と

なっており、平均人証調べ期間は前回（0.6

月）よりも若干減少して0.3月となった（第

10回報告耆140頁【表11】参照）。

平均審理期間(月） 27．0
､?物､華 イト叩子

f ,Tl.

平均人証調べ期間(月） 0．3
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○ 上訴に関する状況

上訴率及び上訴事件割合については【図12lのとおりであり、民事第一審訴訟事件よりいずれも顕著に高

い水準である。

【図12】上訴率及び上訴事件割合の推移(行政事件訴訟及び民事第一審訴訟事件）
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2 民事第一審訴訟事件に係る実情調査の結果情

1 実情調査の位置付け（目的）

民事第一審訴訟事件については、過去の報告書でも指摘されてきたとおり、争点整理期間が長期化し、

それに伴って全体の審理期間が長期化する傾向にある。争点整理は、裁判所と当事者との間で主要な争点や

何が重要な証拠であるかについて認識を共有することにより、攻撃防御を当該争点に集中させ、必要な人証

を集中して調べることで、充実した審理を迅速に行うためのものであるところ、争点整理期間が長期化して

いる状況からは、このような認識共有の作業が必ずしも円滑に行われていないことがうかがわれる。

民事訴訟のデジタル化は、このような争点整理のプラクティスを改善する契機となることが期待される

ところ、前回の検証では、令和2年2月に、デジタル化・フェーズ1の運用が開始され、ウェブ会議等のデ

ジタルツールを活用した争点整理が行われるようになったことを踏まえて、デジタル化・フェーズ1が平均

審理期間の長期化等従前からの課題に与えた影響や合議体の審理の現状と課題等について実情調査を行った。

実情調査では、デジタルツールを活用して早期に実質的な争点整理を実施するための工夫が広がりつつある

状況がうかがわれた。

前回の検証以降、令和5年3月に双方当事者がウェブ会議の方式で参加する弁論準備手続、令和6年3

月にはウェブ会議の方式による口頭弁論の運用が開始され、民事訴訟のデジタル化がフェーズ2の段階に入

った。また、令和4年4月以降、民事訴訟法132条の10等に基づき、準備書面、耆証の写し等の裁半l1耆類

の電子提出を可能にするためのシステム（民事裁判耆類電子提出システム、通称「mints (ミンツ)」）の運

用が開始された。今回の検証では、このようにデジタル化が進展する中、裁判所で使用する上記システムや

ウェブ会議のアプリケーション等を中心とするデジタルツールを活用した争点整理の運営改善の手法がどの

程度浸透し、進化しているのか、また、そうした取組を多くの裁判官・弁護士が共有するためにどのような

取組が行われているのかを調査することとした，これに加えて、前回に引き続き、合議体による審理の現状

と課題についても調査対象とした。

デジタル化が進展する中での争点整理の運営改善の実情を把握するためには、デジタルツールの活用が

進み、一定の蓄積が見込まれる庁を対象とするのが相当である。このような観点から、実情調査先は、令和

2年2月からフェーズlの運用を開始した第一次実施庁ないし書面の電子提出を可能とするmintsを全国に

先駆けて導入した庁の中から、異なる地域に所在する大規模庁及び小規模庁を選定し、令和6年3月及び

11月に、これらの庁の本庁及びこれらの庁に対応する単位弁護士会に対して実情調査を行った。なお、上

記のとおり、これらの庁は、デジタル化が全国に先駆けて実施され、特に先進的な取組が行われているため、

今回の実情調査の結果は、全国の民事第一審訴訟事件の平均的な「実情」とは必ずしも一致しない点には留

意が必要である。

実情調査の結果は、次のとおりである。

2 実情調査の結果

（1）デジタル化が進展する中における争点整理の現状と課題について

ア 争点整理の現状等

（ア）序盤の争点整理の充実化（争点整理序盤の口頭協議の浸透）

前回の実情調査では、デジタル化・フェーズ1の下において、争点整理の序盤において口頭協議を
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行うプラクテイスが紹介された1．この協議は、争点整理の早期の段階で、裁判所と当事者との間で、

主要事実レベルでの争点や主張立証の見通しについて口頭で協議を行い、共通認識を持ち、これを前

提に、その後の審理イメージを共有することなどを目的としたものである。このようなプラクテイス

については、前回の検証検討会において、議論の拡散や五月雨的な求釈明による無用な審理を防ぐこ

とができる旨の指摘があったところである。

今回の実情調査においても、いずれの裁判所からも、多くの裁判官がこのような争点整理の序盤の

口頭協議の有用性を認識し、実際の事件で広く実践している実情が紹介され、このような取組により、

①当事者と事案のポイントを共有でき、進行の見通しを立てやすくなる、②当事者が裁判所の心証を

踏まえて、無用な主張立証を避け、ポイントを絞った主張立証が可能になる、③和解の話を進めやす

くなるとともに、和解勧告のタイミングも把握しやすいなどの効果があるという指摘があった。弁護

士からも、このような協議を行う機会は増えており、序盤に双方の主張の骨子を明示的に確認するこ

とにより、双方の主張を噛み合わせることができ、審理期間の短縮につながるなどといった意見

や、最近では、裁判所から、ただ単に相手方の書面に反論することを求められることが減り、どの主

張に対して反論をすべきかについて具体的な話がされるようになっているという指摘があるなど、実

質を伴った争点整理を目指す方向への裁半|｣所側の態度の変化に関する指摘もあった。また、弁護士に

おいても、早期に実質的な争点整理を開始するため、交渉段階で当事者がどのような主張をしていた

かが裁判所にも分かるように、要件事実だけでなく、交渉段階で相手方との間でどこに認識の食い違

いがあったかを記載したり、交渉段階の書面を早期に提出する工夫をすることがあるという紹介があ

り、裁判所と弁護士の間で審理の序盤から実質的な争点整理を行う必要性が共有されていることがう

かがわれた。

このような審理の序盤から実質的な争点整理を実施するための期日指定（以下、書面による準備手

続における協議や事実上の打合せ等も含めて、単に「期日」という。）の工夫として、裁判所から、第

1回口頭弁論期日指定後に被告代理人が選任された場合には、①実質的な反論を記載した書面の提出

に必要な期間等を踏まえて新たな期日を指定する（実質答弁先行型)、②比較的近い時期に新たな期日

を指定し、口頭で主要事実レベルの争点や主張予定を確認する（口頭協議先行型）という2通りの対

応が考えられ、事案の軽重、代理人の属性等を踏まえてこれらを使い分ける運用が紹介された。例え

ば、事案が複雑なものについて、被告がしっかりとした準備をしたいという場合には実質答弁を先行

させる場合もあるし、まず事案の大枠を把握したいという場合等には口頭協議を先行することもある

とのことであった。弁護士からは、従前見られた、第1回口頭弁論期日において被告欠席で擬制陳述

をするためだけに原告代理人が出頭することはなくなったという指摘があった。

また、前回の実情調査では、このような序盤の口頭協議を効果的に行う工夫として、裁判所から、

当事者双方に対して、参考事項の聴取・事前照会書を活用して、事前交渉の有無、被告代理人の有無、

進行についての意見、デジタルツールを利用したウェブ会議の利用の可否、和解の意向の有無等を確

認し、序盤の口頭協議を実施すべき事案を選別するなどしているとの紹介があった。今回の実情調査

でも同様の取組が行われていることが紹介されたが、従前の紙媒体での照会では回収率が芳しくない

ことから、デジタルツールを活用してオンライン上で回答可能な方法を用いているという工夫も紹介

された。

他方、口頭協議は、裁判所・代理人双方に一定の準備の負担を課すことから、裁判所からは、すべ

ての事件において口頭協議を行うのではなく、口頭協議を実施する事案を選別したり、事案の複雑さ

」第10回検証検討報告会では、「方向性協議｣と呼んでいたプラクティスであるが､このような呼称は特定の庁で用いられるもので

あることから､本報告書では､より一般的に、「序盤の口頭協議｣などと表現することとする。
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等を踏まえて口頭協議の密度を変えながら実施している、あるいは、序盤の口頭協議において無理し

て争点を固めるのではなく、口頭協議を続行しているという実情の紹介もあった。

(イ）活発な口頭協議を行う方策

上記（ア）のとおり、争点整理の序盤から口頭協議を行い、早期に実質的な争点整理を開始するプ

ラクテイスが浸透しつつあることがうかがわれる中、次のとおり、デジタルツールを活用しながら口

頭協議を活性化する工夫も紹介された。

① デジタルツールの活用

まず、裁判所からは、口頭協議の結果、当事者が次回までに検討すべき事項を確認した上で、投稿

機能（36頁参照）を利用して協議結果を当事者と共有する取組により、裁判所の指示が取り違われ

ることなく、協議した内容に沿った準備がなされ、口頭協議の活発化につながっているという紹介が

あった。また、当事者から提出された書面の内容を踏まえ、期日前に、期日に口頭で確認したい点等

について予告することにより、簡単な内容であれば、期日において当事者から口頭で回答をしてもら

える場合があり、口頭協議の活性化に一定の効果があるという紹介があった。

さらに、期日中における工夫としては、書証のデータに書き込みをした上でそれを画面共有しなが

ら口頭協議を行ったり、誤解なく争点等の認識共有を図るために裁判官が作成した表を共有するなど

の取組が紹介された。こうした表の作成については、弁護士からも一覧表の作成により当事者の主張

の全体像が把握しやすくなり、審理の迅速化にもつながっているという意見があった。この点に関し、

裁判所からは、データの活用が容易になったことにより、当事者との間でこうした表を共同で作成す

る作業を行うことが増えるのではないかという意見があり、弁護士からも、裁判所が記載のルールや

表のフォーマットを作成してくれれば、利用しやすい表を作成できるという意見があったところであ

り、今後裁判所と代理人の間で、このような充実した争点整理に向けた共同作業を双方の適切な役割

分担の下に効果的に行うための方策の検討がさらに進むことが期待される。

他方で、弁護士からは、ツールが何であれ、裁判所が分かりやすい求釈明をしなければ、噛み合っ

た議論にはならないという指摘があったが、裁判所が準備事項を投稿機能等のデジタルツールを活用

して明示的に共有することにより、準備事項に関する認識の齪館はかなり少なくなったという意見も

あり、デジタルツールを用いて事前準備が効果的に行われ、口頭協議の活性化にもつながっているこ

とがうかがわれた。

また、裁半|｣所が適切な求釈明を行うには、裁判所が当事者の主張立証を的確に把握することが重要

であるところ、mintsを利用している事件における工夫として、提出された準備書面のPDFデータ

を活用して、相手方の認否に応じて否認 (赤)、不知（黄色)、認める（緑）で色分けし、これをデジ

タルノートアプリ上に切り貼りをして、否認している部分と争いのない部分に整理し、関係証拠を引

用することで、争いのある部分についての証拠のあるなしが一つのファイル上で視覚的に明らかにな

り、事案を把握しやすくなっているという紹介があった。

以上のとおり、デジタルツールの争点整理での活用については、試行錯誤が行われている状況であ

るが、裁判所、弁護士双方から、デジタル化によって自動的に審理が迅速化するものではなく、デジ

タルツールの利用が自己目的化しないように留意し、効果的に活用することが重要である旨の意見が

あった。

② 期日指定等の工夫

裁判所からは、口頭協議により、当事者が反論すべき具体的事項が明らかになることから、例えば、

当事者本人への事実確認が必要な内容であれば準備期間を長くとり、法的評価に関する主張にとどま

るのであれば準備期間を短くするなど、準備に必要な期間に応じて、次回期日を指定しているといつ
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た工夫の紹介があったほか、1期日の時間設定についても、通常30分程度であるところを15分にす

るなどして、期日ごとにメリハリをつけて期日の指定等を行う工夫が紹介された。

弁護士からは、準備期間については、①反論の対象となる準備書面及び書証の分量、②依頼者から

の事実確認や証拠の収集・提出が必要な争点かどうか、③他の事件の尋問準備や書面の提出期限等、

④依頼者が個人か法人か等、決裁に時間を要する事情があるか、といった点が考慮要素として考えら

れるという意見があったほか、準備事項の内容等にかかわらず、漫然と長期の準備期間を希望する代

理人に対しては、裁判所から、合理的な期間で準備を行うように指摘してほしいといった意見や、15

分刻みの期日の場合には、裁判所として口頭協議を行うことを想定していないということかと受け止

めるといった意見もあったが、いずれにしても、裁判所・弁護士ともに、準備内容に応じた合理的な

準備期間を前提にして期日指定を行うべきであり、当該期日で予想される口頭協議の内容に応じて必

要な期日の時間を確保すべきであるという認識は共有されていることがうかがわれた。

書面の提出期限の遵守

書面の提出期限の遵守状況については、前回の実情調査でも、弁護士から、期日の1週間前に書面

が提出されるのは半分程度であるという指摘もあり、書面の提出期限の遵守について改善が見られな

い状況が広く存在することがうかがわれ．、デジタルツールを用いるなどして適切な進行管理をする必

要性等が指摘された。

今回の実情調査では、mintsが利用されている事件の実情も紹介されたが、mintsの自動督促機能

（書面提出期限の数日前に自動的に督促のメールが送信され、期限が過ぎると毎日督促メールが送信

される｡）については、弁護士からは、耆面の提出の動機付けになっているという意見があり、裁判

所からも、mintsを利用している事件ではおおむね書面の提出期限が遵守されており、かつ、書記官

による督促の手間を省くことができるという意見があった。

また、mintsを利用していない事件については、裁判所から、投稿機能やチャット機能を活用して

代理人に準備状況を確認すると、経過報告等を行う代理人もおり、チャット等での督促には一定の効

果があるという意見がある一方、弁護士は裁判所からのチャット等による連絡を常時確認しているわ

けではないので、チャット等を利用した督促はしていないという裁判官も少なくないという実情が紹

介された。こうした実情も踏まえ、裁判所からは、裁判所からの投稿機能によるメッセージに対して

はリアクションボタンを押すことにより裁判所に対する既読の通知をすることなど、代理人に依頼し

たい事項をまとめたペーパーを作成し、これを代理人と共有するなどして、弁護士に対して、裁判所

のメッセージを確認するように促す取組を行っていることが紹介された。

これに対して、弁護士からは、極力期限は守っているが、依頼者側の作業が遅れたり、予想してい

たよりも準備が難航して期限に間に合わないことはあるという実情が紹介される一方で、書面の提出

が期限よりも遅れる場合でも、裁判所及び相手方が読めるよう、期日当日や前日の提出にはならない

ようにし、あるいは、投稿機能を用いて書面等のデータだけでも先に提出しているといった工夫や、

期日を空転させないために、書面の前半部分だけでも準備、提出して、次回までに相手方に認否反論

してもらい、同時並行で後半部分を準備するといった工夫が紹介された。

協議結果の共有の方法

協議結果の共有方法と効果に関しては、最終的に確定した争点や、審理の中盤で争いのないことを

明確にした方がいい場面における当該争いのない事実については調書に記載する一方で、ノンコミッ

トメントルールを前提にした暫定的な協議結果は投稿機能を利用して事実上確認するにとどめている

という紹介があった。これについては、弁護士から、依頼者が確認している書面に記載されている以

上のことは言えないといったノンコミットメントルール自体に慎重な意見があった一方、協議結果が

投稿されると、内容が明確化し、形に残るため、認識共有に資するという意見もあった。もつとも、

③

(ウ）
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裁判所からの投稿を確認しない弁護士もいるという指摘もあった。また、特に、非定型的な類型の訴

訟で、当事者の主張の法的な位置付けが明確でない場合においては、当事者に要件事実に沿った主張

立証を意識してもらうために、期日において、口頭ないし画面共有機能を用いて、争点となる主要事

実や、当事者の主張の骨子について、裁判所の理解を当事者に伝え、齪蹄がないか確認した上で、そ

の結果について、投稿機能を活用して当事者と共有を図るといった工夫も紹介された。

なお、裁判所からは、投稿機能を利用して当事者と結果を共有する場合､ 裁判官の異動があった際

にも、前任の裁判官が当事者と共有した内容について、後任の裁判官が確認することができ、裁半|｣官

の引継ぎという観点からも有益と考えられるという意見があった。

争点整理を充実させるための組織的取組

(ア） 裁判所内部での取組

今回の実情調査では、裁判所内部において、単に審理運営改善の方策を裁判官の間で共有するにとど

まらず、多くの裁判官が過度な負担なくそのような方策を試行、実践できるように工夫を凝らした組

織的取組が行われていることがうかがわれた。

まず、争点整理序盤の口頭協議について、庁内で広く取組内容を共有するため、転入者説明会等で情

報共有を行ったり、実際に口頭協議を実施している期日を見学することができるようにしているとい

う取組が紹介された。

また、投稿機能を効果的、効率的に活用するという観点から、庁内の裁判官が実際にした投稿例を収

集して、日常的に使用する投稿と、事案の状況に応じて使用する投稿のサンプル集を作成して、庁内

で共有するという取組が紹介された。

さらに、有志の裁判官の問で、参考事項聴取の照会書の作成、試行を行ったり、投稿機能等を活用し

て、審理運営に関する意見交換を行っているという取組も紹介された。

(イ） 弁護士会内部での取組

弁護士会内部での取組として、新規登録者に対する講習として、口頭協議やノンコミットメントルー

ルといった､ 司法修習中にはあまり取り扱われない実務上の重要事項について周知を図っているとい

う紹介があった。

また、裁判所との間で争点整理やデジタルツールの活用等について協議を行う場合には、弁護士の

間でも議論を行った上、裁判所との協議結果について結果報告を行って弁護士間で周知しているとい

う紹介があった。

(ウ） 裁判所と弁護士会との間での取組

今回の実情調査の対象地においては、裁判所と弁護士会の間では、複数の協議会で争点整理が協議事

項にされているとのことであった。もっとも、前回の実情調査と同様、弁護士会においては、そうし

た議論の結果について、弁護士会の月報や会員専用ホームページで周知しているものの、月報やホー

ムページをあまり見ていない弁護士もいるという課題が指摘された。

他方、審理運営改善のためには裁判所側において弁護士のビジネスモデルを知る必要があるという問

題意識から、右陪席と若手弁護士の意見交換の場を設け、弁護士業務についての認識共有から始め、

その後、デジタル化の中での争点整理や準備書面の在り方について意見交換を行い､ その成果を裁判

所及び弁護士会それぞれの内部で共有しているという意欲的な取組の紹介もあった。

また、実情調査を行ったうちの1庁では、mintsの利用率が高いところ、その要因として、裁判所か

らは、弁護士、事務員向けの説明会の実施、説明動画等の周知のほか、個別の事件において初回の期

日の最後に必ず利用の意向確認を行っている旨の紹介があった。弁護士からも、当該庁においては、

裁判所が熱意をもって利用を促していること、実際に使ってみると、書面を正式に提出できる上、正

本・副本の作成や書面の郵送･ FAXの負担がなくなるなど、使い勝手がよかったことがmintsの普及

イ
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につながっているのではないかという意見があった

（2）合議体による審理の現状と課題について

ア 合議体による審理の実情

（ァ）付合議の実情について

実情調査の対象庁のうち1庁では、医療関係事件、建築関係事件、行政事件、知的財産事件、労働関

係事件については原則として合議とし、そのほか、世間の耳目を集める事件や事案が複雑困難なもの

も合議に付しており、定期的に、支部も含めた管内の民事担当裁判官全員で担当事件についての意見

交換・相談をする中で、審理や半|｣断が困難と思われる事件について情報共有することにより1適切に

合議に付しているという実情が紹介された。もう1庁では、合議に付している事件類型としては、安

全配慮義務違反が問題となるものや、証券取引関係、国家賠償、事実関係が複雑で判断に迷うもの、

社会の耳目を集めるもの等があるが、合議基準を設けているわけではなく、新件の訴状の回覧や、定

期的な「棚卸し」（単独事件として係属している未済事件の中に付合議が相当なものが含まれていない

かについて部全体で意見交換し洗い出す作業）に加え、各裁判官から適宜のタイミングで部内で相談

するなどして合議に付しているという実情が紹介された。

もっとも、弁護士からは、事件類型で機械的に合議にしている印象があり、たとえば、単純な事件で

も形式的に医療事件に該当すれば合議になっているという意見や、本庁の専門部で合議になるような

事件が支部で単独で進行している事件もあるなど、合議に付すべき事件について単独で進行している

事件もあるように思うといった意見もあった。

（イ）付合議の効果について

付合議の効果については、裁半|｣所からは、比較的時間に余裕のある左陪席が主任裁判官を務めること

で、複雑な前提事実・当事者の主張の整理、判例調査等を行い、単独事件よりも丁寧に判断を行うこ

とができ、適正な解決に結びついている、各裁判官の経験等を共有することで、審理が漂流すること

を防ぎ、迅速な解決につながる面もある、多角的な視点から適切な結論を導けていると思われるとい

う意見があった。弁護士からも、合議に付されてから急に進行がスムーズになることがあるといった

意見や、合議に付されて困ったという経験はないといった意見が出され、合議体の審理のメリットに

ついては、裁判所及び弁護士の双方が認識していることがうかがわれた。

他方で、弁護士からは、単独事件として進行している事件について合議体による審理が適切であると

考える場合において、付合議の上申を出すことはあるが、当該単独体による審理が不十分であると言

っているように受け取られると思うと、上申を出すことには跨曙を覚えるといった意見もあった。

イ 合議の充実・活用を図る取組の実情

限られた時間の中で、合議体内で事件内容を共有できるよう、時系列表や、当事者の主張対比表を作成

し、共有したり、合議の際には、上記一覧表など、必要なものを画面で共有したり、合議の際に、すぐ

に必要な情報にアクセスできるよう、予定表管理ソフトを使ってスケジュールを共有した上で、そこに

合議メモ等の必要なデータを張り付け、情報を一元化するなどの工夫が紹介された。

また、mints上に主張書面・証拠等がアップされている場合、尋問等の弁論期日において、合議体全員

がそれぞれの端末からこれらの書面を見ながら合議事件の審理に参加することができ、より充実した審

理を行うことができているという実情が紹介された。

合議の充実のために、当事者に協力を求めたい事項として、①合議事件については、左陪席が記録を

検討した上で、裁判長等と進行の合議をする必要があるため、準備書面の提出期限から、翌々週に期日

を設定するようにしていることから、書面を提出期限のとおりに提出すること、②mintsを利用すれば、

書記官により提出された書面が記録に綴られて裁判官の下に届くまでのタイムラグを省略でき、また、
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合議体の全員が同時に記録を見ることができるため、迅速な合議に資することから、mintsを積極的に活

用することが挙げられた。

ウ 部全体の事件の処理態勢

前回の実情調査を踏まえた検証検討会の議論においては、バランスの良い合理的な審理．判断が可能に．

なるという合議体による審理のメリットを活かし、部内全体で手持ちの事件をマネジメントするという

観点も踏まえつつ、引き続き、合議強化に向けた取組を進めていく必要があることが指摘されていた。

このような指摘を踏まえて、付合議されていない事件も含めた部全体の事件を適切に処理する取組に

ついても調査を行ったところ、上記ア（ア）のとおり、定期的な「棚卸し」のほか、部内での相談を随

時かつ適宜のタイミングで行う、あるいは管内の裁半ll官が集まっての意見交換を定期的に行うことによ

り、他の裁判官からの意見を聴けるようにしており、こうした相談等を通じて、困難な事件については

合議に付している実情が紹介された《
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■

争点整理の現状と課題について

）デジタル化が進展する中における争点整理の実情

第10クールの検証検討会においては、争点整理の序盤での口頭協議において、争点整理の土俵を形

成することは重要であり、裁判所と当事者が主たる争点や主張立証の見通しを共有することで、議論

の拡散や五月雨的な求釈明による無用な審理を助く、ことができる旨の指摘があった。今回の実情調査

では、こうした取組が広く浸透していることがうかがわれ、これを評価する意見があった。もっとも、

一部の弁護士には、序盤に口頭協議を行うことの意義や、ノンコミットメントルール・デジタルツー

ルの扱い等の口頭協議に当たってのルールについて理解が十分に浸透していないこともうかがわれた

として、裁判所から弁護士に対して、序盤の'1頭協議の意義や、口頭協議に当たってのルールを事前

に説明し、弁護上側からもノンコミットメントルールの意義・目的について確認するなど、裁半||所と

弁護未との間で｜分なコミュニケーションをとることが重要であるという指摘があった。

また、第10クールの検証検討会では、口頭協議を充実させるためには、簡単な打合せや情報共有は

チャットやメール等で事前に済ませるなど、期日間の在り方そのものが変わらないといけないという

指摘もあったところ、今回の実情調査では、ウェブ会議のアプリケーションの機能の一つである投稿

機能を用いて期日における口頭協議の結果をグループ内で共有したり、期日間において釈明を行うと

いった取組が紹介された。このように期日間においても事件を進行させることができる選択肢が増え

ることは望ましいことであると評価する一方で、実情調査でも紹介があったとおり、それが裁判官に

とって過度な負担とならないように費用対効果を考えてメリハリをつけて実施していくことや、吾記

官との役割分担についても検討することが重要であるという指摘があった。

他方、今回の実情調査では、裁判所からは、上記のような投稿機能による口頭協議の結果の共有等

のほか、チャット等を用いて書面提出の督促を行う取組が紹介されたが、一部の弁護士については、

裁判所から送られる投稿等を見ていないという実情もうかがわれた，この点に関しては、弁護士にお

いて投稿等を確認する必要性及びそれに向けた裁半ll所側からの働きかけの重要性が指摘されたほか、

デジタノレツールの活用により期日間でも事件が進行していくことが弁護士の間でも認識されるように

なれば、こうした投稿等を確認しないといった対応はなくなっていくのではないかという指摘があつ
子＝

.1

（1）

ノも一○

（2）争点整理を充実させるための組織的取組

今回の実情調査では、多くの裁判官が過度な負担なく審理運営改善に取り組めるようにするため、争

点整理の序礁の口頭協議について、転入した裁判官向けの説明会や実際に口頭協議を行う期日の見学

を実施したり、実際に事件で使用することができる口頭協議の結果についての投稿のサンプル集を作

成するなどの工夫が紹介された。

こうした取組に関して、特別の知識や技能を持った裁判官でなくても審理運営の改善の方策を実践で

きるような工夫を行うことについては、このような工夫をこれまで実践していなかった裁判官も新た

に取り組んでみようというきっかけとなり、裁判所全体の審理の質の底上げにつながることから、望

ましい取組であり、今後も進めるべきであるという意見があった。

他方で、審理の迅速化の観点からは、個別の聿件において裁判官の交代があった場合においても、

円滑に審理を進行させることが重要であるところ、事件を引き継いだ裁判官がどのような情報を必要

としているかについて弁護士側が把握することは難しいため、裁判所側において適切に引継ぎが行わ

れるような工夫を検討することも重要ではないかという指摘があった。
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2 合議体による審理の現状と課題について

第10クールの検証検討会においては、付合議により、事案のポイントや結論に至る道筋が明確になる

ことが少なくなく、審理の促進に役立っているという指摘があった。今回の実情調査においても、裁判

所、弁護士ともに合議体の審理によるメリットを感じていることがうかがわれたが、他方で、弁護士か

らは、単独で進行している事件について合議体による審理が適切であると考える場合においても、代理

人側から付合議の上申を出すことには檮躍を覚えるといった意見もあった。この点については、弁護士

からの上申は適切な付合議の契機となることから、裁判所において、弁護士が積極的に付合議上申でき

るような方策を検討するべきではないかという意見もあった。

3 mintsの活用について

今回の実情調査は、迅速化検証としては初めてmintsを活用した審理の実情を調査する機会となったが、

複数の委員から、mintsで提出されたデータを活用して、事案を効率的に把握する工夫(108頁参照）は、

審理の迅速化に資するのみならず、裁判の質の向上にも資するものであるといった、取組を積極的に評

価する意見があった。また、紙媒体の記録では、合議体の裁半ll官が同時に記録を閲覧することはできな

かったが、mintsを利用して書面がデータで提出されれば、複数の裁判官が同時に記録を読みながら合議

を行うことができるなど、審理そのものだけでなく、合議の活性化の観点でも効果が期待できるという

意見もあった。

その一方で、mintsを利用した審理の工夫については、一部の裁判官の個人的な工夫にとどまっている

のではないか、mintsとウェブ会議のアプリケーションをどのように使い分けるのかも検討が必要である

といった課題も指摘されたが、有効な手法については裁判所内において共有するだけでなく、弁護士に

もその理解を浸透させ、裁判所と弁護士が協力しながら、デジタルツールを活用した効率的な審理を裁

判実務に普及させる取組が重要であることに異論はなかった。
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4 今後に向けての検討

1 デジタル化が進展する中における争点整理の実情と課題について

令和2年2月にデジタル化・フェーズlの運用が一部の庁で開始された後、現任全ての庁において、ウ

ェブ会議の運用が開始され、広く活用されている。また、ウェブ会議の定着に伴い、投稿機能等のデジタル

ツールの活用も広がっていることがうかがわれる。さらに、令和4年からmintsの運用が順次開始し、書面

の電子提出が実際の審理において利用可能となっている．こうしたデジタルツールを積極的に活用して審理

の合理化、効率化を回ることが重要であることはいうまでもないが、検証検討会でも指摘があったとおり、

デジタルツールを活用した取組は、一部の特別な知識や技能を持った裁判官が行っても、裁判所の事件令体

の迅速化に結びｲ､lくことは期待できないことから、多くの裁判官が過度な負担なく実践することができるも

のであることが重要である。

序盤の争点整理の充実化については、争点整理序盤に口頭協議を行い、早期に主要な争点を確定し、進

行の見通しを立てることにより、議論の拡散を防ぎつつ、的確に争点整理を進めることが重要であると考え

られるが、今回の実情調査では、裁判所のみならず、弁護士にもこのような認識が走着しつつあることがう

かがわれた。こうした口頭協議を活発化するためには、口頭協議を予定している事項を睾前に投稿機能等で

予告したり、期日において画面共有機能を利用して共通の資料を関係者で一緒に確認しながら協議をするな

どの工夫のほか、期Rにおいて、口頭協議の結果、すなわち、主要事実レベルの争点や次回期日までの準備

事項・提出期限を明示的に確認・共有するなどの方策が考えられる。また、争点整理序盤の口頭協議を効果

的かつ充実したものとするためには、口頭協議の目的・意義やノンコミットメントルール等の基本的なルー

ルについて、裁判所・代理人間で十分に認識共有しておく必要がある。

他方で、期日間において投稿機能等を利用しながら争点整理をする場合には、弁護上が投稿等を確実に

確認することが前提となる。既に多くの弁護士が、裁半l1所による投槁機能等の活用を前提に、裁判所からの

投稿等に適切に対応しているものの、期日間において投稿等を用いるプラクティスは比較的新しいものであ

り、期日間に投稿等を確認しなければならないという認識が必ずしも全ての弁護士に浸透していないことが

うかがわれる。こうしたプラクティスを定着させるためには、期日間の投稿等の確認の必要性についての弁

護士側の認識の強化と、それに向けた裁判所側の組織的かつ継続的な働きかけが重要である。

また、特に複雑な事件においては、一覧表を活用して事件の全体像を把握した上で整理を行うことが有

効な場合もあると考えられる。一覧表は従前から活用されているが、今回の実情調査では、主張書面のデー

タを活用するなどして、裁判所と当事者との間でこのような一覧表をより効率的に作成する取組も広がりつ

つあることがうかがわれた。今回の実情調査では、mint sで提出された書面のデータを活用して裁判官が事

案を効率的に把握する工夫も紹介されたが、このような工夫も含めて、フェーズ3において記録が電了化し

た段|偕ではさらにデータの活用による争点整理の効率化が凶られることも期待されるところであるが、実情

調査において指摘があったとおり、データの活用自体を自己目的化することなく、その作業に当たっては、

裁半l1所と当事者が一覧表作成の目的・方法について十分に認識を共有した上で、適切な役割分担の下で作成

することが重要であると思われる。

争点整理を充実させるための組織的取組に関しては、裁半ﾘ所からは、審理運営改善の取組を広く裁判官

の間で共有するためのl夫が紹介されたが、上記のとおり、審理運営改善の取組は、特別な知識・技能を有

する裁半ll官だけではなく、多くの裁判官が過度な負担なく実践できるものでなければ、裁半ll所全体の審理の

迅速化に結び付けることは困難であると考えられることから、このような視点を持って今後も工夫を凝らし

ていくことが必要である。他方で、前何の実情調査と同様、今回の実情調杳においても、弁護士の間での争

点整理に関する取組等の周知については、弁護士全員に共有するのは難しいという課題の指摘もあったとこ
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ろであり、効果的な取組等について広く周知できるよう、引き続き弁護士会と裁判所とで連携しながら取り

組んでいくことが必要であると考えられる。

2 合議体による審理の現状と課題について

合議体による審理については、バランスの良い合理的な審理・判断が期待できるなどメリットが大きいこ

とについては、裁判所及び弁護士の双方が認識しているところである。これまでは、基本的には裁判所が主

導して付合議の判断を行ってきたところ、今後とも裁判所内部における適時適切な付合議のための体制や仕

組みを構築するための取組は継続する必要があるが、それに加えて、弁護士からの上申も適切な付合議の一

つの契機となると考えられることから、弁護士から裁判所に対して積極的に付合議の上申ができるような方

策について検討することも考えられる。

3 フェーズ3の開始に向けて

今回の検証は、前回に引き続き、デジタル化によって争点整理がどのように変容しているかに着目して調

査を行ったが、これらの調査を通じて、ウェブ会議や投稿機能等といったフェーズ2までに導入されたデジ

タルツールを用いながら、裁判所と当事者の間で、訴訟の早い段階から、争点についての認識を共有して、

効率的に審理を進めるプラクテイスが浸透してきている実情がうかがわれたところである。また、今回の実

情調査では、フェーズ3の一部先行実施と位置付けられるmintsを活用した取組が紹介されたところ(108

頁参照)、このような取組は、必ずしも一般的なものではなく、特に先進的な庁の取組と思われるものの、

電子提出されたデータの活用による更なる審理の合理化、効率化の可能性を感じさせるものであった。フェ

ーズ3の開始が目前に迫り、新システムの導入に向けた準備が本格化する一方、デジタル化を契機にした審

理運営改善の営みの真価が問われる時期に差し掛かっているところであり、新システムの機能を前提とした

新たな視点から、これまでの争点整理改善の取組がさらに深化していくことに期待したい‘
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Ⅳ

地方裁判所における

刑事通常第一審事件の概況及び実情
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刑事通常第一審事件全体の概況1と'1

＝

〆 、

刑事通常第一審事件全体について見ると、事件数（新受人員、終局人員）については、平成28年以降、

令和4年までおおむね減少傾向が続いたが、令和5年及び令和6年は増加した。平均審理期間について

は、長期化傾向にある。

事案複雑等を事由とする長期係属実人員数については増加がみられるが、その余の主な統計データ

（否認率、平均開廷回数、平均開廷間隔、平均証人尋問公判回数、平均被告人質問公判回数等）につい

ては前回から大きな変化はみられない。 」陛可
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刑事通常第一審事件lの新受人員（延べ人員）2及び終局人員（実人員）3の推移については【図1】【図2】

のとおりである｡平成28年以降おおむね減少傾向が続いたが､令和5年以降増加に転じ､前回(新受人員59,503

人、終局人員42,278人）から増加した（新受人員69,652人、終局人員47,558人）

【図1】刑事通常第一審事件の新受人員(延べ人員)及び平均審理期間の推移
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【図2】刑事通常第一審事件の終局人員(実人員)の推移
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’ここでいう｢刑事通常第一審事件｣とは、通常の公判手続による訴訟事件をいい、略式事件を含まない。

z延べ人員とは、同一被告人について、追起訴があった都度1人として累積計上したものを指す。

］実人員とは、同一被告人について複数の起訴があっても、弁論終結時において弁論が併合されている限り1人として計上したもの

を指す。
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主要罪名別終局人員については【表3】のとおりであり、前回と同様、窃盗 覚醒剤事犯、交通事犯が目

立っている（第10回報告書155頁【表3】参照）。

1表3】主要罪名別終局人員(実人員）
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手
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，
そ
場
や
プ
里
．
、
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晶
ぞ
ｆ
‐
●
●
ｊ
‐
も
私
ｆ
苓
北

業
務
上
横
領

強
盗
・
同
致
死
庵

不
同
意
性
交
等
・
同
致
死
傷

1
1

1

傷
害

詐
欺

窃
盗

期
…
…
鳶
・
・
．
…
談
…
…
…
…
夢
…
…
…
謬
璽
…
…
艫
埴
順
…
．
，
‐
…

１
１

１

１

1

1

’

330 286 199 95

５
５

54 26 5．879 5．659$4．876；4．86912．176 240 615．3091．778 683 433 74683

うち裁判

貝裁判対

象亭件

95 102 92$ 13 2 30219 198G13 47

４

I’

※1 起訴罪名と認定罪名が異なる場合や罰条変更等の場合は、裁判員裁判対象事件の罪名と異なる罪名であっても、裁判員裁判

対象事件として計上される。

2裁判員裁判対象事件のうち､‘⑪裁判員法3条1項の除外決定があったもの､②裁判員裁判に関する事務を取り扱う支部以外の

支部に起訴された人員を除く。

3 未遂処罰規定のある罪名については､未遂のものを含む。

4「不同意性交等･同致死傷｣には､処断罪が｢強姦･同致死傷｣、「集団強姦･同致死傷｣及び｢強制性交等･同致死傷｣のものが

含まれる。

5「自動車運転死傷処罰法違反｣には、自動車の運転により人を死傷させる行為等の処罰に関する法律2条から6条の各罪で終

局した事件が計上されている。同法の施行日は､平成26年5月20日であり、同法附則14条により、同法の施行前にした行為に

対する罰則の適用については､なお従前の例によることとされているため、同日以前の危険運転致死傷(平成25年法律86号に

よる改正前の刑法208条の2に係る罪)については、「その他刑法犯｣欄に、同日以前の自動車運転過失致死傷(平成25年法律

86号による改正前の刑法211条2項に係る罪)については、「業務上･自動車運転過失致死傷｣欄に､それぞれ計上されている。

追起訴の有無別割合については【図4】

のとおりである。追起訴のある事件の割合

は、前回とほぼ同様（24.8％）であり、

全体の約4分の1を占める（第10回報告書

155頁【図4】参照）。

1図4】追起訴の有無別割合

追起訴なし

75.2％
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刑事通常第一審事件の概況は【表5】のとおりである

【表5】刑事通常第一審事件の概況データ

一一

通常第一審全体
｜うち裁判員裁判対霞事件※9，101

８
９
’
０

９
５

７
３
畢
例

Ｍ
一
ｍ
旭
川
一
”
一
皿
三
郷
唖
卯

５
３

２
１

０
２

４
《０－０

５７ 恥
》
叩

池
》
卵

８
４

８

》

１

２
２

１
－
１

》

５

1000

１
６

８
９

１

７
９

３
６

０
８

１
１

※1 平均審理期間は､審理期間区分ごとに設定された代表値(基本的には､各区分の中間値が代表値とされている。）に､各区分ごとの

事件数を乗じたものの総合計を事件総数で除する形で算出されている。期間の区分は、1月以内･2月以内･3月以内･6月以内・1

年以内･2年以内･3年以内･3年を超えるものの8区分である。

※2 受理から第1回公判期日までの平均期間は､受理から終局までの平均審理期間から、第1回公判期日から終局までの平均期間(算
出方法については※3を参照)を控除して算出している。

※3 第1回公半ll期日から終局までの平均期間は､※1と同様の方法により算出している。したがって、同期間は､最短であっても05月とな
る。

※4 開廷回数とは､これまでの報告書と同様､実質審理(冒頭手続､証拠調べ手続､弁論手続又は判決宣告手続)を行った公判期日の

開廷回数のほか､証拠調べを実施した公判準備期日の回数を含むものであり、平均開廷回数とは、公判を開いた被告人1人当たり

のものをいい､移送など公判が開かれずに終局した事件については、平均開廷回数を算出する対象事件から除外した。

平均開廷間隔とは、受理から終局までの平均審理期間を平均開廷回数で除したものをいう。

平均証人尋問公判回数は､証人尋問が実施されずに終局した事件は除外して算出した。

平均被告人質問公判回数は､被告人質問が実施されずに終局した事件は除外して算出した。

国選弁護人と私選弁護人が同時に選任された事件や国選弁護人が解任された後に私選弁護人が選任された事件(その逆の場合も

含む。）は、「国選弁護人選任率｣及び｢私選弁護人選任率｣の双方に計上されているため、両者の合計は｢弁護人選任率｣を上回っ

ている。

裁判員法3条1項の除外決定があったものを除く。

裁判員裁判に関する事務を取り扱う支部以外の支部に起訴された人員を除く。

５
６

７
８

※
※

※
※

０
９

１

※
※
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追起訴の有無別の平均審理期間については【図6】のとおりである。追起訴のある事件の平均審理期間(6.0

月）及び追起訴のない事件の平均審理期間（3.2月）は、前回とほぼ同様である（第10回報告書157頁【図6】

参照）。

【図6】追起訴の有無別平均審理期間及び審理期間の分布
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》
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追起訴あり

(平均審理期間60月）
19．4．23．8

5．71

８

９
２

０
１
０

０

■
■

■

追起訴なし

(平均審理期間3.2月）
39．8 16．732.43.0

0％ 10％ 20％ 30％ 40Qb 50Q6 6006 7006 80％ 90％ 100％

※ 総数とは､2つ以上の項目がある場合の各件数を合算したものをいい､例えば､本図のとおり、

追起訴の有無別においては､追起訴がある事件数とない事件数とを合算したものをいう。

なお､類似の概念である｢全体｣については､【図11】の脚注を参照

【図7】審理期間の分布審理期間の分布については【図7】のとおりであり、

審理期間が3月以内の事件は、前回（66.6％）より減少

して64.4％となり、3月超6月以内の事件は、前回

(21. 2%)より増加して22. 8%となった。その一方で、

審理期間が1年を超える事件は、前回とほぼ同様（3.7

％）である。（第10回報告書157頁【図7】参照）

追起訴の有無別で見た審理期間の分布については

【図6】のとおりであり、追起訴のない事件では審理期

間が3月以内の事件が75.2％を占めるのに対し、追起

訴のある事件では31. 0%である。

3年を超える3年以内

1
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事案複雑等を事由として2年を超える長期にわたって係属している実人員の推移については【図8】のと

おりであり、前回(174人）から増加して180人となっている4．

【図8】事案複雑等を事由とする長期係属実人員の推移
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【図9】審理期間別平均開廷回数

（回）

30．0

200
176

15 1

119

10．0
81

4

53

3．0
201．7

12

0.0

1月以内 2月以内 3月以内 6月以内 1年以内 2年以内 3年以内 5年以内 5年を超える

平均開廷回数3及び平均開廷間隔については【表5】【表10】のとおりであり、いずれも前回からぼとんと

変化は見られない（第10回報告書156頁【表5】、159頁【表10】参照）。

4長期係属事件の状況をより詳細|こ述べたものとして、最高裁判所事務総局刑事局｢令和5年にお|ﾅる刑事事件の概況(下)｣法

曹時報77巻3号61頁から84頁(令和5年)。

5開廷回数は、基本的には審理期間が長くなるほど増加する傾向である(【図9】)。
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【表10】平均開廷間隔(全体、自白、否認）平均審理期間の推移（全体、自白、否認6）について

は【図11】のとおりである。自白事件及び否認事件のい

ずれについても長期化傾向がみられる。
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１

平均開廷間隔(月） 1 414

【図11】 平均審理期間の推移(全体、自白、否認）
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平成
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※ 全体とは､2つ以上の項目がある場合において、図表に掲載されている項目のほか、図表に掲載されていない項

目をも含んだものをいい､例えば､本図のとおり、自白･否認別においては、自白及び否認以外に､被告事件につ

いての陳述に入らずに終局した事件をも含む。なお､類似の概念である｢総数｣については､前掲【図6】の脚注を
参照

公判前整理手続に付された人員と付されなかった人員に分けた場合の平均審理期間については【表12】【表

13lのとおりであり、公判前整理手続に付された人員の平均審理期間は、前回とほぼ同様（総数14. 9月、自

白11. 0月、否認17. 8月）である（第10回報告書160頁【表12】【表13】参照）。

自白とは、終局の段階において、全ての公訴事実を認め、かつ､法律上犯罪の成立を妨げる理由又は刑の減免の理由となる事

実を主張していない場合をいう。否認とは、終局の段階において、公訴事実の全部若しくは一部を争い、又は被告人が終局の段

階まで黙秘していた場合並びに公訴事実を認め､法律上犯罪の成立を妨げる理由や刑の減免の理由となる事実を主張した場合

及び証拠能力を争って無罪を主張した場合をいう。
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【表12】公判前整理手続の有無別の終局人員(実人員)及び平均審理期間

公判前整理手 一 """" …－“

かつた人員

~ ~ ふ§… 期 1… 赫 … 誌』

公判前整理手

続に付された’

人員

……~=ー~…(鋤
990；

自白;i否認 その他
総数

帥
哩

０
４

く ｊ
８

２
６

１
５

く ｊ
０

２
１

００く

終局人員 47．558

平均審理期間(月） 39 3.7 3．2： 1041 18 14.91 110； 17 8 ‘82

（）内は公半ll前整理手続実施率(%)である。

終局人員には被告事件についての陳述に入らずに終局した人員を含む。

｢公判前整理手続に付された人員｣欄の｢その他｣は公判前整理手続に付されたが､被告事件についての陳述

に入らずに公訴棄却､移送等で終局した人員である。

公判前整理手続に付され､かつ､期日間整理手続にも付された人員が38人ある。

１
２

。
〕

※

4

【表13】自白･否認別及び合議｡単独別の公判前整理手続に付された終局人員(実人員)及び
平均審理期間

今
口 議

総数 : -" - ;; I 単独

一法定合議 裁判員裁判ゞ非対象法定;i裁定合議；
対象事件 合議事件：

W一一ヅ………蓋………農~~ 一…571｢…＝571

臼一

終局人員

一
沼

総数

平均審理期間（月）

終局人員
鐸鐸.弓も‘--毛導入菫"夢日竜‐……、ｻw耐w，

平均審理期間（月）

終局人員

平均審理期間(月）

14．9 140 13．9 174 24.6 17．8

412 397 392

５

6 9

うち自白公
判
前
整
理
手
続

11．0 10－8 10．8 9.9 18．5

暉
一
的
一
脚

568 448 431 17 51

うち否認

17．0 169 196 25．3

うち被告事件に 終局人員
ついての陳述

前に移送等で

終局 平均審理期間(月）

1010

8.2 82

、

公判前整理手続実施率(妬） 36521 96．0 1231.5 0．2

※1裁判員裁判対象事件の公判前整理手続実施率が100％にならないのは､公判前整理手続に付される前に移送

等で終局した事件や､裁半ll員裁半ll対象事件以外の事件について、公半|｣前整理手続に付されずに公判を開いた

後､罰条の変更等により裁判員裁判対象事件になり、期日間整理手続に付された事件等があるためである。

2 合議単独別の人員は処断罪名を基準として集計しているため、この表の裁判員裁判対象事件には､裁判員の参

加した合議体により審理終局したが､終局時の罪名が法定合議事件に当たらない人員は含まれない。

3「裁判員裁判対象事件｣は､裁判員法3条1項の除外決定があったものを除く。

4「裁判員裁半l｣対象事件｣は､裁判員裁判に関する事務を取り扱う支部以外の支部に起訴された人員を除く。
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否認率については【図14】のとおりであり、多少の増減はあるものの、おおむね横ばいの状況にある。

審理の状況に関するその余の統計データを見ると、平均取調べ証人数(0. 6人）を始めとして、平均証人尋

問公判回数(1. 2回）、平均被告人質問公半l1回数(1. 1回）、鑑定実施率(0. 3%)、検証実施率(0. 01%)と

いった証拠調べの実施状況については【表5】【表15】【表16】のとおりであり、前回から大きな変化はみ

られない（第10回報告書156頁【表5】、161頁【表15】【表16】参照）。

控訴率（全体11. 0%、自白8. 1%、否認39. 2%)については【表17】のとおりであり、前回（全体11. 5%、

自白8.4％、 否認42.7％）から大きな変化はみられない（第10回報告書161頁【表17】参照）。

【図14】否認率の推移
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【表16】平均被告人質問公判回数

（全体、自白、否認）

【表15】平均証人尋問公判回数

（全体、自白、否認）

、

1表17】控訴率(全体、自白、否認）

～ 一

－

控訴率

全体 ：自白 ： 否認

■凧嗣稗
※ 控訴率は半ll決人員(有罪(－部無罪を含む。）及び無

罪人員の合計)に対する控訴人員の割合である。
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裁判員裁判対象事件の概況

〆 、

裁判員裁判対象事件の新受人員及び判決人員は、令和6年は前回から若干増加しているが、長期的に

みると減少傾向にある。平均審理期間及び審理期間の大半を占める公判前整理手続期間については、い

ずれも、－時は長期化傾向に歯止めが掛かっていたが、令和6年は再び長期化傾向がみられる。
｢

＆ Z

裁判員裁判対象事件（裁判員法施行後に起訴された同法2条1項各-号に該当する事件及び同法5条本文に

当する事件）が全体に占める割合（新受人員での割合）は、【図18】のとおり僅かであるが、現在の刑事

訟において裁判員裁判の適正・充実･迅速化は駮大の課題となっていることから、今同の検証においても、

該当する事件）が全体に占める割合（新受人員での割合）は、【図lf

眠訟において裁判員裁判の適正・充実･迅速化は駮大の課題となってし

裁半ll員裁判対象事件に限定した概況の説明を別項目で行うこととした

【図18】刑事通常第一審事件及び裁判員裁判対象事件の新受人員

通常第一審事件69,652人(1 00006)

その他の事件68,763人(98.7%）

I
牢 一 一

壬■
画 一

| ℃

和

裁半ll員裁判対象事件889人( 13%)

延べ人員である。

｢裁半ll員裁判対象事件｣には､裁判員裁判に関する事務を取り扱う支部以外の支部に

起訴された裁判員裁判対象事件は含まれない。
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まず、事件数の動向については【表19】【図20】のとおりである。新受人員は、平成28年まで減少傾I向］

が続き、その後横ばいの状況が続いた後、近年は再び減少傾向がみられたが、前回（839人）から若干増加

して889人となった。半|｣決人員についても、おおむね同様の傾向であり、前回（738人）から若干増加して

848人となった。なお、【表19】では、累計の新受人員の多い順に、罪名別の人員数を掲げているところ、

強盗致傷、殺人の各罪名が突出して多い傾向が読み取れる。

【表19】裁判員裁判対象事件にお|ナる罪名別新受人員の推移
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延べ人員である。

受理後の罰条の変更等により、裁半|｣員裁判対象事件になったものを含まず、同事件に該当しなくなったものは含む。

1通の起訴状で複数の罪名の異なる裁判員裁判対象事件が起訴された場合は、法定刑の最も重い罪名に計上した。

未遂処罰規定のある罪名については、未遂のものを含む。

「不同童わいせつ致死傷｣は、監護者わいせつ致死傷及び令和5年法律第66号による改正前の(準)強制わいせつ致死傷を含む。

「不同意性交等致死傷｣は、監護者性交等致死陽、平成29年法律第72号による改正前の(準)強姦致死傷及び令和5年法律第66号による改正前の(準)強制性交

等致死傷を含む。

「強盗･不同意性交等｣は、平成29年法律第72号による改正前の強盗強姦及び令和5年法律第66号|こよる改正前の強盗･強制性交等を含む。

「強盗･不同意性交等致死(強盗･不同意性交等殺人)」は、平成29年法律第72号による改正前の強盗強姦致死及び令和5年法律第66号による改正前の強盗･強

制性交等致死(強盗･強制性交等殺人)を含む．

「危険運転致死｣は、平成25年法律第86号による改正前の刑法208条の2及び自動車の運転により人を死傷させる行為等の処罰に関する法律2条に規定する罪で
ある。

「銃刀法｣は､「銃砲刀剣類所持等取締法｣の略である。

「組織的犯罪処罰法｣は､「組織的な犯罪の処罰及び犯罪収益の規制等に関する法律｣の略である。

「麻薬特例法｣は､｢国際的な協力の下に規制薬物に係る不正行為を助長する行為等の防止を図るための麻薬及び向精神薬取締法等の特例零に関する法律｣の

略である。

「麻薬取締法｣は、「麻薬及び向精神薬取締法｣の略である。

裁判員裁判に関する事務を取り扱う支部以外の支部|こ起訴された人員を除く。
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【図20】裁判員裁判対象事件における判決人員の推移(自白･否認）
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※1 判決人員は実人員である。

2 判決人員には少年法55条による家裁移送決定があったものを含み､公訴棄却判決があった

ものを含まない。

3 裁判員法3条1項の除外決定があったものを除く。

否認率については【図20】『のとおりであり、半l1決人員で52. 6%と、前回からほとんど変化はない（第10

回報告書164頁【図20】参照）。

次に、平均審理期間（終局人員）については【表5】のとおし)、前回(13. 8月）より若干長期化して14. 0

月となっているが、審理期間が2年を超える事件の害'l合は、前回(8. 2%)より減少して7. 2%となっている

（第10同報告書156頁【表5】参照）。審理期間の分布については【図21】のとおりであり、審理期間が6月

以内の事件は、前回(11. 6%)より減少して8. 7%となった一方で、1年超2年以内の事件が前回(34. 8%)

より増加して37.0％となった（第10回報告書165頁【図21】参照）。

【表5】と【図20】とで､数値に若干相違があるのは、前者には、公訴棄却判決、公訴棄却決定、移送その他による終局人員が含
まれるためである(なお、【図20】の注2も参照)。
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【図21】裁判員裁判対象事件における審理期間別事件割合の推移
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※1裁判員法3条1項の除外決定があったものを除く。

2 裁判員裁判に関する事務を取り扱う支部以外の支部に起訴された人員を除く。

平均審理期間（判決人員）は【図22】のとおりであり、公判前整理手続期間の平均は【図23】のとおりで

ある。特に公半|｣前整理手続期間の平均は、自白、否認のいずれについても、令和元年頃から長期化傾向が続

いており、令和5年は前回（総数11. 5月）から若干減少したが(11. 1月）、令和6年は増加した(11. 8月）。

審理期間の内訳をみると、【図24】のとおり、公半ll前整理手続期間が審理期間の大半を占め、公判前整理

手続期間が長期化すると審理期間も長期化す~る関係にある。更に公判前整理手続期間別の事件割合の推移を

みると、【図25】のとおり、前回の令和4年の時点では、令和2年から令和4年の3年間で比較してみると、

6月以内及び1年超1年6月以内については大きな変動はなく、他方で、1年6月超については大きく増加

しているなどといった傾向がみられたが、令和4年から令和6年の3年間は、1年6月超及び6月以内につ

いては減少し、6月超9月以内及び1年超1年6月以内については増加しているなどといった前回とはやや

異なる傾向がみられる。

平均開廷回数については【表5】のとおり5．6回となっており、前回（5.4回）から若干増加している（第

10回報告書156頁【表5】参照）。

、
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【図22】裁判員裁判対象事件における判決人員の平均審理期間の推移
（総数・自白･否認）
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【図23】裁判員裁判対象事件における判決人員の公判前整理手続期間の平均の推移
（総数・自白･否認）
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裁判員法3条1項の除外決定があったものを除く。
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1図24】審理段階別の平均日数の推移

受理一付公判前 付公判前一公判前終了 ■公判前終了一第1回 ■第1回一終局

I| ’平成21年

平成22年

平成23年

平成24年

平成25年

平成26年

平成27年

平成28年

平成29年

平成30年

令和元年

令和2年

令和3年

令和4年

令和5年

令和6年

8.8 80.0

０
９

７
３

８
４

５
６

釦
如

、
巧
〕

Ｉ
員
Ｊ
ｌ
ｌ
ｌ

１
１

口
〕

、
Ｕ

侯
Ｕ

ｂ
ｌ

3.7

｜

｜

’

■50

~ 67

29 5117 6

２
Ｊ

７
５

１
０

１

二

１

－

１

4 Q Q
晋 一 首

■■■■■■｜

｜

’｜

’

唖

壁画唾11．3

２

３
８

７
６

。

９
６

５
３

４
４

２
５

湖
２

２
０

四
浬

０句
廷

酌

０
０

０
７

１
８

２
４

７
７

７
６

３
５

．

１
１

１
‐
２

２
１

｝

１

｝

１

｝

８

’

９

”

９

．

１

｝

１

』

１

｝

１

｝

１ 口
、 皿
唖
國

別
12．1

10m

9.6弓

9 3■|露

５

７
卵

５
３

．
３

叫
２

雪

５
３

８
３

６
１

３
３

０３

I
250 300 350 400200100 15050

０

日）

※1 公判を開いた後に公半ll前整理手続等に付された事件(例:裁半|l員裁判対象事件以外の事件係属中に裁判員裁判対象事件の

追起訴があった事件等)を除く。

2公判前整理手続を一旦終了し､裁判員候補者の呼出しを行った後、第1回公判期日の前に､公判前整理手続を再開したもの

がある。

〕日数の平均によるため、【図22】【図23】の平均審理期間及び公判前整理手続期間の平均とは一致しない。
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【図25】裁判員裁判対象事件における判決人員の公判前整理手続期間別事件割合の推移
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※1 判決人員は実人員である。

2 判決人員は裁判員裁判対象事件以外の事件について、公判前整理手続に付されずに公判を開いた後、

罰条の変更等により裁判員裁判対象事件になり、期日間整理手続に付されたもの等を除外して算出した。

3 判決人員には少年法55条による家裁移送決定があったものを含み、公訴棄却半ll決があったものを含まない

4 裁判員法3条1項の除外決定があったものを除く。
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平均評議時間の推移については【図26】のとおりであり、自白事件では､前回(644.9分）より減少して615. 0

分となり、否認事件についても、前回(1, 107. 1分）より減少して1, 060.9分となった。

証拠調べの実施状況については、平均取調べ証人数（2.8人）、平均証人尋問公判回数（2.4回）、平均被

告人質問公判回数(1. 8回）、鑑定実施率(6. 9%)及び検証実施率(0. 1%)がいずれも前回（それぞれ3.1

人、2．4回、1.8回、7. 7%、0. 0%)から大きな変化は見られない。（【表51) (第10回報告書156頁【表

5】参照）

なお、自白事件における検察官請求証人の取調べ人数（その多くは犯情関係と思われる。）は、0．6人とな

っており、裁判員法施行直後の時期（平成22年は0.4人）より増加している（「裁判員裁判の実施状況につい

て8」10頁【表8】）。この状況は前回から継続しており、自白事件であっても、裁判貝が法廷で臨場感を持

って心証を形成することができるよう9%重要な犯情事実に関する立証が人証によって行われるという運用がができるようり、

11
般化したといえる。］0

【図26】平均評議時間の推移(総数･自白･否認）
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※ 評議時間には、中間評議に要した時間を含まない

8この資料は､最高裁判所ウェブサイトから閲覧することができる。
https://wwwsaibanincourtsgojp/shiryo/indexhtml

9裁判員経験者を対象としたアンケートにおいても､疑問点を直接尋ねることができる、心情態度等が分かりやすい、信用性の判
断もしやすいなどといった理由から、人証の方が書証より分かりやすいという意見が多数を占めた(最高裁判所事務総局｢裁判員
裁判実施状況の検証報告吉｣76頁図表41（平成24年)参照)。

'0もとより､性犯罪の被害者を始めとして､証人の二次被害等への配慮が必要であることは言うまでもない。
川 統計上は把握しにくいが、自白事件において、罪体に関する被告人質問を乙号証(被告人の供述調書等)の取調べに先立って
実施し、被告人供述が得られて必要性がなくなれば乙号証は採用しないといった方法で､被告人質問の局面でも公判中心主
義直接主義を実質化しようという取組も定着しつつある。
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1 実情調査の位置付け（目的）

刑事事件については、裁判員裁判対象事件における公判前整理手続が長期化し、充実した公判前整理手続

を迅速に行うことが里要な課題となっているところ、その長期化の要因については、統計数値の分析だけで

は把握し難いことから、第8回検証から実情調査を実施し、公半l1前整理手続の長期化要因や公半ll前整理手続

の充実・迅速化に向けて採られている方策等について聴取を行ってきた。これまでの報告書では、公判前整

理手続の長期化については、事件内容の変化、当事者の訴訟活動、裁判所の訴訟指揮など様々な要因が複合

的に影響を及ぼしていると考えられるとした上で、このうち①事件内容の変化の要因は、科学技術の進展や

社会情勢の変化等を背景とするいわば外在的なものであり、訴訟関係者の取組によって直ちに改善を図るこ

とは容易ではないが、②当事者の訴訟活動や裁判所の訴訟指揮については、公半ll前整理手続の充実・迅速化

に向けて、公半|｣前整理手続では何をどの程度詳細に整理すべきか、裁判所と当事者の役割分担はどうあるべ

きかといった公判前整理手続の運用の基礎となるべき点について、法曹三者で議論を深め、共通認識を形成

していくことで、この要因による長期化を改善する余地があると指摘したところである。

今回の検証においては、これまでの実情調査の結果からの経年変化や、庁の規模や地域性による対比を行

う観点から、これまでと同様、裁判員裁半l1対象事件における公判前整理手続の長期化要因の分析及び公半ll前

轄理手続の充実・迅速化に向けた方策等について調査を行うこととし、令和6年5月及び同年10月に、中規

模庁及び小規模庁の地方裁半ll所本庁各1庁の計2庁の裁半|｣所並びにこれらの裁半ll所に対応する検察庁及び単

位弁護士会に対して実情調査を実施した。なお、近年、裁半ll員裁判非対象事件の否認事件の平均審理期間の

長期化傾向が顕著となっていることに鑑み、実情調査においては、裁半ll員裁判非対象事件の公判準備につい

ても調査を行い、これまでとは違った視点から検証テーマを深掘りすることとした。

実情調査の結果の要点は、次のとおりである。

2 実情調査の結果

（1）公判前整理手続の長期化要因等について

ア 法曹三者の意識

今回の調査においては、充実した公半ll前整理手続を迅速に行うことの意義について法曹三者の意識を聴

取したところ、事件関係者の記'|意の減退や、被害者等の負担、被告人の身柄拘束に伴う不利益といった、

長期化による弊害に対する共通した問題意識が法曹三者から示されたが、他方、検察官の立場からは、迅

速化を過度に強調することで争点や証拠の整理が十分にされない場合もあることから、充実した公判前整

理手続を行うことも重要である旨の意見があり、また、弁護人の立場からは、被告人の防御権を行使する

ための準備に時間をかける必要もあるため、公判前整理手続の期間のみが強調されることに懸念がある旨

の意見があった。

イ 事件内容の変化

事件内容の変化（|坊犯カメラ映像やSNSのメッセージ等の客観的証拠の増加、科学的・専門的知見が

問題となる事件の増加、捜査段階で黙秘する事件の増加）が公判前整理手続の長期化に影響していること

については、これまでの実情調査とおおむね同様の認識が法曹三者から示された。また、事件内容の変化

として、追起訴が続く組織的広域事件（強盗致傷事件等）が増加しているとの紹介があった。

（ア）防犯カメラ映像やSNSのメッセージ等の客観的証拠の増加

防犯カメラやドライブレコーダー等の映像、SNSのメッセージ、スマートフォン等の電子機器のデー

タといった客観的証拠が増加している点について法蒋三者の認識は一致しており、検察官の側からは、検
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察官による分析や解析に時間を要するだけでなく、弁護人から証拠開示請求を受けると、開示対象を精査

したり、マスキングの要否を検討した上で作業することに時間を要していることが、また、弁護人の側か

らは、開示された証拠につき、謄写して検討したり、勾留されている被告人に確認を求めるのに時間を要

していることがくそれぞれ紹介された。

（イ）科学的・専門的知見が問題となる事件の増加

責任能力や法医学等の科学的・専門的知見が問題となる事件が増加している実情があるところ、検察官

の側からは、責任能力にそこまで疑義がないような事案でも、裁半ll員が不安に思うことがあるかもしれな

いとして、責任能力の鑑定を実施する事案が増加しているという意見があった。また、弁護人の側からは、

証拠開示を受けてから協力医等を確保して反論・反証を準備する必要があり、時間がかかることはやむを

得ない、費用を工面できずに弁護士会等のってで協力医等に無償又は少額で依頼しているような場合には

急かすことができない、といった意見があった。

また、死因が争われる事案について、特定の法医学者に死因鑑定が集中し、鑑定書の完成まで起訴後半

年から1年以上かかることもあり、弁護人が鑑定書を見るまでは意見を述べられないとして、長期化の要

因になっている実情がうかがわれた。これに対し、検察官の側からは、鑑定書が作成される前に鑑定医の

意見をまとめた調書を作成して開示する工夫をしており、弁護人はそれを前提に主張を検討することがで

きるのではないか、という意見があった。

（ウ）捜査段階で黙秘する事件の増加

検察官の側からは、捜査段階で被告人が黙秘した場合、被告人の言い分が不明であるため、捜査機関と

しては公判段階を見据えて網羅的に証拠を収集せざるを得ず、証拠量が増大して公判前整理手続が長期化

する旨の意見があり、他方、弁護人の側からは、被告人が黙秘することで取調べ状況をめぐる無用な争い

がなくなるという、長期化の歯止めにつながる要因を示唆する意見があった。

（エ）追起訴が続く組織的広域事件（強盗致傷事件等）の増加

被告人がいわゆる「闇バイト」に応じて組織的に広域にわたって強盗を繰り返す共犯事件が増加してお

り、このような事件では、証拠量が多い上、共犯者間の証拠意見の調整に時間を要するために長期化しや

すい、という実情が示された。

ウ 当事者の訴訟活動及び裁判所の訴訟指揮

証拠開示に時間を要していることや、弁護人がどこまで主張すべきかをめぐって紛糾して長期化するこ

とがあるといった点については、これまでの実情調査とおおむね同様の認識が法曹三者から示された。

（ア）証拠開示

証拠開示については、検察官の側から、客観的証拠が増大している中、検察官としては幅広に証拠の任

意開示をしているが、自白事件か否認事件かにかかわらず、弁護人が広範に証拠の開示を求めるため、マ

スキングや謄写に時間を要しているとの実情の紹介があった。これに対し、弁護人の側からは､ 任意開示

はあくまで任意であり、類型証拠開示請求をして全ての証拠を確認した上で防御を尽くす必要がある、と

いう意見があった。

（イ）主張整理等

①公判前整理手続においてどこまで主張を整理すべきかや弁護人の主張明示義務の範囲について、法曹

三者で共通認識が得られておらず、検察官が弁護人の主張が抽象的にとどまるとして求釈明を申し立て、

公判前整理手続段階で弁護人が主張すべき範囲をめぐって紛糾するなどして長期化することがあることが

うかがわれた。弁護人の側からは、公判段階になって被告人質問で被告人が供述すれば足りるようなこと

まで検察官から公半ﾘ前整理手続段階で主張するよう求められることがある、 公判前整理手続段階で主張を

明示することで、被告人の公判段階での言い分が限定されたり、証人に対する弁護人の反対尋問の獲得目

標等が明らかになってしまうようなことはしたくない、という意見があった。他方、検察官の側からは、
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弁護人が抽象的な主張をするにとどまる場合には、立証責任を負う検察官としては網羅的な主張立証をせ

ざるを得ない、裁判員に分かりやすい審理をするためには、証人に対して重点的に尋問すべき事項等を把

握するため、弁護人に具体的に主張してもらう必要がある、という意見があった。

②弁護人の方針について、類型証拠開示が全て終わるまで主張を一切示さない方針をとる弁護人が一定

数見られるという実情が示された。弁護人の側からは、仮に被告人から事件に関する話を聞いていたとし

ても、証拠開示を経て弁護人が証拠の検討をするまでは、暫定的にであっても軽々に見通しや方針を示す

ことはできない、という意見があった。

③裁判所の訴訟指揮について、検察官・弁護人の側からは、当事者間で証拠開示や主張のやりとりをめ

ぐって膠着状態に陥った際に、裁判所が適切にコントロールすることが求められる、という意見があった。

また、検察官の側からは、裁判所が弁護人に対して主張等の提出期限を明確に切ることがないため、弁護

人からいつまでも具体的な主張がされずに長期化している、という意見があった。裁判所の側からは、訴

訟指揮が裁判体によって異なるために当事者が手続の進行を予測できない可能性があり、事件類型ごとの

プラクティスを積み上げて訴訟指揮についてのコンセンサスが得られれば迅速化に資するのではないか、

という意見があった。

④立証の在り方について、統合捜査報告書の作成や刺激証拠の取扱いをめぐる調整に時間を要する、と

いう実情が示された。統合捜査報告書については、検察官の側からは、盛り込む情報やレイアウト等に検

討を要するほか、原証拠との整合性のチェックをした上で弁護人の同意を得るための調整が必要であり、

多大な時間を要している、原証拠を抄本化したものを証拠として取り調べることも考えられるのではない

か、という意見があった。

⑤審理計画の組み方について、裁判所の側から、コロナ禍で事件処理が滞留したことや、余裕を持った

審理日程を組むことで第1回公判から判決宣告までの実審理期間が長期化していることもあり、別の事件

の公判期日を指定しようとすると半年以上先に期日を予定せざるを得ず、結果として本来であればもっと

早く公判前整理手続を終えられることができた事件も長期化している、という実情が示された。

（2）公判前整理手続の充実・迅速化に向けて採られている方策等について

ア 個々の事件において採られている方策

公判前整理手続の充実・迅速化のための方策として従前から行われている、起訴後早期の打合せや公判

期日の仮予約については、前回の報告書においても形骸化が指摘されていたが、今回の実情調査において

も、効果が限定的にとどまっている実情が示された。

起訴後早期の打合せについては、検察官の準備がまだ不十分であったり、弁護人から見通しが示されな

い、あるいは示せないことも多く、効果があるのは一部の事件にとどまるという実情がうかがわれた。ま

た、公判期日の仮予約については、期限が設定されてそれに向けて準備が進められることで迅速化の効果

はあるものの、期日の再調整が実際上は難しく、予約したとおりの日程で審理を行わざるをえないことが

あるため、そもそも期日の仮予約をするのに当事者が時曙する面もある、という意見があった。

その他の取組として、裁半|｣所からは、期日前にその期日で行う内容についてメール等で当事者と共有し

ている旨の紹介があった。

イ 個々の事件の処理を超えて採られている方策

前回の報告書では、裁判員裁半|｣が終了した際に行われる振り返りの会や定期的に開催される法曹三者に

よる研究会等において公判前整理手続の長期化の問題を取り上げてその運用の基礎となるべき点について

共通認識を形成していく必要があると指摘されたところである。

しかしながら、振り返りの会については、公判前整理手続の進行についても話題になってはいるものの、

公判段階での訴訟活動に関する話題が主になっており、公判前整理手続の進行について深まりのある議論

がされているわけではないことがうかがわれた。
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また、法曹三者による研究会等については、コロナ禍で中断していたといった事情もあり、今後活用を

検討しているという実情が示された。

（3）裁判員裁判非対象事件の否認事件における公判準備の実情について

裁判員裁判非対象事件の否認事件における公判準備の実情については、裁判員裁判対象事件と同様、客

観的証拠の増加、追起訴の完了までに時間を要する組織的かつ広域にわたる事件の増加等の事件内容の変

化が長期化に影響している実情がある一方で、非対象事件特有の事情として、裁判員裁判の公判の予定が

優先的に立てられるため、非対象事件の公判期日を入れづらい面があることも示された。

公判前整理手続や期日間整理手続の活用状況についてみると、非対象事件においては、重たい手続であ

るとして敬遠されがちであり、当事者の協力によって証拠開示や争点整理を進めていくのに事実上の打合

せで対応していることが多いという実情が示された。検察官の側からは、公判前整理手続等に付すことで

争点が明確になることもあるが、公判前整理手続等に付しても弁護人が具体的な主張をしなければ争点を

整理することはできず、弁護人の方針に左右される部分も大きい、弁護人から証拠開示請求等の様々な請

求がされてかえって長期化する場合があるといった意見があった。他方、弁護人の側からは、証拠開示を

求めるために弁護人が公判前整理手続等に付すよう請求しても、裁判所・検察官が消極的な対応をする場

合が多いといった意見があった。

また、非対象事件においては、裁判体が裁判官のみであることもあって、裁判員裁判対象事件のような

争点や証拠の整理、厳選が行われにくいこと、さらには、裁判員裁判のような連日開廷が難しく、立証も

五月雨になりがちであることといった実情が示された‘
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証検討会での議論での議

《室

検3．Ⅲ 検
』.

1 法曹三者の意識の違いについて

公判前整理手続の迅速化に向けた法曹三者の意識について、それぞれの立場の違いからくる意識の違い

があり、裁判員制度が施行された初期の頃は裁判員制度を失敗させないよう法曹三者で協力していこうと

いう雰囲気があったが、現在では立場の違いが先鋭化してしまっており、この意識の違いを超えて迅速化

のための方策を見出すことは難しい旨の指摘があった。他方、法曹三者それぞれの意識が訴訟活動に反映

される以上、法曹三者で議論をして、公判中心主義といった理想に立ち返って迅速化の意義を共有する必

要があるという意見があった。

2 当事者の訴訟活動及び裁判所の訴訟指揮について

弁護人が広範に証拠開示を求めるために長期化するとか、弁護人の主張すべき範囲をめぐって紛糾する

ことで長期化するといった当事者の訴訟活動をめぐる問題については、検察官と弁護人とで立場の違いが

ある以卜、解決することが難しいという指摘があった。また、刑事訴訟法316条の3で当事者と裁判所がと

もに充実した公判前整理手続を迅速に行っていくことが求められており、裁半|｣所が公半|｣前整理手続をリー

ドしていくことをより一層期待したいという意見があった。

弁護人の主張明示義務をめぐる問題については、法律上の義務の問題と迅速化のためのベターブラクテ

ィスの問題とは区別する必要があり、後者については立場の違いを超えて共通認識を得ることは難しい以

上、前者を基準に考えるべきである、法律上の義務の範囲については更に議論を深めていくことが求めら

れる、事案ごとに、審理計画への影響の有無という観点からは公判前整理手続段階でどこまで弁護人が主

張を明示する必要があるのかを具体的に議論し、法曹三者の相互理解を深める意義はある、事件類型に応

じて主張明示義務の範囲について共通理解を形成していくことも考えられるのではないかという意見が

あった。

また、立場の違いから生じる対立点を乗り越えることは難しいが、証拠の開示や統合捜査報告書の作成

等の作業において、柔軟な対応がされなかったり、当事者間のコミュニケーション不足等の問題によって

円滑に進められていない現状にあることから、こういった作業を円滑に進められれば迅速化に資するので

はないかという意見があった。

3 公判前整理手続の充実・迅速化に向けた方策等について

振り返りの会等の個々の事件を通じた振り返りの中で公判前整理手続の長期化についてもテーマとし

て取り上げて議論を深め、その経験を裁判所・検察庁・弁護士会で共有していく必要があるという意見が

あった。

4 その他

客観的証拠の増加といった事件内容の変化に対応するためには、事件処理に必要な法曹三者の体制面の

問題や被告人と十分に証拠を検討するための環境の整備を指摘する意見のほか、統合捜査報告書ではなく

原証拠を抄本化して取り調べる工夫があるのではないかという意見があった。
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後今 に向けてのの検討列
■■■

■■

今回の実情調杳によっても、これまでの実情調査と同様、公判前整理手続の長期化については、客観的証

拠の増加を含めた事件内容の変化があることに加え、当事者の訴訟活動や裁判所の訴訟指揮の問題が複合的

に影響を及ぼしていることがうかがわれた。これまでの報告書で指摘されているとおり、事件内容の変化と

いったいわば外在的な要因がある中で公判前整理手続の長期化に対処するためには、当事者の訴訟活動や裁

判所の訴訟指揮を見直していく必要がある。

しかし、当事者の訴訟活動や裁判所の訴訟指揮の在り方については、それぞれ立場が異なっている法曹三

者間で共通認識が得られていないことがうかがわれた。公判前整理手続において何をどの程度詳細に整理す

べきか、裁判所と当事者の役割分担はどうあるべきかといった、公判前整理手続の運用の基礎となるべき点

については、法曹三者で共通認識を形成すべく努力を継続していく必要があり、そのような議論を踏まえた

新たなプラクティスを見出していくことが不可欠である。

この点、前回の報告書において、個々の裁半ll員裁判が終了した際に行われる振り返りの会や法曹三者間で

定期的に開催される研究会等で公判前整理手続の在り方や長期化の問題について議論することが有用である

と指摘されたところであるが、今回の実情調査においては、振り返りの会について、公判段階での訴訟活動

に関する話題が主になっており、公判前整理手続について深まりのある議論がされているわけではなく、法

曹三者による研究会等については、コロナ禍の影響も未だ残っており、従前ほど議論が活発に行われている

とまではいえない現状がうかがわれた。刑事裁判の基本原則である当事者追行主義の下、公判前整理手続に

おける争点及び証拠の整理は当事者間で主体的にｲ丁われるべきものであり、具体的事件において公判前整理

手続に携わる検察官及び弁護人としては、手続を円滑に進められるよう、より密接なコミュニケーションを

とって互いの認識の齪酷を解消していくことが望まれる。そして、裁判所においても、手続を適切にコント

ロールしていく姿勢が求められる《
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家庭裁判所における

家事事件及び人事訴訟事件の

概況及び実情等
I



E ．事事件の概況家 件の

家事事件全体の概況

ロ
Ⅱ

一 両

〆家事事件 のうち別表第_審判事件の新受件数は､前回とほぼ同様に､主として､相続放棄申述受愚
事件、後見等監督処分事件等の増加の影響で増加傾向にある。

別表第二事件について、新受件数は、調停事件を中心におおむね高止まり状態にある。審判事件の平

均審理期間については、緩やかに長期化していたが、令和6年は短縮した。調停事件の平均審理期間に

ついては、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響により令和2年に大きく長期化し、以後は令和

5年に若干短縮したものの、令和6年は横ばいとなっている。審理期間別の既済件数及び事件割合を見

ると、前回と比較して、審理期間が6月以内の事件の割合が若干増加している。令和4年にそれまでの

平均審理期間の長期化傾向が一段落した要因としては、新型コロナウイルス感染症の感染拡大等の影響

が落ち着いたことのほか、同感染症の感染拡大を契機として各家庭裁判所において行われている調停運

営改善の取組の効果が現れてきたことが考えられる。

一般調停事件については、新受件数がおおむね減少傾向にある中、平均審理期間については、令和3

年までは長期化傾向にあったが、令和4年には減少に転じ、以後はおおむね横ばいとなっている。審理

期間別の既済件数及び事件割合を見ると、前回と比較して、審理期間が6月以内の事件の割合が若干減

少している。令和3年までの傾向については、前回と同様、相対的に平均審理期間が短い傾向にある取

下げで終局した事件の割合が減少していることに加え、婚姻費用分担事件の増加傾向（多くの婚姻費用

分担事件は、夫婦関係調整調停事件と並行して審理され、婚姻費用分担事件の解決が優先されたり、離

婚・婚姻費用のいずれの問題を先に取り上げるかということ自体で手続が紛糾したりするなどして、離

婚条件等の実質的協議に入る時期が遅れるなどの影響が生じ得る。）が影響しているのではないかと考

えられる。他方で、令和4年に平均審理期間が短縮に転じた要因としては、新型コロナウイルス感染症

の感染拡大等の影響が落ち着いたことのほか、同感染症の感染拡大を契機として各家庭裁判所において

行われている調停運営改善の取組の効果が現れてきたことが考えられる。

終局区分別の既済件数及び事件割合については、前回から大きな変化は見られないものの、別表第二

調停事件についての「それ以外の事由」で終局した事件の割合が、前回（167％）より1．4％増加して

18．1％となっており、一般調停事件についての「それ以外の事由」で終局した事件の割合が、前回

（15.7％）より1．1％増加して16．8％となっている。これは、前回指摘されているとおり、主として、

ご停に代わる審判で終局した事件の影響によるものと思われる。 ノ

h

I

’本報告書で取り上げる｢家事事件｣は、家事事件手続法別表第一に掲げる事項についての審半ll事件(以下｢別表第一審判事件」
という。）、別表第二に掲げる事項についての審判事件(以下｢別表第二審判事件｣という。）、別表第二に掲げる事項についての

調停事件(以下｢別表第二調停事件｣という。）及び別表第二に掲げる事項以外の事項についての調停事件(以下｢一般調停事
件｣という。）である｡別表第二審判事件と別表第二調停事件を併せて｢別表第二事件｣という。

なお、本報告書で取り上げる事件には、家事審判法が適用された事件も含まれているが､便宜上、そうした事件も含めて、「別表
第一審判事件｣、「別表第二審判事件｣又は｢別表第二調停事件｣という呼称を用いることとする｡また、以下、本章において単に
「調停｣という場合には、家事調停を指すものとする。
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○ 別表第一審判事件

別表第一審判事件の新受件数及び平均審理期間の推移は【図1】のとおりであり、令和6年における既

済件数及び平均審理期間は【表2】のとおりである。

令和6年の新受件数（102万0157件）は、前回(95 " 4573件）より6. 9%増加しており、増加傾向は続

いている。こうした増加傾向の主な要因は、相続放棄申述受理事件の新受件数が、前回の26万0497件から

30万8753件に増加したことに加え、後見等監督処分事件と後見人等に対する報酬付与事件を合計した新受

件数が、前回の36万6654件から37万8162件に増加したことにあり、これには、高齢化のほか、相続放棄

申述受理事件については、法改正により令和6年4月1日より相続登記の申請が義務化されたこと等の影響

もあると思われ、後見関係事件については、これまで指摘されているとおり、成年後見制度の利用者数が累

積的に増加していること等が影響していると思われる（第9回報告書153頁、第10回報告書180頁参照)。

【図1】新受件数及び平均審理期間の推移(別表第一審判事件）
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別表第一審半|｣事件の既済件数は、家事事件全体の8割以上を占めており、その平均審理期間が1.0月と短

期間である傾向に変化は見られない（第10回報告耆180頁【表2】参照）。

【表2】家事事件の既済件数及び平均審理期間

I
別表第一

審判事件

別表第二

調停事件

別表第二

審判事件
事件の種類 一般調停事件

既済件数 1,018,7051,018,705 21，736 80.730 47,433

平均審理期間(月） 6．51.01.0 6.0 7．6

月以内に終局している審理期間別の既済件数及び事件割合は【表3】のとおりであり、大半の事件が6

という傾向に変化は見られない（第10回報告書181頁【表3】参照）。

【表3】家事事件の審理期間別の既済件数及び事件割合
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終局区分別の既済件数及び事件割合は【表4】のとおりであり、認容で終局したものが97．5％で、他の

終局区分の割合が非常に少ないことは、前回と同様の傾向である（第10回報告書181頁【表4】参照）。

【表4】家事事件の終局区分別の既済件数及び事件割合
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○ 別表第二事件

令和6年における別表第二事件の既済件数及び平均審理期間は【表2】のとおりであり、新受件数及び

平均審理期間の推移は【図5】のとおりである。

【図5】新受件数及び平均審理期間の推移(別表第二事件）
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調停事件の新受件数は、ここ10年間はおおむね8万件前後で推移し、令和6年は前回（7万7054件）よ

り増加し8万1191件となったが、長期的にみて高|kまり状態にある。審半|｣事件の新受件数は、令和2年ま

で2万件前後で推移していたところ、令和3年（2万3016件）に増加したが、その後はおおむね高止まり

状態にあり、令和6年は2万2072件であった。平均審理期間2について見ると、調停事件は、平成27年

（5.7月）から令和元年（6.7月）にかけて増加傾向にあったが、令和2年に大幅に増加して7．5月とな

り、令和3年及び令和4年は7．7月、令和5年及び令和6年は7．6月であった3．令和2年の長期化の背景

には、同年の新型コロナウイルス感染症の感染拡大及び緊急事態宣言の発出並びにこれらに伴う裁fl1所業務

の縮小の影響もあるものと思われるところ、令和4年にそれまでの平均審理期間の長期化傾向が一段落し、

2本項において､別表第二審判事件の審理期間とは、審判事件として係属した時(審判事件として申立てがあった時､調停が不成

立になって審判移行した時等)から審判事件として終局した時までを指す(調停事件についても同様である。）。この点、V. 1. 2.

1以降と異なる統計処理がされているので(後掲V.1.2. 1【図10】の注記参照)、注意されたい。

3なお、未済事件の平均係属期間は、平成26年以降5 6月から7 3月の間で推移している(未済事件の平均係属期間の令和5
年までの推移については、最高裁判所事務総局家庭局｢家庭裁判所事件の概況(1)－家事事件一｣法曹時報第76巻第12号
96頁第20表参照)。
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令和5年以降に若干短縮している要因としては、同感染症の感染拡大等の影響が落ち着いたことのほか、同

感染症の感染拡大を契機として各家庭裁判所において行われている調停運営改善の取組（第9回報告書196

頁、198頁、第10回報告書223頁、224頁参照）の効果が現れてきたことが考えられる。一方、審判事件

も、平成27年以降緩やかに長期化し、令和5年の平均審理期間は6．3月となったが、令和6年は減少して

6.0月となった4．

審理期間別の既済件数及び事件割合は【表3】のとおりであり、審理期間が6月以内の事件の割合（審

判事件で68．0％、調停事件で55．6％）は、審判事件では前回（67.2％）より0．8％増加し、調停事件では

前回（55.4％）より0. 2%増加している。また、審理期間が1年を超える事件の割合（審判事件で9. 8%、

調停事件で16．0％）は、審判事件では前回(10. 3%)より0. 5%減少し、調停事件では前回(16. 4%)より

0.4％減少している。（第10回報告書181頁【表3】参照）

終局区分別の既済件数及び事件割合は【表4】のとおりである。調停事件について、調停成立で終局し

た事件の割合(50. 0%)は前回(50. 6%)より減少し、調停不成立で終局した事件の割合(14. 6%)は前回

（14.8％）より若干減少し、取下げで終局した事件の割合（17.2％）は前回（17.9％）より減少している。

他方、それ以外の事由で終局した事件の害'l合(18. 1%)が前回(16. 7%)より1. 4%増加しているが、これ

が、主として調停に代わる審判で終局した事件の増加によると思われることは、前回までに指摘されている

とおりである56。（第8回報告書109頁【表4】、110頁、第9回報告書155頁【表4】、157頁、第10回報

告書181頁【表4】、183頁参照）

4なお､未済事件の平均係属期間は､平成26年に6．7月であったが､令和5年には6 4月となっている(未済事件の平均係属期
間の令和5年までの推移については､最高裁判所事務総局家庭局脚注3．86頁第9表参照)。

5令和5年の既済事件(別表第二調停事件)のうち、11 3％が調停に代わる審判により終局している(最高裁判所事務総局家庭
局脚注3．92頁第14表参照)(令和3年は10．0％)(第10回報告書183頁脚注6参照)。

6審判事件で｢それ以外｣による終局が多いのは､審判事件として審理している中で合意形成がされ､事件が調停に付されて調停
成立となり､審判事件が当然終了する場合が一定数あるためである。
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○ 一般調停事件

令和6年における一般調停事件の既済件数及び平均審理期間は【表2】のとおりであり、新受件数及び

平均審理期間の推移は【図6】のとおりである。

【図6】新受件数及び平均審理期間の推移(一般調停事件）
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一般調停事件（その大部分を夫婦関係調整調停事件が占める7｡）の新受件数は、平成27年以降、おおむ

ね減少傾向が続いていたが、令和5年以降、緩やかな増加傾向に転じている。平均審理期間は、令和元年

（5.7月）まで緩やかに増加していたところ、令和2年に6．7月、令和3年に6．8月と大きく増加したが、

令和4年に6．5月に減少し、以後横ばいとなっている。なお、未済事件の平均係属期間も、平成26年（4.2

月）から令和元年（4.7月）まで緩やかに増加した後、令和2年（5.9月）に大幅に増加し、令和4年及び

令和5年は5．7月となっているso

審理期間別の既済件数及び事件害'l合は【表3】のとおりであり、審理期間が6月以内の事件の割合

（62.3％）は前回（63.0％）より0．7％減少しており、審理期間が1年を超える事件の害'1合(11. 4%)は、

前回(11. 2%)より0. 2%増加している。（第10回報告耆181頁【表3】参照）

終局区分別の既済件数及び事件割合は【表4】のとおりであり、調停成立で終局した事件の割合

（38.4％）は前回（39.3％）より減少した一方で、調停不成立で終局した事件の害||合（29.0％）は前回

（28.2％）より増加し、取下げで終局した事件の割合(15. 8%)は前回(16. 8%)より減少した。なお、そ

夫婦関係調整調停事件の新受件数は、令和5年において3万7674件､令和6年において3万8281 件である(なお、司法統計

では､夫婦関係調整調停事件を｢婚姻中の夫婦間の事件｣と表記している。）。

未済事件の平均係属期間の令和5年までの推移については、最高裁判所事務総局家庭局脚注3．96頁第20表参照
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れ以外の事由で終局した事件の割合(16.8%)が前回(15. 7%)より1. 1%増加しているが、これは、主と

して、調停に代わる審半llで終局した事件の影響によると思われる9。（第10回報告書181頁【表4】参照）

一般調停事件の平均審理期間が令和元年まで緩やかな長期化傾向にあったことについては、相対的に平

均審理期間が短い傾向にある取下げで終局した事件の害'|合が減少していること（【図7】参照）に加え、婚

姻費用分担事件が増加傾向にあること（多くの婚姻費用分担事件は、夫婦関係調整調停事件と並行して審理

され、婚姻費用分担事件の解決が優先されたり、離婚・婚姻費用のいずれの問題を先に取り上げるかという

こと自体で手続が紛糾したりするなどして、離婚条件等の実質的協議に入る時期が遅れるなどの影響が生じ

得る｡）が影響していると考えられることは、前回までと同様である。（第9回報告耆158頁、第10回報告

= 184頁参照）

また、平均審理期間が令和2年に大幅に長期化したところ、その要因は新姻コロナウイルス感染症の感

染拡人の影響によるものと考えられ、他方、平均審理期間が令和4年に短縮に転じた要因としては、新型コ

ロナウイルス感染症の感染拡大等の影響が落ち着いたことのほか、同感染症の感染拡大を契機として各家庭

裁判所において行われている調停運営改善の取組（第9向報告書196頁、198頁参照、第10向報告書223

頁、224頁参照）の効果が現れてきたことが考えられる。

【図7】一般調停事件の終局区分別割合の推移
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9令和5年の既済事件(一般調停事件)のうち、106％が調停に代わる審判により終局している(最高裁判所事務総局家庭局脚
注3．92頁第14表参照)(令和4年は9 7％)。調停に代わる審判により終局している一般調停事件の割合が増加している一因
として、家事調停手続におけるウェブ会議について令和3年12月以降順次運用を拡大してきたところ､離婚調停についてウェブ
会議では調停を成立させることができないため(なお、法改正により令和7年3月1日以降可能となった｡）、ウェブ会議において事
実上当事者間に合意が整った場合に、調停に代わる審判をする運用がなされてきたこと等の影響が考えられる。
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一般調停事件の中で大部分を占める夫婦関係調整調停事件の終局区分別の平均審理期間は【図8】のと

おりである。終局事件全体の平均審理期間は、令和元年（5.9月）まで緩やかな増加傾向にあり、令和2年

（6.9月）に大幅に増加した後、令和4年（6.7月）に若干減少し、その後はおおむね横ばいとなっている

（令和6年は6．8月）。その推移の傾向は一般調停事件とほぼ同様であり、考えられる要因も一般調停事ｲﾉ’

と同様に考えられる。

【図8】夫婦関係調整調停事件における終局区分別の平均審理期間の推移
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夫婦関係調整調停事件の平均期日回数及び平均期日間隔の推移は【図9】」0のとおりである。平均期日回

数は、令和2年に減少したものの全体として緩やかな増加傾向にあり、他力で、平均期日間隔は、令和2年

に大幅に増加し(2. 1月）、その後令和4年(1. 9月）にかけて減少したものの、以後は横ばいとなっている。

この10年間の推移を見ると、平均期日間隔の長期化の方が平均期日回数の増加よりも目立っており、この

平均期日間隔の長期化が、平均審理期間の長期化の主たる要因になっているものと思われる。また、令和2

年に平均期日回数が減少し、平均期日間隔が大幅に長期化した要因は、新型コロナウイルス感染症の感染拡

大の影響によるものと考えられ、他方で、平均期日期間が令和4年に短縮に転じた要因としては、新型コロ

ナウイルス感染症の感染拡大の影響が落ち着いたことが考えられる。

【図9】平均期日回数及び平均期日間隔の推移(夫婦関係調整調停事件）
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※ 平均期日間隔は、平均審理期間を平均期日回数で除した数値である。

※ 端数処理の関係で､表示された数値が同一となることがある。

旧図9については、各家庭裁判所において令和6年度以降本格的に期日間隔短縮の取組が進められてきた状況等(実情調査にお
ける取組状況につき186頁参照、統計も踏まえた今後に向けての検討課題等につき192頁参照)を踏まえ、第11回報告書か
ら新たに挿入したものである。なお、ここでの平均期日間隔は、期日外で取下げ等により終局した事件分も含めた審理期間の平
均値を、実際に行われた期日回数(例えば､期日を実施することなく取下げのみで終局した事件はOとなる。）の平均値で除して
算出しているため､実際の期日間隔よりも長めの数値が出ていると思われることに注意を要する。
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個別の事件類型の概況1． 2

1．2．1 遺産分割事件

雨〆高齢化の影響等により新受件数(審判+調停)は近年増加傾向が目立っている｡平均審理期間
は、令和元年までの数年間で見れば12月を下回る水準で推移していたところ、令和2年に前年と比

較して大きく長期化したが、令和4年以降は緩やかな短縮傾向にある。令和4年から平均審理期間

が短縮に転じた要因としては、前掲V.1.1で指摘したのと同様に、新型コロナウイルス感染症

の感染拡大等の影響が落ち着いたことのほか、同感染症の感染拡大を契機として各家庭裁判所にお

いて行われている調停運営改善の取組の効果が現れてきたことが考えられる。審理期間別の既済件

数及び事件割合を見ても、前回と比較して、審理期間が6月以内の事件の割合が増加し、1年を超

える事件の割合は減少している。また、平均期日回数は前回より若干減少しており、平均期日間隔

も前回より若干短縮している。′

調停に代わる審判で終局した事件の割合は、前回（29 2％）より増加して31 3％となっており、

前回と比べても、他の事件類型と比べても、調停に代わる審判が更に積極的に活用されている。

手続代理人弁護士の関与がある事件数は、長期的にみて増加傾向にある。

、平均当事者数については､前回から大きな変化は見られない。 一

ｒ
ｒ
ｒ

ノ

新受件数（審判十調停）及び平均審理期間の推移は【図10】のとおりである。

【図10】新受件数(審判十調停)及び平均審理期間の推移(遺産分割事件）
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※ 本図における平均審理期間は、審判、調停の両手続を経た事件(例えば､調停が不成立になり審判移行した事件､あ

るいは審判申立て後に調停に付された事件)についても、これらを通じて1件と扱って計上した数値である(本項におけ

る既済事件のデータは全て同様である。）。これに対し､本図における新受件数は､調停としての係属と審判としての

係属を別個に見た数値であり、例えば調停事件が不成立となって審判移行した場合には、審判事件の新受事件が1件

増える扱いとなる前提がとられている。
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新受件数は、高齢化の影響等により近年は増加傾|hlが目立っておりにあり、令和6年は前回(1万6687

件）より約17%増加し、1万9550件となった。

令和6年における平均審理期間は【図l1】のとおり12. 1月で、前回(12, 9月）から0.8月減少している

ものの、前回と同様、民事第一審訴訟事件の平均審理期間と比べて長くなっている（第10回報告耆188頁

【図10】参照）。平均審理期間は、令和元年までの数年間で見れば、【図10】のとおり、12月を下回る水

準で推移していたが、令和2年に前年と比較して大きく増加し、12月を上回ったが!'、令和4年に減少に転

じ、以降は緩やかな減少傾向にある。令和4年から平均審理期間が短縮に転じた要因としては、新型コロナ

ウイルス感染症の感染拡大等の影響が落ち着いたことのほか、同感染症の感染拡大を契機として各家庭裁半ll

所において行われている調停運営改善の取組（第9回報告耆196頁、198頁参照、第10回報告書223頁、

224頁参照）の効果が現れてきたことが考えられる。

平均審理期間(遺産分割事件及び民事第一審訴訟事件）【図11】

（月）
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民事第一審訴訟遺産分割事件

【表12】審理期間別の既済件数及び事件割合
（遺産分割事件及び民事第一審訴訟事件）

審理期間別の既済件数及び事件割合は【表

12】のとおりである。審理期間が6月以内の事

件の害||合が前回（32.8％）より増加して34．9％

となり、1年を超える事件の割合も前回

(35. 0%)より減少して32. 5%となった（第10

回報告書188頁【表11】参照）。

遺産分割

事件

民事第一審

訴訟

Ｉ

事件の種類

一個
０７３９

昏鋳４
７３５１

………一F患玉宅司もざ一己…己…‐辛品、~

既済件数

平均審理期間(月） 9.212．1

80,923

581％

24,870

17．8％

22，960

16．5％

‘7,089

5.1％

3，528

2.5％

5,361

34.9％

5，016

32．6％

3，575

23．2％

958

62％

469

3.0％

6月以内

6月超1年以内

1年超2年以内

2年超3年以内

3年を超える

'’これは、令和2年の新型コロナウイルス感染症の感染拡大及び緊急事態宣言の発出並びにこれらに伴う裁判所業務の縮小の影
響もあるものと思われる。
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【表13】終局区分別の既済件数及び事件割合

（遺産分割事件）

終局区分別の既済件数及び事件割合は【表13】

のとおりである。調停成立で終局した事件の割合

(44. 1%)は、前回と同様であり、審判（認容、

却下、分割禁止）により終局した事件の割合は、

前回（9.5％）より減少して8．0％となった。ま

た、調停に代わる審判で終局した事件の割合は、

前回（29.2％）より増加して31. 3%となったが、

これは、婚姻関係事件や子の監護事件といった他

の事件類型よりもかなり高い害'l合であり（後掲

V. 1.2.2【表24】、後掲V. 1.2.3

【表32】参照）、遺産分割事件において、簡易迅

速な紛争解決手段として調停に代わる審判が更に

積極的に活用されていることがうかがわれる。

（第10回報告書189頁【表12】参照）

6,776

44.1％

214

1.4％

4,817

31.3％

2,289

14.9％

45

0.3％

調停成立

調停をしない
－

調停に代わる審判

取下げ

当然終了

1,198

7．8％

27

0.2％

13

0.08％

認容

却下

亜

分割禁止

当事者数の推移は【図14】のとおりであり、平均当事者数は4．7人前後で推移している。

【図14】当事者数の推移(遺産分割事件）
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遺産分割事件における手続代理人弁護士関与率及び平均審理期間の推移は【図15】のとおりである。当

事者のいずれかに手続代理人弁護士が関与した事件の割合は、長らく6 ='l台で推移していたが、15年ほど

前から増加傾向にあり、平成30年頃からは80%前後で高止まりしているものの、手続代理人弁護士閼与率

の高い事件類型であるということができる。なお、手続代理人弁護士の関与がある事件の方が、その関与が

ない事件よりも平均審理期間が長いという傾向に変化はない。（第10回報告書190頁【図14】参照）

【図15】手続代理人弁護士関与率及び平均審理期間の推移(遣産分割事件）
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【表16】平均期日回数及び平均期日間隔
（遺産分割事件）

平均期日回数及び平均期日間隔は【表16】

のとおりである。平均期日回数（5.1回）

（そのほとんどが調停期日である。） は、前

回（5.2回）から若干減少しており、平均期

日間隔（2.4月）も前回（2.5月）から若干減

少している。（第10回報告書191頁【表15】

参照）。
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園
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遺産分割事件事件の種類

蕊蕊蕊溺

平均期日回数 5．1

平均調停期日回数 4．7

平均審判期日回数 0．4

24平均期日間隔(月）

※ 平均期日間隔は、平均審理期間を平均期日回数で除した数値

である。

※ 端数処理の関係で、平均調停期日回数と平均審判期日回数の

合計は､全体の平均期日回数とは必ずしも一致しない。
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【表17】調査命令の有無別の既済件数及び事件

割合(遺産分割事件）

遺産分割事件に係る調査命令の有無別の既

済件数及び事件割合は【表17】のとおりであ

り、調杳命令のあった事件の割合が前回

（2.8％）より若干増加して3．0％となってい

る（第10回報告書191頁【表16】参照）。

禦

霞蕊
467

調
査
命
令

あり
3.0％

議鳶鶴
14．912

なし
97.0％
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1．2．2 婚姻関係事件12

〆薪薑件数(審判+調停)は近年減少傾向にあったものの､令和5年以降緩やかな増加傾向に転入
ており、依然として高水準にある。平均審理期間は、平成27年以降、長期化傾向にあり、令和2年

に大幅に長期化したが、令和4年は前年から短縮し、以後は横ばいとなっている。この長期化傾向

に関連する事情として、前掲V.1.1で指摘したのと同様に、相対的に平均審理期間が短い傾向

にある取下げで終局した事件の割合が減少していることや、婚姻費用分担事件の増加傾向（多くの

婚姻費用分担事件は、夫婦関係調整調停事件と並行して審理され、婚姻費用分担事件の解決が優先

されたり、離婚・婚姻費用のいずれの問題を先に取り上げるかということ自体で手続が紛糾したり

するなどして、離婚条件等の実質的協議に入る時期が遅れるなどの影響が生じ得る。）が挙げられ

るとともに、手続代理人弁護士関与率の増加が事件の困難化傾向を示唆していると考えられるこ

と、令和2年の大幅な長期化は新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響によるものと考えられ

ることは、これまでと同様である。他方で、令和4年に平均審理期間が短縮に転じ、その後も横ば

いとなっている要因としては、前掲V.1.1で指摘したのと同様に、新型コロナウイルス感染症

の感染拡大等の影響が落ち着いたことのほか、同感染症の感染拡大を契機として各家庭裁判所にお

いて行われている調停運営改善の取組の効果が現れてきたことが考えられる。なお、平均期日回数

（3.6回）については、前回と同様である一方で、平均期日間隔は、前回（2.0月）より若干減少し

て19月となった。

なお、調停に代わる審判で終局した事件の割合は、前回（9 4％）より増加して11 0％となっ

暗．また､調査命令のあった事件の割合は､前回('‘'蝿)より減少して'38%となった。 ノ

'2婚姻関係事件には、一般調停事件に分類される夫婦関係調整調停事件､別表第二事件に分類される婚姻費用分担事件、離
婚後の財産分与事件、請求すべき按分割合に関する処分(離婚後の年金分害||)事件等が含まれる。
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新受件数（審判十調停）及び平均審理期間の推移は【凶18】のとおりである､

令和元年以降、新受件数は減少傾向にあったが、令和5年以降、緩やかな増加傾向に転じ、令和6年は

6万9103件となっている。

【図18】新受件数(審判十調停)及び平均審理期間の推移(婚姻関係事件）
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※ 本図における平均審理期間は､審判、調停の両手続を経た事件(例えば､調停が不成立になり審判移行した事件､あ

るいは審判申立て後に調停に付された事件)についても、これらを通じて1件と扱って計上した数値である(本項におけ

る既済事件のデータは全て同様である｡）。これに対し､本図における新受件数は､調停としての係属と審判としての

係属を別個に見た数値であり､例えば調停事件が不成立となって審判移行した場合には､審判事件の新受事件が1件

増える扱いとなる前提がとられている。

【表19】既済件数及び平均審理期間

（婚姻関係事件）

平均審理期間は【図18】及び【表19】のとお

り、平成27年以降長期化傾向にあり、令和2年

（7.0月）に大幅に増加したが、令和4年（6.9

月）には前年（7.2月）から減少し、令和5年及

び令和6年はおおむね同様の7．0月であった。

【表20】審理期間別の既済件数及び事件割合

（婚姻関係事件）

審理期間別の既済件数及び事件割合は【表20】

のとおりであり、審理期間が6月以内の事件の割

合が前回（58.8％）より若干減少して58．4％とな

り、6月を超え1年以内の事件の割合は前回

（28.3％）より若干増加して28．6％になり、1年

を超える事件の割合は13. 0%と前回(12. 9%)と

ほぼ同様であった（第10回報告書193頁【表19】

参照）。 既済事件の審理期間別事件割合の推移は

【図21】のとおりであり、近年、審理期間が6月

以内の事件の割合が減少傾向にある一方で、1年

を超える事件、特に1年を超え2年以内の事件の

割合が増加傾向にあったが、令和3年以降、審理卜

36,650

58．4％

17，962

28．6％

7,304

11．6％

719

1.1％

6月以内

6月超1年以内

1年超2年以内

2年超3年以内2年超3年以内

136

0．2％
3年を超える

二〕たが、令和3年以降、審理期間が6 月以内の事件の割合が増加に転じ、その後はおお

『
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むね同様の割合で推移している。

【図21】既済事件の審理期間別事件割合の推移(婚姻関係事件）
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なお、婚姻関係事件の平均審理期間が令和3年まで長期化する傾向にあったことと関連して、夫婦関係

調整調停事件について前述した（前掲V"1. 1参照）のと同様に、【図22】及び【図23】のとおり、相

対的に平均審理期間が短い傾向にある取下げで終局した事件の害'1合が減少傾向にあることのほか、婚姻費用

分担事件が増加傾向にあること!3（多くの婚姻費用分担事件は、夫婦関係調整調停事件と並行して審理され、

婚姻費用分担事件の解決が優先されたり、離婚・婚姻費用のいずれの問題を先に取り上げるかということ自

体で手続が紛糾したりするなどして、離婚条件等の実質的協議に入る時期が遅れるなどの影響が生じ得る｡）

が影響していると考えられることは、これまでと同様である。（第9回報告書167頁、第10回報告耆194頁

参照）

他方で、令和4年に平均審理期間が短縮に転じ、その後もおおむね横ばいとなっている要因としては、

前述したとおり（前掲V.1.1参照）、新型コロナウイルス感染症の感染拡大等の影響が落ち着いたこと

のほか、同感染症の感染拡大を契機として各家庭裁判所においてｲｰ丁われている調停運営改善の取組（第9回

報告書196頁、198頁、第1O回報告書223頁、224貞参照）の効果が現れてきたことが考えられる。

【図22】終局区分別事件割合の推移(婚姻関係事件）
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'3婚姻費用分担事件の新受件数は､平成26年において､審半l1事件3,476件､調停事件1万8570件(合計2万2046件)であ

り､令和5年において､審判事件3,945件､調停事件2万1574件(合計2万5519件)である(最高裁判所事務総局家庭局

脚注3．81頁第4表、88頁第12表参照)。なお、審半llの申立てがあっても、多くの場合には、調停に付されて進められているも

のと思われる。
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【図23】終局区分別の平均審理期間の推移(婚姻関係事件）

(月）

8．0

’

今
ｏ
Ｌ

７
Ｊ

池
◆

7．0

6.0

50

4．0

3．0

2．0

1.0

令和

4年

和
年

く
わ
５

和
年

く
わ
６

和
年

く
わ
３

平成

30年

令和

2年

平成

29年

令和

元年

平成

27年

平成

28年
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1表24】終局区分別の既済件数及び事件割合は【表24】のと

おりである。調停成立で終局した事件の割合は、前回

（46.8％）より減少して46．0％となった。調停不成立

で終局した事件の害||合は、前回(16. 9%)より若干増

加して17. 1%、認容又は却下の審判で終局した事件の

割合は、前回（8.3％）とほぼ同様の8．1％、取 ﾄげで

終局した事件の割合は、前回(17. 6%)より減少して

16. 4%となった。調停に代わる審判により終局した事

件の割合は、前回（9.4％）より増加して11. 0%とな

った。（第10回報告言196頁【表23】参照）

28,885

46．0％

10，712

17．1％

448

0.7％

6，905

11．0％

10，325

16．4％

194

0.3％
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【表25】平均期日回数及び平均期日間隔

（婚姻関係事件）

平均期日回数及び平均期日間隔は【表25】のとお

りであり、平均期日回数（3.6回）（そのほとんどが

調停期日である。）は、前回と同様である。平均期

日間隔(1. 9月）は、前回(2. 0月）よりも若T減少 事件の種類

(第10回報告書197頁【表24】参照）している

平均期日回数 3．6

平均調停期日回数

平均審判期日回数

3.5

0．1

平均期日間隔(月） 1.9

平均期日間隔は、平均審理期間を平均期日回数で除し

た数値である。

端数処理の関係で､平均調停期日回数と平均審判期日

回数の合計は、全体の平均期日回数とは必ずしも一致

※

※

しない。
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手続代理人弁護士関与率及び平均審理期間の推移は【図26】のとおりであり、ここ数年、手続代理人弁

護士の関与がある事件の割合は増加している（当事者の双力又はいずれか一方に手続代理人弁護士の関与が

ある事件の割合は、令和2年以降は6割を超えている。）。当事者の双方に手続代理人弁護士の関与がある

事件の平均審理期間は、当事者のいずれかに手続代理人弁護士の関与がある事件の平均審理期間を上11 11り、

また、当事者のいずれかに手続代理人弁護十青の関与がある事件の平均審理期間は、当事者のいずれにも手続

代理人弁護士の関与がない事件の平均審理期間を上回ることから、手続代理人弁護士の関与が増えたことと

平均審理期間が長期化する傾向にあることは相関しているといえ、手続代理人弁護士関与率の増加が、事件

の困難化傾向を示唆しているものとも考えられる。

【図26】手続代理人弁護士関与率及び平均審理期間の推移(婚姻関係事件）
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【表27】調査命令の有無別の既済件数及び事件割合
（婚姻関係事件）

調査命令の有無別の既済件数及び事件割合

は【表27】のとおりであり、調査命令のあっ

た事件の割合(13. 8%)は、前回(16. 1%)

より減少した（第10回報告書198頁【表26】

参照）。 事件別の調査命令の有無別の事件割

合を見ると、令和6年の婚姻費用分担事件で

調査命令のあった事件の割合（5.2％）は、寺

調停事件で調査命令のあった事件の割合(19

8，637

13．8Q6

54，134

86.20b

調
査
命
令

あり

なし

、令和4年（8.0％）より2．8％減少し、令和6年の夫婦関係調整

(19. 8%)も、令和4年(22. 0%)より2. 2%減少している。
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1．2．3 子の監護事件14
＝

〆新受件数(審判+調停)は､令和3年に大幅に増加し､令和4年は大幅に減少したものの､長期練
に見ると緩やかな増加傾向にある。他方で、平均審理期間は一貫して長期化傾向にあったが、令和6

年は若干短縮した。長期化傾向の要因として、養育費請求事件等と比べて審理が長期化する傾向があ

る面会交流、子の監護者の指定及び子の引渡しの各事件が増加傾向にあることが挙げられることは、

前回と同様であるが、令和6年に平均審理期間が短縮に転じた要因としては、前掲V.1.1で指摘

したのと同様に、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響が落ち着いたことのほか、同感染症の

感染拡大を契機として各家庭裁判所において行われている調停運営改善の取組の効果が現れてきたこ

とが考えられる。平均審理期間の短縮に伴い、6月以内に終局した事件の割合は、前回（48.9％）か

ら増加して49．9％となり、1年を超える事件の割合は、前回（19.8％）から減少して19．0％となっ

た。平均期日回数は前回と同様の4．1回で、平均期日間隔も前回と同様の2．1月であった。

調停に代わる審判で終局した事件の割合は、前回と同様の7．1％であったほか、調査命令のあった

ぐ件の割合は前回("1%)より減少して"‘輪となった。 ノ
k

h

新受件数（審判十調停）及び平均審理期間の推移は【図28】のとおりである。

【図28】新受件数(審判十調停)及び平均審理期間の推移(子の監護事件）

０
０

０
０

０
０

０
０

０
０

０
０

０
０

０
０

０
０

０
０

０
０

０
０

０
０

０
０

０
０

０
０

０
０

５
０

５
０

５
０

５
０

５
．

０
５

５
５

４
４

３
３

２
２

１
１

9.0

98 平
均
審
理
期
間
（
月
）

０
０

０

８
７

６

新
受
件
数
（
件
）

6.0 －』6．2

5.0

40

3.0

平成

27年

平成

28年

平成

29年

平成

30年

令和

元年

令和

2年

和
年

今
祠
Ｑ
）

令和

4年

令和

5年

令和

6年

※ 本図における平均審理期間は､審判、調停の両手続を経た事件(例えば､調停が不成立になり審判移行した事件､あ

るいは審半|｣申立て後に調停に付された事件)についても、これらを通じて1件と扱って計上した数値である(本項におけ

る既済事件のデータは全て同様である。）。これに対し､本図における新受件数は､調停としての係属と審判としての

係属を別個に見た数値であり､例えば調停事件が不成立となって審判移行した場合には､審判事件の新受事件が1件

増える扱いとなる前提がとられている。

'4子の監護事件には､養育費請求事件等(養育費請求事件及び未成年者の扶養料請求事件)のほか、子の監護者の指定事件、

子の引渡し事件､面会交流事件が含まれる｡いずれも別表第二事件である。
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【表29】既済件数及び平均審理期間
（子の監護事件）

新受件数は、令和3年に大幅に増加し、令和4年は

大幅に減少したものの、平成27年以降長期的に見る

と緩やかな増加傾向にあり、令和6年は4万4898ｲﾉ|：

となった。平均審理期間は、一員して長期化傾向が続

いており、令和5年は8.5月となったが、【表29】に

もあるように、令和6年は若干減少し、8．3月となっ

た。

上記のような長期化傾向の理由としては、【図30】のとおり、ここ数年間、養育費請求事件等よりも相

対的に審理が長期化する傾向がある面会交流、子の監護者の指定及び子の引渡しの各事件を合わせたその他

の子の監護事件の新受件数が長期的に見て増加傾向にあることが挙げられる（【図30】のとおり、平成27

年から令和6年までの間、養育費請求事件等の平均審理期間は4．5月から6．2月の問で推移しているが、そ

の他の子の監護事件の平均審理期間は7．5月から10. 7月へとより顕著な増加傾向を示している。）。他方

で、令和6年に平均審理期間が短縮に転じた要因としては、前述したとおり（前掲V.1､1参照）、新型

コロナウイルス感染症の感染拡大の影響が落ち着いたことのほか、同感染症の感染拡大を契機として各家庭

裁判所において行われている調停運営改善の取組（第9回報告書196頁、198頁、第10回報告書223頁、

224頁参照）の効果が現れてきたことが考えられる。

【図30】子の監護事件に係る類型別の新受件数(審判十調停)及び平均審理期間の推移
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【表31】審理期間別の既済件数及び事件割合
（子の監護事件）

審理期間別の既済件数及び事件割合は【表31】

のとおりであり、前述のとおり審理期間が短縮し

たことに伴い、審理期間が6月以内の事件の割合

は、前回（48.9％）より増加して49．9％となり、

1年を超える事件の害||合は、前回(19. 8%)より

減少して19. 0%となった（第10回報告耆201頁

【表30】参照）。

17,380

49.9％
6月以内

10，811

31．1％

5,583

16．0％

921

2.6％

121

0.3％

6月超1年以内6月超1年以内

1年超2年以内

2年超3年以内

3年を超える
4

【表32】終局区分別の既済件数及び事件割合

（子の監護事件）

終局区分別の既済件数及び事件割合は【表32】

のとおりである。調停成京で終局した事件の割合

が前回(50. 0%)とほぼ同様の50. 1%となった。

認容又は却下の審判で終局した割合(18.2%)

は、前回と同様であり、調停に代わる審半llで終局

した事件の害'|合(7. 1%)も、前回と同様であっ

17，435

501％

508

1.5％

2,479

7.1％

7,886

22.7％

187

0.5％

4,930

14．2％

1，391

4.0％

調停成立

調停をしない

調停成立

調停に代わる審判(第10回報告書201頁【表31】参照）たｰ

取下げ

当然終了

認容

却下
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【表33】平均期日回数及び平均期日間隔

（子の監護事件）

平均期日回数及び平均期日間隔は【表33】

のとおりであり、平均期日回数（4. 1回）（そ

のほとんどが調停期日である。） は前回と同

様であり、平均期日間隔(2. 1月）も前回と同

様であった。（第10回報告書202頁【表32】

参照）。

子の監護事件事件の種類

平均期日回数 4．1

平均調停期日回数 3.4

平均審判期日回数 0.6

平均期日間隔(月） 21

※ 平均期日間隔は、平均審理期間を平均期日回数で除した数値

である。

※ 端数処理の関係で、平均調停期日回数と平均審判期日回数の

合計は、全体の平均期日回数とは必ずしも一致しない。

【表34】調査命令の有無別の既済件数
及び事件割合(子の監護事件）

調査命令の有無別の既済件数及び事件割合は

【表34】のとおりであり、調査命令のあった事件

の割合は、前回（43.7％）より1．9％減少して

41. 8%となっているが、他の家事事件よりもその

割合が高いことは前回と|司様である（前掲V.

1.2. 1【表17】、前掲V.1.2.2【表

27】、第10回報告書202頁【表33】参照）。

14，559

41.8％

調
査
命
令

あり

･曇……1

》黒》一一

’
20，257

58．2％
なし
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等人事訴訟事件の概況

＝

〆人事訴訟に関し､新受件数は､令和2年までは減少傾向にあったものの､近年は下げ止まり傾向に、
あり、令和6年（9,073件）は前回（8,984件）より若干増加した。一方、平均審理期間は、前回

（14.3月）より増加して148月となっており、長期化傾向はほぼ一貫して続いている。審理の長期化

傾向の要因として、財産分与の申立てのある離婚事件の割合が、長期的に見て増加傾向にあるほか、

そうした事件も含め人事訴訟における争点整理期間が長期化しており、その要因として、①財産分与

の申立てのある離婚事件で、預金取引履歴の開示範囲をめぐって当事者が対立したりするなど、資料

収集をめぐって審理が難航しがちであること、②離婚原因について、必ずしも事案の結論と結び付か

ない周辺事情についてまで主張の応酬が繰り返されること等が指摘されていることは、前回と変わら

ない。平均審理期間の長期化に伴い、1年を超える事件の割合が前回（49 2％）より増加して51.1％

になったが、民事第一審訴訟事件と比べて、審理期間が6月以内の事件の割合が低く、1年を超える

事件の割合が高い傾向が見られることについては、前回から大きな変化は見られない。また、平均期

日回数が前回（62回）よりも増加して6.8回になった一方で、平均期日間隔は前回（2.3月）よりも

若干減少して22月となった。

判決で終局した事件の割合は前回とほぼ同様であったが、和解の割合は前回（34.8％）より減少し

Lて32'"となった一方で取下げの割合が前回(222蝿)より増加して24'"となった。 ＝ノ
1
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2］｜人事訴訟事件の概況
○ 事件数及び平均審理期間

人事訴訟の新受件数及び平均審理期間の推移は【図1】のとおりである｡

新受件数は、平成27年以降、減少傾|白｣が続いていたところ、令和3年は増加に転じたが、その後減少し

ており、令和6年（9,073件）は前回（8,984件）より若干増加している。一方、平均審理期間は、ほぼ一貫

して長期化傾向にある。なお、令禾Ⅱ6年の平均審理期間(14. 8月）は令和5年(14. 9月）より若干減少して

いるが、これは、財産分与の申立てのある事件の割合が若干減少したことの影響と考えられ（【図18参照】)、
財産分与の申立てのある事件の平均審理期間は依然として長期化傾向が続いている（【図15】参照)｡

【図1】新受件数及び平均審理期間の推移(人事訴訟）

’新受件数 一一平均審理期間
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平均審理期間は【図2】のとおりであり、前回と同様、民事第一審訴訟事件と比べて、長くなっている

(第10回報告書204頁【図2】参照)。

【図2】平均審理期間(人事訴訟及び民事第一審訴訟事件）

(月）
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審理期間別の既済件数及び事件割合

(人事訴訟及び民事第一審訴訟事件）

1表31○ 審理期間別の既済件数等

審理期間別の既済件数及び事件割合は【表

3】のとおりである。審理期間が6月以内の

事件の割合は、前回（22.4％）より若干増加

して22.8％となった一方、1年を超える事件

の割合も、前回（49.2％）より1. 9%増加して

51. 1% (4,580件）となった。前回と同様、民

事第一審訴訟事件と比べ、審理期間が6月以

内の事件の割合が低く、1年を超える事件の

害'|合が高い点が特徴である。（第10回報告書

205頁【表3】参照）

｡｜
｜

■■

民事第一審

訴詮
人事訴訟事件の種類

139，370既済件数

平均審理期間(月） 148 9.2

80,923

58．1％

24，870

17．8％

22,960

16．5％

7,089

5．196

3,048

2.2％

480

0.3％

2,0471
228% ;

2,342

26.1％＃

3,203：

35．7％i

1,0801

1 2.0qbi
--i

283‘

32％

14

0.2％

1年超2年以内

2年超3年以内

3年超5年以内

5年を超える
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既済事件の審理期間別事件割合の推移は、【図4】のとおりであり、審理期間の長期化に伴い、審理期間

が6月以内の事件の割合が減少傾向にある一方で、1年を超える事件の割合は増加傾向にある。

【図4】既済事件の審理期間別事件割合の推移(人事訴訟）
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【表5】終局区分別の既済件数及び事件割合
（人事訴訟及び民事第一審訴訟事件）

○ 終局区分別の既済件数等

終局区分別の既済件数及び事件割合は【表5】

のとおりである。 判決 （39．8％） は前回

（40．0％） とほぼ同様であったが、 和解

(32. 1%)は前回(34. 8%)より減少した一方

で、取下げ(24. 1%)が前回(22.2%)より増加

した!。なお、判決で終局した事件のうち対席半l1

決による割合（71.6％）は、前回(71. 2%)とほ

ぼ|司様であり、民事第一審訴訟事件と比べても高

い水準を維持している。（第10回報告書206頁【表

5】参照）

民事第一審

訴訟
人事訴訟事件の種類

3,573

398％

2,559

71.6％

2，877

32.1％

2158

24.1％

361

4.0％

70,423

505％

33,598

47．7％

判決

I
うち対席(％は判決

に対する割合）

44,080

31．6％

19,553

14．0％

5，314

3.8％

和解

取下げ

それ以外

訴訟代理人の選任状況

(人事訴訟及び民事第一審訴訟事件）

【表6】○ 訴訟代理人の選任状況

訴訟代理人の選任状況は【表6】のとおりであ

り、民事第一審訴訟事件と比べて、双方に訴訟代理

人が選任された事件の割合が高く（6割を上回って

いる｡）、本人による事件の割合が低いことは、前回

とほぼ同じである（第10回報告書206頁【表6】参

昭1

i夢

事件の種類 ！ 人事訴訟

双方に 5，7

訴訟代理人 64

原告側のみ 2，7

訴訟代理人 3，

:Iや

；1k民事第一審
訴訟

1，
I■■

42 56,385

000 40.5％

92 67.205

＄
－
８

２
’
７

８
－
９

４
￥
３５

％
４

６
１

１

０
％

９
２

２
３

11，802

8.5％
本人による

’和解の割合が減少する一方、取下げの割合が増加している原因の一つとして、令和5年12月より人事訴訟においてウェブ会議の

利用が可能となったところ、離婚の訴え等についてはウェブ会議で和解を成立させることができないため(なお、法改正により令和7

年3月1日以降可能となった。）、ウェブ会議において事実上当事者間に合意が整った場合に､調停に付して調停に代わる審判を

する運用(確定した場合､訴訟は取り下げられたものとみなされる。）がなされていること等の影響が考えられる。
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○ 審理の状況

平均期日回数（平均口頭弁論期日回数及び平均争点整理期日回数の双方）及び平均期日間隔は【表7】

のとおりである。平均n頭弁論期日回数(1. 9回）が前回(2, 1回）より減少した一方、平均争点整理期日回

数（4.8回）は前回(4. 1n)より増加しており、全体の平均期日'百1数(6. 8回）も前回(6. 2回）より増加し

ている。平均期日間隔（2.2月）については、前回（2.3月）より若干減少している｡（第10回報告耆206頁

【表7】参照）

【表7】平均期日回数及び平均期日間隔
（人事訴訟及び民事第一審訴訟事件）

I
民事第一審

訴訟
人率訴訟事件の種類

’ ４．

６

’

３

平均期日回数 6．81

蕊
うち平均口頭弁論

期日回数

うち平均争点整理

期日回数

1．21.9

2．54．8

平均期日間隔(月） 2522

※ 平均期日間隔は､平均審理期間を平均期日回数で除した数値である。

※ 端数処理の関係で､平均口頭弁論期日回数と平均争点整理期日回数の合計は、

全体の平均期日回数とは必ずしも一致しない。
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平均期日回数及び平均期日間隔の推移は【図8】のとおりである。平均期日回数については、平均口頭

弁論期日回数が長期的に見て緩やかな減少傾向にあるのに対し、平均争点整理期日回数は、平成27年以降令

和元年まで一貫して増加傾向にあり、それに伴い全体の平均期日回数も増加傾向にあった。令和2年からは、

平均争点整理期日回数が減少に転じる一方、それまでおおむね横ばいであった平均期日間隔が大幅な増加に

転じたが、その背景には、同年の新型コロナウイルス感染症の感染拡大及び緊急事態宣言の発出並びにこれ

らに伴う裁判所業務の縮小やその後の同感染症の感染拡大の影響があるものと思われる（第10回報告書207

頁参照)。もっとも、平均争点整理期日回数及び全体の平均期日回数は令和5年以降再び増加に転じる一方、

平均期、間隔は令和6年になり減少に転じており、その背景には、新型コロナウイルス感染症拡大の影響が

落ち着いてきたことがあるものと思われる。

【図8】平均期日回数及び平均期日間隔の推移(人事訴訟）
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※ 平均期日間隔は、平均審理期間を平均期日回数で除した数値である。

※ 端数処理の関係で、表示された数値が同一となることがある。
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【表9】争点整理手続の実施件数及び実施率
（人事訴訟及び民事第一審訴訟事件）

争点整理手続の実施件数及び実施率は【表9】

のとおりである。争点整理手続の実施率は、前回

（69.4％）より若干減少して68,9％であったが、

民事第一審訴訟事件と比べて高い水準にあること

は前回と同様である（第10回報告言208頁【表

9】参照)。

【表10】人証調べ実施率及び平均人証数
（人事訴訟及び民事第一審訴訟事件）

人証調べ実施率及び平均人証数は【表10】のと

おりである。人証調べ実施率（34.0％）は前回

（37.3％）よりも減少しているが、民事第一審訴

訟事件と比べて高い傾向が続いていることは前回

と同様である（第10回報告言208頁【表10】参

照)。こうした傾向には、当事者問に争いのない事

実についても証明が必要であること（人事訴訟法

19条1項）や、婚姻生活中の事実関係について証

明力の高い吾証が少ないことが影響しているもの

と思われる。

’
民事第一審

訴訟
人事訴訟事件の種類

人証調べ実施率 11.4％34.0％

平均人証数 0．8 0.3

平均人証数

(人証調べ実施事件）
2．62.3

なお、人証調べを実施した事件における平均 【表11】人証調べを実施した事件における平均審理

審理期間及び平均人証調べ期間は【表11】のと 期間及び平均人証調べ期間(人事訴訟）

おりであり、平均審理期間(19. 2月）ぱ前回

(18. 1月）より増加しており、平均人証調べ期

間（0.2月）も前回(0. 1月）より若干増加して

いる（第10回報告書208頁【表l1】参照)。この

平均審理期間が、民事第一審訴訟聿件（全体）の23

前回と同様である。

平均審理期間(月） 19．2

平均人証調べ期間(月） 02

6月（前掲Ⅲ 1．1【表181)と比べると短いことは、
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離婚の訴えにおける訴訟代理人弁護士の関与の有無別の平均審理期間の推移は【図12】のとおりであり

当事者の双方又はいずれか一方に訴訟代理人弁護士の関与がある事件の平均審理期間は、当事者のいずれに

も訴訟代理人弁護士の関与がない事件の平均審理期間を顕著に上回っており、近年はおおむね9か月ほど長

<なっている。

【図12】離婚の訴えにおける訴訟代理人弁護士の関与の有無別の平均審理期間の推移
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離婚の訴えにおける親権者の指定をすべき子又は財産分与の申立ての有無別の審理の状況は【表13】の

とおりである。離婚の訴えのうち財産分与の申立てがある事件（以下「財産分与の申立てがある離婚事件」

という。）の平均審理期間(19. 2月）がそれ以外の事件(12. 9月）より長くなる傾向は前回までと変わらな

いが、前回（財産分与の申立てがある離婚事件につき17.8月、それ以外の事件12. 7月）よりもその差が拡大

している。財産分与の申立てがある離婚事件の終局区分別の事件割合について見ると、和解で終局した事件

の割合が前回（46.2％）より3．3％減少して42.9％となった一方.、判決で終局した事件の害'l合が前回

(31. 4%)より0. 2%増加して31. 6%となり、取下げで終局した事件の害'l合が前回(19. 8%)より3. 2%増加

して23.0％となっている2。（第10回報告書210頁【表13】参照）

離婚の訴えにおける親権者の指定をすべき子又は財産分与の申立ての有無別の審理の状況
(人事訴訟）
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なお、財産分与の申立てがある離婚事件の終局区分別の平均審理期間は、【図14】のとおり、判決による

場合の方が和解による場合よりおおむね5か月程度長くなる傾向が見られる。

【図14】財産分与の申立てがある離婚の訴えにおける終局区分別平均審理期間の推移
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離婚の訴えにおける親権者の指定をすべき子又は財産分与申立ての有無別平均審理期間の推移は、【図

15】のとおりである。離婚の訴えのうち親権者の指定をすべき子がいる事件の平均審理期間は、ここ数年、

親権者の指定をすべき子がいない離婚事件の平均審理期間を上回っているが、その差はlか月に満たず、

それほど大きくはないのに対し、財産分与の申立てがある離婚事件の平均審理期間は、同申立てがない離

婚事件の平均審理期間を一員して上回っており、ここ数年は、おおむね5，6か月ほど長くなる傾向が見

られる。

【図15】離婚の訴えにおける親権者の指定をすべき子又は財産分与申立ての有無別平均審理期間の推移
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離婚の訴えにおける財産分与申立ての有無別平均期日回数及び平均期日間隔の推移は【図16】のとおり

である。平均期日回数については、財産分与の申立てがある離婚事件が同申立てがない離婚事件を上回って

おり、ここ数年は、おおむね3回ほど多くなる傾向が見られるのに対し、平均期日間隔については、財産分

与の申立てがある離婚事件の方が同申立てがない離婚事件よりも短く、ここ数年は、おおむね0.2か月ほど

短くなる傾向が見られる3．

【図16】離婚の訴えにお|ﾅる財産分与申立ての有無別平均期日回数及び平均期日間隔の推移
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※ 端数処理の関係で、表示された数値が同一となることがある。

財産分与の申立てがある事件の方が同申立てがない事件よりも平均期日間隔が短い傾向にある理由としては、同申立てのある

事件は、同申立てのない事件よりも、当事者双方に訴訟代理人が選任されている割合が高いところ(【表13】参照)、訴訟代理人

が選任されていない場合には、選任されている場合よりも、期日間における準備に時間がかかることも一因ではないかと推測される。
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○ 上訴に関する状況

上訴率'及び上訴事件割合5は【図17】のとおりである。民事第一審訴訟事件に比べ、いずれも高水準であ

ス
四 C

【図17】上訴率及び上訴事件割合の推移
（人事訴訟及び民事第一審訴訟事件）
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4上訴率は､判決で終局した事件の中で上訴がされた事件の占める割合を指す。
5上訴事件割合は､全既済事件の中で上訴がされた事件の占める害||合を指す。
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審理期間の長期化傾向に関する分析2． 2

【図18】からは、既済事件に占める財産分与の申立てがある離婚事件の割合が長期的に増加傾向にある

こととおおむね対応する形で、人事訴訟の平均審理期間が長期化する傾向にあることが読み取れることから、

財産分与の申立てがある離婚事件の増加が人事訴訟全体の平均審理期間を押し上げている原因の一つである

と推測される。この人事訴訟の平均審理期間の長期化に関しては、財産分与の申立てがある離婚事件につい

て、資料収集をめぐって審理が難航しがちであることのほか、離婚原因について、必ずしも事案の結論には

結び付かない周辺事情についてまで主張の応酬が繰り返されがちであること等が指摘されている。財産分与

の申立てがある離婚事件の割合については、今後も推移を見ていく必要があろう。また、この財産分与の申

立てがある離婚事件については【表6】、【表13】及び【図19】のとおり、訴訟代理人が選任された事件の割

合が人事訴訟全体と比べても高く、事件の困難さを示唆しているとも考えられる。

人事訴訟において、いわゆる欠席半|｣決6により終局する場合でも証拠調べが必要であることが、民事第一

審訴訟事件と比べて審理期間が長くなる要因の一つであるとの指摘（第3回報告書分析編35頁、第5回報告

吾概況編66頁）についても、前提事情の大きな変更はうかがわれない7。

【図18】離婚の訴えにおける財産分与の申立てがある事件の割合(既済事件)及び人事訴訟の平均
審理期間の推移
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6ここでいう欠席判決とは、適式な呼出し(公示送達による呼出しを含む。）がされたが、被告が、答弁書その他の準備書面を提出

せず、口頭弁論期日に出頭しなかった場合にされる判決という意味である。

7もっとも、公示送達による場合や､調停の経過等から被告の出頭が見込まれない場合に､第1回口頭弁論期日において必要な証

拠調べが行われるよう、原告代理人弁護士に準備等を求める運用も行われており(小河原寧編著｢人事訴訟の審理と実情〔第2

版〕22頁、23頁)、欠席判決においても証拠調べを要することが審理期間に与える影響は限定的なものと思われる。

182



【図19】財産分与の申立てがある離婚の訴えにおける訴訟代理人選任状況の推移(人事訴訟）
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また、【図20①】及び【図20②】のとおり、人証調べを実施して対席判決で終局した事件（全体及び財産

分与の申立てがある離婚事件の双方）において、合計の平均審理期間の長期化が、主として、訴え提起から

第1回口頭弁論期日までの期間の長期化に加え筒、第1回口頭弁論期日から人証調べ開始までの期間、すな

わち争点整理に費やされる期間の長期化によって生じていることが読み取れる。

人事訴訟におけるこうした争点整理期間の長期化に関しては、従前から、例えば、財産分与の申立てが
L

ある離婚事件については、対象財産に係る資料を保有する側において、感情的反発等の理由からその提出を

拒否するために、反対当事者が多数の調査嘱託の申立てを行ったり、基準時（別居時）の前後における預金

の無断引き出し等に関し、預金取引履歴の開示範囲をめぐって当事者が対立したりするなど、資料収集をめ

ぐって審理が難航しがちであること、また、離婚原因については、「婚姻を継続し難い重大な事由」（民法

770条1項5号）が抽象的な要件であることもあって、感情的な思い入れの強い当事者間で、必ずしも事案

の結論と結び付かない周辺事情についてまで主張の応酬が繰り返されがちであること等の指摘がされていた

が（第6回報告書187頁、第9回報告書194頁、第10回報告書221頁)、この点についても大巾畠な事情の変更は

うかがわれない。

訴え提起から第1回口頭弁論期日までの期間が長期化している要因としては、－部の家庭裁判所において、調停段階において当
事者双方に訴訟代理人が選任されており､訴訟においても選任される予定がある場合には､事案によって、第1回目の期日として
口頭弁論ではなく弁論準備手続等の期日を指定し、早期に実質的な審理に入れるように工夫していることも一因ではないかと推
測される｡このようにして長期化した期間も含めて､争点整理に費やされる期間ということができる(第10回報告書216頁参照)。
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【図20①】人証調べを実施して対席判決で終局した事件における手続段階別平均期間の推移
（人事訴訟）
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訟事件に係る実情調査の結果訟事件に係る3 家事事件及び人事訴

1 実情調査の位置付け（目的）

家事調停事件については、平均審理期間が令和5年に一部の事件類型においてやや短縮したものの近

年は緩やかな長期化傾|句にあり、人事訴訟事件については、新受件数が一貫して減少傾向（令和3年を

除く。）にある一方で、平均審理期間は長期化が継続している。

こうした状況の中、第10回報告書において、家事調停事件については、新型コロナウイルス感染症の

感染拡大を契機に各家庭裁判所において開始された調停運営改善の取組として、紛争解決に必要な情報

を整理し当事者の主体的な紛争解決意欲を高めるための働き掛けを行うという側面をも重視したメリハ

リのある事情聴取・調整 調停期日の時間の目安や一定の事件類型における期日回数の目安の設定、調

停の進捗状況等に閏する調停委員会と当事者・代理人との認識共有化などの取組が確認され、一定の成

果を上げつつあると評価がされたが、他方で、個別の取組の趣旨・目的に立ち返り効果検証と不断の改

善を回っていくことが重要である旨指摘された。また、人事訴訟事件については、財産分与の審理や離

婚原因をめぐる主張立証の長期化の背景として、当事者間の感情のもつれがあること、時機に後れた攻

撃防御方法の却下の規定が適用されないことなどが挙げられ、その克服策の→つとして、標準的な審理

モデル等を整備し裁判所と弁護士会との間で共有することの有用性などが指摘された。

今同の検証では、令和6年5月に、平均審理期間が近年短縮傾向にある大規模家庭裁判所l庁及び同

裁判所に対応する単位弁護士会所属の弁護士に対して、同年10月には、平均審理期間が近年やや長期化

傾向にある中規模家庭裁判所1庁及び同裁半|｣所に対応する単位弁護士会所属の弁護士に対して、それぞ

れ実情調査を実施し1，①家事調停における調停運営改善の取組の効果の検証と更なる課題（ウェブ会議

等の活用、家事調停事件の期、間隔の短縮に向けた取組等の状況、効果、課題及びその克服策等)、②人

事訴訟における合理的かつ効果的な争点整理等の実現のための方策と課題（人事訴訟事件の審理の現状、

合理的かつ効果的な争点整理等の実現に向けた工夫例等）について、裁半|｣官、調停委員、弁護士から意

見を聴取した。

実情調査の結果の要点は、次のとおりである。

2 実情調査の結果

（1）家事調停における調停運営改善の取組の効果の検証と更なる課題

ア ウェブ会議等の活用

裁半ll所の側からは、令和4年10月にウェブ会議の利用が可能となった大規模家庭裁半ll所から、①代理

人選任事案では、不相当な事情がない限り、事件類型を問わず、初回期日を含め、適宜ウェブ会議を実

施しており、特にDV事案等では積極的にウェブ会議を提案している、②本人事案では、非公開性の担

保を慎重に見極めつつ、ウェブ会議も徐々に実施し始めておし)、今後はより積極的な活用が見込まれる、

③代理人選任事案及び本人事案のいずれにおいても、対面での調整を試みる必要性が高い場合には出頭

してもらうよう要請することがある、といった実情が紹介された。令和6年2月にウェブ会議の利用が

可能となった中規模家庭裁判所からは、これまでのところ専ら代理人選任事案で未l1用がなされてきたが、

今後は本人事案での利用拡大も検討しているとの実情が紹介された。また、上記両家庭裁判所いずれか

らも、ウェブ会議の方がより期日を調整しやすいとの実情が紹介された。

’実情調査先については、庁や弁護士会の規模によって効果的な調停運営の在り方や人事訴訟にお|ナる審理の在り方が異なり得
ることを踏まえ、事件の個別性の影響を受けないよう、一定数の家事調停事件及び人事訴訟事件が係属し､かつ､規模の異なる
2庁(大規模家庭裁半||所及び中規模家庭裁判所)及びこれらの庁に対応する弁護士会を選定した。
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弁護士の側からは、中規模家庭裁判所に対応する弁護士会の弁護士からはウェブ会議の機材数等の制

約があるとの指摘がなされたものの、上記両弁護士会いずれの弁護士からも、①ウェブ会議の運用自体

に関してこれまで特段の支障は感じていない、②ウェブ会議は電話会議と比較すると表情等も分かる上

に音声も明瞭であり意思疎通がしやすい、といった意見が述べられた。

イ 家事調停事件の期日間隔の短縮に向けた取組等

家事調停事件の期日間隔の短縮に向けた取組については、これまで調停運営改善の取組の一内容とし

て取り組んできた家庭裁判所もみられたところ、令和6年4月に最高裁判所から、この期日間隔の短縮

に向けた取組について、協力庁からのヒアリング結果等を基に期日間隔長期化の原因分析や期日間隔短

縮に向けて考えられる方策等を紹介した参考資料が送付され、これを契機として、全国の家庭裁判所に

おいてその取組の検討と実践が広く進められており、裁判所の側からは、それぞれ進展状況に応じた取

組が紹介された。従前から取組を進めていた大規模家庭裁判所からは、①調停の時間枠を1枠90分､ 午

前1枠・午後2枠の1日3枠制を基本としているところ、期日間隔は、次回期日までの検討・準備の必

要性等に応じて設定しており、関係者が多いために期日が入りにくいことが多いものの、調停室が一杯

となるために期日が入らないことはない、②次回期日候補日の提示の際の工夫（手元の候補日シートに

lか月以内の候補日を掲載)、係間での調停室の融通、繁忙な調停委員同士の組合せを避けて指定する工

夫等の改善策を講じている、③遺産分割事件について2期日指定（次回期日のみならず次々回期日を指

定しておくこと）を原則化する取組により、おおむね1か月毎に期日指定ができ、期日間隔の短縮効果

を感じており、今後は他の事件でも積極的に活用する方策を検討している、④婚姻費用・養育費等の事

件については、3回程度の期日での早期解決を目指すようにしている、といった取組が紹介された。令

和6年4月後に取組を開始した中規模家庭裁判所からは、①次回期日候補日のシートに記載する候補日

を2週間後から1か月半後までとし、その範囲内で期日が調整できない場合には、評議等による事情の

確認、ウェブ会議等の代替手段による上記範囲内での期日指定の提案、2期日分をまとめて指定するな

どの対応を行っている、②特定の調停委員に事件が集中することのないよう担当件数を管理するといっ

た取組や、大規模家庭裁判所における上記④と同旨の取組が紹介された。

他方で、弁護士の側からは、大規模家庭裁判所に対応する弁護士会の弁護士から、①日程調整の際に、

裁判所から示される候補日が1か月より先であることが多く、場合によっては2，3か月先の期日にな

ることもあり、期日間隔が長すぎると感じることが多く改善が必要である、②その要因として担当曜日

が固定されていることがあると思われ、事件の担当係制を流動的にする方策や通常の時間枠とは別の時

間帯での期日を指定するといった方策が考えられる、③調停期日の所要時間や間隔が過不足ないものと

なるように、代理人弁護士としては、準備事項の期限を遵守することのほか、期日間に書面を一往復す

ることができるように書面の提出期限を設定してもらうなどの工夫をしている、といった意見等が紹介

された。中規模家庭裁判所に対応する弁護士会の弁護士からは、①期日間隔が長すぎると感じることが

少なくなく、支部の事件も含めると、期日間隔が2か月以上空く例も複数あり、短縮する必要がある、

②改善策として、現状は調停期日の所要時間が長いことから目安を設けるなどしてこれを短くした上で、

午後の調停期日の時間枠を現状の1枠から2枠にすることが考えられるといった意見（評議待ちのため

に長時間かかっている例もあったとの指摘もあった）のほか、③最近では、第1回期日調整の際に、代

理人弁護士の予定を柔軟に考慮し、比較的短時間でも確保できる時間帯があれば、その時間帯を活かし

て早期に期日指定がなされることもあるといった実情が紹介された。

ウ 事情聴取や期日運営の工夫

裁判所の側からは、上記両家庭裁判所いずれからも、①事案全体の見通しや当該期日の到達点を意識

して書面評議を行うほか、対面での事前評議も積極的に行い、進行方針を確認している、②期日運営の

各局面に応じて、中間・事後評議も活用し、争点を踏まえた進行方針等を検討・共有できるよう努めて
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いる、③当事者の理解を促進する工夫として、ホワイトボード（携帯可能なノート形式のものも含む）

を活用して争点や検討事項の整理・視覚化を行い、認識の共有を図る事案もある、といった実情が紹介

された。

弁護士の側からは、大規模家庭裁判所に対応する弁護士会の弁護士から、ホワイトボードに争点整理

の状況や経済事案における金額の算定根拠が示されていた事案では、視覚的に分かりやすくなり当事者

本人の理解に資する面もあった上、代理人としても当事者本人と方針を協議する上で有用であった、と

いった実情が紹介された。中規模家庭裁判所に対応する弁護士会の弁護士からも、ホワイトボードを活

用して期日の到達点等を確認した事案においてはその後の進行が明確になるとの好意見が示されたが、

他方で、現状はホワイトボードの活用が限定的であるとしてその活用の拡大を求める意見のほか、争点

や準備事項をメモにして当事者に交付することによって認識共有化を図ることを求める意見や、事案や

争点に応じた効果的な事情聴取がされるよう調停委員の研修等を充実させることを求める意見も上がっ

た。

エ 審半l1等の見通しの意識・共有・伝達

裁半ll所の側からは、大規模家庭裁判所から、①別表第二事件等を中心に、裁判官による審判移行後の

見通しについて、事案によりその確度に幅があることを前提に評議で随時共有するようにしている、②

当事者に対しては、調停委員を通じて又は裁半ll官が直接、審判移行後の見通しを事案に応じて適時に必

要な範囲で説明することが多いが、結論の見通しの確度次第では、現時点の主張立証に基づく暫定的な

心証であることを留保した伝え方となるように留意している、③離婚調停については、早期に不成立に

なるものも少なくないため、人事訴訟移行後の見通し等の伝え方については事案や局面による差が大き

い、といった実情が紹介された。中規模家庭裁判所からも、おおむね上記①から③までと同旨の実情の

ほか、調停委員が見通し等を伝える際には、当事者に対し、評議を経た上での見解であることも伝えて

いるとの工夫が紹介された。

他方で、弁護士の側からは、大規模家庭裁判所に対応する弁護士会の弁護士から、離婚調停時に代理

人弁護士に委任しなかった当事者本人に対して、人事訴訟移行後の見通し等に関し、調停委員会から不

十分又は不適切な説明がなされているものとうかがわれる例もあるとの指摘がなされた。中規模家庭裁

判所に対応する弁護士会の弁護士からは、調停委員から示された審判の見通しと実際の審判結果が異な

ったことなどもあるとの指摘がなされた。

オ 関係職種間の連携、調査官関与の実情

裁半I｣所の側からは、大規模家庭裁判所から、①調停委員による担当裁判官への評議要請が重複した場

合には、評議の代打制（その日に対応可能な他の係の調停担当裁判官が代わりに評議に関与するシステ

ム）を確立しており、代わりの裁判官が一般的な進行方法や考え方を伝えることで解決に導ける事案も

多い、②書記官については、当事者及び調停委員との接点が多いために有益な情報が集まることが多く、

こうした書記官のいわゆるハブ機能を活かすための連携を係単位で工夫しており、書記官による的確な

評議の前捌きがあると同じ時間帯の調停全体の運営が円滑になる、③裁半ll官と家裁調査官の間では、必

要に応じて、個別の立会事件の期日前に進行方針や裁判官・調停委員との期日での役割分担について打

ち合わせたり、調査報告書の記載内容について意見交換を行ったりするなどのほか、年に数回、裁判

官・調停官と家裁調査官との意見交換会を開催して、連携と相互理解に努めている、といった実情が紹

介された。中規模家庭裁判所からは、家裁調査官について、当番制（日ごとに当番調査官を割り当て、

その日の期日において関与を求められる場面が発生した場合には当番調査官が対応するシステム）を採

用しており、期日当日に子に関する争点が顕在化した場合等においても、他職種と適切に連携して適時

に事件関与がなされているとの実情が紹介された。

弁護士の側からは、大規模家庭裁判所に対応する弁護士会の弁護士から、家裁調査官の調査について、
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丁寧な調査をしてもらっていると感じているが、もう少し当事者が調査報告書に反論する機会があった

方がよいと感じることがある、といった意見等が述べられた。中規模家庭裁判所に対応する弁護士会の

弁護士からは、調停委員に関し、研修等も充実させ法的知識等の向上を図るべきであるとの意見や、家

裁調査官に関し、庁の規模から担当者が固定化し、多様性が確保されないことについての懸念が述べら

れた。

（2）人事訴訟における合理的かつ効果的な争点整理等の実現のための方策と課題

ア 人事訴訟事件の審理の現状

裁判所の側から、第1回口頭弁論期日から人証調べ開始までの争点整理期間が長期化している原因に

ついて、大規模家庭裁半|｣所からは、①財産分与の審理において、具体的な根拠のない財産開示要求、多

数にわたる調査嘱託の申立て、取引履歴等に基づく細かい求釈明、浪費・隠し財産や未払婚姻費用に関

する細かい主張立証などがなされた場合に、その整理に時間を要していること、②人証調べ前の和解協

議にも時間を要する事案もあり、その要因として、感情的対立の大きさ、住宅ローン債権者との調整、

和解案提示後の新たな証拠の提出などがあること、③当事者の非協力的な姿勢により親権に関する家裁

調査官の調査に時間を要する事案も一部にあることなどが挙げられた。中規模家庭裁判所からは、①財

産分与に関し、調停段階で十分に整理がなされておらず、訴訟段階になって対象財産を探す段階からス

タートする事件や、離婚を争う被告が予備的に財産分与の申立てをするかに検討を要する事件があるこ

と、②離婚原因に関し、ポイントを絞らず長期にわたる経過等が主張されるケースではその整理のため

に長期化しがちであること、③和解協議に関し、当事者が、審理の上では必ずしも重視されない資料等

につき協議の前提として提出を求めたり、条件面で細部においてこだわる点を小出しにしたりすること

で長期化する傾向にあることなどが挙げられた。

弁護士の側からは、上記両弁護士会の弁護士いずれからも、財産分与の整理に時間がかかる事案や、

当事者本人が代理人弁護士に委任することなく訴訟追行する事案については、長期化する傾向にあると

の指摘がなされた。

イ 合理的かつ効果的な争点整理等の実現に向けた工夫例等

（ア）財産分与の審理における工夫

裁判所の側（大規模家庭裁判所）からは、財産分与の審理において、分与対象財産画定の基準時に

争いがある事案において早期に合意を働き掛ける、事前に探索的な調査嘱託は採用しない旨伝えるこ

とにより不必要な調査嘱託の申立てを抑止するといった工夫が紹介されたほか、弁護士会との意見交

換会において、財産分与の申立時には基準時を明らかにするとともに少なくとも申立人側の財産資料

を提出するよう要望し、これらが不足している場合は直ちに補充を求める運用を開始したとの取組が

紹介された。

弁護士の側から、大規模家庭裁判所に対応する弁護士会の弁護士からも、相手方当事者が財産隠し

を疑うなどして開示要求を繰り返すといった事案では、裁判官が調査嘱託先を一定限度で制限するな

ど毅然とした訴訟指揮が行われており、有用である旨の意見が述べられた。中規模家庭裁判所に対応

する弁護士会の弁護士からは、調査嘱託の申立ての採用方針に関して裁判官によって大きな差がある

ことは望ましくなく、広範に過ぎる調査嘱託の申立ては採用すべきでない、といった意見が述べられ

た。

（イ）離婚原因の審理における工夫

裁判所の側から、離婚原因に関して長期にわたる経過等が主張された場合、原告側には破綻原因と

して特に重視する点につき特定を求め、被告側にはその点を中心に認否反論をするよう促していると

の実情や、関連性の乏しいと思われる周辺事情に関する主張立証については、不必要な反論のためだ
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けに期日を重ねることを回避する訴訟指揮を行い、拡散防止を図っているとの実情が紹介された。

弁護士の側から、必ずしも事案の結論と結びつかない周辺事情についても、本人の意向に基づき代

理人弁護士として主張せざるを得ない場面も多いと思われるが、そのような場合でも、期日において

裁判官から当該主張の争点との関係での重要性等について示唆があれば、当該主張を深掘りせず進行

するよう本人を説得しやすくなるとの実情が述べられるほか、周辺事情については主張書面には記載

せず本人の陳述書に記載してもらうようにしているといった工夫も紹介された。

(ウ）裁判所・弁護士会との間の審理方針等の共有

裁判所の側から、大規模家庭裁判所からは、①当事者との間で、事案に応じて争点ごとの審理方針

について協議したり、判決までの大まかな進行を確認したりしている、②財産分与の審理の在り方や

審理モデルに関して、弁護士会との勉強会を企画している、といった紹介がなされた。大規模家庭裁

判所に対応する弁護士会の弁護士からも〈裁判官によっては、当事者との間で、審理方針や標準的な

審理の在り方について共有する試みがなされているとの実情が紹介された。

中規模家庭裁判所からは、これまで弁護士会との間で人事訴訟の審理の在り方等について協議する

機会はなく、今後その方策について検討していくとの実情等が紹介された。

(工）その他の審理の工夫

裁判所の側から、①当事者双方に対して訴訟進行に関する照会書の提出を求めた上で、初回期日に

おいて、調停の経緯、反訴・附帯処分の予定、争点、和解希望を早期に確認するとともに、反訴提起

等を早期に促す（大規模家庭裁判所)、②令和5年12月以降に人事訴訟における争点整理手続等でも利

用可能となったファイル共有等ができるアプリケーションを活用し、財産一覧表の共有、期日間の協

議、準備事項等の投稿、提出期限のリマインド通知を行う、③陳述書提出を求めるタイミングで尋問

期日を仮決めする（大規模家庭裁判所)、といった工夫例が紹介された。
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4 検証検討会での議論

1 家事調停における調停運営改善の取組の効果の検証と更なる課題について

検証検討会では、実情調査において、家事調停の期日の設定等について、事案等に応じてウェブ会議

の利用が進みつつあることに好意的な意見が州されたほか、次回期日までの間隔に関しては、裁判所の

側で争点や審理を意識してきめ細かな調整がなされている点を評価する意見や、次回期日の候補日につ

きlか月以内の日時や他の係の調停室を融通可能なn時も提示可能としたり、、2期日指定をしたりする

ことで短縮する試みがなされている点を評価する意見が出された。また、期日終了時に調停委員会と当

事者双方との間で次回期日までの準備事項等の整理をすることで、更に期日間隔の短縮が進むのではな

いかとの意見や、様々な工夫・取組を継続した上でそれらが期日間隔の短縮等のために実効的なのかを

検証していく必要があるのではないかとの意見も出された。

他方で、家事調停の期日間隔については、家事調停が話合いによる解決を目指すものであることから

短ければよいというわけではないものの、弁護上の側から、調停委員会の側から提示される次回期日が

2か月以上先となる例が複数あり、期日間隔が長すぎるとして改善の必要があるとの指摘がされている

ことから、裁半ll所の側において、期日間隔に関し当事者の側と認識の隔たりがあることを踏まえ、現状

の期日間隔の長期化要因が調停室の問題なのか、調停委員の問題なのかなどを的確に把握した上で、改

善に向けた対応を強化することが重要ではないかとの指摘や、裁判所と弁護士会との間の意見交換会等

によるコミュニケーションが必要ではないかといった指摘がされ、紛争を抱えている当事者本人にとっ

て次回期日が2か月先に指定されるのは耐え難いことではないかといった意見も出された。

そのほか、①調停において調停委員会が訴訟、審判等の見通しを伝えることについては、調停と訴訟

の役割の違いを踏まえた上で、事案や当事者のニーズを見極めて行う必要があるとの指摘や、②中規模

家庭裁判所に対応する弁護士会の弁護士から調停時間が長い旨の意見が示された点については、調停委

員会の評議を待つ時間が影響しているとすればその時間を短縮するような工夫も必要ではないかとの指

摘や、各期日の位置付け、当該事案の争点、その日の協議予定事項等を調停委員会と当事者との間で適

切に共有しつつ、調停委員がこれらを意識し整理しながら聴取等を行うことで改善が図れるのではない

か（そのような争点を意識した聴取等の在り方についての調停委員に対する研修も重要ではないか）と

いった指摘もなされた。

2 人事訴訟における合理的かつ効果的な争点整理等の実現のための方策と課題について

人事訴訟における争点整理の在り方に関し、検証検討会では、実情調査を通じて、①裁判所から、事

前に探索的な調査嘱託は採用しない旨伝えることにより不必要な調査嘱託の申立てを抑止することや、

当事者との間で、事案に応じて争点ごとの審理方針を協議したり、判決までの大まかな進行を確認した

りして共有するといった広い意味での計画的な審理が行われていることを評価する意見や、②人事訴訟

について不慣れな代理人弁護士等も一定程度存在すると思われるところ、審理モデルの策定やこれを弁

護_L会と共有していくことが有効であり、また、審理の在り方等に関して弁護士会の側との認識共有が

十分に図られていない場合には、家庭裁半l1所と弁護士会との間で定期的に協議や意見交換の場を持つこ

とで審理の改善につながるのではないかとの意見、③財産一覧表等の活用につきデジタル化によって［

夫がなされて更に審理が円滑になるのではないかといった意見が出された。

他方で、財産分与の審理期間を短縮するためには、信頼性のある基礎資料が早期に共有されるような

審理運営上の工夫や制度上の対応が必要ではないかといった意見が出された。また、人事訴訟の審理期

間が毎年長期化しているところ、財産分与の審理運営の問題なのか、制度上の問題なのか、調停の段階
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で何か工夫することがあるのかなど、様々な要因が考えられ、難しい面もあるが、対応策を検討してい

く必要があるとの指摘もなされた。そのほか、調停段階において人事訴訟を見据えてどのような審理を

すべきかとの点については、話合いによる解決を目指す調停と訴訟との性質の相違等を踏まえつつ、事

案や当事者のニーズに応じて適切な審理運営の在り方を検討する必要があるといった意見が出された。
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5 今後に向けての検討
型坐

1 家事調停における調停運営改善の取組の効果の検証と更なる課題について

実情調査では、新型コロナウイルス感染症の感染拡大を契機に各家庭裁判所において開始された調停

運営改善の取組が、各家庭裁判所において一定程度浸透し、各庁の実情に応じて様々な工夫が行われて

いることが確認された。

調停運営改善の取組の中で、家事調停事件の期｢|間隔の短縮に向けた取組については、次回期日を一

定期間内とするための運用ルールや候補日のツールの見直し、調停期日の時間枠について午後2枠制の

導入やこれを可能とするための1回当たりの時間枠の設定､_調停室の係間の融通等も含めた次回期日の

柔軟な設定、2期日指定等の工夫がなされている裁半ll所があり、実効的な取組として評価することがで

きる。もっとも、調停期日の間隔については、統計【図9】によれば、新型コロナウイルス感染症の感

染拡大のピーク時（令和2年に終局した夫婦関係調整調停事件の平均期日間隔は2.1月）に比べて短縮傾

向にあるとはいえ（令和6年の同平均は1.9月）、同感染拡大前の水準（令和元年の同平均は1.7月）ま

で短縮している状況にはない上に、実情調査では、弁護士の側からは調停期日間隔の長さについて2か

月以上となる例が複数あるなどの状況が紹介され、検証検討会においても改善に向けた対応を強化して

いくことが重要である旨の指摘がなされた。期日間隔の長期化の要因については、裁判所側・当事者側

の心理的要因!や、調停室等の利用状況、調停委員の指定状況など、各家庭裁判所の実情に応じて様々な

ものが考えられるところ、その長期化は、審理期間全体の長期化につながっている上に、当事者間の話

合いの機運の維持・向上といった紛争解決機能の面からも早期に改善が求められるものといえる。今回

の実情調査で紹介がなされた期日間隔の短縮に向けた各種取組等について、各家庭裁判所がその情報を

共有し、それぞれの長期化要因やその実情に応じて取り入れるほか、効果検証やこれを踏まえた改善を

重ねるなどして、継続的に効果的な取組を進めていく必要性が高いといえる。なお、多くの家庭裁判所

が期日間隔短縮に向けた取組を強化し始めた時期は令和6年の半ば頃であり、その取組の効果が統計上

明らかとなるまでには一定のタイムラグがあるものと考えられるが（【図9】のとおり令和6年に終局し

た夫婦間係調整調停事件の平均期日間隔は前年以前の水準と大きく変わっていないところ、上記のタイ

ムラグが関係していることも考えられる。）、今後は統計の動向等も注視しつつ、各種取組の効果検証や

更なる改善につなげていくことが重要である。

また、検証検討会においては、事案や局面に応じてウェブ調停の活用が徐々に進んでいる点につき好

意的な意見が示された。ウェブ調停については、出頭時に比べれば得られる情報量に一定の制約がある

一方で、電話会議と比較した場合のコミュニケーションの取りやすさや、当事者の出頭の負担軽減、期

日調整のしやすさといった利点も指摘されており、今後、本人確認や非公開性の担保が適切になされる

ことを前提に、当事者本人も含めて更なる活用拡大がなされることが望ましいといえる。

そのほか、実情調査で紹介された、メリハリのある事情聴取‘調整、次回期日までの准備事項等の確

認・明確化等の工夫、審判等の見通しの適切な共有と伝達、調停委員会の評議の充実や関係職種間の適

切な連携といった各家庭裁半l1所における取組は、一定程度浸透しているものと思われるが、これらは家

事調停の紛争解決機能を向上させる上で有益な取組であり、今後もその効果検証や改善を重ねつつ、継

続的に取組がなされる必要がある。

’これまでの期日間隔の長期化(特に新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響による長期化)によって、調停委員の側や当事

者(代理人弁護士)の側において、次回期日を一定期間内の範囲で調整しようとする意識や、次回期日までの間隔がある程度長く

なることへの抵抗感が薄れ､新型コロナウイルス感染症の感染拡大が落ち着いた後も、このような意識が定着したまま期日調整等が
なされてきたことが考えられる。
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2 人事訴訟における合理的かつ効果的な争点整理等の実現のための方策と課題について

人事訴訟の審理期間が長期化する要因として、これまでは、財産分与に関し、当事者が財産資料の任

意開示に応じないことや多数の調査嘱託、求釈明等がなされてその整理に時間を要すること、離婚原因

に関し、周辺事情に関する主張立証の応酬が繰り返されることなどが指摘された。今回の実情調査では、

財産分与に関し調査嘱託の採用方針を明示して濫用的な申立てを抑止する方策や広い意味での計画的な

審理を行うこと、離婚原因をめぐる周辺事情に関する主張立証の応酬について裁判官が適切に訴訟指揮

をすることで長期化を避ける方策が紹介されたが、このような方策は弁護士の側からも理解を得られて

いることがうかがわれ、これらの訴訟指揮等が適切になされることで審理の長期化が一定程度抑止され

るものと考えられる。

さらに、これまでの検証検討会において指摘されているとおり、上記のような訴訟指揮・審理の工夫

等について審理モデル2として策定するなどして裁判所内で共有・承継していくとともに、これを弁護士

会とも意見交換会等を通じて共有することで、当事者の訴訟活動がより効果的・効率的なものとなり、

審理期間の短縮にもつながることが期待できる。一部の家庭裁判所では、離婚訴訟の審理モデルに関し

て弁護士会との意見交換を実施予定であることが紹介されたが、各家庭裁判所の実情に応じて、このよ

うな審理モデルの共有や審理の在り方についての意見交換等を進めていくことは、人事訴訟の審理期間

の適正化に向けて必要かつ有益な取組になると考えられる。

ヨ審理モデルについては、東京家庭裁判所家事第6部(人事訴訟専門部)が､東京弁護士会、第一東京弁護士会及び第二東京
弁護士会の協力を得て、人事訴訟の審理の在り方に関する意見交換会を開催した上で､そこでの議論の成果を整理した｢東京家
裁人訴部における審理モデル｣を公表している(家庭の法と裁判51号129頁、判例タイムズ1523号5頁)。
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Ⅵ

上訴審における訴訟事件の概況
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民事訴訟事件の概況1． 1

既済件数及び平均審理期間

(民事控訴審訴訟事件）

【表1】

民事控訴審訴訟事件!の既済件数及び平均審理期間

邸については【表11のとおりである。既済件数

は、前回(1"3441件）より約400件減少して1万

3036件となった。平均審理期間は、前回（6.5月）

より0.1月短くなり6．4月となった（第10同報告書

’
１
－
３
鋸
劉
唖
訓民事控訴審訴訟

ﾛｰｰｰｪu－ﾑｰ ｰｰｰ凹耐－専一邑 一q

229頁【表1】参照）

’本報告書では、地方裁判所が第一審としてした民事訴訟事件の終局判決及び家庭裁判所が第一審としてした終局判決に対して
控訴が提起された事件を分析の対象としている。同一の第一審判決に対して控訴と附帯控訴がされた場合、それぞれを別個の
事件として統計処理している。

2控訴審記録受理から控訴審終局までの期間のみが対象であるから、控訴提起から控訴審記録受理までの間は含まれない。
3前掲Ⅱ11. 1脚注2と同様に､民事控訴審訴訟全体の統計データのみを分析の対象とした．
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事件の種類

既済件数

平均審理期間(月）

13.036
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事件類型別の既済件数及び平均審理期間については【表2】のとおりである。平均審理期間は、全体と

しては6．4月であり、前回（6.5月）から大きな変化はない。100件以上の既済件数がある事件類型のう

ち、比較的大きな変化があったものとしては、「建築請負代金」（前回6．7月、今回8．0月）、「労働金

銭」（前回6．6月、今回7．0月）の平均審理期間は長期化しており、一方、「売買代金」（前回6．9月、今

回6．2月）、「医療損害賠償」（前回8．0月、今回7．5月）、「建物」（前回6．0月、今回5．5月）、「土

地」（前回7．6月、今回7．2月）の平均審理期間は短縮している（第10回報告書230頁【表2】参照）。

【表2】事件類型別の既済件数及び平均審理期間(民事控訴審訴訟事件）
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民事控訴審訴訟事件の新受件数の推移については、【図3】【図4】のとおりである。全体としては、

長期的に増加傾向が続く中、過払令等事件の影響により、平成22年から平成24年にかけて事件数が急増

し、その後、過払金等事件の減少の影響により減少傾向に転じ、令和6年においては、新受件数は前回(1

万3480件）から減少し、1万2662件となった。

【図3】新受件数及び平均審理期間の推移(民事控訴審訴訟事件）
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【図4】新受件数の推移(民事控訴審訴訟事件）
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平均審理期間の推移については【図3】【図5】のとおりであり、長期的にはおおむね一貫して短縮傾

向が続いていたところ、平成26年以降若干長期化した後、平成28年以降は横ばいで推移していたが、近年

は長期化の傾向にあり、令和6年は6．4月となった』（【表1】）。

【図5】平均審理期間の推移(民事控訴審訴訟事件）
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審理期間別の既済件数及び事件割合については【表6】の

とおりである。審理期間が6月を超える事件の割合は、前回

（33.9％）から若干減少し33．4％となった（第10回報告書

232頁【表6】参照）。

【表6】 審理期間別の既済件数及び事件割

合(民事控訴審訴訟事件）
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裁判所業務の縮小の影響もあるものと思われる。
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第一審受理から控訴審終局までの平均期間並びに期間別の

既済件数及び事件割合については【表7】のとおりである。

この平均期間は、前回（29.3月）より若干短縮して29 0月

となった。また、合計で2年を超える期間を要した事件の割

合も、前回（57.0％）より3．3％減少し、53．7％となった

（第10回報告書233頁【表7】参照）。

第一審受理から控訴審終局ま
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【表7】
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※附帯控訴申立て等を除く。

終局区分別の既済件数及び事件割合については【表8】の

とおりであり、約6割が判決で終局し（うち約2割が原判決

取消し（一部取消しを含む。））、約3割が和解で終局して

いる傾向は、前回と同様である（第10回報告耆233頁【表

8】参照）。

【表8】 終局区分別の既済件数及び事
件割合(民事控訴審訴訟事件）
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終局区分別の平均審理期間については【図9】のとおりであり、主要な終局区分である判決（6.8月
おいては、前回（6.9月）より短くなり、和解（6.4月）においては、前回（6.3月）より長くなった
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10回報告書234頁【図9】参照）。

【図9】終局区分別の平均審理期間(民事控訴審訴訟事件）
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訴訟代理人の選任状況及びその推移については【表10】

【図11】のとおりである。【図11】のとおり、双方に訴訟代

理人が選任された事件の割合は前回（73.9％）より減少し、

72.9％であった。他方、本人による事件の割合（5.2％）は

前回（4.7％）より増加し、控訴人側のみ訴訟代理人が選任

された事件の割合（6.0％）、被控訴人側のみ訴訟代理人が

選任された事件の割合(15.9%)は、いずれも前回（それぞ

れ5.7％、15. 7%)より増加した。（第10回報告耆235頁【表

10】参照）

【表10】訴訟代理人の選任状況
（民事控訴審訴訟事件）
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【図11】訴訟代理人の選任状況の推移(民事控訴審訴訟事件）
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審理の状況について見ると、まず、平均期日回数（平均口頭

弁論期日回数及び平均争点整理期日回数）及び平均期日間隔に

ついては【表121のとおりであり、平均期日回数(1. 7回）は

前回(1. 8回）より減少し、平均期日間隔(3. 7月）は前回

（3.6月）より長期化した（第10回報告書236頁【表12】参

照）。口頭弁論期日1回で結審した事件割合及び平均審理期間

の推移については【図13】のとおりであり、令和6年は、口頭

弁論期R1回で結審した事件の割合(68.9%)が前回

（65.2％）より増加し、平均審理期間（6.4月）は前回（6.5

月）より短縮した。

【表12】平均期日回数及び平均期日

間隔(民事控訴審訴訟事件）
ー 一

ロ

I
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平均期日間隔(月） 3.7

【図13】口頭弁論期日1回で結審した事件割合及び平均審理期間の推移
（民事控訴審訴訟事件）

’÷平均審理期間一一事件割合

０
８

６
４

２
０

８
６

４
２

０
８

６
４

２

８
７

７
７

７
７

６
６

６
６

６
５

５
５

５

75．0

68．9
68．6

平
均
審
理
期
間
（
月
）

70．0事
件
割
合
（
％
）

6650

600

55．0

500

5.845．0 5.8
5．7 5．7

40．0

令和

6年

令和

2年

令和

3年

令和

4年

令和

5年

平成

28年

平成

30年

令和

元年

平成

27年

平成

29年

【表14】争点整理手続の実施件数及び

実施率(民事控訴審訴訟事件）
争点整理手続の実施件数及び実施率は、【表14】のとお

りであり、実施率（13.6％）は、前回（18.3％）より減少し

た（第10u報告吉236頁【表14】参照）。
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人証調べ実施率及び平均人証数については【表151のと

おりであり、実施率(1. 3%)は前回(1. 6%)より減少し、

人証調べが実施された事件における平均人証数（1.8人）

は、前回(1. 8人）から変化はない（第10回報告書237頁

【表15】参照）。

【表15】人証調べ実施率及び平均人証

数(民事控訴審訴訟事件）

これらと併せて、前述のとおり、平均期日回数が1.7回と

少ないことも踏まえると（【表12] )、控訴審において改

めて争点整理を行い、人証調べを実施する事件は少ない状況

にあるといえる。

最高裁判所への上訴率及び上訴事件割合

については、【表16】のとおり、上告事件

では、上訴率（28.4％）は、前回と同様で

あるが、上訴事件割合は18. 4%であり、前
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ついては、上訴率（32.4％）、上訴事件割

合(21．0%)のいずれも前回（それぞれ

31.7％、19．9％）より増加した（第10回

【表16】最高裁判所への上訴率及び上訴事件割合

（民事控訴審訴訟事件）
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報告書237頁【表1 611参照）
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『弘葺到行政事件訴訟の概況
控訴審における行政事件訴訟'の新受件数及び平均審理期間の推移については【図17】のとおりである。

新受件数は平成29年以降減少傾向にあり、令和6年は、前回（792件）から減少して744件となった。平均

審理期間については、前回（7.3月）より短縮して7.1月となった2．

【図17】新受件数及び平均審理期間の推移(控訴審における行政事件訴訟）
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’同一の第一審判決に対して控訴と附帯控訴がされた場合､控訴事件と附帯控訴事件とを別個の事件として統計処理している。

2令和2年から引き続き長期化傾向にある背景には、同年の新型コロナウイルス感染症の感染拡大及び緊急事態宣言の発出並び
にこれらに伴う裁判所業務の縮小の影響があるものと思われる。
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審理期間別の既済件数及び事件割合については【表18】のとおりである。既済件数は、前回(762件）を

上回り830件となり、審理期間が6月を超える事件の割合は、前回（43.8％）より減少して41.3%3となっ

た（第10回報告耆239頁【表18】参照）。

第一審受理から控訴審終局までの平均期間並びに期間別の既済件数及び事件割合については【表19】の

とおりである。この平均期間は、前回（29.7月）よりも短縮して28．2月となり、2年以内に控訴審の終局

に至る事件割合は、前回(50. 0%)から増加して55. 5%となった（第10回報告書239貞【表19】参照）。

第一審受理から控訴審終局までの

平均期間並びに期間別の既済件数

及び事件割合(控訴審における行

政事件訴訟）

【表19】
審理期間別の既済件数及び事件割合(控訴審におけ
る行政事件訴訟及び民事控訴審訴訟事件）

【表18】

可垂=:唇壼堂涜驚證で
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6月超1年以内
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5年を超える2年を超える

※ 行訴法18条、19条による訴えの追加的併合及

び附帯控訴申立てを除く。

］端数処理の関係上､表18の数値を足し合わせた数値とは一致しない。
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終局区分別の既済件数及び事件割合については【表20】のとおりであり、判決で終局した事件割合が前

回（92.0％）から若干増加して92．4％となり、うち原判決取消しとなった事件割合が前回（8.3％）から減

少して7．2％となった。民事控訴審訴訟事件と比べると、判決（控訴棄却）で終局した事件割合が高く、判

決（原判決取消し）で終局した事件割合が低い傾向にあることは前回と同様である。（第10回報告書240

頁【表20】参照）

終局区分別の平均審理期間については【図21】のとおりであり、半ll決（控訴棄却）は前回(7. 4月）から

若干短縮して7．1月となり判決（原半ll決取消し）は前回(10. 3月）から長期化して12. 0月となった。

【表20】終局区分別の既済件数及び事件割合(控訴審に

おIﾅる行政事件訴訟及び民事控訴審訴訟事件） 【図21】終局区分別の平均審理期間
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【表22】訴訟代理人の選任状況(控訴審における行政

事件訴訟及び民事控訴審訴訟事件）訴訟代理人の選任状況については【表221のと

おりであり、双方に訴訟代理人が選任された事件

の割合が、前回（55.1％）より増加して58．7％で

あったのに対し、双方とも本人による事件の割合

は、前回(10. 6%)より減少して9. 3%であった。

民事控訴審訴訟事件と比べると、双方に訴訟代理

人が選任された事件の割合が低い傾向にあること

は前Inlと同様である。（第10同報告書240頁【表

22】参照）
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審理の状況について見ると、【表23】のとお

り、平均期日回数（平均口頭弁論期日回数及び

平均争点整理期日回数の双方) (1.4回）及び

平均期日間隔（4.9月）は前回とほぼ同数であ

った（第10回報告書241頁【表23】参照)'｡

II頭弁論期日1回で結審した事件割合及び平均

審理期間の推移は【図24】のとおりであり、1

回の口頭弁論期日のみで結審に至る事件の割合

(71. 2%)は前回(62. 3%)から増加し、平均

審理期間（7.1月）は前回（7.3月）から若干

短縮した』。

【表23】平均期日回数及び平均期日間隔(控訴審におけ
る行政事件訴訟及び民事控訴審訴訟事件）

’1口
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§’
E

I
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ⅡE％…… ｣
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期日回数

うち平均争点整理

期日回数

1.71.4

1 11 3

060,2

平均期日間隔(月） 3 74.9

※ 端数処理の関係上、平均口頭弁論期日回数と平均争点整理期日回数の合

計値が、平均期日回数の数値と合致しない場合がある。

【図24】口頭弁論期日1回で結審した事件割合及び平均審理期間の推移(行政控訴審訴訟）
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4令和2年から引き続き長期化傾向(平成30年は平均期日回数が14回、平均期日間隔が44月であったが､令和2年にはそ
れぞれ15回、51月となり､その後は|まぼ同様である｡）にある背景には、同年の新型コロナウイルス感染症の感染拡大及び緊急
事態宣言の発出並びにこれらに伴う裁判所業務の縮小の影響があるものと思われる(第8回報告書152頁【表23】、第9回報告
書215頁【表23】、第10回報告書241頁【表23】参照)。
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争点整理実施率については、【表25】のとお

り、前回（4.2％）より増加して4．9％となった

が、民事控訴審訴訟事件と比べると顕著に低い

ことは前回と同様である（第10回報告書242頁

【表25】参照）。

【表25】争点整理手続の実施件数及び実施率

（控訴審における行政事件訴訟及び民

事控訴審訴訟事件）
‘ ,
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_ 些 竺 .一,.’ ユ ー

争
点
整
理

手
続

実施件数
一

実施率

41 1'775

49％ 13.6％

【表26】人証調べ実施率及び平均人証数(控訴

審における行政事件訴訟及び民事控

訴審訴訟事件）

人証調べ実施率及び平均人証数については

【表26】のとおりであり、前回と同様、人証調

べを実施した事件の割合は非常に低くなってい

る（この点は、民事控訴審訴訟事件と同様であ

る。）（第10回報告言242頁【表26】参照）。
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平均人証数 0.02 0‘02

平均人証数

(人証調べ実施事件）
19 1.8

最高裁判所への上訴率及び上訴事件割合については

【表27】のとおりである。上告事件の上訴率は前回

（46.3％）から若干減少して45．8％となり、上訴事件

割合(42.0％）は前|｢]|とほぼ同様である。上告受理事

件の上訴率及び上訴事件害||合（それぞれ50．3％、

46. 1%) は、 いずれも前回（それぞれ47. 8%、

43.2％）から増加した。（第10回報告吾242頁【表

27】参照）

【表27】最高裁判所への上訴率及び上訴事

件割合(控訴審における行政事件訴

訟）
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一二-9号1..昼錨ii.=也韮ﾐた垂'1雲昌望謹ﾔ語L-i竺蕊｣唖舞酌IP F訂Dm －

上訴率 45.8％ 503％

上訴事件割合 42.0％ 46 1qb

※ この表における上訴率及び上訴事件割合は､いずれも推計

的な算定方法による数値である。上訴率は､令和6年1月1

日から同年12月31日までの｢高等裁判所において受理した

上告提起事件及び上告受理申立事件の新受件数｣を同期

間における｢高等裁判所における判決で終局した事件数｣で

除した割合､上訴事件割合は、同新受件数を同期間におけ

る「全終局事件数｣で除した割合である。
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1‘・ 3

刑事控訴審訴訟事件の新受人員（延べ人員）及び終局人員（実人員）については【図1】【表2】のと

おりである。新受人員は、平成29年まで6，000人前後で推移していたが、令和6年は、前回とほぼ同様の

4,980人となった。終局人員（実人員）は、前回（4,820人）より増加して4，928人であった（第10回報告

吾245頁【表5】参照）

【図1】新受人員(延べ人員)及び平均審理期間の推移(刑事控訴審訴訟事件）
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【表2】刑事控訴審訴訟事件の概況

4,980新受人員(延べ人員）

終局人員(実人員〉
,晶夙q－－．－邑弓学…一 一一q---------ﾆｰｰ

平均審理期間（月）(控訴審記録受理から控訴審終局）

4.928

4.0

平均開廷回数(公判が開かれずに終局した事件を除外） 2.1

平均開廷間隔（月）(控訴審記録受理から控訴審終局） 1.9

005平均取調べ証人数

弁護人選任率(％）
962

34．1事実の取調べの実施割合(％）
I■“ …画L…L…－－…－

上告率(％）
450

※1 平均開廷回数は､被告人1人当たりのものである。

2 平均開廷間隔とは､控訴審で記録を受理したときから終局までの平均審理期間を
平均開廷回数で除したものをいう。
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平均審理期間については【図1】【表2】のとおりである。平均審理期間は、近年高止まりしており、

4.0月であった。

第一審受理から控訴審終局までの平均期間並びに期間別の終局人員及び事件割合については【表4】の

とおりである。この平均期間は、平成18年以降、10月前後で推移していたが（第5回報告書概況編214頁

【図11】、第6回報告書205頁【表4】、第7回報告書143頁【表4】、第8回報告書155頁【表4】参

照）、令和2年以降、長期化し（第9回報告書218頁【表4】、第10回報告書244頁【表4】参照）、令

和6年においても前回(12. 9月）から13. 3月に長期化している。期間別の事件害'|合を見ると、第一審受理

から1年以内に終局する事件が約7割を占めることは従前の傾向と同様である。

【表4】第一審受理から控訴審終局まで

の平均期間並びに期間別の終局

人員及び事件割合(刑事控訴審

訴訟事件）

【図3】審理期間の分布(刑事控訴審訴訟事件）

2年以内

2年を超える

§ 刑事控訴審訴訟事件の種類

…,…, … 上 …_いL唖七孔L-… い ……… 野望鈴… U_唖…

終局人員(実人員） 4，928

一
’

一一・ざ｝
鄙

平均期間(月） 133

皿
恐
》
郵
鵡
型
拙
一
ｍ
鋤
一
ｍ
恥

３
６
型
１

２

1年以内

1年超2年以内

2年超3年以内

3年超5年以内

5年を超える

終局区分の分布及び終局区分別の平均審理期間については【表5】のとおりである。終局区分の分布に

ついては、前回とほぼ同様であり、約7害1lが控訴棄去l1、約1割が破棄自判、2割弱が控訴取下げで終局し、

これら以外の終局区分はほとんどない。終局区分別の平均審理期間については、その大半を占める控訴棄却

及び破棄自判で終局した事件（それぞれ4．4月、5．3月）は、前回と同様である（第10回報告書245頁【表

5】参照）。
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【表5】終局区分の分布及び終局結果別の平均審理期間
（刑事控訴審訴訟事件）

審理の状況について見ると、平均開廷

回数及び平均開廷間隔については【表

2】のとおりであり、前回と同様である

（第10回報告書243頁【表21参照）。

事実の取調べの実施害'1合の推移について

は【図6】のとおりであり、令和6年

も、これまでの減少傾向に即して、前回

（38.7％）から減少し、34．1％であっ

た。平均取調べ証人数については【表

2】のとおりであり、0．05人と前回と|司

様に少ない（第10回報告書243頁【表

2】参照）。これらの統計データから

は、控訴審が事後審であるとの趣旨を反

映した審理がより広く進められているこ

とがうかがわれる。

ヘ

ー

ー
－

－
～
～ 終局人員(実人員)i 平均審理期間(月）
～

～、～
……坐……傘燕

総数 4.04，928

１
＄

７
５

６
４

３
７控訴棄却

“
一
認抑
小
一
ｍ
恥
加
恥
一
弛
幟

破棄自判

破棄差戻・移送

、公訴棄却

取下げ

106

6-8

1．0

上告率については【表2】のとおりであり、近年の傾向に即した結果となっている（45

弁護人選任率については【表2】のとおりであり、前回とほぼ同様（96.2％）であった

243頁【表2】参則）。

0%)。

(第10回報告書

【図6】事実の取調べの実施割合の推移(刑事控訴審訴訟事件）
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｢芝最高裁判所における上告審訴訟事件匡訶
E 己 概裁

庇。

最 る上 況
■■

丁I の

一
』

民事訴訟事件の概況

民事上告事件及び民事上告受理事件'の新受件数及び平均審理期間2の推移については【図l】のとおりで

ある。新受件数と平均審理期間には一定の相関関係があるといえ、両者の推移にはおおむね類似した傾向が

見られる。平均審理期間は、平成21年以降長期化傾向となり、平成26年から短縮傾向に転じ、令和元年以

降はおおむね長期化傾向となっており、令和6年においては、上告事件が3．8月、上告受理事件が3．9月と

なり、前回（それぞれ3．4月、3．6月）より長期化した。

【図1】新受件数及び平均審理期間の推移(民事上告事件及び民事上告受理事件）

’
上告受理事件数
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※ 上告事件の平均審理期間について､高等裁判所が第二審としてした終局判決に対して上告が提起された事件数を基に算

出しているが、平成6年以前は、このような事件に当たらないもの(高等裁判所を第一審とする人身保護請求事件･飛躍上

告事件等)が統計上区別されていないため、これを含んだ事件数を基に算出している。

※ 上告受理事件については、現行法が施行された平成10年以降の統計データを示す(以下同じ。）。

※ 新受件数については、最高裁判所に直接上告状が提出された直受事件及び高等裁判所が第二審としてした終局判決に対

して上告提起又は上告受理の申立てがされた事件に当たらないものを含む。

’本報告書では、民事訴訟事件のうち、高等裁判所が第二審としてした終局判決に対して上告が提起され、あるいは上告受理の

申立てがされた事件を主な分析対象としている(ただし、【図1】の脚注を参照)。なお、1件の事件について上告･上告受理の双方

が申し立てられる､いわゆる並行申立事件も相当程度あることに留意が必要である(後掲Ⅵ、2．2においても同様である。）。

』上告審あるいは上告受理審における記録の受理から終局までの期間の平均である＠なお、上告受理事件について上告受理決定

がされた場合には、それによって上告があったものとみなされる(民訴法318条4項)から、その後判決等が出された場合に終局

と扱われる。
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審理期間別の既済件数及び事件割合については【表2】のとおりである。上告事件については、審理期

間が3月以内の事件の割合(51. 6%)及び3月超6月以内の事件の割合(33. 7%)がいずれも前回（それぞ

れ、56．0％、34．2%）より減少し、審理期間が6月超1年以内の事件の割合（12.7％）が前回（8.3％）より

増加するなど、全体的に長期化しており、平均審理期間（3.8月）は、前回（3.'1月）より0．4月長くなっ

た。上告受理事件についても同様の傾向であり、審理期間が3月以内の事件の割合（49’0％）及び3月超6

月以内の事件の割合（35.7％）がいずれも前回（それぞれ、50. 9%、37. 6%)より減少し、審理期間が6月

超1年以内の事件の割合(13. 2%)が前回(9. 8%)より増加しており、平均審理期間(3. 9月）が前回

（3.6月）より0．3月長くなった。なお、圧倒的多数の事件が、上告事件であれば決定（却下決定又は棄却

決定）、上告受理事件であれば不受理決定で終局していることは、前回と同様である（第1O回報告吉247

頁【表2】参照）。

【表2】審理期間別の既済件数及び事件割合並びに終局区分ごとの審理期間別の既済件数及び事件割合
（民事上告事件及び民事上告受理事件）
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'1表3） 第一審受理から上告審終局までの平均期間並

びに期間別の既済件数及び事件割合(民事上

告事件及び民事上告受理事件）

また、第一審受理から上告審終局までの平均

期間並びに期間別の既済件数及び事件割合につ

いては【表3】のとおりである。上告事件の平

均期間（39.2月）は前回（38.8月）より長期

化しており、上告受理事件（40.3月）は、前回

（40.6月）より短縮している。合計の期間が3

年を超える事件の割合は、上告事件で44，3％、

上告受理事件で48．4％と、いずれも前回（上告

事件44．5%、上告受理事件49 3M）より減少し

た（第10回報告書2"48頁【表3】参照）。

事 種類 上告事件 上告受理事件一

色ｰ ‐且 一 一一 幸’’ －－ざ ＝ 狸 宅 一.②

上告受 事件-件の
|,
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2．“2

行政上告事件及び行政上告受理事件1の新受件数及び平均審理期間の推移については【図4】のとおりで

ある。新受件数は、令和6年においては、上告、上告受理（それぞれ372件、440件）ともに前回（それぞ

れ331件、373件）より増加した。平均審理期間は、上告は平成9年、上告受理は平成15年がピークであっ

たが、いずれについても、平成15年以降に顕著に短縮した後、平成20年以降は、変動はあるものの横ばい

の状態となり、平成28年から更に短縮傾向にある2。

【図4】新受件数及び平均審理期間の推移(行政上告事件及び行政上告受理事件）
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※ 新受件数については､最高裁判所に直接上告状が提出された直受事件及び高等裁半ﾘ所が第二審としてした判決に対し
て上告の提起又は上告受理の申立てがされた事件に当たらないものを含む。

’本報告害では、行政事件訴訟のうち、高等裁判所が第二審としてした終局判決に対して上告が提起され、又は上告受理の申立
てがされた事件を主な分析対象としているが、民事訴訟事件と異なり、高等裁判所が第一審としてした終局判決に対する上告及
び上告受理事件(知的財産権関係、独占禁止法関係等の審決取消訴訟等)も分析対象に加えている。この点の詳細は、第5回
報告書概況編222頁脚注8参照

？令和2年の長期化の背景には、同年の新型コロナウイルス感染症の感染拡大及び緊急事態宣言の発出並びにこれらに伴う裁判
所業務の縮小の影響があるものと思われる。
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終局区分別の既済件数については【表5】のとおりであり、上告事件であれば決定（却下決定又は棄却

決定）、上告受理事件であれば不受理決定で終局した事件が9割を超えることは前回と同様である。平均審

理期間については、決定（上告事件）及び不受理決定（上告受理事件）で終局した事件では、前回（それぞ

れ2.1月、2.4月）より増加し、それぞれ2.8月、3.7月となった。【表5】は、審理期間別の事件割合に

ついても示しており、上告、上告受理のいずれにおいても、審理期間が3月以内の事件の割合は前回（それ

ぞれ79．9％、74. 0%)より減少し、それぞれ64. 7%、61. 9%となった。他方、6月を超える事件の割合は

前回（それぞれ4．0％、7. 1%)より大幅に増加し、それぞれ14. 0%、14. 0%となった（第10回報告書250

頁【表5】参照）。もっとも、上告、上告受理とも、事件数が年間数百件程度であるため、終局した事件の

係属期間により一時的な影響が出やすいことにも留意が必要である。

ﾗ】審理期間別の既済件数及び事件割合並びに終局区分ごとの審理期間別の既済件数及び事件割合

（行政上告事件及び行政上告受理事件）
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第一審受理から上告審終局までの平均期間並びに

期間別の既済件数及び事件割合については【表6】

のとおりである。上告事件及び卜告受理事件の平均

期間（それぞれ40. 8月、42. 9月）については、い

ずれも前回（それぞれ35．8月、39．8月）から増加

した。期間別に見ても、上告、上告受理のいずれに

おいても、5年超の事件の割合が増加した（上告事

件は、前回の7．0％から18. 2%、f告受理事件は、

【表6】第一審受理から上告審終局までの平均期間並

びに期間別の既済件数及び事件割合(行政上

告事件及び行政上告受理事件）
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令和2年以降長期化傾向にある背景には、同年の新型コロナウイルス感染症の感染拡大及び緊急事態宣言の発出並びにこれら
に伴う裁判所業務の縮小の影響があると思われる。
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|刑事訴訟事件の概況32 ■

刑事上告事件'の新受人員（延べ人員）及び平均審理期間の推移については【図1】のとおりである

新受人員については、約2, 000人前後で増減を繰り返していたが、令和6年は、前回とほぼ同様の

人となった｡

平均審理期間については、近年はほぼ横ばいで推移しており、令和6年は2．9月であった。

1, 692

【図1】新受人員(延べ人員)及び平均審理期間の推移(刑事上告事件）
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’本報告書で取り上げている刑事上告事件は､最高裁判所における刑事訴訟事件のうち高等裁判所が第二審としてした終局判決
に対して上告が提起された事件である。
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終局区分別の終局人員（実人員）及び審理期間の分布状況については【表2】のとおりである。審理期

間の分布状況については、前回同様、その大半が3月以内に終局している（第10回報告耆253貞【表2】

参照）。

【表2】終局区分別の終局人員(実人員)及び審理期間の分布状況(刑事上告事件）
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(はじめに）

最高裁判所は、判例として公表に値する判断を含む裁判を明らかにし、下級

裁判所の執務の参考とするため、昭和23年頃から最高裁判所民事・刑事判例

集（以下「判例集」という｡）を刊行している。また、判例情報への国民の迅

速かつ容易なアクセスを可能にするため、平成9年から裁判所ウェブサイトに

おいて、言い渡された最高裁判決の掲載を行ってきた。

本報告書は、複数の最高裁判所の大法廷判決の判決書について、原本の記載

と裁判所ウェブサイト及び判例集における記載に相違があることが判明したこ

とに端を発し、司法行政事務の適正な遂行の確保に関する有識者委員の意見を

うかがいながら行った調査・分析の結果を報告するものである。

有識者委員会合は、令和3年11月から令和7年6月までの間に、合計6回

にわたり開催し、有識者委員からは、最高裁が行う調査の内容や方法、調査結

果に基づく評価、今後の方策などについて様々な観点から客観的な意見をいた

だいた。

本報告書は、第6回の有識者委員会合において了承されたものである。
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第1 調査・検証の経緯等

1 端緒

報道機関から、昭和23年から平成9年までに言い渡された最高裁判所

の大法廷判決14件について、裁判所ウェブサイトの記載と判例集の記載

に相違がある箇所がある旨の指摘を受けた。これを受けてこれらの判決に

ついて調査を行った結果、判決書原本の記載と裁判所ウェブサイト及び判

例集における記載に相違がある所が相当数あることが判明した'。

2 調査の開始と有識者委員会合の開催

上記指摘を受けた段階では、このような相違が生じた原因について、いず

れも判決の言渡し後時間が経過していることから明らかではなく、ウェブ

サイトや判例集に登載しているその他の判決書や決定書についても、その

記載と、判決書や決定書の原本（以下《これらを総称して「判決書原本」と

いうこととする｡）の記載との間に違いがないとはいえない状況であった。

これは、裁判所ウェブサイトや判例集についての信頼を損ないかねない

事態であると考えられたことから、半ll決書原本の記載との相違の有無及び

原因の調査を行うこととした。そして、この調査の適正さを担保するため、

外部の有識者から意見を聴取すべく、司法行政事務の適正な遂行の確保に

関する有識者委員による会合（以下「有識者委員会合」という。）を開催す

ることとした。

3 有識者委員会合の開催状況

有識者委員の構成員及び会合の開催日程等は、以下のとおりである。

（1）構成員

梶木 壽 氏 弁護士、元広島高検検事長、元防衛省防衛監察監

谷 眞人 氏 弁護士（※ 第1回会合のみ）

神田 安積 氏 弁護士（※ 第2回会合以降）

高橋 滋 氏 法政大学教授

（2）開催日程等

令和3年11月29日 第1回会合

令和4年 9月16日 第2回会合

相違一覧については、裁判所ウェブサ

1日、判明している筒所につき修正を
1記載違いが判明した14件の大法廷判決は別紙1のとおりであり

イトを参照されたい。上記の裁判例については、令和3年1（)月2

施した上で公開済みである。

n
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令和5年10月24日 第3回会合

令和6年 9月10日 第4回会合

令和7年 5月20日 第5回会合

令和7年 6月17日 第6回会合

(3)議事要旨･ 資料

各会合の議事要旨及び資料については、裁判所ウェブサイト(https : /

7Www. courts.go. jp/toukei_siryou/siryo/hanrei-kaigoU/index. html)

において公開している。
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第2 調査の内容

1 調査の必要性

上記のとおり、報道機関から指摘を受けた14件の判決について、指摘箇

所を確認したところ、判決書原本の記載と裁判所ウェブサイト及び判例集

における記載との間に、指摘された以外にも相当数の相違があることが判

明した。

一方で、上記の各判決は、いずれも言渡し後時間が経過しているため、相

違が生じた原因は明らかではなく、上記の各判決以外の判決等についても、

裁判所ウェブサイト及び判例集上の記載と判決耆原本の記載との間に違い

がないとはいえない状況であった。

このような状況から、これらの相違について、どの程度の量があり、その

内容・程度はどのようなものであるかや、相違が生じた原因について更に調

査をする必要があると考えられた。そして、調査の適正さを担保する観点か

ら、外部の有識者の意見を踏まえて、裁判所として行うべき調査の内容等を

検討していくこととした。

2 調査の方針・手法

（1）相違に関する調査

一連の調査検討は、次の作業の段階を経ながら概ね令和3年10月か

ら同7年4月まで行った。

ア まず、報道機関から指摘を受けた14件の判決については、指摘され

た箇所以外の部分についても違いが含まれている可能性があったこと

から、有識者委員会合第1回までの間に上記14件の判決のうち10

件につき、全文について改めて記載の相違を確認し直す作業を行った2

（以下、同調査を「予備調査」という。)。

イ 次に、予備調査の結果や有識者委員会合第1回における議論も参考

にして、昭和23年から平成29年までの70年間について、各年1件

ずつ計70件の判決をサンプルとして抽出して記載の相違を確認し、

明らかになった相違箇所についてその内容程度を分類して評価するな

どの作業を行った（以下、同調杳を「サンプル調査」という。)。

ウ サンプル調査において確認された相違内容、相違出現頻度、ウェブサ

イト掲載の事務フローと判例集の刊行の事務フローの違いによる相違

なお、残りの4件についても後日全文について調査し直している。
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発生の可能性の高低、利用者（国民全体）のアクセスの容易性、調査に

当たる裁判所の態勢などを総合的に考慮し、裁判所ウェブサイトに掲

載されている平成28年中までの全ての大法廷判決・決定（855件

（民事255件、刑事600件)）を対象3として、判決書原本との記載

の相違を確認し、分類評価することとにした（以下、同調査を「大法廷

判決等全件調査」という。)。

エ なお、大法廷等全件調査については、上記のとおり、裁判所ウェブサ

イトを対象とするもので、判例集は対象としていない。他方、予備調査

及びサンプル調査については、判例集も対象としていたが、その相違の

分析の仕方が大法廷判決等全件調査のそれとは必ずしも同一ではなか

った。そこで、予備調査及びサンプル調査の対象となった大法廷判決．

決定のうち、判例集と対照したものについては、別途、大法廷判決等全

件調査と同じ手法で分類し直すこととして、その結果を分析評価する

こととした（以下、同調査を「補充調査」という。)。

(2)原因に関する調査

相違に関する調査と並行して、相違が生じた原因についての調査､すな

わち裁判所ウェブサイトヘの掲載フローや判例集への刊行フローについ

ての調査も行うこととした。

］この調査の対象の判決・決定には、予備調査及びサンプル調査の対象となった大法廷判決・決定も含まれ

ている。

R
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第3 調査の結果

1 予備調査

（1） 調査の工程・方法

予備調査においては、まず初めに、対照をする元となる判決耆原本又は

その謄本を入手した。一部は最高裁判所に保管されているものもあるが、

古いものについては、検察庁や国立公文書館から取り寄せた。

また、対照作業をするに当たっては、原本の保護の観点から、原本その

ものを利用するのではなく、コピーを取って行うこととした。コピーを取

るに際しては、1枚1枚手作業で行ったが、特に古い判決書原本等は、紙

質や製本の状況に鑑み、特に慎重な取扱いが必要であった。

上記の作業を経て、裁判所の職員が、実際の判決書原本又はその謄本と

対象の判例集やウェブサイトの記載を一宇一宇確認し、その作業を各裁

判例について2回行う、いわゆるダブルチェックを実施した。

（2）調査の結果

予備調査の結果、最も多い違いの類型としては漢字の字体が異なると

いうものであり、これが全体の大部分を占めること、次に単純な脱字が2

0件ほどあり、次いで誤字が13件ほどあったこと、「署名押印すること

ができない｡」といったフレーズが丸ごとなくなっている脱字が上記のほ

かに7件あったことが判明した'。

2 サンプル調査

（1）調査の工程・方法

上記のとおり、サンプル調査として く昭和23年から平成29年までの

70年間について、各年1件ずつ判決を抽出することとし、実務上も法理

論上も重要度の高い判例が掲載された裁判集§に掲載されたもののうち、

大法廷判決・決定を優先し、対象年に大法廷判決・決定がない場合には小

法廷判決・決定から選択し、民事事件と刑事事件の比率が1対1となるよ

う対象判例を選択した。抽出した70件については、判例集のみ調査した

ものが20件、ウェブサイトのみ調査したものが20件、両方調査したも

のが30件であり、年代が偏ることのないように配分した。

）に、予備jp::toukei_siry(ju/siryo/hanrei/index. html裁判所ウェブサイト上(huEs: //w'Aw. courts. 9

調査による相違の具体的内容及び正誤表の一覧を掲載し、同ウェブサイト上に掲載している判例について
は、令和3年10月21日に修正の上公開した。

5株式会社有斐閣が発行する「憲法判例百選I(第7版)」、「憲法判例百選Ⅱ（第7版)」、「民法半|｣例百選I」
（第8版)、「民法判例百選ⅡI(第2版)、「刑法判例百選I(第8版)」及び「刑法判例百選Ⅱ（第8版)」
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そして、予備調査の際と同様、対照をする元となる判決書原本又はその

謄本を入手し、対照作業のためコピーを取った上で、裁判所の職員が､ 実

際の判決書原本又はその謄本と対象の判例集やウェブサイトの記載を一

字一宇確認し、その作業を各裁判例について担当する職員を替えて2回

行う、いわゆるダブルチェックを実施した。

なお、調査の対象から、相違の内容が異字体であるものについて除外し

た。

(2)調査の結果

相違の内容としては､誤字を含む文字の変更が最も多く、これに続いて、

文字の脱落や、「・・・」（リーダ）の数や種類の相違などがあり、これら

が相違の半分以上を占めた。そのほか、句読点の脱字、加入、変更も発見

された。

他方、フレーズや単語単位での相違について、加入は見られず、脱落は

少数見られたが、行単位での脱落などは確認できなかった。

また、フレーズや単語単位の脱落は昭和23年から昭和56年までの

比較的古い時代にのみ見つかっており、判例集は平成7年まで、ウェブサ

イトは平成18年までのものに相違が見られたが、平成19年以降の判

決等には相違が見られなかった6．

3 大法廷判決等全件調査

（1）調査の工程・方法

サンプル調査において確認された相違内容、相違出現頻度、下記のとお

りの裁判所ウェブサイト掲載の事務フローと判例集の刊行の事務フロー

の違いによる相違発生の可能性の高低、利用者（国民全体）のアクセスの

容易性､調査に当たる裁判所の態勢などを総合的に考盧し、この調査にお

いては、裁判所ウェブサイトに掲載されている平成28年12月までの

全ての大法廷判決．決定（855件（民事255件、刑事600件)、延

べ7379ページ7）を優先的に調査することとにした。

また、作業の合理化効率化のため、デジタル技術を活用できるかについ

ても検討した。しかしながら、対照作業の前提として、判決書原本をスキ

ャニングして文字データ化する作業(OCR)が必須であるところ、OC

Rの精度に問題があることが明らかとなった。すなわち、民間の業者の協

力を得て実際にOCRを行ったものの、手書きの判決書についてはほと

6前掲の裁判所ウェブサイト上に、サンプル調査による相違の具体的内容及び正誤表の一覧を掲載し、同ウ

ェブサイト上に掲載している判例等については、令和4年5月30日までに修正の上公開した。

7裁判所ウェブサイトに掲載されたページ数で換算した。

ワ
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んど読み取ることができず、平成12年頃までの縦書きの判決書につい

ても一応読み取れるもののその精度は高くなかった。また､横書きの判決

書はデジタル技術の活用になじみやすいと考えられたが、横書きの書式
になった平成13年以降の判決等については、サンプル調査の結果によ

ってもそれほど相違がなく、費用をかけてデジタル技術を導入すること

は費用対効果の観点から問題があると考えられた。そのため､この調査に

当たっては、予備調査及びサンプル調査時と同様、デジタル技術を活用し

て調査を行うこととはせず、裁判所職員による手作業により行うことと
1提8
レ ノー 0 ,

そして、予備調査及びサンプル調査と同様､対象となる判決書原本又は

その謄本を入手し、対照作業のためコピーを取った上で､裁判所の職員が、

判決書原本又はその謄本と裁判所ウェブサイトの記載を一宇一宇確認し

た。
『＝司学勺へロガ ハ／っ-,←卜南 マ峰FコームーーL句J二十口､三一ソーダー､，、－－）－斗 『｢可▽11 1 ／7-,Z些来冑－フFTー一

【図1】 の分類プロ発見された相違については、上記の照合の結果、発見さオ

に従って相違の分類を行った。

40名であるが、このほかに刑事事件の判決書原本の入手に法務
この調査のための判決書原本の検索・コピーの作成、対照及び結

8作業に関与した裁判所職員は延べ約1

省、検察庁関係者の多大な協力を得た。
果の整理等に約3年間を要した。
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【図1】分類フロー
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句読点・

記号の相違

年月日、事件番号、引用文献等

の頁数その他の形式面の相違

人名の相違句読点・

記号の相違

条文の相違

‐
↓
①

④② ③V

誤字・脱字等の存在が分かり、かつ、元の文言が容易に推測できる。

↓ いいえはい

’
↓ いいえはい

↓ いいえはい

！

|

’

↓↓↓↓ ↓
はい いいえ

⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨

(相違種別）

① 句読点・記号の相違

② 条文の相違

③ 人名の相違

④ 年月日、事件番号、引用文献等の頁数その他の形式面の相違

⑤ 明らかな誤字・脱字など明白な誤り

⑥ ニュアンスは変わるが大意は変わらない相違

⑦ 文脈から推知可能な相違

⑧ 文脈から推知不可だが、意味内容に大きな影響がない相違

⑨ 文脈から推知できず、全体の意味内容に大きな影響をもたらす相違

9

変更前後で文章の大意は変わらない。

文脈から変更前の文意を推測することが可能である。

文脈から推知不可だが、判決の意味内容に大きな影響はない。



(2)調査の結果

ア 相違発生頻度

大法廷判決等全件調査の対象とした855件の判決等のうち、1つ

でも相違が見つかった裁判例は【表1】のとおり、537件（63％）

であった。

【表1】相違発生頻度

調査数相違なし何らかの相違あり

255

600

855

｜

’
107

211

318

37％

民事

刑事

合計

割合

148

389

537

63％
l

L

イ 相違数、相違種別9

この調査により、判明した相違数の合計は延べ2567箇所であ

り、その内訳は【表2】のとおりである。

相違種別ごとの割合については、【図2】のとおり、判明した相違の

⑤「明らかな誤字・脱字など明白な誤り」が約51％、①「句読点・記

号の相違」が約26％。これらに形式面の相違（②「条文の相違」（約

1. 5%)、③「人名の相違」（約3．5%)及び④「年月日、事件番号、

引用文献等の頁数その他の形式面の相違」（約4％)）を加えると約8

6％に上った。なお、民事事件と刑事事件のいずれについても、相違内

訳の傾向はほぼ一致している。

⑥｢ニュアンスは変わるが大意は変わらない相違｣は約11％､⑦｢文

脈から推知可能な相違」は約3％、⑧「文脈から推知不可だが、意味内

容に大きな影響がない相違」は約1％であり、⑨｢文脈から推知できず、

全体の意味内容に大きな影響をもたらす相違」は発見されなかった。

ﾖ相違の具体的な例は、別紙2のとおりである。⑧「文脈から推知不口Jだが、意味内容に大きな影響がない
相違」の類型については、当てはまる例を全て記載した。また、相違については、裁判所ウェブサイト上の
各判決等のページの末尾（全文PDFが掲載されている筒所）に、相違箇所を記載したファイルをそれぞ
れ添付する方法で掲載している。
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【表2】相違数、相違種別

民事 ｜ 刑事 I 合計 I 割合相違数

①句読点・記号の相違

②条文の相違

、
一
胆
一
塑
一
加
一
郊
一
布
一
別
－
３
－
０
一
加

咽一四一舶一開一唖一郡一“－８－０－蝿
ロ
・
ロ
ロ
・
ロ
・
・
ロ
咽
Ⅱ
Ⅱ
■

”一妬一卯一価一伽一狸一舶一Ⅱ－０

25.6％

14％

③人名の相違

④年月日等その他の形式的相違
⑤明らかな誤字・脱字など

⑥大意は変わらない相違

⑦文脈から推知可能な相違

⑧推知不可、意味内容に大きな影響なし

秘噸一恥一帖燕一蝿斌一恥

口

』

一

二

二

・

二
１

⑨推知不可、

合計

意味内容に大きな影響あり

2568

【図2】相違種別ごとの割合
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、
、
１
Ｊ
〃

、
１
‐
Ｊ

ｇ
俗

■
■

⑦
⑨

■
■

■(8
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ウ 年代別

民事、刑事の分野ごとに、年代別で相違を分析した結果は【表3】、

【表4】、【図3】及び【図4】のとおりである。

両分野とも、昭和23年から同27年の最も古い年代（刑事事件で

は昭和23年から同24年の判決に手書き判決が見られる年代）にお

ける相違が顕著に多い｡ 民事事件は、上記期間における相違が全体の

約30％であり、これを含めた昭和23年から昭和42年までの期間

における相違が約79％を占める。刑事事件でも、最も古い年代であ

る昭和23年から昭和27年までの期間における相違が全体の約5

3％、これを含めた昭和23年から昭和42年までの期間における相

違が約91％を占める。

昭和43年以降の時期における相違はそれ以前と比較して格段に少

なく、その内容も明らかな誤記等が中心である。特に、横書き判決とな

った平成13年以降は、刑事分野では人名の明らかな誤記1件を除き

相違は発見されず、民事分野でも、判決の意味を理解しやすくする又は

より正確にするためと思われる修正2箇所（｢農地法(以下｢法｣」→｢農

地法(平成12年法律第143号による改正前のもの。以下｢法｣｣、「同

条4項。農地法施行規則」→「同条4項。平成12年農林水産省令第5

号による改正前の農地法施行規則」（いずれも最高裁平成8年（オ）第

232号同13年3月28日大法廷判決)）のほか、明らかな誤字・脱

字が2箇所発見されたのみである。また、刑事分野においては、⑧「文

脈から推知不可だが、意味内容に大きな影響がない相違」は、昭和49

年以降発見されていない。
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【表3】民事年代別

９

陥
一

４
３
Ｈ

鏥
一

２

８
６

弱
一

７

３
５

弱
一

２
８
５

馴
一

７

３
４

釧
一

２

８
４

鯛
一

７

３
３

卵
一

２

８
３
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７

３
２

魂
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刀文脈から推知可能な相違
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【図3】民事年代別（グラフ）
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ロ

ロ
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【表4】刑事年代別

0剛4蝿甥41合計９

陥
一

４
３
Ⅱ

鋤
一

２
８
６

弱
一

７

３
５

弱
一

２

８
５

釧
一

７

３
４

剥
一

２

８
４

鯛
一

７

３
３

鯛
一

２

８
３

盟
一

７

３
２

兜
一

・

５

蝿
羽

一

鯛

一

鯛
塊

０
０

０
０

０

０
０

１
０

．

０

０
０

０
０

０

７

’

０
０

０

－

帥

１

’

０
０

０
０

５

－

０

－

０

’

０

’

９

０

－

０

’

０

－

０

－

０

２

－

２
０

｝

１

－

羽
ｄ
Ⅱ
Ⅱ
。

６
５

０
２

兜

２
１

４
０

刈
１

１

㈹
２

７
６

９１

４

ゞ

ゞ

６

ゞ

－

５
５

－

０

－

２

－

４

｝

７１

配

一

ね

一

鋤

一

花

一

刀
３

》

》

３

6①句読点・記号の相違

②条文の相違

③人名の相違

④年月日等その他の形式的相違

⑤明らかな誤字・脱字など

’

３

一

附

杷

－

４

’

８

ゞ

Ｏ

ｌ

５

ｌ

０
２

’

４

一

旧

一

㈹
６
１
１
９
１
■
Ｉ
ｌ
ｔ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
Ｉ
『
！
Ｉ
ｌ
ｌ
０
ｌ
Ｌ
‐
‐
Ｉ
‐
‐
‐
Ｉ
■
も
Ⅱ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
４
１
‐
４
１
１
１
１

０

ゞ

０

ゞ

０
０

－

０

－

帆

Ｂ
Ｂ
Ｉ
■
■
一
日
Ｉ
０
ｌ
０
ｌ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
１
Ｉ
Ｉ
Ｉ
‐
‐
‐

０

’

０

’

０
０

’

１

－

冊

一

０

１

０
０

０

’

０

－

０
ひ

・

８

｜

＃
０

’

０
０

０

’

４

ゞ

３

｜

＄

０

’

０

－

０
０

－

１

－

０

０

’

０
０

０

－

４

－

冊
』
幻
１
１
画
Ｇ
Ⅱ
０

０
日
８
０
■
ｊ
■
９
９
１
９
０
０
‐
‐
‐
ｌ
‐
‐
‐
‐
‐

一

１

０
－

０

－

０

－

０

－

０

－

ぴ

０
９
９
日
９
」
■
１
１
１
９
Ⅱ
ｌ
ｌ
ｒ
ｌ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
ｌ
ｌ
」
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
ｌ
Ｉ
Ｉ
Ⅱ
卜
Ⅱ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
０
０
Ｉ
ｉ
」
‐
９
８
１
Ｊ
１
．

８
１

１

’

０

－

乃

一

州

３
２

０
０

ゞ

馴
鍋

３
～

８
４

０
０

０
６

１

－

８
一

＄

妬
５

２
０

’

８
６

｝

２

｝

１

－

５

一

～
３

｝

１

－

２

｝

０

｝

９

｝

６
２

－

１

．

－

２

－

１
■

１
９
９
０
■
ユ
０
８
９
１
８
０
０
ゴ
‐
‐
‐
‐
‐
‐
‐
Ｉ

９

．

｝

９

｜

Ｉ

４

一

別

－

３

－

０

－

７

－

３

］

９

－

５
１

画

⑥大意は変わらない相違

⑦文脈から推知可能な相違

⑧推知不可、意味内容に大きな

影響なし

⑨推知不可、意味内容に大きな

影響あり

(合計）

(割合）

【図4】刑事年代別（グラフ）
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L3’人名の相違 ロ4 年月日等その他の形式的相違

口且｝明らかな誤字●脱字など ロ|、｡ 大意は変わらない相違

ロ71文脈から推知可能な相違 □§ 推知不可、意味内容に大きな影響なし

Dg|推知不可、意味内容に大きな影響あり

翌轟
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4 補充調査

（1）調査の工程・方法

大法廷判決等全件調査においては、上記のとおりの分類フローに従っ

て相違の分類を行ったところ、これは予備調査及びサンプル調査の相違

の分類とはやや異なっている。

そこで、予備調査の対象となった大法廷判決及びサンプル調査の対象

となった大法廷判決・決定のうち、判例集と対照したものについては、改

めて大法廷判決等全件調査における分類フローに従った相違の分類をし

直した。

（2）調査の結果'0

補充調査の結果は、大法廷判決等全件調査の傾向と大きな相違はなく、

⑤「明らかな誤字・脱字など明白な誤り」や①「句読点・記号の相違」が

占める割合が多く、⑥「ニュアンスは変わるが大意は変わらない相違」や

⑦「文脈から推知可能な相違｣、⑧「文脈から推知不可だが、意味内容に

大きな影響がない相違」も少数ながらあったものの、⑨「文脈から推知で

きず､全体の意味内容に大きな影響をもたらす相違」は発見されなかった。

また、年代別で見ると、昭和55年以降は、①「句読点・記号の相違」

が2件、⑤「明らかな誤字・脱字など明白な誤り」が1件、⑥「ニュアン

スは変わるが大意は変わらない相違」が1件見つかった以外は相違が発

見されなかった。

5 原因分析のための前提調査

（1）調査の工程・方法

相違が生じた原因を分析するための前提として、判決書の体裁とその

推移､裁判所ウェブサイトや判例集への掲載･刊行の経緯及び同事務フロ

ーについても調査を行った。

調査に当たっては、客観的な資料が見当たらなかったことから、各事務

フローに関与したことがある裁判所の職員延べ28名を対象にヒアリン

グを実施した。

（2）調査の結果

ア 判決書原本の体裁について

裁判所の判決書原本の体裁について、昭和23年頃には縦書き、かつ

手書きで作成されていたことが判明しており、その後、昭和30年頃に

は、縦書き、かつタイプライター等の活字により作成されるようになっ

'oなお、補充調査における相違の具体的内容及び正誤表についても、前掲の裁判所ウエブサイト上に一覧

を掲載している。
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た。

平成13年1月頃からは、現在と同様の横書き、かつ活字で作成され

るようになった。

イ 裁判所ウェブサイトについて

客観的な資料は残っていないものの、ヒアリングの結果によれば､裁

判所ウェブサイトの運用状況及びその際の事務フローは次のようなも

のであったと推測される。

裁判所ウェブサイトは、平成9年5月に開設され、当時の最新の最高

裁判所判例・決定について最大100件を公開するようになった''。そ

の後、平成13年6月からは、判例集登載の裁判例も公開するようにな

った。平成18年3月には､裁判所ウェブサイトのシステム改修を行い、

同改修以後の裁判集'2登載の裁判例も公開するようになった。平成22

年4月からは、裁判所ウェブサイトにおいて、平成18年2月以前の裁

判集登載裁判例（約2万件）を新たに追加した。

裁判所ウェブサイトに判決等を掲載するに際しては、判決書原本の

写しを利用して仮名処理等をしたデータを作成する必要があるため、

平成11年3月以前の判決等のデータについては、ある時期にまとめ

て外部の業者に委託して作成した。一方、同年4月以降の判決等のデー

タについては、最高裁内において作成した。

ウ 判例集について

昭和23年頃、下級裁判所における執務の参考とするため、最高裁判

所における判決等を掲載した判例集を刊行することとしたものである

が、客観的な資料等が残っていなかったため、古い年代の具体的な事務

フローは明らかにならなかった。

なお、現在の事務フローは次のとおりである。まず、最高裁において

判例集に登載する判例等を選別した上、判決等原本の写しを利用して

仮名処理や下線を付す等の処理をしたデータを作成する。その上で､初

稿、再校、三校最終稿と4回の対照作業を行い、その後、正式に判例

集として刊行されている。

'』平成18年3月以前は、100件の掲載件数の上限が設定されており、古いものは都度削除されていた
ものと推察される。

'2裁判集は、最高裁判所の判決のうち、重要なものを掲載した裁判例集であり、民事と刑事がそれぞれ作
成されている。民事は昭和22年9月分から登載され、刑事は昭和22年11月分から登載されている。
当初は、最高裁判所で言い渡された裁判全てを登載していたが、事件数が膨大であること及び参考価値の
見直しの結果､民事については昭和27年1月分以降から､刑事については昭和26年12月分以降から、
重要な裁判だけを登載することとされた。
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第4 調査結果の分析

1 相違内容の分析

大法廷判決等全件調査の結果、裁判所ウェブサイトに掲載された大法廷

判決等に関しては、多数の相違が発見されたものの、形式的な相違が大多数

であり、判決等の内容を国民に周知する際に最も問題がある⑨「文脈から推

知できず、全体の意味内容に大きな影響をもたらす相違」は発見されなかっ

た。相違は、古い年代の判決等に集中し、特に平成13年以降の判決等につ

いて見ると、民事分野において、判決の意味を理解しやすくする又はより正

確にするためと思われる修正2箇所（｢農地法（以下「法｣」→「農地法（平

成12年法律第143号による改正前のもの。以下「法｣」、「同条4項。農

地法施行規則」→「同条4項。平成12年農林水産省令第5号による改正前

の農地法施行規則」（いずれも最高裁平成8年（オ）第232号同13年3

月28日大法廷判決）を除き、明らかな誤字・脱字など明白な誤りが2箇所

発見された以外に相違はなく、刑事分野においては、人名の相違1件を除き

相違が発見されていないなど、実質的な相違はほとんど見当たらなかった。

また、補充調査の結果についても、大法廷判決等全件調査と同様、相当数

の相違が発見されたものの、やはり相違は古い年代の判決等に集中し、実質

的な相違は昭和63年のものをもって最後となっている。相違の内容につ

いても、⑨「文脈から推知できず、全体の意味内容に大きな影響をもたらす

相違」があるとは認められなかった。このことから、判例集については、そ

のサンプル数が少ないものの、相違の傾向は裁判所ウェブサイトと同様で

あることがうかがわれる。

2 相違の生じた原因の分析

（1）まず裁判所ウェブサイトについて見る。裁判所ウェブサイトに裁判例

を公開するに際しては、上記のとおり、平成11年3月以前の判決等のデ

ータは外部の業者に委託して作成しており、そのデータも利用して平成

22年4月に平成18年2月以前の裁判集登載裁判例（約2万件）を公開

したと考えられる。この外部に委託した平成11年3月以前の半|｣決等の

データは、活字のものが多かったと考えられるものの、いずれも縦書きで

あったところ、まさに今回の調査でも断念したように手書きや縦書きの

判決耆をスキャニングして文字データ化する精度は高くなかったといえ、

このデータ化の作業過程において多数の相違が生じ、その後の確認に漏

れが生じた可能性がある。このことは、相違が特に古い年代の手書きや縦
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書きの判決等に集中していることや明らかな誤字・脱字など明白な誤り

や句読点・記号の相違が大多数を占めていることとも整合している。

また、ごく一部ではあるが、適用法条の時点を補足したり、誤字を修正

するなどの原本の誤りの修正が行われたりしていると見られる例もある

ところ、裁判所ウェブサイト掲載を行う際にこのような事実上の補正が

行われた可能性が考えられる。

(2)次に判例集について見ると、裁判所ウェブサイトと同様に古い年代に

相違が集中している傾向が見られるところ、これも上記と同様に判決書

原本の体裁が、縦書き、かつ手書きであることや現在ほど写しを作成する

ことが容易ではなかったことなどが影響している可能性がある。もっと

も、判例集については昭和63年以降、実質的な相違が生じていないのは、

裁判所ウェブサイトとは異なり外部の業者によるデータ化の作業（OC

R化）を利用していなかったことも理由である可能性がある。また、裁判

所ウェブサイトと同様に、判例集の刊行の際に、判決書原本の明らかな誤

記を修正する事実上の補正が行われていた可能性がある。

3 総括

今回の一連の調査の結果､裁判所ウェブサイトにおける相違は、上記のと

おり、古い年代に集中しており、特に平成13年以降は、民事・刑事ともに

誤りがほとんど見当たらないことが判明した。これを踏まえると、手書き判

決やタイプライター等で印字された縦書き判決を横書きにデータ化する際

の作業過程に多くの誤りが混入した可能性が高いと考えられる。また、判例

集における相違も、サンプル数が多くないものの、裁判所ウェブサイトと同

様、古い年代における手書きや縦書きの判決書から判例集用のデータを作

成する過程での転記ミス等があった可能性が高いと考えられる。

裁判所ウェブサイト及び判例集の相違の内容については、年代を問わず、

いずれも明らかな誤字･脱字など明白な誤りの割合が一番多く、いずれにお

いても、文脈から推知できず､全体の意味内容に大きな影響をもたらす相違

は見当たらないという結果となった。

前記第3の5のとおり、客観的な資料がないため、過去の裁判所ウエブサ

イト掲載の事務フローや判例集の刊行事務フローは明らかとはならず、記

載の相違が生じた原因について明らかにすることはできなかった。しかし、

現在の各事務フローにおいては、裁判所ウェブサイトや判例集に記載の判

決等に相違が生じる可能性は低くなっていると考えられる。このことは上

記のとおり平成13年以降の相違がほとんど見当たらないことからも裏付

けられる。加えて、将来､裁判手続のデジタル化の進展により、判決書等の

18



原本がデータ化されることになれば、裁判所ウェブサイト掲載までの事務

フローが更に簡素化し、人為的な誤りが介在し得る可能性はますます低く

なると考えられる。
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(おわりに）

今般、報道機関からの指摘を受けて調査をしたことにより最高裁判所の判

決書原本の記載と裁判所ウェブサイト及び判例集の記載が相当数異なること

が明らかとなった。

相違が生じた原因については、手書き・縦書き判決やタイプライターで印字

された縦書き判決を横書きにデータ化する際の作業過程に誤りが混入した可

能性があるが、裁判所における当時のチェック体制が必ずしも十分ではなか

ったことにも起因していると考えられる。

各調査の結果、判決の全体の意味内容に大きな影響をもたらすような相違

は見当たらなかったものの、数多くの相違が発見されることとなった。このよ

うな事態が生じたことは、裁判所ウェブサイトや判例集についての信頼を損

ないかねないものであり、重く受け止めている。

現在の裁判所ウェブサイト掲載や判例集刊行の事務フローに照らすと、今

後はこのような事態が起きる可能性は低いと考えているが、今回、数多くの相

違が発見されたことに鑑み、引き続き、真筆に上記各事務の遂行に努めてまい

りたい。

以上
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別紙1

当初指摘14件の判決一覧

最高裁昭和23年 3月12日大法廷判決・刑集2巻3号191頁Ⅱ

最高裁昭和30年 4月 6日大法廷判決・刑集9巻4号663頁2

最高裁昭和32年 3月13日大法廷判決・刑集11巻3号997頁3

最高裁昭和34年12月16日大法廷判決・刑集13巻13号3225頁41

最高裁昭和36年 7月19日大法廷判決・刑集15巻7号1106頁5

最高裁昭和37年11月28日大法廷判決・刑集16巻11号1593頁6

5月22日大法廷判決・刑集17巻4号370頁最高裁昭和38年7

4月 4日大法廷判決・刑集27巻3号265頁最高裁昭和48年8

4月30日大法廷判決・民集29巻4号572頁最高裁昭和50年9

4月14日大法廷判決・民集30巻3号223頁10 最高裁昭和51年

5月21日大法廷判決・刑集30巻5号615頁11 最高裁昭和51年

7月17日大法廷判決・民集39巻5号1100頁12 最高裁昭和60年

4月22日大法廷判決・民集41巻3号408頁13 最高裁昭和62年

4月 2日大法廷判決・民集51巻4号1673頁14 最高裁平成 9年
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別紙2

大法廷判決等全件調査の分析データ

分類ごとの相違の例は、下記のとおりである。なお、⑧「文朋

可だが、意味内容に大きな影響がない相違」については、全12

している。

記

① 句読点・記号の相違

（例）

． 「上告人の負担とし､」→「上告人の負担とし」

（昭和23年（オ）第9号同年9月24日大法廷判決）

・ 「確約した。しかるに」→「確約した｡、しかるに」

（昭和24年（オ）第182号同33年3月5日大法廷判決）

「文脈から推知不

全12箇所を記載

② 条文の相違

（例）

． 「罰則第八条」→「罰則第六条」

（昭和23年（オ）第9号同年9月24日大法廷判決）

③ 人名の相違（漢字の相違、欠落、加入など）

（例）

． 「田中二郎」→「田中次郎」

（昭和37年(ク)第64号同41年12月27日大法廷決定）

④ 年月日、事件番号、引用文献等の頁数その他の形式面の相違

（例）

． 「昭和二十三年」→「昭和二三年」

（昭和22年(れ)第246号同23年5月12日大法廷判決）

． 「明治一六年」→「明治二八年」

（昭和30年(あ)第871号同33年10月15日大法廷判決）

⑤ 明らかな誤字。脱字など明白な誤り

（例）

． 「除去せられざる」→「除去せらざる」

（昭和23年(オ)第9号同年9月24日大法廷判決）

． 「黙秘権等」→「黙祖権等」

11



別紙2

(昭和25年(あ)第1596号同28年6月10日大法廷判決）

｢太平洋戦争」→「大平洋戦争」

（昭和24年(オ)第182号同33年3月5日大法廷判決）

⑥ ニュアンスは変わるが大意は変わらない相違

（例）

。 「特異な性質」→「特異の性質」

（昭和27年(あ)第2868号同28年7月22日大法廷判決）

。 「本件についての反対」→「本件について反対」

（昭和27年(あ)第1676号同29年11月10日大法廷判決）

． 「得るものではなく」→「得るものでなく」

（昭和29年(あ)第3655号同35年10月19日大法廷判決）

． 「経営者にとっても」→「経営者にとって」

（昭和33年(あ)第1413号同37年2月21日大法廷判決）

⑦ 文脈から推知可能な相違

（例)

「国会優位」→「国家優位」

(昭和30年（オ）第96号同35年6月8日大法廷判決）

【補足説明】

少数意見の中で、内閣に衆議院の一般的解散権を少数意見の中で、内閣に衆議院の一般的解散権を認めること

が国会の最高機関たる地位を低めるものであるという見解に対

する反論を述べる部分であり、立法部の専断等に対して行政部

がこれを抑制するために総選挙を通じて国民の判定に訴えるこ

とが必ずしも国会優位を損なうものではないという文脈であ

り、「国会」が正しいことは分かる。

｢剥奪された議員たる身分」→「剥奪員たる身分」

(昭和37年(オ)第515号同40年4月28日大法廷判決）

【補足説明】

少数意見の中で、過去の大法廷判決を引用する部分であり、

除名処分の取消しを求める訴えが、除名処分の取消しによって

除名処分のなかった状態に復帰し、剥奪された議員たる身分の

回復を図ることを目的とする旨述べる文脈であり、「剥奪された

議員たる身分」の文意であることは推測できる。
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別紙2

「譲受人の利益」→「譲渡人の利益」

(昭和36年（オ）第1378号同40年.9月22日大法廷判決）

【補足説明】

少数意見の中で、単なる営業用財産の譲渡が（昭和56年法

律第74号による改正前の）商法245条1項1号「営業ノ全

部又ハ重要ナルー部ノ譲渡」に当たるとすれば、それが会社の

営業用財産の全部であるか重要な一部の財産であるかが譲受人

にとって不明であるのに、後日譲渡会社から譲渡契約の無効を

主張されることとなって譲受人の不利益になるため不都合であ

る旨述べる文脈であり、「譲受人」が正しいことは分かる。

｢債権者に対し債務引受を」→「債務者に対し債務引受を」

(昭和42年(オ)第1327号同43年12月25日大法廷判決）

【補足説明】

少数意見の中で、法廷意見を引用する部分であり、「債権者」が

正しいことが明らか。（昭和56年法律第74号による改正前の）

商法265条の利益相反取引に、取締役個人の債務について当該

取締役が会社を代表して債権者に対して債務引受をなす行為が含

まれるかという議論をしている文脈からしても「債権者」が正しい

ことは分かる。

｢憲法の保障」→「法の保障」

(昭和44年（あ）第1275号同51年5月21日大法廷判決）

【補足説明】

少数意見の中で、本件争議行為が憲法28条による争議権保障

の範囲に含まれないとの文脈であり、直後に「憲法違反」の文言

もあることから、「憲法」が正しいことが分かる。

｢第一審判決」→「第二審判決」

(平成4年(行ツ)第156号同9年4月2日大法廷判決）

【補足説明】

本判決は、第一審判決が結論において是認できるとして、第一

審判決の一部を取り消した原判決の一部を破棄するものであるか

ら、結論において是認できる対象としては「第二審判決」ではな

く「第一審判決」が正しいことが分かる。
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⑧ 文脈から推知不可だが、意味内容に大きな影響がない相違

トヲ証明スルダケデ、

コ
ー
ト

ル
コ

ナ
タ

｜

ツ
同

ア

ー
ー
プレノ

被告人二於テ右液体ガメタノー

卜乃至メタノールトメチルアルコールトガ同一デアルコ

トヲ認識」7認識」→「同一ナルコトヲ認識」

(昭和23年（れ）第202号同年7月14日大法廷判決）

【補足説明】

上告趣意書の弁護人の主張部分であり、被告人が「メチルアルコ

ール」について、「メタノール」と同一であると認識していなかっ

たとして故意を争う部分であるが、直後に「メチルアルコール」が

法律上所持・譲渡を禁じられている「メタノール」と同一のもので

あることを知らなかったとしても、それは単なる法律上の不知に

すぎず、犯意があったものと認めることを妨げない旨判示されて

おり、判断対象は明らかで、判決の意味内容に違いは生じない。

｢退官に付署名捺印」→「差支に付署名捺印」

(昭和23年（れ）第202号同年7月14日大法廷半|j決）

【補足説明】

裁判官が署名捺印できない理由の付記について、表現が変更さ

れているが、判決の意味内容に大きな影響はない。

その他の候補者が当選者となるか｢当選者となるか は不明」＝

→「当選者となるかは不明」

(昭和23年（オ）第9号同年9月24日大法廷判決）

【補足説明】

最大得票者が選挙に参加しなかった場合に、第二位の者が当選

者となるか、その他の候補者が当選者となるかは不明という文脈

であり、「その他の候補者が当選者となるか」が脱落しているが、

この部分がなくても文意が通じるため、判決の意味内容に大きな

影響はない。

｢第二図」→記載なし

(昭和25年（あ）第292号同年10月11日大法廷判決）

【補足説明】

少数意見の中で、図に示して説明するとして、図に言及するもの

であるが、文章で図の内容を説明しており、末尾に図も添付されて

いることから、意味内容に大きな影響はない。

V



別紙2

｢日本国内で日本国民として」→「日本国民として」

(昭和27年（マ）第79号同年7月30日大法廷判決）

【補足説明】

戦犯者の刑の執行が日本国に委ねられた要件の一つとして、平

和条約発効の直前まで日本において拘禁されていることが挙げら

れており、この当てはめ部分であるが、スガモプリズンに拘禁され

ていたとの記載もあり、「日本国内で」がなくても文意は変わらな

いため、判決の意味内容に大きな影響はない。

｢被告訴訟代理人は主文同旨の判決を求め別添答弁書中の理由記載

:おり述べた｡」→記載なし

(昭和27年（マ）第23号同年10月8日大法廷判決）

【補足説明】

被告が訴え却下の判決を求めた部分だが、同記載部分がなくて

も判決に影響はない。

のとおり述べた｡」

｢裁判長裁判官田中耕太郎」→「当裁判所裁判官全員」

(昭和30年（す）第209号同年12月23日大法廷決定）

【補足説明】

忌避対象の裁判官が裁判長だけであるのに、裁判官全員とされ

ており、併せて、裁判体の構成にも違いがあるが、判旨の内容に

は影響がないため、判決の意味内容に大きな影響はない。

｢三七条等）」→「三七条）」

(昭和30年（あ）第1984号同32年2月15日大法廷決定）

【補足説明】

少数意見の中で、刑事事件における第1審の事実審理を保障し

ている憲法の条規（31条、37条等）に触れている部分であり、

実際の判決書では「等」があることによって31条、37条以外に

も保障する規定があることが示唆されているものの、主だった規

定はいずれも挙げられていることから、判決の意味内容に大きな

影響はない。

は到底済まされないものがあるのであり、問題の取上げ｢過失で邑

隠しても隠しおうせい悪意と方、証拠の扱い方、判決の表現自体に、
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詐術」→「過失で悪意と詐術」

(昭和29年（あ）第1671号同34年8月10日大法廷判決）

【補足説明】

少数意見の中で、憲法76条3項の「良心に従」つた裁判ではな

いとの上告論旨に応答するために、その一部を要約した点の一部

が欠落しているものである。もっとも、所論のような偏見、予断を

抱き所論のような悪意と詐術をもって審理かつ判断した事跡は微

塵も認められないとしており、少数意見の判断対象及び判断内容

は明確であることから、判決の意味内容に大きな影響はない。

｢良心に従って為された裁判というには程遠い」

ならず、斯くの如きは人類の良→「良心に従って為された裁判

心に挑戦するものであって､－正に憲法七六条三項にいわゆる

､うには程凉い」心に従って為された裁判と↓良

（昭和29年（あ）第1671号同34年8月10日大法廷判決）

【補足説明】

少数意見の所論の要約部分の記載が重複しているが（｢斯くの如

きは人類の良心に挑戦するものであって、正に憲法七六条三項に

いわゆる良心に従って為された裁判」という直前の表現が続いて

しまっている｡)、重複は明らかであることから、判決の意味内容に

大きな影響はない。

｢九○センチの狭い急勾配」‐→「九○センチの急勾配」

(昭和43年（あ）第837号同48年4月25日大法廷判決）

【補足説明】

少数意見の説示の一部分であるが、「狭い」が脱落しても、判決

の意味内容に大きな影響はない。

●

⑨ 文脈から推知できず、全体の意味内容に大きな影響をもたらす相違

該当なし
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【機密性2)

事務総局会議（第15回）議事録

日時 令和7年7月8日（火）午前10時03分 ～ 午前10時16分

ウエブ会議場所等

出席者 氏本事務総長、小野寺総務局長、徳岡人事局長、染谷経理局長、福田民

事局長兼行政局長、平城刑事局長、馬渡家庭局長、福島秘書課長兼広報

課長、坂口審議官、榎本デジタル審議官、馬場事務総局参事官

1 日本司法支援センターの中期目標期間終了時における組織及び業務

の全般にわたる検討結果並びに講ずる措置について

小野寺総務局長説明（資料第1）

2 裁判員の参加する刑事裁判に関する法律103条に基づく公表につ

いて

平城刑事局長説明（資料第2）

議事

結果 ◎ 裁判官会議付議 1，2

秘 書 課 長 福 島 直 之



【事務総局会議配布資料】
事務総局会議資料第1
（7月8日開催）

I|’

／＜中期目標＞
罰法務大臣は､3年以上5年以下の期間において,法テラスの中期目標を定め

ければならない(総合法律支援法40条第1項･第2項)。
‐法務大臣は中期目標を定めるときは､あらかじめ最高裁の意見を聴かなければならない(同
条第3項)。

L ノ

言己
〆＜中期計画＞ －、

法テラスは、中期目標を達成するための中期計画を作成して法務大臣の認可
を得なければならない(同法41条第1項･第2項)。
‐法務大臣は,認可するしようとするときは､あらかじめ最高裁の意見を聴かなければならない

上同条第3項)・ ‐一ノ

r<中期目標の期間終了時における検討＞ －、
法務大臣は、中期目標の期間の終了時に業務継続の必要性､組織のあり方そ
の他その組織及び業務の全般について検討しなければならない(以下、この検

討を｢見直し意見｣という。）(同法42条第1項)。

一法務大臣は､この検討をするにあたり、最高裁の意見を聴かなければならない(同条第3項）

ノ、

＜法テラス設立時からの中期目標の期間＞
、1

J!

ｒ
Ｌ

第1期中期目標 平成18年4月10日～平成22年3月31B

、
三

Ｆ
Ｌ 第2期中期目標 平成22年4月1日～平成26年3月31日

１
日
１
１

ノ

PF

k

第3期中期目標 平成26年4月1日～ 平成30年3月31B

､1

J

,F

k

第4期中期目標 平成30年4月1日～令和4年3月31B

、
ノ

ｒ
ｌ
ｌ
ｌ
Ｌ

第5期中期目標 令和4年4月1日～令和8年3月31日

法務大臣は､今般、当該期間の終了時の検討として見直し意

見(案)を策定し､最高裁に求意見をすることとなる。

第6期中期目標 令和8年4月1日（予定)～

些LL二二

法テラスの中期目標について
■ー＝－－ 一一一 一 寺



事務総局会議資料第2
(7月8日開催）

令和6年における

裁半l1員裁半l1の実施状況等に関する資料

最高裁判所事務総局



）（
1 本資料は、裁判員制度に対する国民の理解と関心を深めるとともに、同制度の運用の改善

などのための検討に資するため、裁判員法103条に基づき、毎年、裁判員裁判対象事件の

取扱状況、裁判員及び補充裁判員の選任状況その他裁判員法の実施状況について公表するも

のである。

本公表は、第16回目の公表であり、令和6年（令和6年1月1日から同年12月31日

まで）における裁判員裁判対象事件を対象としている。

2 本資料は、以下の4部構成をとっている。

(1)第1の「実施状況の概要」（図表1ないし図表10)では、裁判員裁判対象事件の概況

データを一覧表で示した上で、裁判員裁判対象事件の新受、終局、未済の各状況及び裁判

員等の負担について示した。

（2）第2の「裁判員等の選任に関する実施状況について」（図表11ないし図表28）では、

裁判員候補者名簿の作成から事件ごとの候補者選定、調査票及び質問票の回答に基づく辞

退許可等、選任手続期日における裁判員の選任・不選任に至るまでの選任手続の流れに沿

って、統計データを示すとともに、特に、選任手続全般を通じた辞退の許否に関する状況

について、データを示した（手続の流れ等については、12頁以下を参照されたい。）。

（3）第3の「裁判員の参加する公判手続の実施状況について」（図表29ないし図表76）

では、公判前整理手続から公判審理、評議、裁判の結果（判決等）、上訴に至る裁判手続

の流れに沿って、統計データを示すとともに、特に、公判前整理手続や公判審理に要した

期間等について､データを示した(手続の流れ等については、39頁以下を参照されたい｡)。

（4）第4の「その他」（図表77ないし図表82）では、弁護人及び通訳人、裁判員法違反

に関する統計データを示した。

3 本資料の統計、図表その他の計数資料は、主に、司法統計年報、通達に基づく裁判統計報

告書及び刑事局への各種報告等によるものである。

4 本資料の全般に用いられる特別法等の略称や用語の定義、平均値の算出方法については、

凡例のとおりである。

令和7年7月

最高裁判所事務総局

は じ め に



（ ）凡 例

1 特別法、政令の略称

[法令、政令名］I略称I

裁判員の参加する刑事裁判に関する法律裁判員法（又は「法」）

裁判員の参加する刑事裁判に関する規則裁判員規則（又は「規」）

裁判員の参加する刑事裁判に関する法律第16条第8号に規
定するやむを得ない事由を定める政令（平成20年政令第3
号）

辞退政令

銃砲刀剣類所持等取締法銃刀法

組織的な犯罪の処罰及び犯罪収益の規制等に関する法律組織的犯罪処罰法

麻薬及び向精神薬取締法麻薬取締法

国際的な協力の下に規制薬物に係る不正行為を助長する行為
等の防止を図るための麻薬及び向精神薬取締法等の特例等に
関する法律

麻薬特例法

自動車の運転により人を死傷させる行為等の処罰に関する法
律

自動車運転死傷処罰法

2 用語の定義・説明

（※[頁]は最初に掲載されたページ数のみを記載した(ただし、図表1，29を除く）。）

[定義・説明］ [頁I[用語］

平成21年5月21日の裁判員制度施行後に起訴された法
2条1項各号に該当する事件及び法5条本文に該当する事
件。

裁判員裁判対象事件 1

起訴された被告人の員数又は他の裁判所から移送等によっ
て受理した被告人の員数。ただし、裁判員裁判に関する事
務を取り扱う支部以外の支部に起訴された人員を除く。

新受人員 2

1人の被告人、裁判員候補者及び被害者等を重複して計上
することがある場合をいう。例えば、同一の被告人に対す
る複数の事件が各別に起訴された場合には、その後、これ
ら複数の事件を併合して審理、終局した場合であっても、
事件ごとに員数を計上した。

延べ人員 2

I



'

1頁I[定義・説明］[用語］

判決、決定、その他で終局した被告人の員数。裁判員裁判
に関する事務を取り扱う支部以外の支部に起訴され、当該
支部の管轄区域を取扱区域とする本庁又は支部に回付され
た人員を除く。複数の被告人に対する事件の審理が併合さ
れて終局となった場合には、各被告人の員数を計上し、同
一の被告人に対する事件の審理が併合されて終局となった
場合には、全事件を通じて1人として計上した。ただし、
同一の被告人に対する事件を分離し、各別に終局となった
場合には、終局した事件ごとに1人として計上した。

5終局人員

1人の被告人、裁判員候補者名簿登録者、選任された裁判
員等を1人として計上する場合をいう。例えば、同一の被
告人について複数の起訴があり、その事件の審理が併合さ
れたまま終局したときでも1人として計上し、2人の被告
人の事件が併合されたまま審理終局したときは、手続及び

5実人員

判決が1つであっても2人として計上した。

未遂処罰規定のある罪名については、未遂のものを含む。
終局時の罪名は、複数の罪名に当たる事件を併合審理した
場合で、有罪（一部無罪を含む。）のときは処断罪名を、
無罪やその他のときは起訴されている（訴因変更があった
場合は変更後の）罪名のうち､ 裁判員裁判対象事件の罪名
（裁判員裁判対象事件が複数あるときは、法定刑が最も重
いもの）を、それぞれ計上した。
起訴罪名と認定罪名が異なる場合や罰条の変更等の場合な
どにおいては、裁判員裁判対象事件の罪名と異なる罪名で

rー

、罪名

計上されることがある。

裁判員の参加した合議体により審理終局した被告人の員
数｡少年法55条による家裁移送決定があったものを含み、
裁判員法3条1項及び3条の2第1項の除外決定があった
もの及び公訴棄却判決があったものを含まない（実人員）6
ただし、公判前整理手続に関する図表の判決人員は、裁判
員裁判対象事件以外の事件について、公判前整理手続に付
されずに公判を開いた後、罰条の変更等により裁判員裁判
対象事件になり、期日間整理手続に付されたもの等を含ま
ないため、他の図表の判決人員とは異なる。

5判決人員

起訴後、裁判所に事件は係属しているが、終局に至らない
被告人の員数。本資料においては、令和6年12月31日
現在の未済人員を計上した。

７

未済人員

10職務従事日数
－ジ参照）

10職務従事時間
をいう（凡例V1頁のイメージ参照） 。

11



[用語］ I定義・説明I [頁］

終局の段階において、全ての公訴事実を認め、かつ、法律
上犯罪の成立を妨げる理由又は刑の減免の理由となる事実
を主張していない場合をいう。

自白 10

終局の段階において､公訴事実の全部若しくは一部を争い、
又は被告人が終局の段階まで黙秘していた場合並びに公訴
事実を認め、法律上犯罪の成立を妨げる理由や刑の減免と
なる理由となる事実を主張した場合及び証拠能力を争って
無罪を主張した場合をいう。

否認 10

裁判員の参加した合議体により審理終局した事件ごとの件
数（終局した被告人の員数を計上する終局人員とは異な
る。）。原則として、被告人単位で計上しているが、終局
時に複数の被告人の事件が併合されている場合には、最も
刑の重い被告人1人について計上している。

終局件数 110

当該事件を審理する裁判体をいう。裁判員が選任される前
は、裁判官3人（又は1人）の組織であり、裁判員選任後
は、これに裁判員6人（又は4人）を加えた組織をいう。

受訴裁判所
（又は「裁判所」）

12

法27条1項で定める期日をいう。法97条1項による選
任予定裁判員から裁判員等を選任する手続期日を含まな
い、

選任手続期日 12

裁判員等選任手続期日のお知らせに記載した公判期日等（
評議のみの日、判決のみの日を含み、選任手続期日のみの
日を含まない。）が予定されている日数の合計である（凡
例 Ⅵ 頁のイメージ参照）。

15実審理予定日数

起訴された裁判員裁判対象事件について、受訴裁判所が定
め､地方裁判所がくじで選んだ裁判員候補者の員数をいう。
選定があった後、法3条1項及び3条の2第1項の除外決
定がされた場合や法5条ただし書によって取り扱われるこ
ととなった場合、公訴棄却・他の地方裁判所への移送等で
終局した場合には、選定された裁判員候補者の数は計上し
ていない。また、法28条の追加呼出しの場合に定められ
た追加して呼び出すべき裁判員候補者の員数及び法90条
の選任予定裁判員を選定するために呼び出すべき裁判員候
補者の員数を含むが、選定後、選任手続期日の指定を取り
消したため、選定を取り消された裁判員候補者の員数を含
まない。

選定された裁判員候補
者数

19

選定された裁判員候補者のうち、l)裁判員候補者名簿記載
通知が到達していない場合、2)欠格事由・就職禁止事由に
該当する場合及び3)法16条の辞退事由に該当すると認め

られた場合等で、選任手続期日に呼び出さない措置がされ
た裁判員候補者をいう（本文第2の1参照）。

呼び出さない措置がさ
れた裁判員候補者

20

辞退申出によって呼び
出さない措置がされた
裁判員候補者

呼び出さない措置がされた裁判員候補者のうち、辞退申出
により法16条の辞退事由に該当すると認められて呼び出
さない措置がされた裁判員候補者をいう。

20

111



1頁I[定義・説明］I用語I

手続期日への呼出しがされた裁判員候補者のうち、辞
出により法16条の辞退事由に該当すると認められた
で、選任手続期日への呼出しが取り消された裁判員候

選任手続期｜
退申出によ’
場合で、選f
補者をいう。

辞退申出によって呼出
取消しがされた裁判員
候補者

20

への呼出しがされた裁判員候補者のうち、欠
禁止事由に該当する場合又は法16条の辞退
ると認められた場合等で、選任手続期日への
消された裁判員候補者をいう（本文第2の1

続期
・就
該当
が取

選任手
格事由
事由に
呼出し
参照）

日
職
す
り呼出取消しがされた裁

判員候補者
22

1)辞退申出によって呼び出さない措置がされた裁判員候補
者、2)辞退申出によって呼出取消しがされた裁判員候補者
及び3)選任手続期日に辞退が認められた裁判員候補者の合

辞退が認められた裁判
員候補者（選任手続全
般を通じて）

34

計をいう。

事件の受理の日から終局までの期間（併合事件がある場合
は、最初の事件を受理した日から終局までの期間。）（月
数）をいう（多くの事件では、起訴状を受理した日から判
決宣告までの期間である。）（凡例 Ⅵ 頁のイメージ参照)。

40審理期間

公判前整理手続に付する旨の決定があつ‘た日から同手続が
終了した日までの期間（月数）をいう（凡例W頁のイメ 40公判前整理手続期間
－ジ参照）

第1回公判期日から終局（判決宣告）までの期間（日数）
をいう。審理等が行われなかった日や土日祝日を含む（凡
例 Ⅵ 頁のイメージ参照）。

40実審理期間

公判期日及び刑事訴訟法281条に基づく証人尋問等の公
判準備に要した全ての時間をいう。評議（中間評議の時間
を含む｡）の時間を含まない(凡例 Ⅵ 頁のイメージ参照)。

40開廷時間

「検察官」の尋問（質問）時間には、被害者（委託弁護士
を含む。）の尋問（質問）時間を含み、「弁護人」の証人
尋問時間には、被告人本人による尋問時間を含む。

証人尋問時間、被告人
質問時間

410

検察官又は弁護人（被告人を含む。）が請求し、取り調べ
られた書証、物証及び人証の合計数をいう。双方請求の場
合は、それぞれに重複して計上したため、延べ数である。

57取調べ証拠数

1IV



I用語I I定義・説明I [頁I

検察官若しくは弁護人（被告人を含む。）が請求し又は職
権で取り調べられた人証の合計数をいう。取調べ証拠数と
は異なり、実人員数を計上した（同一の証人を検察側、弁
護側双方が請求し、取り調べた場合には、1人として計上
した。）。

取調べ証人数
行 句

DJ

裁判員裁判対象罪名の
事件

平成21年5月21日の裁判員制度施行前に起訴された法
2条1項該当事件。

79
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3/15(月) 3/16(火) 3/17(水) 3/18(木) 3/22(月) 3/23(火）1/5（火) 1/7(木) 1/29(金
一 一 一 一 ～ 一

一 ～ ～ ~公
判
前
整
理
手
続
に
付
す
る
決
定

選
任
手
続
期
日
の
お
知
ら
せ
の
送
付

第
４
回
公
判
（
判
決
）

公
判
前
整
理
手
続
終
了

選
任
手
続
期
日

第
３
回
公
判

第
１
回
公
判

第
２
回
公
判

最
終
評
議

受
理 一 ||、ﾛ － 1uﾛ 一 ﾛ【』ﾛ － ~ _ －

一 一 一| 丁一 一

L ノ L " L_ " L_ 〃 ､_ ”

1.-F---.-.--------.--.-.--------．--.--------･･･-.-上

一一
』揃
理
続

岬
整
手

一‐１１田‐

一

ー

I
1

1

1

I’
L－－－－－－－－一

公判前

整理

手続

期間

－ － － － － － ‐ 一

開廷時間(評議を除く）

’一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 － 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一一＝一 一 一 一 一 ＝ 一 一 一 一 ー 一 一

1

1

’
’－ － － 一 一 一 一 一 一 ＝ 一 一

’ 職務従事時間(中間評議を除く）
’一 ー 一 一‐一一 ー ー

回 国四犀■。

---1
’一 一 一 一 一 一 一 一

（6日）’職務従事日数

｜

’

一 一 一 一 一 一 一＝一一一＝一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一－一一 一 一 一 一 一 一 一 ー ー ー ー ー ｰ1I

H
L

！

回 国 四 回函 …

(5日） 実審理期間

(8日）

’ 審理期間

今〕

(注） 日付は架空のものである。

VI

実審理

予定日数



数値の算出方法

）平均値の算出方法

ア 平均審理期間

平均審理期間は､ 次の階級区分によって算出した（ただし、図表40を除く。）。

なお、（ ） 内は階級の代表値で月数を示す。

1月以内（0.5）2月以内（1.5）3月以内（2.5）6月以内（4.5）1年以内（9）

2年以内（18） 3年以内（30） 3年を超えるもの（60） の8区分

イ 平均公判前整理手続期間

平均公判前整理手続期間は、次の階級区分によって算出した（ただし、図表40を除

く。）。 （ ） 内は階級の代表値で月数を示す。

なお、統計数値の収集実績に伴い、平成23年の資料から分布の表示方法及び代表値

を変更した。

1月以内（0.5） 2月以内 （1.5） 3月以内（2.5） 6月以内（4.5）

3

(1)

9月以内（7.5） 1年以内（10.5） 1年3月以内（13.5）

1年6月以内（16.5） 1年9月以内（19.5） 2年以内（22.5）

2年3月以内（25.5） 2年6月以内（28.5） 2年9月以内（31.5）

3年以内（34.5） 3年を超えるもの（48） の15区分

ウ その他の平均値

上記以外の平均値（選任された補充裁判員数の平均、平均開廷回数、平均取調べ証拠

数、平均実審理期間、平均評議時間等）は、対象となる人数、回数、日数等の和をサン

プル数で除する方法によって算出した。

(2)構成比及び比率（％）の算出方法

構成比及び比率は小数第2位を四捨五入する方法で算出した。そのため、項目ごとの合

計が100. 0%にならない場合がある。
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図表18 選任手続期日において不選任決定がされた裁判員候補者

数及びその内訳（実審理予定日数別）

（4）選任の状況 ．・・・・・・・.．．．．．．．．．．．．．、

図表19 選任された裁判員及び補充裁判員の総数等（庁別）

図表20 選任手続期日に出席した裁判員候補者、選任された裁判

員及び補充裁判員の属性

図表21 選任された補充裁判員数別の判決人員の分布及び選任さ

れた補充裁判員数の平均（実審理予定日数別）

（5）解任の状況 ．・・・・・・・．．.．．.．・・・．．．・・

図表22 解任理由別の裁判員及び補充裁判員の解任数（開廷回数

別）

（6）その他 ・・・・・・・・・・・・・・．．．．．．．．．．・

図表23 出席した裁判員候補者数別の判決人員の分布及び出席し

た裁判員候補者総数（選任手続期日に要した時間別）

22

’22

(22）

’23

(23）

’24

(24）

’25

(26）

(28）

(30）

'31

(31）

’32

(32）
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辞退申立て、

図表24

図表25

許否に関する状況（選任手続全般を通じて）・・・

選定から選任手続期日出席までの裁判員候補者数の推移

辞退が認められた裁判員候補者数及びその辞退事由別の

内訳（選任手続期日の前と当日別）

実審理予定日数別の辞退が認められた裁判員候補者の割

合（％）（庁別）

実審理予定日数別の辞退が認められた裁判員候補者の割

合（％）（辞退事由別）

終局月別の辞退が認められた裁判員候補者の割合

’33

(33）

5

(34）

図表26

(36）

図表27

(38）

(38）図表28

、
L

ノ

Ｆ
Ｌ

第3 裁判員の参加する公判手続の実施状況について

1 本項の概要 ・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・．

(1)裁判員の参加する公判手続の対象となる事件・合議体の構成

（2）裁判員裁判における公判手続の流れ ・・・・・・・・・・

（3）本項における集計の在り方 ・・・・・・・・・・・・・・

39

39

39

43

●
●

2 概況 ・・・・・・・・・・・．.・・・・・・・・

図表29 裁判員裁判対象事件の公判手続概況データ

44

(44）

●

3 審理 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・．・・・．．．．

（1）合議体の構成・除外決定 ・・・・・・・・・・・・・・・・・

図表30 合議体の構成別の判決人員（罪名別）

図表31 合議体の構成別の判決人員（実審理期間別）

図表32 罪名別の除外決定がされた判決人員

（2）公判前整理手続 ・・・・・・・・・・・。・・・・・・・・‘

図表33 公判前整理手続期日回数別の判決人員の分布及び平均公

判前整理手続期日回数（自白否認別）

図表34 罪名別の第1回公判期日前の鑑定（法50条）を行った

判決人員

図表35 自白否認別の平均審理期間及び平均公判前整理手続期間

（参考） 裁判員裁判対象事件における判決人員の平均審理期間の

推移（総数・自白・否認）

“（参考） 裁判員裁判対象事件における判決人員の公判前整理手続
期間の平均の推移（総数・自白・否認）

図表36 自白否認別・主要罪名別の平均審理期間及び平均公判前

整理手続期間

44

‘44

(45）

(45）

(45）

’46

(46）

(47）

(48）

(49）

(49）

(50）
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図表37 自白否認別の公判前整理手続期間の分布及び平均公判前

整理手続期間

図表38 第1回公判期日前の鑑定（法50条）の有無別の平均審

理期間及び平均公判前整理手続期間

図表39 開廷回数別の平均審理期間及び平均公判前整理手続期間

図表40 審理段階別の平均日数（自白否認別）

(3)審理期間・開廷回数・実審理期間 。・・・・・・・・・・・・

図表41 自白否認別の審理期間の分布及び平均審理期間

図表42 実審理期間（第1回公判から終局まで）別の判決人員の

分布及び平均実審理期間（自白否認別）

図表43 開廷回数別の判決人員の分布及び平均開廷回数（罪名別）

図表44 開廷回数別の判決人員の分布及び平均開廷回数（自白否

認別）

図表45 開廷回数別の判決人員の分布及び平均開廷回数 (第1回

公判期日前の鑑定（法50条）の有無別）

(4)公判審理（証拠調べ）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

図表46 取調べ証拠数別の終局件数の分布及び平均取調べ証拠数

（自白否認別）

図表47 取調べ証人数別の終局件数の分布及び平均取調べ証人数

（自白否認別）

図表48 取調べ証人数別の終局件数の分布及び平均取調べ証人数

（罪名別）

図表49 証人尋問時間別の終局件数の分布及び平均証人尋問時間

（自白否認別)

図表50 証人1人当たりの証人尋問時間別の終局件数の分布及び

証人1人当たりの平均証人尋問時間（自白否認別）

図表51 被告人質問時間別の終局件数の分布及び平均被告人質問

時間（自白否認別）

図表52 開廷時間別・取調べ証人数別の終局件数の分布

図表53 開廷時間別・証人尋問時間別の終局件数の分布

図表54 開廷時間別・被告人質問時間別の終局件数の分布

図表55 平均証人尋問時間及び平均被告人質問時間の内訳（自白

否認別）

図表56 取調べ証人数別の終局件数の分布（開廷回数別）

図表57 自白否認別の平均開廷時間及び平均取調べ証人数

(5)客観的併合 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

図表58－1 公訴事実の数別・取調べ証拠数別の終局件数の分布及び

平均取調べ証拠数（自白事件）

図表58－2 公訴事実の数別・取調べ証拠数別の終局件数の分布及び

(51）

(51）

(52）

(53）

’54

(54）

(54）

(55）

(56）

(56）

’57

(57）

(58）

(59）

(60）

(60）

(61）

(61）

(62）

(62）

(63）

(64）

(64）

，65

(65）
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平均取調べ証拠数（否認事件）

公訴事実の数別・証人尋問時間及び被告人質問時間の合

計別の終局件数の分布並びに平均時間（自白事件）

公訴事実の数別・証人尋問時間及び被告人質問時間の合

計別の終局件数の分布並びに平均時間（否認事件）

公訴事実の数別・開廷回数別の終局件数の分布及び平均

開廷回数（自白事件）

公訴事実の数別・開廷回数別の終局件数の分布及び平均

開廷回数（否認事件）

公訴事実の数別・開廷時間別の終局件数の分布及び平均

開廷時間（自白事件）

公訴事実の数別・開廷時間別の終局件数の分布及び平均

開廷時間（否認事件）

(65）

図表59－1

(66）

図表59－2

(66）

図表60－1

(67）

図表60－2

(67）

図表61－1

(68）

図表61－2

(68）

・69

(69）

(6)区分審理

図表62

図表63

区分審理決定のあった判決人員及び審判の数ごとの内訳

開廷回数別の判決人員の分布及び平均開廷回数（区分審

理決定の有無別）

開廷時間別の判決人員の分布及び平均開廷時間（区分審

理決定の有無別）

刑事損害賠償命令 ．・・・・・・・・・・・・

裁判員裁判における被害者参加の状況（罪名別）

(69）

図表64

(70）

’71

(71）

(7)被害者参加

図表65

724 評議 ・・

図表66 評議時間別の判決人員の分布及び平均評議時間（自白否

認別）

評議時間別の判決人員の分布及び平均評議時間（罪名別）

評議時間別の判決人員の分布及び平均評議時間（開廷回

数別）

(72）

(73）
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８
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図
図

(74）

・75

(75）
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(77）
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裁判の結果 ，

図表69

図表70-1

図表70－2

図表71
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庁別・終局区分別の終局人員
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罪名別・量刑分布別（終局区分別を含む）の終局人員
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控訴 ・・

図表72

図表73

図表74
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第一審結果別の控訴理由の分布（控訴審終局分）
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終局人員に占める破棄人員の割合及び破棄理由別人員
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(81）

(82）

の分布

控訴審における終局人員の審級別平均審理期間の推移(参考）

上告 ・・

図表75

図表76

（参考）

‘83

(83）

(84）

(85）
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控訴審結果別の上告理由の分布（上告審終局分）

控訴審結果別の上告審結果の分布

上告審における終局人員の審級別平均審理期間の推移

{第‘その総I第4 その他

弁護人の私選国選別の判決人員（罪名別）

罪名別の通訳翻訳人の付いた外国人の判決人員

言語別の通訳翻訳人の付いた外国人の判決人員

手話通訳人等の付いた被告人の判決人員

手話通訳・要約筆記・点字翻訳を要した裁判員候補者、
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第1 実施状況の概要

第1 実施状況の概要

1 概況

令和6年の裁判員裁判対象事件の概況は、図表1のとおりである。各データの詳細は右

欄外に記載した各図表を参照されたい

図表1 裁判員裁判対象事件の概況データ

(注）図表2～4参照

(注）図表7－2の次の(参考)参照

(注）図表5，6，70，71参照

(注）図表8参照

(注）図表11，12，19参照

(注）図表13～16等参照

(注）図表13(参考)参照

(注）図表16～18等参照

(注）図表16,24参照

(注）図表25,28参照

(注）図表26～28参照

(注）図表19参照

〃

(注）図表35,36,39,41参照

(注）図表42参照

(注）図表43～45,63参照

(注）図表46参照

(注）図表47,48参照

(注）図表49,55参照

(注）図表51，55参照

(注）図表65参照

(注）図表66～68参照

(注）図表78,79参照

889(人）

870(人）

新受人員(延べ人員）

新受人員(実人員）第1

実施状況の

概要 終局人員(実人員）

平均職務従事日数

878(人）

8．3（日）

裁判員候補者名簿登録人数 204，100(人）

102，787(人）選定された裁判員候補者の数

平均実審理予定日数 7.8（日）

第2

裁判員等の

選任に関す

る実施状況

について

選任手続期日に出席した裁判員候補者の数 23，317(人）

選任手続期日への裁判員候補者の出席率 67．6(％）

辞退が認められた裁判員候補者の数 69，489(人）

辞退が認められた裁判員候補者の割合

選任された裁判員の数

67．6(％）

4，957(人）

1，688(人）選任された補充裁判員の数

14．2(月）平均審理期間

16．0（日）平均実審理期間

5.6(回）平均開廷回数

平均取調べ証拠数

平均取調べ証人数

第3

裁判員の参

加する公判

手続の実施

状況につい

21．3(個）

2．9(人）

260.9(分）平均証人尋問時間

199.5(分）
－

219(人）

平均被告人質問時間

被害者参加の申出があった判決人員

849．6(分）平均評議時間

121（人）通訳翻訳人の付いた外国人の判決人員第4その他
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第1 実施状況の概要

2 新受人員及びその内訳（庁別・罪名別）

令和6年1月1日から12月31日までの裁判員裁判対象事件の新受人員とこれが地裁

刑事通常第一審事件全体の新受人員に占める割合は、図表2のとおりである。

同年における裁判員裁半ll対象事件の新受人員を庁別及び罪名別にみると、図表3及び図

表4のとおりである。

図表2 地裁刑事通常第一審事件及び裁判員裁判対象事件の新受人員
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第1 実施状況の概要

図表3 庁別の新受人員

総数 889

’ 139 広島地裁本庁東京地裁本庁
1 句

Lイ

山口地裁本庁

岡山地裁本庁

東京地裁立川支部 11

戸 旬

DJ

６

－

９

横浜地裁本庁

鳥取地裁本庁

松江地裁本庁

横浜地裁小田原支部 8 』

さいたま地裁本庁

４
－
幻

43

福岡地裁本庁千葉地裁本庁 57

福岡地裁小倉支部

佐賀地裁本庁

水戸地裁本庁

宇都宮地裁本庁

ｕ
’
５

１

－

７

２

’

２

長崎地裁本庁前橋地裁本庁 8llIl

大分地裁本庁静岡地裁本庁
２

0

熊本地裁本庁静岡地裁沼津支部 10

７

鹿児島地裁本庁静岡地裁浜松支部

甲府地裁本庁

６
４

８

－

８

宮崎地裁本庁

那覇地裁本庁長野地裁本庁

長野地裁松本支部

新潟地裁本庁

1Q
ム ゾ2

仙台地裁本庁
1 句

lイ

８

－

５

福島地裁本庁 9】

福島地裁郡山支部

山形地裁本庁

大阪地裁本庁

大阪地裁堺支部

京都地裁本庁

神戸地裁本庁

６

ゞ

３

５

－

２

０

’

１

盛岡地裁本庁 91

虹
一
犯
一
‐
８

秋田地裁本庁

青森地裁本庁

4

神戸地裁姫路支部 b

札幌地裁本庁

函館地裁本庁

15

4

奈良地裁本庁 5

大津地裁本庁

７

旭川地裁本庁 4和歌山地裁本庁

名古屋地裁本庁

名古屋地裁岡崎支部

津地裁本庁

岐阜地裁本庁

福井地裁本庁

金沢地裁本庁

９
－
躯
－
６
－
９
一
喝
－
８
－
４

釧路地裁本庁

高松地裁本庁

徳島地裁本庁

高知地裁本庁

松山地裁本庁

8

11

7

四
０

7

延べ人員である。(注）1

2 裁判員裁判に関する事務を取り扱う支部以外の支部に起訴された人員を除く。
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実施状況の概要第］

図表4 罪名別の新受人員
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第1 実施状況の概要

3 終局人員及びその内訳（庁別・罪名別）

令和6年における裁判員裁判対象事件の終局人員（「実人員」である。）と庁別、罪名

別の内訳は､､図表5及び図表6のとおりである（うち、有罪人員（一部無罪を含む。）は

841人であり、判決人員に対する有罪率は99．2％である。）。

なお､令和6年における地裁刑事通常第一審事件全体の終局人員は､4万7558人である。

図表5 庁別の終局人員

総数
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実人員である。(注）1

22 裁判員裁判に関する事務を取り扱う支部以外の支部に起訴され、当該支部の

管轄区域を取扱区域とする本庁又は支部に回付された人員を除く。

3 裁判員法3条1項の除外決定があった人員を除く。
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第1 実施状況の概要

図表6 罪名別の終局人員

４
１

搦麩
心９
勺
用
Ⅱ H7H

、
ｊ
Ｊ

Ｌ
ｆ

式
士
Ｉ

州
一
州

仙盗汝仙

1MIMll辿物津放火 (胴

I剛!抑川I締法逸l史

リ
］

一
か

Ｈ

９
－
１

州

偽',ii:政ｹピ

(唯)ﾂ血ili'1i )いせつ政ﾀﾋ偽

1杯雛特例法述I忠

帥
酬
一
洲

1く|,1‘なわいせつ政ﾀﾋ偽

旗樅汝ﾀﾋ(拡樅綾ﾉ、）

f l,fl.u'|'l交乍；汝ｹﾋ偽
型
一
刻

(;雌) Miili'Ⅱ'|曽好 i卜汝ﾀﾋ11ノ

危険述幡汝外

旧
－
９
－
７
｜
・
、 Ｉ

仙碓･ 1<IIfl｣IEJ:.|1父.iii

ﾂ如維･ ;jiilill'|"'|§'蝉'1

(4 jilijm街{｢使

保推t' I征汽辿蕊汝ﾀヒ ）

i世捕髄繁汝ｹﾋ傷

Ｉ

ご

Ｉ

(稚)強雄政ﾀﾋ偽

“
｜
ｐ
Ｊ

ｐ
ｑ
Ｄ
Ｊ

〃
ｔ
み
Ｉ

｛

Ｆ
Ｌ
『
Ｌ

ハ
ノ
皿

虹
Ｇ
Ｉ
貼

抽

｛

銃ﾉ｣リミj塾1文

雌進物へi卜以外收火

ｌ
ｌｌＩｌｌ－ｌ－ｌ

ｅ
Ｊ
ｌ
－

ｐ
０
０
、

、
↑
ノ

０
１
１
】

ソ
岬
Ｉ一
団
■
ｊ
』

″
１
０
Ｌ

・山一
(稚)強ili州i楚へり

|})lll /f-｣I'(ﾉ)代金lll i!}ﾍ ii

伽樅；血溢

恐l'u

雌花物111締削Ⅱﾘ述lえ 1

1

．
と

血雄一
・
・
も

１
Ｊ
ユ

，
１
Ｍ
」

、
Ｉ
ｈ
Ｊ

ｆ
か
千
１

Ｆ
１
斗
Ｊ

Ⅱ
Ｙ
凡

'jミノ、ll･ さ《&》る

" .l'll u敗川にlI1-|-ろ･l;:術,土- ll~4

楴擁に域を111 IM |く城と-1-る水11

敗.ﾄlliliJ::) % I J､1'1 {ハ|jl､外iｿﾐ）上

(ilf） I

Ⅱ) 'j似･) Xg ,|@fい､ﾉ､外の父椰にIIjJj)ドさイI

<It文繩i= |11|ｲ･l･さヵ’たノ､jiを|欺く

>;〃)／’た人liを|欺く

'11漢文棚J〕

／

I
足

～

ig .!i;?j女叱

H・‘〕u,，

鮒（|川妹祁述Iと 現li!4jl jと物‘‘if故‘ノ
’（).:二iui，

児

l().H'ﾑ！

6



第1 実施状況の概要

4 未済人員及びその内訳（庁別・係属期間別）

令和6年末現在における裁判員裁判対象事件の未済人員と庁別、係属期間別の内訳は、

図表7のとおりである。

なお、同年末現在における地裁刑事通常第一審事件全体の未済人員は、2万7381人であ

る。

図表7－1 庁別の未済人員
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延べ人員である。(注）1

2 裁判員裁判対象事件と裁判員裁半|｣対象事件以外の事件が併合審理されている場合は、

併合されている裁判員裁判対象事件以外の事件の未済人員を含む。

裁判員法3条1項の除外決定があった人員を除く。3

ワ
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第1 実施状況の概要

図表7－2 係属期間別の未済人員

1年

以内

2年 ’ 2年を

以内 ｜ 超える

3月

以内

6月

以内

1月

以内
総数

380 2811,393 118 237 299 78

延べ人員である。

裁判員裁判対象事件と裁判員裁判対象事件以外の事件が併合審理されている場合は

(注）1

2

併合されている裁判員裁判対象事件以外の事件の未済人員を含む。

3 裁判員法3条1項の除外決定があった人員を除く。
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第1 実施状況の概要

(参考）庁別の新受、終局及び未済の各人員

未済新受 ｜ 終局
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東京地裁立川支部 111 23：

横浜地裁本庁 561 53
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千葉地裁本庁 56 80

水戸地裁本庁 23 28

宇都宮地裁本庁 26 31

前橋地裁本庁 121 13

静岡地裁本庁 2 2：
I ____－ _ 一

静岡地裁濫立部一一？｜」‘静岡地裁沼津支部

静岡地裁浜松支部 8‘ 6

甲府地裁本庁 81 5

長野地裁本庁 21 1~－
1 ． ．．－．－ －－．．・
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’－ 6’ ］」新潟地裁本庁
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－_－ ァ｜‐且大津地裁本庁

和歌山地裁本庁 91 4

名古屋地裁本庁 311 34

名古屋地裁岡崎支部 6 9
‐ ‐~~－~-－一--- i ‐ …~‐

津地裁本庁 9 13

－ － －－'21 ',岐阜地裁本庁

福井地裁本庁 81 4

1:麓蔑 一： ：
実人員であり、令和6年12月末現在の数値である。

裁判員裁判に関する事務を取り扱う支部以外の支部に起訴された人員を除く。
訴因変更により裁判員裁判対象事件となった事件は、訴因変更決定日ではなく

起訴日をもって計上した。

裁判員法3条1項の除外決定があったものを除く。

前年の未済人員があるため、新受一終局＝未済とはならない。

概数である。

(注）1

2

3

４
５

６
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第1 実施状況の概要

5 裁判員等の負担

裁判員等が、選任手続や公判、評議等のために裁判所に出席した日数（職務従事日数）

の分布を自白・否認別にみると、図表8のとおりである。また、裁判員等の負担や公判審

理状況を示すため、選任手続以降の通算の職務従事時間を自白・否認別及び罪名別にみる

と、図表9及び図表10のとおりである。

図表8 職務従事日数別の終局件数の分布（自白否認別）

務 事職 従 数

■
■
一

平均職務

従事日数

（日）
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9日 ‘ 10日

I 以上
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５
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〕

ｎ
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，
，
Ｊ

《
ｈ
〉

ｑＩＡ
１Ｉｊ６

９

３
２

１ ｊ９
９
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ｌ
Ｌ

４
１

ｕ
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１４
８

価
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１０
８

０
３

１くｊｌ
５

８
９
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【
〕

９
１
人

■
へ
く
り

４
１

３く ｊ８
６

。

５
４１く ｊ５

７
Ｆ
１
１
ユ

４く ｊ３
５

１ ｊ４
９

２く

自白 379
ハ 、

0．．

'!::'| "W ";:'
(9.1）

38

ｊ３
１

９
８

１くｊ２
１

０Ｉ １５
２

０く ｊ５
９

６
６

１く

否認 419 10．0

件数建てであり、概数である。

（）は終局件数に対する割合（％）である

(注）1

2

図表9 職務従事時間別の判決人員の分布（自白否認別）

職 務 従 事 時 間
平均職務

従事時間

（時）

判決

人員 30時間

を超える

15時間

以内

18時間

以内

21時間

以内

24時間

以内

27時間|30時間

以内 ’ 以内

12時間

以内

941 67総数 848 1121 93371 73 110 262 28.2

自白 36 68 74; 43 39 21402 90 31 19．9

否認 38： 50 55 46
F 戸

446 1 20 231
nF 〆

。0．05

(注）実人員である。
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第1 実施状況の概要

図表10 職務従事時間別の判決人員の分布（罪名別）

職 務 従 事 時 間
平均職務

従事時間

（時）

判決

人員 27時間

以内

30時間

以内

30時間

を超える

21時間

以内

24時間

以内

18時間

以内

15時間

以内

12時間

以内
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11，
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第2 裁判員等の選任に関する実施状況について

第22 裁判員等の選任に関する実施状況について

1 本項の概要

(1)裁判員が選ばれるまでの手続の流れ

ア 名簿記載通知・調査票送付段階

各地方裁判所は、毎年秋頃、市町村の選挙管理委員会が選挙人名簿登録者の中から

くじで選んで作成した名簿に基づいて､翌年1年間の裁判員候補者名簿を作成する(法

23条1項）。この名簿に記載された裁判員候補者には、毎年11月頃にその旨を通

知する「裁判員候補者名簿への記載のお知らせ」と題する書面（名簿記載通知）が送

付される（法25条）。

このとき、あわせて鯛査票を送付し、1年間を通じた辞退希望蝋'の有無、裁判員とな

ることに特に支障のある特定の月（参加困難月謬2）の有無、裁判員になることができな

い職業についているかどうか（就職禁止事由率3）などを尋ねる（規15条）。

令和5年に作成された裁判員候補者名簿（令和6年用）の登録人数及び調査票の回

答状況は、図表11及び図表12のとおりである。

イ 「裁判員等選任手続期日のお知らせ」・質問票送付段階

翌年、各地方裁判所は、裁判員候補者名簿の中から、各裁判員裁判対象事件につい

て受訴裁判所が定めた員数の裁判員候補者をくじで選ぶ（選定）。これを受けて、受

訴裁判所は､調査票の回答により辞退等が認められる裁判員候補者を除外した上で(呼

び出さない措置）、残った裁判員候補者に対して裁判員を選ぶ手続を行う日（選任手

続期日）に裁判所に来ていただくための「裁判員等選任手続期日のお知らせ」と題す

る書面を送付する（法26条、27条）。

このとき、あわせて、質問票を送付し、裁判員になることができない事由（欠格事

由鞭4、就職禁止事由等）の有無や、具体的な裁判の日程を前提とした辞退申立ての有

*l 調査票により1年間を通じて辞退を希望することができる事由（定型的辞退事由）は、70歳以上である

場合、学生又は生徒である場合、過去5年以内に裁判員・検察審査員等の職にあった場合、重い疾病又は傷

害により年間を通じて裁判所に出頭することが困難な場合などである（法16条1号、3号ないし5号、7

号、8号イ）。

*2 調査票により参加困難月（上限2か月）を申し出ることのできる事情（辞退事由）は、仕事上の事情、重

要な用事・予定、出産予定、重い疾病又は傷害、介護、育児等である（法16条8号イないしホ、辞退政令

1号ないし3号、6号）。

*3 就職禁止事由に該当する職業としては、国会議員や国務大臣、法曹関係者、自治体の長、自衛官などが挙

げられる（法15条）。

*4 欠格事由に該当する者としては、禁銅以上の刑に処せられた者、心身の故障のため裁判員の職務の遂行に

I12



第2 裁判員等の選任に関する実施状況について

無及びその事情などを尋ねる（法30条）。質問票の記載から、裁判員になることが

できないことが明らかな裁判員候補者や辞退が認められた裁判員候補者については、

その呼出しを取り消し（呼出取消し）、裁判所に来ていただく必要はない旨を通知す

る（法27条5項・6項）＊5．

質問票送付段階における裁判員候補者の選定、呼び出さない措置、「裁判員等選任

手続期日のお知らせ」の送付、呼出取消し等に関する状況は、図表13ないし図表1

5のとおりである。

ウ 選任手続期日当日

選任手続期日に出席した裁判員候補者に対しては、裁判長から、裁判員になること

ができない事由.6や辞退申立ての有無について質問する蝋7（法34条1項）。そして、

質問により辞退等が認められた裁判員候補者及び検察官・弁護人から裁判員になるこ

とができない事由がある旨の理由を付した不選任請求を経てこれらの事由があると判

断された（理由を付した不選任）裁判員候補者を除外し、更に検察官・弁護人から一

定の人数を上限とする理由を示さない不選任請求があった裁判員候補者を除外した上

で（理由を示さない不選任零8）、残った裁判員候補者の中からくじで6人の裁判員惑9及

び事件ごとに決められた数の補充裁判員（上限6人）が選任される（法34条4項。

7項、36条、37条）。

選任手続期日当日における裁判員候補者の出席、辞退、不選任決定、裁判員及び補

著しい支障がある者などが挙げられる（法14条）。

*5 事件によっては、「裁判員等選任手続期日のお知らせ」の送付に先立って質問票を送付し、辞退申立て等
について尋ねる場合もある（分離発送方式）。この場合、質問票により辞退等が認められた裁判員候補者に
ついては、「裁判員等選任手続期日のお知らせ」を送付しない措置（呼び出さない措置）をとることになる。

*6 裁判員になることができない事由として、欠格事由や就職禁止事由のほか、不適格事由（被告人や被害者
の関係者、その他当該事件について不公平な裁判をするおそれがある場合。法17条、18条）についても
確認する。

*7 平成27年12月12日に施行された「裁判員の参加する刑事裁判に関する法律の一部を改正する法
律」により、①被害者特定事項の秘匿の決定があった事件では、裁判官等は、裁判員候補者に対し、正当
な理由なく同事項を明らかにしてはならず、②同事項が明らかにされた場合、裁判長は、裁判員候補者に
対し、同事項を公にしてはならない旨告知し、③その告知を受けた同候補者又は当該候補者であった者
は、これを公にしてはならないこととされた（法33条の2）。

*8 検察官及び弁護人は、裁判員候補者について、それぞれ4人（補充裁判員を置くときは、その人数に応じ
て5人ないし7人）を限度として、理由を示さずに不選任請求をすることができる。この請求があったとき
は、裁判所は、当該裁判員候補者について不選任の決定をする（法36条）。

*9 ただし、公訴事実に争いがなく、事件の内容その他の事情を考慮して適当と認められる場合には、裁判所
は、裁判官1人及び裁判員4人からなる合議体で裁判を行う旨の決定をすることができる（法2条3項）。
この場合には、選任される裁判員は4人となる。
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第2 裁判員等の選任に関する実施状況について

充裁判員の選任に関する状況は、図表16ないし図表21のとおりである。また、選

定から選任手続期日への出席までの裁判員候補者数の推移は、図表24のとおりであ

る。
や

エ 選任手続の流れをフローチャートで示すと、以下のとおりである。

’

＝｣蟻霧篭環‘
裁判員候補者名簿の作

（前年の秋頃）

｜ 1
｜ ｜

＝一－一ア
、

i簿記載通知･調査票の送付
【図表11】【図表12】

（前年の11月頃）

’

１
１

名簿記載通知･調査票の送付
(前年の11月頃）

－ －－ﾐ●就職禁止事由該当者
～

調査票により､裁判員に

なることができない人や

1年を通じて辞退が認め

られる人は､裁判所に呼
ばない。

～ 一

’
事件ごとに名簿の中

くじで選定

から 【図表13】 1

ダニ

呼び出さない措置
ア一

質問票により辞退が認め

4】られる人は呼出しが取り
消され､裁判所に行く必

5】
要はない．

三一-二二一--~~‐

呼出取消し

’’
ｌ
ｉ

選任手続期日のお知らせ・

の送付(原則､選任手続期日の6週

質問票

間前まで）

１
１

４
５

１
１

表
表
図
図

Ｋ
ｆ

『

’ _麦=-‐

’

l【圃錯…帽!‘圃鐸“選任手続期日

_|L
ョ、、

F

//

不選任決定

(辞退･くじなど）〆

、 〆

／

’ 裁判員･補充裁判員選任 1図表19】～【図表22)

選任手続全般を通じた辞退判断の状況等に-つき【図表24】～【図表2B】
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(2)本項における集計の在り方

上記(1)のとおり、選任手続においては、調査票送付段階、質問票送付段階及び選任手

続期日当日の3段階においてそれぞれ裁判員候補者に辞退希望を確認することとされて

いる。これは、手続のなるべく早い段階で辞退希望を確認し、辞退が認められる裁判員

候補者を除外することにより、その負担を軽減しようという観点から制度設計を行った

ことによる。

そこで、以下、上記の3段階に分けた集計等を基本に据えて、裁判員等の選任に関す

る実施状況を概観した。

なお、一般に、裁判への参加が見込まれる日数が長くなるほど、参加が困難となる裁

判員候補者の割合（辞退割合）が増加し、その分裁判員候補者の選定数を多めに設定す

る必要が高くなるといえるので、質問票送付段階及び選任手続期日当日については、実

審理予定日数とのクロス集計も活用して集計した。

併せて、中でも一般に関心が特に高いと思われる辞退判断の状況については、より詳

細な情報を図表25ないし図表28で示した。
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2 名簿記載通知・調査票送付段階（裁判員候補者名簿の登録人数及び地方裁判所における

調査の結果（調査票の回答状況等））

令和6年用の裁判員候補者名簿に登録された人員は、図表11の「裁判員候補者名簿登

録人数」欄のとおり（選挙人名簿登録者全体の約0．19％であり、選挙人名簿登録者約513

人に1人の割合）である。

調査票の回答が返送された人員は、図表11の「調査票回答者数｣欄のとおりであり*'0、

このうち調査票で就職禁止事由に該当すると回答し、又は、裁判員法に定める辞退事由の

うち定型的辞退事由（年間を通じて定型的に辞退が認められることが明らかな事由）によ

り辞退を申し出た人員を庁別にみると、図表11のとおりである。また、月の大半にわた

って裁判員になることが特に困難な特定の月があると申出のあった月別の人員は、図表1

2のとおりである。

なお、同名簿に登録された人員中、裁判員法14条各号の欠格事由に該当し、又は、死

亡により同名簿から消除された人員は、1，596人である6

*10 調査票は、該当する事由がある場合のみ返送をお願いしており、必ず返送しなければならないものでは

ない。
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図表11 裁判員候補者名簿登録人数、調査票回答者数、就職禁止事由申出者数、

定型的辞退事由申出者数（庁別）
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第2 裁判員等の選任に関する実施状況について

図表12 月別の参加困難月申出者数
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(注）1 概数である。

2 「裁判員候補者名簿登録人数」及び「調査票回答者数」は実人員であり、その余は延べ人員

である。

3 （ ） は裁判員候補者名簿登録人数全体に占める害'l合(%)である。
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第2 裁判員等の選任に関する実施状況について

3 「裁判員等選任手続期日のお知らせ」・質問票送付段階

(1)裁判員候補者の選定

各裁判員裁判対象事件において選定された裁判員候補者の総数と自白・否認別、実審

理予定日数別の内訳は、図表13のとおりである。

また、令和6年までの10年間の平均実審理予定日数のデータを参考添付した。

図表13 実審理予定日数別の選定された裁判員候補者数（自白否認別）
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第2 裁判員等の選任に関する実施状況について

(2)辞退許可の状況

各裁判員裁判対象事件で選定された裁判員候補者のうち､調査票の回答等により辞退や

欠格事由等を認めて選任手続期日前に呼び出さない措置がされた人員､呼出状を送付した

人員及び呼出状送付後に事前質問票の回答等により辞退を認めて呼出取消しがされた人員

等を実審理予定日数別、庁別にみると、図表14及び図表15のとおりである。

図表14 選定された裁判員候補者数及びうち選任手続期日前に辞退が認められた
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選任手続期日が取り消されたものを除く。

20



第2 裁判員等の選任に関する実施状況について

図表15 選定された裁判員候補者数及びうち選任手続期日前に辞退が認められた

裁判員候補者数（庁別）
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延べ人員である。

選任手続期日が取り消されたものを除く。
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第2 裁判員等の選任に関する実施状況について

選任手続期日当日

(1)出席状況

選定された裁判員候補者のうち、選任手続期日に出席した裁判員候補者の総数、出席

率及び実審理予定日数別の内訳は、図表16のとおりである。

4！

図表16 出席した裁判員候補者数及び出席率（実審理予定日数別）
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第2 裁判員等の選任に関する実施状況について

(2)辞退申立て、許否に関する状況

選任手続期日に辞退を申し立てた裁判員候補者の総数が同期日に出席した裁判員候補

者に占める割合は13．6％である。また、辞退が認められた総数と辞退が認められた事由

の内訳を含めた人員を実審理予定日数別にみると、図表17のとおりである。辞退許可

事由別の割合を示した図表25添付のグラフを併せて参照されたい。

図表17 選任手続期日に辞退を申し立てた裁判員候補者数、辞退が認められた

裁判員候補者数及びその内訳（実審理予定日数別）
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第2 裁判員等の選任に関する実施状況について

(3)不選任に関する状況

選任手続期日において、不選任決定がされた裁判員候補者の総数とその事由別内訳を

実審理予定日数別にみると、図表18のとおりであり、次頁の円グラフは､ 選任・不選

任（事由別）の割合をグラフ化したものである。

図表18 選任手続期日において不選任決定がされた裁判員候補者数及びその内訳

（実審理予定日数別）
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第2 裁判員等の選任に関する実施状況について

理由あり

不選任

0．0％

(注） 「選任」の割合は、選任された裁判員及び補允裁半|｣員の延べ人員を出

席者総数で除す方法により算H1しているため、図表19の(4)及び(5)

（実人員）からは算出できない。

(4)選任の状況

裁庁ごとの選挙人名簿登録から裁判員等に選任されるまでの各過程における人数と、

判員候補者名簿に登録された人が裁判員等に選任される割合をみると、図表19のとお

りである。

また、選任された裁判員等に対するアンケートをもとに、裁判員等の性別や職業等を

みると、図表20のとおりである。

選任された補充裁半ll員の人数を実審理予定日数別にみると、図表21のとおりである。
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第2 裁判員等の選任に関する実施状況について

図表19 選任された裁判員及び補充裁判員の総数等（庁別）
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(図表1gつづき）
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(注）1 延べ人員（判決人員は実人員）である。

2 「選任された裁判員の数」及び「選任された補充裁判員の数」は、実人員であり、概数である。

3 補充裁判員から裁判員に選任された場合は、重複して計上した。

4 「選挙人名簿登録者数」は名簿作成時に各地方裁判所からの照会に応じて市町村選挙管理委員会が

回答した選挙人名簿に登録された者の総数である。

5 「裁判員候補者名簿登録人数」は、実人員であり、概数である。
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第2 裁判員等の選任に関する実施状況について

図表20 選任手続期日に出席した裁判員候補者、選任された裁判員及び

補充裁判員の属性

補充
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年代別 50代 1．167 3793，722

60代 2，878 839 255

70歳以上 137578 4Z！

不明 1173 30
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(注） 裁判員等へのアンケートに対する有効回答に基づく数値であり、実人数である。
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第2 裁判員等の選任に関する実施状況について

性別
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第2 裁判員等の選任に関する実施状況について

図表21 選任された補充裁判員数別の判決人員の分布及び選任された補充裁判員数の

平均（実審理予定日数別）
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(注） 選任された補充裁判員数の平均は、

選任された補充裁判員数（延べ人員）
により算出した。

判決人員（実人員）
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第2 裁判員等の選任に関する実施状況について

(5)解任の状況

解任された裁判員等の解任理由別の人員を公判等の全開廷回数別にみると（裁判員等

が解任された時点の公判の回数ではない。）、図表22のとおりである。

図表22 解任理由別の裁判員及び補充裁判員の解任数（開廷回数別）

開 廷 回 数

2回以内'’3回 ’4回 ’5回’6回以上
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1
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延べ人員（判決人員は実人員）である。

開廷回数には、裁判員裁判対象事件が併合される前の、裁半|｣官のみで行われたものを含む。

（ ） 内は判決人員l人当たりの平均である。

(注）1

2

3
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第2 裁判員等の選任に関する実施状況について

(6)その他

選任手続期日に要した時間の分布別に出席した裁判員候補者数の分布状況をみると、

図表23のとおりである。選任手続期日に要した時間の平均は、86．0分であり、出席し

た裁判員候補者の平均は、27．5人である。

図表23 出席した裁判員候補者数別の判決人員の分布及び出席した裁判員

候補者総数（選任手続期日に要した時間別）
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第2 裁判員等の選任に関する実施状況について

5 辞退申立て、許否に関する状況（選任手続全般を通じて）

各裁判員裁判対象事件で選定された裁判員候補者が選任手続期日に出席するまでの総数

の推移をみると、図表24のとおりである。

図表24 選定から選任手続期日出席までの裁判員候補者数の推移
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4一選任手続期日に出席した裁判員

候補者の数(e)

７
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１
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β
孔

３
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２
１

裁判員候補者の出席率(％）

(e/(c- d)) 注3

戸句 戸

Oイ．0

(注）1 延べ人員である。

2 「呼び出さない措置がされた裁判員候補者の数」及び「呼出取消しがされた裁判員候補者の数」には

辞退が認められた人のほか、(1)欠格事由、就職禁止事由に該当するとして、呼び出さない措置又は呼

出取消しがされたものが含まれ、さらに前者には、(2)転居先不明等により裁判員候補者名簿記載通知

等が不到達であったものが含まれる。

3 「裁判員候補者の出席率」とは、選任手続期日に出席を求められた人（呼出状を送付した裁判員候補
者のうち、呼出取消しがされなかった人）のうち、現に選任手続期日に出席した人の割合をいう。

なお、「選任手続期日に出席を求められた人」には、そもそも呼出状が到達しておらず、現実的には
出席を期待し得ない裁判員候補者も含まれることに留意を要する。

4 ［ ］は、総数を判決人員（実人員848人）で除した平均値である。
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第2 裁判員等の選任に関する実施状況について

選任手続期日の前と当日別に裁判員候補者の辞退を許可した人員と辞退事由の内訳をみ

ると、図表25のとおりである。

なお、次頁の円グラフは、選任手続期日の前と当日別の辞退許可人員を辞退事由の割合

に応じてグラフ化したものである。また、月の大半にわたって裁判員になることが困難な

特定の月があるとの申出は、その困難な事由に応じ、表中の辞退事由欄にそれぞれ計上し

た。

図表25 辞退が認められた裁判員候補者数及びその辞退事由別の内訳（選任手続

期日の前と当日別）
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第2 裁判員等の選任に関する実施状況について

図表26 実審理予定日数別の辞退が認められた裁判員候補者の割合（％）（庁別）
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(図表26つづき）
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第2 裁判員等の選任に関する実施状況について

図表27 実審理予定日数別の辞退が認められた裁判員候補者の割合（％）

（辞退事由別）
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延べ人員である。

（ ） は選定された裁判員候補者の数に対する割合（％）である。
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第3 裁判員の参加する公判手続の実施状況について

3 裁判員の参加する公判手続の実施状況について

1 本項の概要

（1）裁半|｣員の参加する公判手続の対象となる事件・合議体の構成

ア 対象となる事件

裁判員裁判対象事件は、法定刑に死刑、無期懲役・禁銅を含む罪に係る事件と、法

定合議事件のうち故意の犯罪行為で人を死亡させた事件である（法2条1項）。

ただし、裁判員やその親族等に危害が加えられるなどのおそれがあり、裁判員の職

務の遂行ができないような事情がある場合や、審判に要する期間が著しく長期化する

などの場合には、決定により裁判員裁判対象事件から除外され、裁判官のみで構成す

る合議体で取り扱う（除外決定、法3条1項、3条の2第1項）。

イ 合議体の構成

裁判員裁判対象事件を取り扱う合議体の構成は、原則的には裁判官3人と裁判員6

人である。例外的に、公訴事実に争いがなく、事件の内容等に照らし適当であり、当

事者にも異議がない事件については、裁判官1人と裁判員4人の合議体で審理・裁判

することができる（法2条2項、3項）。

（2）裁判員裁判における公判手続の流れ

ア 公判前整理手続

刑事訴訟手続は、検察官が、裁判所に対し、被告人の処罰を求めて公訴提起（起訴）

することにより開始される。裁判員裁判対象事件が起訴された場合、裁判所は、公判

前整理手続に付さなければならない（法49条）。

公判前整理手続では、当事者による主張の明示や証拠の開示等を通じ、争点及び証

拠の整理を行うほか、公判の審理計画を策定し、公判期日を定めるなど公判手続の進

行上必要な事項を定める。そして、裁判所は、当事者との間で争点及び証拠の整理の

結果を確認し、公判前整理手続を終了させる。

なお、裁判員が加わって審理が開始された後に、鑑定のために長期間審理が中断す

るような事態は望ましくないことから、裁判員裁判対象事件の公半|｣前整理手続で鑑定

を行うことが決定されだ場合、鑑定結果の報告までに相当期間を要するときは、公判

開始前に、鑑定の経過及び結果の報告を除く鑑定の手続を行うことができる（第1回

公判期日前の鑑定、法50条1項、3項）。
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第3 裁判員の参加する公判手続の実施状況について

審理期間と対比した公判前整理手続期間・期日回数の状況は、図表33及び図表3

5ないし図表40のとおりである。

イ 公判審理

（ｱ）公判手続は、原則として公開の法廷において開く公判期日において行う。公判期

日の指定に当たっては、できる限り連日開廷し、継続して審理を行うようにしなけ

ればならない（刑事訴訟法281条の6）。 公判の審理期間・実審理期間・開廷回

数の状況は、図表41ないし図表45のとおりである。

公判期日においては、まず、人定質問や検察官の起訴状朗読、被告人及び弁護人

の被告事件についての陳述等が行われる（冒頭手続）。

続いて証拠調べ手続に入り、検察官や弁護人が証拠により証明しようとする事実

を述べる冒頭陳述を行い、裁判所が公判前整理手続の結果を明らかにした上、証拠

物や証拠書類の取調べや証人尋問等が行われる。また、被告人には黙秘権があるが、

被告人が自ら供述する場合は被告人質問も行われ、その結果も証拠となる。

証拠調べ手続が終了すると、弁論手続が行われ、検察官や弁護人が事実認定や法

律の適用に関する意見等を述べ（検察官の論告・求刑、弁護人の弁論）、最後に被

告人に対しても事件についての意見を述べる機会が与えられ（最終陳述）、審理を

終結する（結審）。

取り調べた証拠数．証人数、開廷時間・証人尋問時間・被告人質問時間の平均や

分布の状況は、図表46ないし図表57のとおりである。

（ｲ）同一の被告人に対し、複数の事件が起訴された場合、弁論の併合（客観的併合）

がされることがある。客観的併合がされている事件について、公訴事実の数別に、

開廷回数・総審理時間や証拠調べの状況を図表58ないし図表61で示した。

他方、同一の被告人に対し、複数の事件が起訴され、弁論を併合したままだとそ

の審理が長期に及ぶ場合などについて、裁判員の負担を軽減しながらも、刑の量定

も含め適正な結論が得られるように､区分審理の制度が設けられた(法71条以下)。

これは、併合した事件のうち一部の事件を区分し（区分審理決定）、順次、区分し

た事件ごとに審理を担当する裁判員を選任して審理し、有罪・無罪に関して部分判

決を行い、これを踏まえて、新たに選任された裁判員の加わった合議体が残りの事

件を審理した上、併合した事件全体について刑の言渡しを含めた終局判決を行うと
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第3 裁判員の参加する公判手続の実施状況について

いうものである。

なお、区分事件に含まれる被告事件の全部が裁判員裁判対象事件に該当しないと

きなど、裁判所の決定によって、構成裁判官のみで構成する合議体で、その区分事

件の審理及び裁判を行う場合もある（法74条）。

区分審理決定のあった事件の審判の数ごとの内訳、区分審理決定の有無別にみた

開廷回数及び開廷時間の平均や分布の状況は、図表62ないし図表64のとおりで

ある。

ウ 評議

公判審理が終結すると、合議体を構成する裁判官と裁判員は、評議を行い、有罪か

無罪か、有罪の場合にはどのような刑にするかを議論して決める。

なお、審理の合間にも、随時評議が行われることがあり（中間評議）、それとの対

比において、上記のような結審後に行われる評議は最終評議と呼ばれる。最終評議に

おける評議時間の平均や分布の状況は図表66ないし図表68のとおりである。

エ 裁判・控訴・上告

評議において有罪・無罪、有罪の場合には量刑につき結論が決まると、判決が宣告

され、事件は終局する。第一審の判決に不服がある当事者は、高等裁判所に控訴する

ことができ、控訴審判決に不服がある当事者は、最高裁判所に上告することができる。

裁判員裁判の第一審の裁判結果や、控訴理由、控訴審の結果、上告理由、上告審の

結果の状況等は、図表69ないし図表76のとおりである。
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第3 裁判員の参加する公判手続の実施状況について

オ 公判手続（公判前整理手続を含む。）の流れをフローチャートで示すと、以下のと

おりである。
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第3 裁判員の参加する公判手続の実施状況について

(3)本項における集計の在り方

以上のような対象事件及び合議体の構成並びに公判手続（公判前整理手続を含む。）

の流れを踏まえつつ、以下、裁判員の参加する公判手続の実施状況を概観するが、自白

事件と否認事件で手続運用の在り方が異なることから、自白・否認別のクロス集計を基

本としつつ、その他の様々なクロス集計も活用した集計結果を示した。また、特に、公

判前整理手続に関しては、期間・期日回数について、審理期間全体との対比も示しつつ、

平均値や分布等の集計を盛り込んだ。
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2 概況

令和6年の裁判員裁判対象事件の公判手続に関する概況は、図表29のとおりである。

各データの詳細は右欄外に記載した各図表を参照されたい．

図表29 裁判員裁判対象事件の公判手続概況データ

区分
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平均公判前整理手続期日回数

平均評議時間
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審理3

(1)合議体の構成・除外決定

合議体は、全ての事件で裁判官3人と裁判員6人で構成された。また、裁判員法3条

1項の除外決定がされた人員は、令和6年中に終局した事件においては図表32のとお

りであった。
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図表30 合議体の構成別の判決人員（罪名別）

（裁判官1人と裁判員4人の合議体なし）

図表31 合議体の構成別の判決人員（実審理期間別）

（裁判官1人と裁判員4人の合議体なし）

図表32 罪名別の除外決定がされた判決人員

法3条の2第1項法3条1項

織
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掛
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(2)公判前整理手続

公半||前整理手続期日回数の平均及び分布状況（自白・否認別）は、図表33のとおり

である。

なお、公判前整理手続において鑑定の手続を行う旨の決定（法50条。以下、「第1

回公判期日前の鑑定」という。） をして判決に至った人員を罪名別にみると、図表34

のとおりである。

図表33 公判前整理手続期日回数別の判決人員の分布及び平均公判前整理手続
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図表34 罪名別の第1回公判期日前の鑑定（法50条）を行った判決人員
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平均審理期間、公判前整理手続期間及び同手続以外の手続に要した期間の平均（自白・

否認別、罪名別、第1回公判期日前の鑑定の有無別及び開廷回数別）をみると、図表3

5ないし図表39のとおりである。公判前整理手続以外の手続に要した期間とは、l)受

理から公判前整理手続に付する決定までの期間、2)公判前整理手続終了から第1回公判

期日までの期間、3)実審理期間の合計である。それぞれ全審理期間に占める公判前整理

手続期間と同手続以外の手続に要した期間の平均を示し、かつ、それぞれの割合をグラ

フ化したものを添付した。

また、図表35には、裁半l1貝裁判対象事件における判決人員の平均審理期間及び公半ll

前整理手続期間の平均の推移の各データを参考添付した。

図表35 自白否認別の平均審理期間及び平均公判前整理手続期間

’
ロ公判前整理手続以外に要した期間の平均

口公判前整理手続期間の平均うち公判前

整理手続以
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(注） （ ） は平均審理期間に対する割合（％）である
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第3 裁判員の参加する公判手続の実施状況について

(参考）裁判員裁判対象事件における半l1決人員の平均審理期間の推移
（総数・自白・否認）

’’ 自白 ÷ 否認÷ 総数
（月）

1 8.0

1 6.0

14．0

1 2.0

10．0

8．0

6．0

4．0

2．0

0．0

16．5
些一 15．7

7.4
8.0 7．9 7．97．7

、

令和

5年

和
年

へ
祠
の
全

令和

3年

令和

4年

令和

6年

平成

29年

平成

30年

令和

元年

平成

28年

平成

27年

(参考）裁判員裁判対象事件における判決人員の公判前整理手続期間の平均の推移

（総数・自白・否認）
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第3 裁判員の参加する公判手続の実施状況について

図表36 自白否認別・主要罪名別の平均審理期間及び平均公判前整理手続期間

総 数 自 白 否 認
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(注）1 （ ） は平均審理期間に対する割合（％）である。

2 本表には、判決人員が上位10位までの罪名を挙げた。
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第3 裁判員の参加する公判手続の実施状況について

図表37 自白否認別の公判前整理手続期間の分布及び平均公判前整理手続期間

公 判 前 整 理 手 続 期 間

平
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整
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手
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２
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３
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２
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以
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６
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以
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９
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１
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２
月
以
内

1

旧
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１
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３
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以
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P
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‘●』総数 831

9611521 631 37130

２

8.9

６

3 |’自白 3393 ＝一 ■ －

'01 @! '| ,|｣｡
14.430 ワ目

白U1 231 76 1051 77 62否認 438

(注）実人員である。

図表38 第1回公判期日前の鑑定（法50条）の有無別の平均審理期間及び平均公判

前整理手続期間

I 公判前整理
手続以外に

要した期間

の平均(月）

公判前整理

手続期間の

平均(月）

平均審理

期間(月）

１６
９

３
２

１くｊ４
４

●
■

６
８

８
１

Ｉ

鑑定あり 21．3

(17.5）

2．4

ｊ５
３

。
■

２
１

８
１

く

鑑定なし 13.7

(注） （ ） は平均審理期間に対する割合（％）である。
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第3 裁判員の参加する公判手続の実施状況について

図表39 開廷回数別の平均審理期間及び平均公判前整理手続期間

うち公判前整

理手続以外

に要した期間

の平均(月）

うち公判前整

理手続期間

の平均(月）

判決

人員

平均審理期

間(月）
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１
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ｊ６
８

■
■

５
２

１Ｉｊ４
１

４
５

８
１

く

5回以上 460 17．9

1 実人員である。

2 （ ）は平均審理期間に対する割合（％）である。

3 開廷回数には、裁判員裁判対象事件が併合される前の

(注）

裁判官のみで行われたものを含む。
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第3 裁判員の参加する公判手続の実施状況について

裁判員裁判対象事件の受理から終局までの期間を、受理から公判前整理手続に付す旨

の決定まで、同決定から同手続終了まで、同手続終了から第1回公半llまで及び第1回公

判から終局までの審理段階ごとの平均日数（自白・否認別）を算出し、グラフ化したも

のが、図表40である。

図表40 審理段階別の平均日数（自白否認別）

’ ロ受理一付公判前口付公判前一公判前終了ロ公判前終了一第1回ロ第1回一終局

I

’ 9,3 15．6総数
、｢一介 「一

J00．012･7

| | l l_|
琴

灘
1’ 9．99．7自白 11．1 268.6

20.9

「－ ’ ｜ ’ ’

|’’
9.014.2否認

4， 戸 1

士J0．L

’’

0 50 100 150 200 250 300 350 400 450 500 (旧）

（例：裁判員裁判対象事件以外の事件係属中に

を除く。

平均審理期間及び平均公判前整理手続期間とは

(注)1 公判を開いた後に整理手続等に付された事件

裁判員裁判対象事件の追起訴があった事件等）

2 R数の平均によるため、図表35及び36の

一致しない。
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第3 裁判員の参加する公判手続の実施状況について

(3)審理期間・開廷回数・実審理期間

自白・否認別の審理期間の平均及び分布状況は、図表41のとおりである。また、図

表42は、自白・否認別の実審理期間の平均及び分布状況である。

図表41 自白否認別の審理期間の分布及び平均審理期間

審 期理 面
平均審理

期間(月）

判決

人員
’

9月 ’ 1年

以内｜以内
1年3月

以内

1年6月

以内

1年6月を

超える

4月

以内

6月

以内

3月

以内

5月

以内
’

218 181総数 15225 33 132 101848 14．26

自白 l59i 8229 戻り
J色 32 10．9402 41

、l
乙1 23

否認 591 99 129 17．2

２

4

４

80 69446

実人員である。

裁判員裁判対象事件以外の事件について公判を開いた後、裁判員裁判対象事件が併合されたものを含む。

(注）1

2

図表42 実審理期間（第1回公判から終局まで）別の判決人員の分布及び平均実審理

期間（自白否認別）

実 審 期理 面
平均実審理

期間（日）

判決

人員
’

2日 ： 3日 ’ 4日
40日を

超える

10日

以内

20日

以内

30日

以内

40日

以内
5日

総数 250 33631 91 25 4脂 16．0848 12 37

l

－l自白 402 121
1

47 176 110
上人色 14 136 4 10.2

否認 446 741 4 224 77 堀’ 42 21.2

(注）1 実人員である。

2 区分審理を行ったものについては、裁判員が参加した審理が行われた期間の合計を実審理期間とした。

3 裁判官のみで第1回公判を開いた後、裁判員裁判対象事件で追起訴があったため裁判員の参加する合議

体で審理されて終局したものについては、裁判員が参加した審理が行われた期間を実審理期間とした。

4 2及び3以外のものについては、第1回公判から終局までの期間を実審理期間とした。

5 公判期日が延期され､裁判員が解任されたものについては､改めて選任された裁判員の参加した審理が

行われた期間を実審理期間とした。
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第3 裁判員の参加する公判手続の実施状況について

開廷回数の各平均及び分布状況（罪名別、自白・否認別、第1回公判期日前の鑑定の

有無別）は、図表43ないし図表45のとおりである（取調べ証人数別の開廷回数の分

布状況については、図表56を参照。）

図表43 開廷回数別の判決人員の分布及び平均開廷回数（罪名別）
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(注）1 実人員である。

2 開廷回数には、裁判員裁判対象事件が併合される前の、裁判官のみで行われたものを含む
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第3 裁判員の参加する公判手続の実施状況について

図表44 開廷回数別の判決人員の分布及び平均開廷回数（自白否認別）

数廷 回

爵

平均開廷

回数(回）
判決

人員
7回 i8回以上6回5回4回2回以下 3回

107 50 1 123 5.6総数 269 180848 3 1116

4.326 11 13自白 178108 63402 3

6.839 1 110117 8191否認 446
O

D I
●

1

(注）1

2

実人員である。

開廷回数には、裁判員裁判対象事件が併合される前の、裁判官のみで行われたものを含む。

図表45 開廷回数別の判決人員の分布及び平均開廷回数（第1回公判期日前の鑑定

（法50条）の有無別）

数開 廷 回
平均開廷

回数(回）

判決

人員
6回 7回 ，8回以上2同以下 3回 4回 5回

総数 5.6180 107 50 1 123269848 31 116

鑑定あり 21 1161 1 8 '14 6.41

画
ａ

鑑定なし 261 貝 R
u■』〕 115 159 93 441 1112787

(注）1 実人員である。

2 開廷回数には、裁判員裁判対象事件が併合される前の、裁判官のみで行われたものを含む。
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第3 裁判員の参加する公判手続の実施状況について

(4)公判審理（証拠調べ）

取調べ証拠数、取調べ証人数、罪名別の取調べ証人数、自白・否認別の証人尋問の合

計時間並びに取調べ証人1人当たりの証人尋問時間、被告人質問時間の各平均及び分布

状況を自白・否認別にみると、図表46ないし図表51のとおりである（平均取調べ証

人数の法定合議事件全体との比較については、図表57を参照。）。

図表46 取調べ証拠数別の終局件数の分布及び平均取調べ証拠数（自白否認別）

取 調 べ 証 拠 数 平均取調べ

証拠数

（個）

終局

件数
10個以内ill～20個 21～30個131～40個{41～50個 51個以上

！

総数
ハ 、

04 23 34 21．3798 111 105 163

自白 84 17．9379 69； 216 63 19

26 24．419否認 4342 189 '00419

件数建てであり、概数である。

取調べ証拠数には証人を含み、延べ数である。

(注）1

2

| D10個以内Dll～20個口21～30個ロ31～40個口41～50個ロ51個以上

‐1 1 －1，

』"鴨’ ‘’8％ ｜'"％
|､l l" I | 1′－1－

18．2％ 57.()％

=Zn l. |'|■日一一T

l 23“M| 45｣%
I ． 1， ’‘I ．

■| 2_9W総数

□ 1.1％

□2.1％
目日

’ ■'4.5％否認

OM 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100ot
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第3 裁判員の参加する公判手続の実施状況について

図表47 取調べ証人数別の終局件数の分布及び平均取調べ証人数（自白否認別）

数{4終 局

平均取調

証人数

（人）

証 人 数取 調

総数
5人

以上
0人 1人 i2人 :3人 ;4人

総数 130 ; 65 i l42 2．9107 190 I 164798

39I 16! 16 1.5q7Q
J F J 89 134 ; 85目白

一理》い》￥一一一一《一恥 屋や阜一宰尽一一一竿一望一一一一屋一垂一唾一一

4.291I 49 : 126否認 18 56f 79119
；

(注）件数建てであり、概数である。

’ □0人 □l人 口2人 □3人 口4人 口5人以上

I ’ I’ I

23．8% | 20.6% | 16.3% | 8'1% l 17.8%
一

F■ ｜ ■西口一室弓雪■

I …、 ”“ 幽卜2*州'3.5％

’総数 8，1％20．6％ 16，3％13.4％ 23.8％ 17,8％

「ｌｌｌｌＩ

自白 22．4％ 10．3％ 2％

２

35,4％23．5％

号一一訓

%| 1"､ | ｣"､､jl ''"、’否認 11．7％13.4％ 18．9％ 21．7％ 30．1％4，3

’ ﾛ ID1 I I

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％
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第3 裁判員の参加する公判手続の実施状況について

図表48 取調べ証人数別の終局件数の分布及び平均取調べ証人数（罪名別）

終 件 数局

平均取調

べ証人数

（人）

数
一

5人

以上

取 調 べ 証 人
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(注）件数建てであり、概数である。
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第3 裁判員の参加する公判手続の実施状況について

図表49 証人尋問時間別の終局件数の分布及び平均証人尋問時間（自白否認別）

人 尋 問 時 間証
平均証人尋

問時間(分）

終局

件数
120分

以内

240分

以内

300分
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件数建てであり、概数である。

証人尋問を実施していないものを除く
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図表50 証人1人当たりの証人尋問時間別の終局件数の分布及び証人1人当たりの平

均証人尋問時間（自白否認別）
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件数建てであり、概数である。

証人尋問を実施していないものを除く。
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第3 裁判員の参加する公判手続の実施状況について

図表51 被告人質問時間別の終局件数の分布及び平均被告人質問時間（自白否認別）

平均被告人

質問時間
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(注） 件数建てであり、概数である。
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取調べ証人数、証人尋問時間及び被告人質問時間の各分布状況（開廷時間の分布別）

は、図表52ないし図表54のとおりである（開廷時間の平均及び法定合議事件全体と

の比較については、図表57を参照。）

図表52 開廷時間別・取調べ証人数別の終局件数の分布
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(注）件数建てであり、概数である。
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第3 裁判員の参加する公判手続の実施状況について

図表53 開廷時間別・証人尋問時間別の終局件数の分布

開廷時間に

占める証人

尋問時間の

割合(％）

証 人 ‘ 尋 問 時 間
終局

件数 90分

以内

120分

以内

30分

以内

60分

以内

240分

以内

240分

を超える

総数 691 52 93 58 56 195 237 34.3

’5時間以内

開i6時間以内

7時間以内

廷 8時間以内

19時間以内

時i10時間以内

1,,時間以内

W12時間以内

12時間を超える

221ワ
丈 』 20 3 2 15．0

３
４

５

’

６

犯
一
皿

【GI
｡．

８
｜
週

旧
一
ｍ

２
－

５

’

１

16．9

12

狸
一
狸

62 8 8 284 1141

70

２

10 112

７

25．936 3

７

3056 4 6 q 29．5

４

－

１

５

－

３

４

．

３

３
’

l

1

４
’

１

22

15

11

15

５
８

９
２

２

’

３

47261

２

7 5 199 39.7

(注）1 件数建てであり、概数である。

2 「開廷時間に占める証人尋問時間の割合」は、開廷時間の各区分における終局件数の証人尋問時間

の合計を、同件数の開廷時間の合計で除す方法により算出した。

3 証人尋問を実施していないものを除く。

図表54 開廷時間別・被告人質問時間別の終局件数の分布
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(注）1

2

件数建てであり、概数である。

「開廷時間に占める被告人質問時間の割合」は、開廷時間の各区分における終局件数の被告人質問時間の

合計を、同件数の開廷時間の合計で除す方法により算出した。
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第3 裁判員の参加する公判手続の実施状況について

平均証人尋問時間及び平均被告人質問時間について、検察官、弁護人及び裁判体の各

尋問（質問）時間の平均を自白・否認別にみると、図表55のとおりであり、下の円グ

ラフは、開廷時間に占めるそれぞれの時間の割合をグラフ化したものである。また、開

廷回数の分布別に取調べ証人数の分布状況をみると、図表56のとおりである。

図表55 平均証人尋問時間及び平均被告人質問時間の内訳（自白否認別）
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第3 裁判員の参加する公判手続の実施状況について

図表56 取調べ証人数別の終局件数の分布（開廷回数別）

取 調 べ 証 人 数
終局

件数
0人 1人 2人 ’ 3人

’

4人 5人以卜

1641］3｡総数 798 107 1190 65 1412

2回以内 3 3
'諾
1匹, ‐

１
１
１
｜
‐
１
２

晦
一
８

回
一

回
３

－

４

２

｝

８

２

。

６
１

－

２

乾
一
哩

４
’
８

５

－

９

１
５３

廷

8

３

回

5回 266 51 52 21 17173

数
6回以上 4212 116 36 122232 4

件数建てであり、概数である。

開廷回数には、裁判員裁判対象事件が併合される前の、裁判官のみで行われたもの

を含まない。

(注）1

2

法定合議事件全体と裁判員裁判対象事件における自白．否認別の平均開廷時間と平均

取調べ証人数を比較したものが、図表57である。

図表57 自白否認別の平均開廷時間及び平均取調べ証人数

平均取調べ証人数(人）平均開廷時間(分）

l

自白 ； 否認自白 総数総数 否認

’

法定合議事件総数 396．6

753.0

208.9 1.7 0．9 3．6805．3

’ うち裁判員裁判対象事件 988.7 2.9496．1
1 戸

1．0 4．2

(注）1 開廷時間には公判準備に要した時間は含まない。

2 終局時の罪名が裁判所法26条2項2号に該当する事件のうち、有罪人員（一部

無罪を含む。）及び無罪人員を掲げた。

3 図表55は概数であり、本表と開廷時間が異なる場合がある。

4 取調べ証人数は延べ人員で計上する場合があるため図表47とは異なる。
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第3 裁判員の参加する公判手続の実施状況について

(5)客観的併合

公訴事実の数ごとにみた証拠調べの状況や、開廷回数、開廷時間の状況（自白・否認

別）は、図表58ないし図表61のとおりである。

図表58－1 公訴事実の数別．取調べ証拠数別の終局件数の分布及び平均取調べ

証拠数（自白事件）

取 調 べ 証 拠 数
平均取調べ

証拠数(個）

終局

件数
51個以上31～40個41～50個10個以内 11～20個 21～30個

17．941 8総数 69 I 216 63 119379

71 ］ 3 15.91個 54 126 27218

公
訴

事
実

の
数

19.022個 611 47 1884

１
１

２

’

９

８

》

２
１

’

２

3個

4個

23

５

34

16

３
１

Zi
l

9 3

２

26．75個以上 310

２

127 11

終局件数は、件数建てであり、概数である。

取調べ証拠数には証人を含み、延べ数である。

(注）1

2

図表58－2 公訴事実の数別・取調べ証拠数別の終局件数の分布及び平均取調べ

証拠数（否認事件）

取 調 べ 証 拠 数
平均取調べ

証拠数(個）

終局

件数
31～40個141～50個 51個以上10個以内 11～20個 21～30個

431］9
26 24.4！総数 42 100419 1189

9 20．0141個
咀｜
■I32 40120219

公
訴

事
実

の
数

3 22．32個 7 Z45 Oワ
ム 。

声
ａ

89

26．5

２

7‘ 3
1

3個 14 11140 3

３

－

９

33．24個

４

－

Ⅱ

41429 2 12

43．85個以上 10 11142 6 bb

終局件数は、件数建てであり、概数である。

取調べ証拠数には証人を含み、延べ数である。

(注）1

2
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第3 裁判員の参加する公判手続の実施状況について

図表59－1 公訴事実の数別・証人尋問時間及び被告人質問時間の合計別の終局

件数の分布並びに平均時間（自白事件）

証人尋問時間及び被告人質問時間の合計

髄|'鑑｢霞IW1 #" |"
平均時間

（分)．

終局

件数 540分’600分
以内 ｜ 以内

601分

以上

120分

以内
60分’90分
以内 ｜ 以内

’
61

n、

邑笙24 10 255.8総数 89 76 Rn
凹 凹 胆51 131 43379

!■

L■

31 31 4 934 17 8 232.41個 鰯51 101 34 49218

公
訴

事
実

の
数

71 1 11 285.92個 1 1 4 20 18 10 '11 1184

２
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(注）終局件数は、件数建てであり、概数である。

図表59－2 公訴事実の数別・証人尋問時間及び被告人質問時間の合計別の終局

件数の分布並びに平均時間（否認事件）

証人尋問時間及び被告人質問時間の合計

一一一~‐.－『‐‐-‐-
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(注）終局件数は、件数建てであり、概数である。
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第3 裁判員の参加する公判手続の実施状況について

図表60-1、公訴事実の数別・開廷回数別の終局件数の分布及び平均開廷回数

（自白事件）

開 廷 回 数
平均開廷

回数(回）

終局

件数
'

5回 ，6回以上2回以下 3回 4回

総数 56 32
1

4.131 113379 1175

公 1個

訴 2個

事i

l3個
実 ’

の 4個

数 5個以上

1個 100

34

６
８

２
１

3.9218

84

3 ワワ
イI 112

232個

９

4.2

3個 18 4

３

4.234

７

31

~ー‐’.~－

51

1

３

’

８
４

－

４

２

10116

’
５

1327 4

(注）1 終局件数は、件数建てであり、概数である。

2 開廷回数には、裁判員裁判対象事件が併合される前の

ものを含まない。

裁判官のみで行われた

図表6 0-2 公訴事実の数別・開廷回数別の終局件数の分布及び平均開廷回数

（否認事件）

開 廷 回 数
平均開廷

回数(回）

終局

件数 '
5回 ’6回以上

’

'

5回 ’6回以上
’

2回以下’3回 4回

総数 117 200 6.4！419 939

噸
一
躯
一
姻
一
蛎
一
稲

公
訴

事
実

の
数

65 86
1

5．861219

７

6．1291 4389 161

3個 6．9

７

11 22畑

6．94個

８
１

１
３

１
１
１
１
４
１
‐
・
‐

５
７

629

9．05個以上

３

4鰯 1

(注）1 終局件数は、件数建てであり、概数である。

2 開廷回数には、裁判員裁判対象事件が併合される前の

ものを含まない。

裁判官のみで行われた
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第3 裁判員の参加する公判手続の実施状況について

図表61－1 公訴事実の数別・開廷時間別の終局件数の分布及び平均開廷時間

（自白事件）

時廷
同日

I調
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以内

日日

｜日」

840分

以内

終局

件数

平均開廷

時間(分）360分
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’660分

｜ 以内

901分

以上

420分

以内

600分

以内

540分

以内
720分| 780分
以内 ｜ 以内
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(注） 終局件数は、件数建てであり、概数である。

図表61－2 公訴事実の数別・開廷時間別の終局件数の分布及び平均開廷時間

（否認事件）

廷 時 尚勝
平均開廷

時間(分）

終局

件数 600分

以内

660分1720分

以内｜以内
780分

以内

840分

以内

900分

以内

420分

以内

480分

以内

540分

以内

901分

以上

360分

以内

34，，41，，総数 '覗
噂 U 18 26 144 931.7419 l5i l6 321 38

順
一
姻
一
稲
一
噸

公
訴

事
実

の

20‘ 22 18 25’ 16 26ワ1Q
全 八 J 10． IⅡ’ l】 53 818.7

1089 4’ 2 61 14

２

1 6 31 862.11ol

『
？

40 2 1 1 腸 2

１

3 GI 2 躯 1130.3

３

－

４

鵬 1 1 lト 2 1 ’ 11 964.5

「、

〕

数’5個以上 11 31 112 272 2 '1456.6

(注） 終局件数は、件数建てであり、概数である
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第3 裁判員の参加する公判手続の実施状況について

(6)区分審理

裁判員法71条の区分審理による審理がされた事件の審判の数ごとの内訳は図表62

のとおりであり、区分審理決定の有無別にみた開廷回数及び開廷時間の平均や分布の状

況は、図表63及び図表64のとおりである。

区分審理決定のあった判決人員について、区分事件審判の実施状況をみると、裁判官

のみで構成する合議体により審理及び裁判がされたものは12個（うち自白4個、否認

8個）、裁判官3人と裁判員6人で構成する合議体により審理及び裁判がされたものは

0個であった*12。また、区分事件審判による部分判決の結果は、全て有罪（一部無罪を

含む。）であった。

図表62 区分審理決定のあった判決人員及び審判の数ごとの内訳

数審 判 の

判決人員

2個’3個’4個 6個以上5個

１

110IⅡ’

実人員である。

審判の数は、区分事件審判の数と併合事件審判の数の合計である

(注）1

2

図表63 開廷回数別の判決人員の分布及び平均開廷回数（区分審理決定の有無別）

数開 廷

2回以ﾄ’3回14回'5回

回
平均開廷

回数(回）
判決

人員
8回以上6回 71回2回以下

5.6123107 50116 ' 269 1803総数 848

15.11011区分審理決定あり 11

113 5．41116 ! 269 1 180 49107区分審理決定なし 3837

(注）1 実人員である。

2 「区分審理決定あり」の開廷回数は、裁判員裁判対象事件が併合される前の、裁判官のみで
行われたもの並びに区分事件審判及び併合事件審判の各開廷回数を合算したものである。

★12 区分事件審判における公判の平均開廷回数は、自白が2．3回、否認が5．6回であり、平均開廷時間は、
自白が156.3分、否認が411.9分であった。
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第3 裁判員の参加する公判手続の実施状況について

図表64 開廷時間別の判決人員の分布及び平均開廷時間（区分審理決定の有無別）

時

840分

以内

廷

600分

以内

問

960分

以内

開

480分

以内

平均開廷

時間(分）

判決

人員 360分

以内

720分

以内

960分

を超える

総数 83
信 P

DO145 7頁
I U 176848 154 754.8'160

区分審理決定あり 11 1 1 I’ 目 1661.9

区分審理決定なし 83 74154 144 54 742.9837 160 l6E

実人員である。

開廷時間には公判準備に要した時間は含まない。

「区分審理決定あり」の開廷時間は、区分事件審判及び併合事件審判の各開廷時間を合算したものである。

(注）

１
２

３
４

図表55は概数であり、本表と開廷時間が異なる場合がある。
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第3 裁判員の参加する公判手続の実施状況について

(7)被害者参加・刑事損害賠償命令

裁判員裁判対象事件における罪名別の参加申出をした被害者等の数及び被害者等の参

加の態様等は、図表65のとおりである。

なお、刑事損害賠償命令申立てがあった判決人員は、76人である。

図表65 裁判員裁判における被害者参加の状況（罪名別）
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被害者等の数は、延べ人員である。
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第3 裁判員の参加する公判手続の実施状況について

4 評議

評議時間の平均及び分布状況（自白・否認別、罪名別及び開廷回数別）は、図表66な

いし図表68のとおりである。

なお、評議時間は、最終評議のみの時間であり、中間評議の時間を含まなvL

図表66 評議時間別の判決人員の分布及び平均評議時間（自白否認別）
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(注）実人員である.
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第3 裁判員の参加する公判手続の実施状況について

図表67 評議時間別の判決人員の分布及び平均評議時間（罪名別）
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第3 裁判員の参加する公判手続の実施状況について

図表68 評議時間別の判決人員の分布及び平均評議時間（開廷回数別）
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第3 裁判員の参加する公判手続の実施状況について

5 裁判の結果

罪名別、自白・否認別に控訴人員をみると、図表69のとおりであり、庁別・罪名別の

終局区分及び罪名別の量刑分布状況は、図表70及び図表71のとおりである。

図表69 罪名別・自白否認別の判決人員及び控訴人員
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(注） 実人員である。
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第3 裁判員の参加する公判手続の実施状況について

図表7 0-1 庁別・終局区分別の終局人員
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(注）1 実人員である。

2 終局区分の「その他」は、公訴棄却、移送等である。

3 裁判員裁判に関する事務を取り扱う支部以外の支部に起訴され、当該支部の管轄区域を取扱

区域とする本庁又は支部に回付された人員を除く。

4 裁判員法3条1項の除外決定があった人員を除く。
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図表7 0-2 罪名別・終局区分別の終局人員
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(注）1 実人員である。

2 「その他」は、公訴棄却、移送等である。

3 裁判員裁判に関する事務を取り扱う支部以外の支部に起訴され、当該支部の管轄区域を取

扱区域とする本庁又は支部に回付された人員を除く。

4 裁判員法3条1項の除外決定があった人員を除く。
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第3 裁判員の参加する公判手続の実施状況について

図表71 罪名別・量刑分布別（終局区分別を含む）の終局人員
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第3 裁判員の参加する公判手続の実施状況について

6 控訴

裁判員裁判による判決に対し、控訴を申し立てた人員につき、第一審の結果ごとの控訴

理由及び控訴審結果の分布状況をみると、図表72及び図表73のとおりであり、終局人

員に占める破棄人員の割合及び破棄理由別人員の分布状況をみると、図表74のとおりで

ある（ただし、いずれも控訴審終局時を基準としている。）。

また、平成20年及び平成21年の裁判員裁判対象罪名の事件と令和6年までの10年

間の裁判員裁判対象事件における第一審受理から控訴審終局までの審理期間のデータを参

考添付した。

図表72 第一審結果別の控訴理由の分布（控訴審終局分）
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(注） 1 実人員である。

2 控訴理由が複数ある場合には、各欄に重複して計上した。

3 控訴の申立てが被告人側、検察官双方からされた場合には、各欄の「控訴審終局人員」 に重複して

計上した。

4 控訴理由の「その他」 は、刑の廃止・変更、大赦等である。

5 控訴趣意書提出前取下げ等の理由で判明しなかった場合は掲げていない。 ただし、控訴審終局人員

総数には計上した。
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第3 裁判員の参加する公判手続の実施状況について

図表73 第一審結果別の控訴審結果の分布
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2 「上告申立人員」には、上告申立後、記録送付前に上告取下げがあった人員を含む。
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第3 裁判員の参加する公判手続の実施状況について

図表74 終局人員に占める破棄人員の割合及び破棄理由別人員の分布

338終局人員
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(破棄率(％)）

絶対的控訴理由(刑事訴訟法377条．378条） 3

訴訟手続の法令違反(刑事訴訟法379条）

法令適用の誤り(刑事訴訟法380条）
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3

量刑不当(刑事訴訟法381条） |’

事実誤認(刑事訴訟法382条）

判決後の情状(刑事訴訟法393条2項）

1l

20

その他

実人員である。

破棄理由が複数の項目に該当する場合は、それぞれに計上した。

よって、破棄理由欄の合計と破棄人員は一致しない場合がある。

(注）1

2
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第3 裁判員の参加する公判手続の実施状況について

(参考) 控訴審における終局人員の審級別平均審理期間の推移

’ 口第一審受理から終局 口第一審終局から控訴審記録受理 口控訴審記録受理から終局
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(注）1 処断罪名などが現住建造物等放火、通貨偽造、偽造通貨行使、集団（準）強姦致死傷、不同意わいせ

つ致死傷、不同意性交等致死傷、殺人、傷害致死、危険運転致死、身の代金拐取、拐取者身の代金取得

等、強盗致傷、強盗致死（強盗殺人）、強盗・不同意性交等、強盗・不同意性交等致死（強盗・不同意

性交等殺人）の罪名（未遂処罰規定のある罪名については、未遂のものを含む。）のものに限る。

2 「危険運転致死」は、平成27年以降においては平成25年法律86号による改正前の刑法208条の2及び

自動車運転死傷処罰法に規定する罪である。

3 「不同意わいせつ致死傷」には、令和5年法律第66号による改正前の（準）強制わいせつ致死傷を含

む｡

4 「不同意性交等致死傷」には、平成29年法律第72号による改正前の（準）強姦致死傷及び令和5年法

律第66号による改正前の（準）強制性交等致死傷を含む。

5 「強盗・不同意性交等」には、平成29年法律第72号による改正前の強盗強姦及び令和5年法律第66号

による改正前の強盗・強制性交等を含む‘

6 「強盗・不同意性交等致死（強盗・不同意性交等殺人）」には、平成29年法律第72号による改正前の

強盗強姦致死及び令和5年法律第66号による改正前の強盗・強制性交等致死（強盗・強制性交等殺人）

を含む。

7 終局人員は､平成27年（353人）､平成28年（310人)､平成29年（300人)、平成3

0年（301人）、令和元年（304人）、令和2年(217人）、令和3年(273人）、令和4年

（232人）、令和5年（247人）及び令和6年（269人）は第一審において裁判員の参加する合

議体により審理及び裁判がされた人員、平成20年（702人）及び平成21年（618人）は第一審

において裁判官のみの合議体により審理及び裁判がされた人員である。
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第3 裁判員の参加する公判手続の実施状況について

7 上告

第一審が裁判員裁判の控訴審判決に対する上告審の終局人員につき、控訴審の結果ごと

の上告理由及び上告審結果の分布状況は、図表75及び図表76のとおりである。

また、平成20年及び平成21年の裁判員裁判対象罪名の事件と令和6年までの10年

間の裁判員裁判対象事件における第一審受理から上告審終局までの審理期間のデータを参

考添付した。

図表75 控訴審結果別の上告理由の分布（上告審終局分）
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|‐公訴棄却 訓

実人員である。

上告理由が複数ある場合には、各欄にそれぞれ重複して計上した。

上告理由の「その他」は、刑の廃止・変更、大赦等である。

上告趣意書提出前取下げ等の理由で判明しなかった場合は掲げていない。ただし、上告審
終局人員総数には計上した。

１
２

３
４

ｊ注ぐ

83



第3 裁判員の参加する公判手続の実施状況について

図表76 控訴審結果別の上告審結果の分布

上
告
審
終
局
人
員

破棄上告棄却

公訴棄却 取下げ控訴審の結果
差戻し

･移送
判決 自判決定

総数 113 2 12127

控訴棄却 107 10119 2

死刑

無期 1 1

30年以下 1 1

25年以下

20年以下

15年以下

10年以下

’
－

２

一

一

１

一

１

破
棄
自
判

有
期
懲
役

7年以下 11

5年以下

3年以下

｜うち

'一部執行猶予

１
’
１

１

’

１

うち

全部執行猶予

無罪

破棄差戻し･移送 1 1

公訴棄却

(注） 実人員である。
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第3 裁判員の参加する公判手続の実施状況について

(参考） 上告審における終局人員の審級別平均審理期間の推移

ﾛ第一審受理から終局 ロ第一審終局から控訴審記録受理 ロ控訴審記録受理から終局

ﾛ控訴審終局から上告審記録受理 口上告審記録受理から終局(月）
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1,4
1．6

1，5

。 匡
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〆
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10．0 19．6第

一
審

16．816．8
15．7 15．114．7 14，4

13．8
12．8 12．812．5

0.U

令和6年

(裁判員

裁判）

令和5年

(裁判員

裁判）

台和元年

(裁判員

裁判）

令和3年

(裁判員

数1当|｣）

令和4年

(裁判員

裁判）

平成29年

（裁判員

裁判）

令和2年

(裁半|l員

裁判）

JZhサワl圧

(裁判官

裁判）

膵成27年 平成28年

(裁判員 （裁半|l員

裁判） 裁半|｣）

平成30年

(裁判員

裁判）

平成20年

（裁判官

裁判）

処断罪名なと‘が現住建造物等放火、通貨偽造、偽造通貨行使、集団（準）強姦致死傷、不同意わいせつ

致死傷、不同‘意性交等致死傷、殺人、傷害致死、危険運転致死、身の代金拐取、拐取者身'の代金取得等、
強盗致傷、強盗致死（強盗殺人）、 強盗・不同意性交等、強盗・不同意性交等致死（強盗・不同意性交等
殺人）の罪名（未遂処罰規定のある罪名については、未遂のものを含む‐） のものに限るハ

「危険運転致死」は、平成27年以降においては平成25年法律86号による改正前の刑法208条の2及び自
動車運転死傷処罰法に規定する罪である。

「不|司意わいせつ致死傷」には、令和5年法律第66号による改正前の（準）強制わいせつ致死傷を含

む。

「不同意性交等致死傷」には、平成29年法ｲ|L第72号による改正前の（準）強姦致死傷及び令和5年法律
第66号による改正前の（準）強制性交等致死傷を含む。

「強盗・不同意性交等」には、平成29年法律第72号による改正前の強盗強姦及び令和5年法律第66号に
よる改正前の強盗・強制性交等を含む。

「強盗・不|司意性交等致死（強盗・不同意|､t交等殺人）」には、平成29年法律第72号による改正前の強
盗強姦致死及び令和5年法律第66号による改正前の強盗・強制性交等致死（強盗・強制性交等殺人）を含
む。

終局人員は、平成27年（133人）、 平成28年(138人）、 平成29年(1 25人）、 平成30
年（131人）、 令和元年（130人）、 令和2年（113人）、 令和3年（112人）、 令和4年（1
19人）、 令和5年(106人）及び令和6年(103人）は第一審において裁判員の参加する合議体に
より審理及び裁判がされた人員、平成20年（259人）及び平成21年(277人）は第一稀において
裁判官のみの合議体により審理及び裁判がされた人員である。

(注）1

２
３

４
５

６
７
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第4 その他

その他

本項では、第2「裁判員等の選任に関する実施状況について」及び第3「裁判員の参加

する公判手続の実施状況について」のいずれにも関係し、又はいずれにも該当しない統計

数値を示すこととした。

具体的には、1)弁護人の状況、2)外国人事件の状況、3)手話通訳人等の状況、4)裁判員

第4

法違反事件の処理状況を示した。
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第4 その他

弁護人の選任状況を罪名別にみると、図表77のとおりである。

図表77 弁護人の私選国選別の判決人員（罪名別）

私選弁護人が
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(注）1 実人員である。

2 同一被告人に対し私選弁護人及び国選弁護人が選任された場合には重複して計

上した。

3 （ ） は半|｣決人員に対する割合（％）である。
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第4 その他

通訳翻訳人の付いた外国人の被告人につき、罪名別及び言語別に判決人員数をみると、

図表78及び図表79のとおりである。

図表78 罪名別の通訳翻訳人の付いた外国人の判決人員
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；
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(注）1 実人員である。

2 （ ） は判決人員に対する割合（％）である。
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第4 その他

図表79 言語別の通訳翻訳人の付いた外国人の判決人員

判決

人員

総数

ベトナム語

中国語

｜北京語

｜広東語
｜台湾言吾

1121

31

25

15

広東語 9

台湾語 1

21

英語

ポルトガル語
５－

７
１
’

フランス語 3

ペルシャ語 3

トルコ語 3

タイ語

フィリピノ（タガログ）語

2

2

マレー語 2

韓国・朝鮮語 11

イタリア語 1

インドネシア語

ウルドゥー三五口ロ

l

1

ネパール語

パンジャビ語

１

》

１

セルビア語 1

(注)実人員である。
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第4 その他

被告人に対し、手話通訳人等を付した判決人員は図表80のとおりである。

図表80 手話通訳人等の付いた被告人の判決人員

（該当なし）

手話通訳、要約筆記、点字翻訳を要した裁判員候補者及び裁判員等の人員は、図表81

のとおりである。また、障害を有する裁判員候補者及び裁判員等に対して、手話通訳、要

約筆記、点字翻訳、車いすの貸出、職員による付添い等、何らかの対応を行ったとして報

告がされた事件は16件あった

図表81 手話通訳・要約筆記・点字翻訳を要した裁判員候補者、裁判員等の員数

選任された裁判員･補

充裁判員

選任手続期日に出席し

た裁判員候補者

総数 6,64523,317

うち手話通訳 2

うち要約筆記 3

うち点字翻訳

(注）1 総数のうち選任手続期日に出席した裁判員候補者は

延べ人員である。

2 1以外の人員は、実人員であり、概数である。

90



第4 その他

裁判員法違反事件の処理状況は、図表82のとおりである‘

図表82 裁判員法違反事件の処理状況

（該当なし）

裁判員候補者及び裁判員等に対し、過料の制裁を行ったとして報告がされた事件はなか

った。
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【機密性2】

事務総局会議（第16回）議事録

令和7年7月1 5日（火）午前10時00分 ～ 午前10時05分日時

ウェブ会議場所等

氏本事務総長、吉岡総務局第一課長、徳岡人事局長、染谷経理局長、渡

邉行政局第一課長、川瀬刑事局第一課長、馬渡家庭局長、福島秘書課長

兼広報課長、坂口審議官、榎本デジタル審議官、馬場事務総局参事官

出席者

令和7年度外国出張計画について

福島秘書課長説明（資料）

議事

結果 ◎ 了承

秘 書 課 長 福 島 直 之
’



事務総局会議資料

(7月15日開催）
【機密性2】

【配布資料】

令和7年度外国出張計画

合計2人1 国際会議

裁判官1人(1) 商事裁判所常設国際フオーラム（インド、約5日間）【民事局】

(2) 世界知的所有権機関(WI PO)主催知財事件担当判事フオーラム（スイス、約5日間）
【行政局】 裁判官1人

合計1人

裁判官1人

2 裁判官知的財産権関係在外研究（約6か月）【行政局】

ドイツ



【機密性21

事務総局会議（第17回）議事録

令和7年7月22日（火）午後2時00分 ～ 午後2時05分日時

場所等 総局会議室

氏本事務総長、吉岡総務局第一課長、徳岡人事局長、染谷経理局長、福

田民事局長兼行政局長、平城刑事局長、馬渡家庭局長、福島秘書課長兼

広報課長、坂口審議官、榎本デジタル審議官、馬場事務総局参事官

出席者

「裁判所ウェブサイト及び最高裁判所民事・刑事判例集に掲載されて

いる裁判例における記載の違いについて（報告書）」の訂正について

吉岡総務局第一課長説明（資料）

議事

結果 ◎ 裁判官会議付議

秘 書 課 長 福 島 直 之



事務総局会議資料
（7月22日開催）

「裁判所ウェブサイト及び最高裁判所民事・刑事判例集に掲載

されている裁判例における記載の違いについて（報告書)」の訂正について

令和7年7月9日の裁判官会議資料「裁判所ウエブサイト及び最高裁判所民事・

刑事判例集に掲載されている裁判例における記載の違いについて」の10頁(2)イの

本文1行目の「延べ2567箇所」を「延べ2568箇所」と訂正する。


